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第１章 事業計画の概要 
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第１節 事業の目的 

埋立計画地周辺の水俣市丸島町、塩浜町、浜松町、築地の各町内では、狭隘な道路が多

く、地区住民が安心して通行できる広い道路が必要である。

しかし、住宅地域を貫く道路の整備は、長年月に及ぶ道路用地の買収を必要とするとと

もに、道路により地区が分断される可能性もあること等、極めて困難であることから、水

俣川左岸を通り河口で南下して丸島漁港に到る路線計画が最適であると判断できる。

また、将来不足する再資源化施設の整備は、総合リサイクルセンターとして基盤が整備

され、現在も十分に機能を発揮しているみなまたエコタウンに近接して整備することが、

施設間の連携も図ることが容易であり相互の能力向上に資すると判断できる。

次に、水産業用地として浅場や藻場用地を確保することは、中間育成施設で育てた幼稚

子の生残率の向上に寄与し、漁獲量の増大に直結するものである。加えて、波浪が穏やか

であり、藻場の成長に適した水質並びに定着基質が確保されるとともに、造成工事等が周

辺環境に与える影響の小さい海域で実施することが求められる。

これらのことより、道路用地、製造業用地（主としてリサイクル企業用地）及び水産業用

地について、一体的に整備できる用地が望ましいので、新たに公有水面埋立てにより確保す

ることとした。
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第２節 土地利用計画 

埋立終了後は、地区住民の生活改善、循環型社会構築及び水産業発展のために、道路及

びに製造業用地としての利用を計画している。 

埋立計画に伴う土地の用途及び埋立面積は表 1-2-1 に、土地利用計画は図 1-2-1 に示す

とおりである。 

表 1-2-1 埋立地の用途及び埋立面積（単位：m2） 

用途 埋立地の土地利用 利用計画面積 埋立面積 

護岸用地 護岸用地 2,155.71 2,155.71 

公共施設用地 
道路用地 8,828.91 8,762.36 

水路用地 344.17 317.74 

製造業用地 製造業用地 33,997.63 30,493.20 

水産業用地 水産業用地 3,407.84 3,407.84 

図 1-2-1 土地利用計画 
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第３節 埋立工事の施行計画 

1． 埋立工法 

本埋立ての工事に要する期間は、8 年 6 ヵ月と長期間であり、区域を設定して順次施行

し、一体的に竣工させる計画となっている。 

埋立土砂の投入は、水質環境の保全を図る観点から外周工作物である護岸が所定の延長

で概成した後に土砂流出防止措置（中仕切堤）を設置し、外海と遮断された区域に埋立土

砂を投入する。 

埋立土砂の投入は、第 1区域から着手し、第 2、第 3区域の順に施工する。

図 1-3-1 区域図 
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2． 工事工程計画 

埋立工事の工程表は表 1-3-1 に、年ごとの施工位置は図 1-3-2 に示すとおりである。 

1 年次は、用地護岸 1 の北側より着手し、まず、本体工の鋼矢板をクレーン付台船にて

所定の延長を打設する。 

そして、用地護岸 1 と既存護岸との間詰めとして場所打ちコンクリートを所定の天端高

まで打設し、1年次を終了する。 

2 年次は、1年次に打設した鋼矢板の端部に連続してクレーン付台船にて所定の延長に鋼

矢板を打設する。 

その後、所定の位置に中仕切堤を築造し、第 1区域を外海と遮断し 2年次を終了する。 

3 年次は、第 1区域への埋立土砂の投入を陸上運搬にて開始する。 

一方、2 年次と同様にクレーン付台船にて鋼矢板を打設して用地護岸 1 を延伸する。続

けて、用地護岸 2 及び用地護岸 3 の基礎工として所定の範囲の床掘を行い、クレーン付台

船にて基礎捨石の投入及び本体工の鋼矢板を打設する。 

なお、床掘により発生する土砂は、クレーン付台船にて第 1区域へ投入する。 

その後、用地護岸 3 の本体工のカウンターとなる基礎捨石を所定の範囲にクレーン付台

船にて所定の高さまで投入する。 

なお、基礎捨石は、ガット船にて運搬し、埋立区域沖合で瀬取りし台船にて運搬する。 

更に、附帯して設置する排水路工として、所定の法線上にクレーン付台船にて基礎捨石

等を所定の高さまで投入した後にボックスカルバートを設置し完成させる。 

また、所定の位置に中仕切堤を築造し、第 2区域を外海と遮断し、3年次を終了する。 

4 年次は、第 2区域への埋立土砂投入も開始する。 

一方、用地護岸 4 の南側端部で接続する既設護岸の前面に設置してある消波ブロックを

クレーン付台船にて撤去し、所定の位置に仮置きする。 

そして、所定の範囲の床掘を行い、用地護岸 4 の基礎工である基礎捨石を投入し、続け

て本体工としての基礎捨石を所定の高さまで投入する。 

なお、床掘により発生する土砂は、クレーン付台船にて第 2区域へ投入する。 

その後、用地護岸 3 の上部工及び用地護岸 4 の本体工である場所打ちコンクリートを陸

上からコンクリートポンプ車により打設し、クレーン付台船にて用地護岸 3 の被覆石を設

置し被覆工を終了させ、用地護岸 4を概成させる。 

これにより、第 3区域と外海を遮断し、4年次を終了する。 

5 年次は、第 3区域への埋立土砂投入も開始する。 

また、用地護岸 1 の本体工のカウンターとなる基礎捨石を所定の範囲にクレーン付台船

にて所定の高さまで投入する。 

そして、上部工として現場打ちコンクリートを陸上からコンクリートポンプ車により所

定の天端高まで打設する。 
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また、被覆工としての被覆石をクレーン付台船にて所定の範囲に設置し、5 年次を終了

する。 

6 年次は、第 1 区域、第 2 区域及び第 3 区域への埋立土砂の投入を継続した後、第 1 区

域への埋立土砂投入を概ね終了させる。 

一方、5 年次と同様に、用地護岸 1 の本体工のカウンターとなる基礎捨石を所定の範囲

にクレーン付台船にて所定の高さまで投入する。 

そして、上部工として現場打ちコンクリートを陸上からコンクリートポンプ車により所

定の天端高まで打設する。 

また、被覆工としての被覆石をクレーン付台船にて所定の範囲に設置し、6 年次を終了

する。 

7 年次は、第 2 区域及び第 3 区域への埋立土砂の投入を継続した後、第 2 区域への埋立

土砂投入を概ね終了させる。 

一方、6 年次から続く用地護岸 1 と、用地護岸 2 の本体工のカウンターとなる基礎捨石

を所定の範囲にクレーン付台船にて所定の高さまで投入する。 

続けて、上部工として現場打ちコンクリートを陸上からコンクリートポンプ車により所

定の天端高まで打設する。 

また、被覆工としての被覆石をクレーン付台船にて所定の範囲に設置し、7 年次を終了

する。 

8 年次は、第 3区域への埋立土砂の投入を継続した後、埋立土砂投入を概ね終了させる 

一方、7年次に続き用地護岸 1、用地護岸 2及び用地護岸 3の基礎捨石を投入し、基礎捨

石を所定の範囲にクレーン付台船にて所定の高さまで投入する。 

続けて、上部工として現場打ちコンクリートを陸上からコンクリートポンプ車により所

定の天端高まで打設する。 

また、被覆工としての被覆石をクレーン付台船にて所定の範囲に設置し、用地護岸 1、

用地護岸 2及び用地護岸 3を概成させ、8年次を終了する。 

9 年次は用地護岸 1、用地護岸 2、用地護岸 3及び用地護岸 4の水叩工設置範囲について

所定の地盤高まで整地を行い、水叩工としての場所打ちコンクリートをコンクリートポン

プ車により打設する。 

その後、第 1 区域、第 2 区域及び第 3 区域の整地を行い、埋立てに関する工事を竣功さ

せる。 
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表 1-3-1 工事工程表 

年次

月次 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

年平成　　年 平成　　年 平成　　年 平成　　年 平成　　年 平成　　年 平成　　年 平成　　年 平成　　年 平成　　年

月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

第１区域（藻場ゾーン） ｍ

護岸工

　準備工

　本体工　鋼矢板打設

　基礎捨石工

　上部工　場所打ちコンクリート　（既設護岸取付含む）

　被覆工

　裏埋土

　水叩き工

中仕切り工

余水吐工

埋立工

第２区域（藻場ゾーン） ｍ

護岸工

　準備工

　本体工　鋼矢板打設

　基礎捨石工

　上部工　場所打ちコンクリート

　被覆工

　排水路設置工

　水叩き工

中仕切り工

余水吐工

埋立工

第３区域（干潟・藻場ゾーン） ｍ

護岸工

　準備工

　本体工　鋼矢板打設

　基礎捨石工

　上部工　場所打ちコンクリート

　被覆工

　裏埋土

　水叩き工

中仕切り工

余水吐工

埋立工

既設消波ブロック撤去 個

防波堤築造（別途事業）

8年次 9年次
渚造成事業　埋立工事　工程表

工種 単位
1年次 2年次 3年次 4年次 5年次 6年次 7年次
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図 1-3-2（1） 埋立工事 進捗状況図 
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図 1-3-2（2） 埋立工事 進捗状況図 
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図 1-3-2（3） 埋立工事 進捗状況図 
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3． 主要作業機械 

 主要な作業機械を表 1-3-2 に示す。 

表 1-3-2 主要な作業機械 

工種 使用機材 規格

既設消波ブロック撤去 クレーン付台船 80t 吊

曳船 鋼 D500PS 

基礎工 床掘 グラブ浚渫船 鋼 D5ｍ3 

揚錨船 鋼 D5t 吊

土運船

曳船

基礎工 基礎捨石 投入 均し他 ガット船

クレーン付台船 50t 吊

曳船

潜水士船 D180PS 

本体工 重力式 コンクリートポンプ車

コンクリートミキサー車

ラフテレーンクレーン車 25t 吊

本体工 鋼矢板式 バイブロハンマー（クレーン付台船） 90kw 

曳船 鋼 D200PS 

矢板運搬用台船

曳船 鋼 D200PS 

揚錨船 鋼 5t 吊

上部工 鋼矢板式 コンクリートポンプ車

コンクリートミキサー車

ラフテレーンクレーン車 25t 吊

被覆工 ガット船

クレーン付台船 50t 吊

曳船

潜水士船

水叩き工 人力施行 ダンプトラック

コンクリートミキサー車

バイブレータ

埋立工 ダンプトラック

ブルドーザー 20t 級
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4． 工作物の種類及び構造 

 工作物の種類を表 1-3-3 に、工作物の平面配置を図 1-3-3 に、各工作物の標準構造を図

1-3-4 に示す。 

表 1-3-3 工作物の種類 

構造
構造形式 構造 天端高

用地護岸１ 護岸 （基礎工） 基礎捨石 D.L.+6.80ｍ
（本体工） 鋼矢板 ～

捨石 D.L.+7.80ｍ
（被覆工） 被覆石
（本体工） 場所打ちコンクリート
（水叩き工） 場所打ちコンクリート

用地護岸２ 護岸 （基礎工） 基礎捨石 D.L.+7.80ｍ
（本体工） 鋼矢板

捨石
（被覆工） 被覆石
（本体工） 場所打ちコンクリート
（水叩き工） 場所打ちコンクリート

用地護岸３ 護岸 （基礎工） 基礎捨石 D.L.+5.00ｍ
（本体工） 鋼矢板 ～

捨石 D.L.+7.80ｍ
（被覆工） 被覆石
（本体工） 場所打ちコンクリート
（水叩き工） 場所打ちコンクリート

用地護岸４ 護岸 （基礎工） 基礎捨石 D.L.+5.00ｍ
（被覆工） 被覆石
（本体工） 場所打ちコンクリート
（水叩き工） 場所打ちコンクリート

鋼矢板前面捨石
カウンター式

名称 種類

場所打ちコンク
リート

鋼矢板前面捨石
カウンター式

鋼矢板前面捨石
カウンター式
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図 1-3-3 工作物の平面配置図 
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図 1-3-4（1） 工作物の標準構造（用地護岸１） 
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図 1-3-4（2） 工作物の標準構造（用地護岸２） 
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図 1-3-4（3） 工作物の標準構造（用地護岸３） 
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図 1-3-4（4） 工作物の標準構造（用地護岸４） 



2-1 

第２章 埋立計画地及びその周辺の概況 
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第１節 自然条件 

1． 気象 

（1） 気候 

水俣市は熊本県の南西部に位置し、西側は八代海に面している。図 2-1-1 に示すとおり、

天草・芦北地方に分類され、気候は海洋性気候を示す。 

                      【出典：熊本地方気象台 HP（熊本県の気候）】 

図 2-1-1 熊本県の予報区（一次細分） 

（2） 気象状況 

平成 20 年から平成 29 年までの 10年間の気象状況について、水俣観測所の気象状況を表

2-1-1 に、水俣気象観測所の位置を図 2-1-2 に示す。年間の降水量は 1,544.5mm～2,832.0mm

を示し、年によってばらつきがみられる。平均気温は概ね 17℃前後であり、温暖な気候で

ある。 

平成 29 年度の月別の気象状況を表 2-1-2、図 2-1-3 に示す。降水量は 21.5～304.0mm で

あり、6月に最も多く、12 月に最も少なかった。日平均気温は 6.7～28.1℃であり、8月が

最も高く、12月が最も低かった。平均風速は 1.0～2.3m/s、最大風速は 5.1～12.4m/s であ

り、北寄りの風が卓越している。図 2-1-4 に示す風配図をみると、北寄りの風のほか、東

寄りの風の頻度が高い傾向にあり、特に冬季は顕著である。 
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表 2-1-1 水俣市の気象（平成 20年～平成 29 年：水俣観測所） 

年
合計降水量

(mm) 

気温(℃) 風向・風速(m/s) 
日照時間

(h) 日平均 最高 最低 平均風速
最大風速

風速 風向

2008 2,655.0 16.8 34.2 -2.8 1.8 8.0 北北西 1,938.6 

2009 1,544.5 17.2 36.3 -1.1 1.8 9.9 東南東 2,008.5 

2010 2,529.5 17.2 36.3 -1.7 1.8 8.4 西 1,836.0 

2011 2,832.0 16.6 35.2 -2.6 1.8 8.2 北北西 1,747.5 

2012 2,573.5 16.4 36.1 -4.9 1.8 8.5 北 1,771.4 

2013 1,901.0 17.0 37.4 -3.0 1.7 10.0 北 2,117.2 

2014 2,015.5 16.6 36.2 -2.2 1.7 9.7 北 1,807.6 

2015 2,455.5 16.9 35.9 -1.3 1.6 17.6 東 1,761.2 

2016 2,613.0 17.8 36.4 -7.4 1.6 8.5 北 1,835.1 

2017 1,912.5 16.7 35.4 -3.0 1.6 12.4 北 2,004.7 
                              【出典：気象庁 HP（水俣観測所）】 

※赤字は、観測場所を移転した場合、観測装置を変更した場合または観測の時間間隔を変更した場合に、そ

の前後のデータが均質でないことを示す。
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※小崎公園内

図 2-1-2 気象観測所位置図 
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表 2-1-2 水俣市の気象（平成 29年：水俣観測所） 

月
合計降水量

(mm) 

気温(℃) 風向・風速(m/s) 
日照時間

(h) 日平均 最高 最低 平均風速
最大風速

風速 風向

1 39.0 7.0 22.3 -3.0 2.0 8.8 北西 131.0 

2 108.5 7.5 19.1 -1.0 2.3 8.0 東南東 150.9 

3 91.5 9.5 20.4 1.0 1.8 7.4 北 161.9 

4 260.5 16.1 26.7 3.1 1.7 6.0 西北西 180.4 

5 184.5 19.6 30.2 10.7 1.1 6.0 北北西 237.7 

6 304.0 22.1 30.8 14.0 1.0 5.1 北 146.3 

7 140.0 28.0 35.0 22.6 1.0 6.7 南 235.9 

8 201.0 28.1 35.4 21.2 1.3 5.4 東北東 242.7 

9 297.0 23.4 32.0 14.3 1.3 12.4 北 140.1 

10 195.5 19.8 30.6 7.5 1.8 10.2 北 144.6 

11 69.5 13.1 24.5 1.8 1.7 6.4 北 132.8 

12 21.5 6.7 17.2 -1.8 2.2 6.3 北西 100.4 

                              【出典：気象庁 HP（水俣観測所）】 

                              【出典：気象庁 HP（水俣観測所）】 

図 2-1-3 水俣市の気象（平成 29年） 
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                             【出典：気象庁 HP（水俣観測所）】 

図 2-1-4（1） 水俣市の風況（平成 29年）
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                             【出典：気象庁 HP（水俣観測所）】 

図 2-1-4（2） 水俣市の風況（平成 29年） 
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                             【出典：気象庁 HP（水俣観測所）】 

図 2-1-4（3） 水俣市の風況（平成 29年）  
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（3） 台風 

平成 19 年から平成 29 年の期間に、熊本県に接近・上陸した主な台風は表 2-1-3 に示す

とおりである。 

直近 5年間では、7月から 10月頃に 1～2回の頻度で台風が接近または上陸している。 

表 2-1-3 熊本県に接近した台風（平成 19年～平成 29年） 

発生年 発生個数 台風番号 発生日時 消滅日時
最低気圧

(hPa) 

最大風速

(m/s) 

平成 19 年 24 200704 9 月 9 日 9 月 16 日 930 50 

200705 7 月 29 日 8 月 4 日 945 45 

平成 20 年 22 － － － － －

平成 21 年 22 － － － － －

平成 22 年 14 － － － － －

平成 23 年 21 － － － － －

平成 24 年 25 － － － － －

平成 25 年 31 201317 9 月 2 日 9 月 4 日 985 25 

平成 26 年 23 201408 7 月 4 日 7 月 11 日 930 50 

201419 10 月 4 日 10 月 14 日 900 60 

平成 27 年 27 201512 7 月 13 日 7 月 26 日 955 40 

201515 8 月 15 日 8 月 25 日 930 50 

平成 28 年 26 201612 9 月 1 日 9 月 5 日 955 35 

201616 9 月 13 日 9 月 20 日 930 50 

平成 29 年 27 201703 7 月 1 日 7 月 5 日 985 30 

                                   【出典：気象庁 HP】 
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2． 水象 

（1） 河川 

埋立計画地周辺海域に流入する河川としては表 2-1-4 に示す水俣川がある。水俣川は水

俣市東部の鹿児島県境の山岳地域に源を発し、薄原付近で久木野川、また市街地に入る直

前で湯出川と合流し八代海に流入する。 

表 2-1-4 水俣市の主要河川（平成 28年 4月 1日現在） 

水系 計 本流 支流川数
延長(m) 

幹川 支流川

水俣川（二級河川） 5 1 4 17,815 23,465 

                         【出典：熊本県 HP（平成 29年統計年鑑）】 

（2） 海域  

埋立計画地直近の丸島漁港における潮位関係は、図 2-1-5 に示すとおりである。 

【出典：漁港・海岸工事の取決め事項（設計編）平成 23年 12月（第２版）  

熊本県農林水産部水産局漁港漁場整備課】 

図 2-1-5 潮位図（丸島漁港） 

+1.95

+1.92

東京湾中等潮位（T.P.)

平均水面（M.S.L.)

工事基準面（D.L.）
既往最低潮位（L.L.W.L.）

±0.00
-0.40

+3.87 既往最高潮位（H.H.W.L.）

+3.48 朔望（大潮）平均満潮面（H.W.L.）

+0.08 朔望（大潮）平均満潮面（H.W.L）

+2.98 平均満潮面（M.H.W.L.）

+0.86 平均干潮面（M.L.W.L.）
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第２節 社会条件 

1． 人口 

水俣市における人口の現況を表 2-2-1 に示す。水俣市における人口は平成 27年の国勢調

査では 25,411 人であり、熊本県の人口の 1.4%を占める。 

水俣市の人口の推移は表 2-2-2 及び図 2-2-1 に示すとおりであり、平成 7 年度から平成

27 年度まで一貫して減少している。 

表 2-2-1 水俣市の人口（平成 27年 10 月 1日現在） 

面積 世帯数 人口
1 世帯

あたり
人口密度

(km2) (世帯) 人員 (人/km2) 

熊本県 7,409.35 704,730 1,786,170 2.46 241.1 

水俣市 163.29 10,639 25,411 2.27 155.6 

                  【出典：熊本県 HP（平成 27年国勢調査の結果）】 

表 2-2-2 水俣市の人口の推移 

区分

年次

熊本県 水俣市

総数 男 女 総数 男 女

平成 7 年 1,859,793 879,873 979,920 32,842 15,116 17,726 

12 年 1,859,344 878,145 981,199 31,147 14,441 16,706 

17 年 1,842,233 866,916 975,317 29,120 13,404 15,716 

22 年 1,817,426 853,514 963,912 26,978 12,388 14,590 

27 年 1,786,170 841,046 945,124 25,411 11,693 13,718 

                       【出典：熊本県 HP（平成 27年国勢調査の結果）】 
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                       【出典：熊本県 HP（平成 27年国勢調査の結果）】 

図 2-2-1 総人口の推移（上：熊本県、下：水俣市） 
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2． 土地利用 

（1） 土地利用状況 

水俣市の土地利用状況は表 2-2-3 に示すとおりであり、民有林が最も多く、国有林と合

わせると、森林面積は水俣市の総面積の約 75％を占める。 

表 2-2-3 土地面積 

                                 （単位：ha）
熊本県 水俣市 

総面積 740,935 16,329 

農用地面積 

計 114,149 985 

田 70,026 378 

畑 44,123 607 

森林面積 

計 461,848 12,177 

国有林 63,671 1,755 

民有林 398,177 10,422 

原野等 8,351 1 

水面・河川・水路 24,576 189 

道路 29,606 419 

宅地面積 

計 36,910 496 

住宅地 24,159 312 

工業用地 2,260 125 

その他宅地 10,491 60 

その他 65,495 2,061 

       ※「土地利用現況把握調査（平成 27年現在）」の結果である。 

                    【出典：熊本県 HP（平成 29年統計年鑑）】 
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（2） 土地利用規制状況 

埋立計画地及び周辺地域は、図 2-2-2 に示すとおり、都市計画法に基づき用途地域が定

められている。 
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                【出典：熊本県・市町村共同 行政情報インターネット地図公開システム】

図 2-2-2 用途地域  
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3． 水域利用 

埋立計画地周辺では、表 2-2-4 及び図 2-2-3 に示すとおり、共同漁業権、区画漁業権が

設置されている。埋立計画地は共同漁業権（火共第 4号）の範囲にある。 

また、水俣市における漁業経営帯数は表 2-2-5 に示すとおり 78経営体である。 

表 2-2-4（1） 共同漁業権 

免許番号 所在地 共同漁業権 

火共第 3号 熊本県八代市日奈久

及び二見、葦北郡芦

北町及び津奈木町地

先 

第一種共同漁業権：ひとえぐさ 、あおのり、わかめ、ひじき、ほ

んだわら、てんぐさ、おごのり、とこぶし、あかにし、あかがい、

かき、はまぐり、あさり、とりがい 、たこ、しゃこ、うに、えむ

し、あわび、たいらぎ、おおのがい、なまこ 

第二種共同漁業権：雑魚ます網(つぼ網）、雑魚建干網（江切網）、

雑魚磯建網、かに網、ぼらかご、しらうお四ツ手網 

第三種共同漁業権：雑魚地びき網、ぼら飼付 

火共第 4号 熊本県水俣市地先 第一種共同漁業権：ひとえぐさ 、あおのり、わかめ、ひじき、ほ

んだわら、てんぐさ、とこぶし、さざえ、ぎんたかはま、かき、あ

さり、たこ、しゃこ、うに、あわび、なまこ 

第二種共同漁業権：雑魚磯建網、かに網 

第三種共同漁業権：雑魚地びき網、ぼら飼付 

火共第 7号 熊本県水俣市地先 第一種共同漁業権：ひとえぐさ 、わかめ、ひじき、ほんだわら、

てんぐさ、とこぶし、さざえ、かき、あさり、ぎんたかはま、たこ、

うに、あわび、なまこ 

第二種共同漁業権：雑魚磯建網、かに網、ぼらかご 

第三種共同漁業権：雑魚地びき網 

                              【出典：海上保安庁 HP（海洋台帳）】 

表 2-2-4（2） 区画漁業権 

免許番号 所在地 漁業権の種類 養殖業種類 

火区第 161号 熊本県水俣市西湯之児地先 第 1種区画漁業 こんぶ・わかめ養殖業 

火区第 162号 熊本県水俣市明神町地先 第 1種区画漁業 こんぶ・わかめ養殖業 

火区第 181号 熊本県水俣市西湯之児地先 第 1種区画漁業 あかもく養殖業 

火区第 182号 熊本県水俣市西湯之児地先 第 1種区画漁業 あかもく養殖業 

火区第 191号 熊本県水俣市西湯之児地先 第 1種区画漁業 ひおうぎ垂下式養殖業 

                              【出典：海上保安庁 HP（海洋台帳）】 
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                                【出典：海上保安庁 HP（海洋台帳）】 

図 2-2-3 漁業権位置図  
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表 2-2-5 漁業経営体数（平成 25年度） 

熊本県 
不知火 

漁業地区名 水俣 

総計 3,467 560 78 

漁船非使用 265 21 - 

漁船使用 

無動力 1 - - 

船外機付 511 157 21 

動力船 

1T未満 106 23 4 

1～3T 748 162 31 

3～5T 831 92 13 

5～10T 212 15 4 

10～30T 72 38 5 

30～100T 6 1 - 

100T 以上 - 0 - 

                      【出典：熊本県 HP（平成 29年統計年鑑）】 
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4． 交通 

（1） 道路交通の状況 

埋立計画地周辺の道路網図を図 2-2-4 に、交通量調査結果を表 2-2-6 に示す。 

主要な道路としては、市街地の中心に一般国道 3 号が存在し、埋立計画地周辺には一般

都道府県道 268 号（水俣港大黒町線）が存在する。 

表 2-2-6 主要道路交通量 

区間 

番号 

調査 

単位 

路線名 

区
間
延
長

交通量観測 

地点地名 

昼間 12時間 

自動車類交通量 

24時間 

自動車類交通量 

路
線
番
号

路線名 
目 丁字 

区町村市郡 

上下合計 上下合計 

小
型
車

大
型
車

合
計

小
型
車

大
型
車

合
計

(km) (台) (台) (台) (台) (台) (台) 

10310 3 一般国道３号 1.2 水俣市わらび野 12876 2854 15730 15515 3715 19230

10310 3 一般国道３号 0.7 水俣市わらび野 12876 2854 15730 15515 3715 19230

10310 3 一般国道３号 2.0 水俣市わらび野 12876 2854 15730 15515 3715 19230

41620 56 水俣田浦線 7.4 1744 80 1824 2067 122 2189

41620 56 水俣田浦線 0.4 1744 80 1824 2067 122 2189

62320 268 水俣港大黒町線 2.4 水俣市祇園町 1453 50 1503 1718 86 1804

63280 340 水俣港線 0.3 1576 95 1671 1874 131 2005

※斜体は推定を行った区間の値を示す。 

                     【出典：平成 27年度道路交通センサス  一般交通量調査】 
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                        【出典：平成 27 年度道路交通センサス  一般交通量調査】

図 2-2-4 道路交通図  
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（2） 鉄道輸送の状況 

埋立計画地周辺の鉄道及び駅の位置を図 2-2-5 に示す。水俣市は九州新幹線のルートに

あり、新水俣駅が存在する。 

また、埋立計画地の最寄りの鉄道としては熊本県八代と鹿児島県川内を結ぶ第三セクタ

ー鉄道の肥薩おれんじ鉄道があり、最寄駅は水俣駅である。 
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図 2-2-5 鉄道及び駅の位置 

水俣駅

新水俣駅
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5． 産業 

（1） 産業構造 

水俣市における平成26年の第1次産業～第3次産業までの総生産額は表2-2-7に示すと

おりである。第三次産業の生産額が 56,646 百万円であり、第三次産業の割合は水俣市の総

生産額全体の 67.0%を占める。 

また、平成 26 年の産業別事業所数及び就業者数は表 2-2-8 に示すとおりである。全産業

を合計すると事業所数は 1,364 所、従業者数は 12,323 人であり、それぞれ熊本県全体の

1.7%、1.6%を占める。事業所数は卸売・小売業の 331 所が最も多く、従業者数は医療、福

祉の 3,245 人が最も多く、次いで製造業、卸売・小売業である。 

表 2-2-7 産業構造（百万円） 

区分 総生産額（H26 年度）

第 1 次

第 2 次

第 3 次

関税等

（控除）消費税

分類不能分

1,439 

26,425 

56,646 

1,503 

584 

- 

1.7％

31.3％

67.0％

- 

- 

- 

合計 85,430 - 

※総生産額は、表示単位未満を四捨五入しており、表内において一致しない場合がある。 

                  【出典：熊本県 HP（平成 29年度水俣市要覧）】 
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表 2-2-8 産業別事業所数・従業者数（所・人）（平成 26 年） 

熊本県 水 俣 市 

事業所数 従業者数 事業所数 割合 従業者数 割合 

全産業 79,740 782,561 1,364 1.7% 12,323 1.6% 

第一次 

産業 

農業,林業 825 8,433 13 1.6% 143 1.7% 

漁業 113 989 2 1.8% 15 1.5% 

第二次 

産業 

鉱業，採石業，砂利採取業 32 344 - - - - 

建設業 7,719 52,387 102 1.3% 723 1.4% 

製造業 4,526 98,911 82 1.8% 2,186 2.2% 

第三次 

産業 

電気・ガス・熱供給・水道業 141 2,917 3 2.1% 24 0.8% 

情報通信業 552 7,655 7 1.3% 14 0.2% 

運輸業,郵便業 1,772 31,529 25 1.4% 355 1.1% 

卸売・小売業 21,276 150,485 331 1.6% 2,095 1.4% 

金融・保険業 1,205 16,295 20 1.7% 179 1.1% 

不動産業,物品賃貸業 4,204 15,361 114 2.7% 172 1.1% 

学術研究，専門技術サービス業 3,128 16,902 42 1.3% 144 0.9% 

宿泊業，飲食サービス業 9,587 70,427 188 2.0% 811 1.2% 

生活関連サービス業，娯楽業 7,785 34,187 132 1.7% 465 1.4% 

教育，学習支援業 2,924 41,940 47 1.6% 477 1.1% 

医療，福祉 6,765 139,091 128 1.9% 3,245 2.3% 

複合サービス事業 782 10,363 14 1.8% 157 1.5% 

サービス業 

（他に分類されないもの） 
5,640 49,819 100 1.8% 719 1.4% 

公務 

（他に分類されるものを除く） 
764 34,526 14 1.8% 399 1.2% 

※「経済センサス－基礎調査」の結果による（平成 26年 7月 1日現在）。 

                             【出典：熊本県 HP（平成 29 年統計年鑑）】 
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（2） 農業 

水俣市における平成 27年の専兼業別農家数を表 2-2-9 に示す。水俣市の農家人口は 389

人であり、熊本県全体の 1.0%を占める。このうち専業農家は 186 人、兼業農家は 203 人で

ある。 

また、水俣市における平成 27 年の経営耕地のある経営体数と経営耕地面積を表 2-2-10

に示す。実経営体数は田が 270経営体と最も多いが、面積は樹園地の 18,796a が最も多い。 

表 2-2-9 専兼業別農家数（平成 27 年） 

熊本県（人） 水俣市（人） 割合 

専業農家 16,927 186 1.1%

兼業農家 23,176 203 0.9%

第１種兼業農家 6,277 39 0.6%

第２種兼業農家 16,899 164 1.0%

計 40,103 389 1.0% 

※｢農林業センサス｣の結果による。 

                            【出典：熊本県 HP（平成 29年統計年鑑）】 

表 2-2-10 経営耕地のある経営体数と経営耕地面積（平成 27 年） 

熊本県 水俣市 

実経営体数 面積(a) 実経営体数 割合 面積(a) 割合 

田 35,915 5,478,706 270 0.8% 13,365 0.2% 

畑（樹園地を除く） 19,617 1,741,768 234 1.2% 8,949 0.5% 

樹園地 11,203 977,812 168 1.5% 18,796 1.9% 

計 40,927 8,198,286 283 0.7% 42,022 0.5% 

※｢農林業センサス｣の結果による。 

                            【出典：熊本県 HP（平成 29年統計年鑑）】 
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（3） 林業 

水俣市における平成 28 年の所有形態別森林面積を表 2-2-11 に示す。水俣市の国有林面

積は 1,755.27ha であり、熊本県全体の 2.8%を占める。また、民有林面積は 10,421.85ha

であり、熊本県全体の 2.6%を占める。民有林の多くは私有林となっている。 

表 2-2-11 所有形態別森林面積（ha）（平成 28 年） 

熊本県 水俣市 割合 

国有林 61,955.99 1,755.27 2.8% 

民有林 

県有林 11,029.10 286.55 2.6% 

市町村有林 34,905.41 418.08 1.2% 

財産区有林 5,830.28 - - 

私有林 346,422.89 9,717.22 2.8% 

合計 398,187.68 10,421.85 2.6% 

計 460,143.67 12,177.12 2.6% 

  ※１ 平成 28年 4月 1日現在。 

  ※２ 林業公社有は私有林に含む。 

  ※３ 国有林については、林野庁所管分(官行造林除く）。 

                        【出典：熊本県 HP（平成 29年統計年鑑）】 

（4） 漁業 

水俣市における漁業経営体数を表 2-2-12 示す。平成 25 年における水俣市の漁業経営体

数は 78 経営体であり、減少傾向にある。 

八代海域では、湾奥部一帯に、くるまえび、あさり、がざみが多く生息し、湾南部にか

けて、たちうお、まだい、くろだい、かたくちいわし等の魚類が多く、吾智網、刺網、採

貝、船びき網、打瀬網等の漁業と、干潟域での、のり養殖、入江、島周辺ではたい、ぶり、

ふぐ、くるまえび、真珠等の養殖が盛んである。 

表 2-2-12 漁業経営体数 

平成 5 年 平成 10 年 平成 15 年 平成 20 年 平成 25 年

熊本県 6,885 5,671 5,196 4,314 3,467 

水俣市 102 115 127 107 78 

                        【出典：熊本県 HP（平成 29年統計年鑑）】 
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（5） 工業 

平成 28年における水俣市の製造業の事業所数・従業者数及び製造品出荷額等を表 2-2-13

に示す。水俣市の製造業の事業所数は 37 所、従業者数は 2,167 人、製造品出荷額等は

7,814,059 万円であり、製造品出荷額は熊本県全体の 2.9%を占める。 

表 2-2-13 製造業の事業所数・従業者数及び製造品出荷額等 

熊本県 水俣市 割合 

事業所数 

(所) 

総数 2,220 37 1.7% 

30 人以上 515 10 1.9% 

29 人以下 1,705 27 1.6% 

従業者数 

(人) 

総数 88,099 2,167 2.6% 

30 人以上 69,443 1,859 2.7% 

29 人以下 18,656 308 1.7% 

製造品出荷額等 

(万円) 

総数 271,268,282 7,814,059 2.9% 

30 人以上 240,881,959 6,844,140 2.8% 

29 人以下 30,386,323 969,919 3.2% 

付加価値額 93,594,217 1,647,045 1.8% 

※１ 「工業統計調査」の結果である。 

※２ 平成 28年 12 月末日現在。 

※３ 付加価値額については、従業者数 29人以下の事業所は、粗付加価値額である。 

                         【出典：熊本県 HP（平成 29年統計年鑑）】 

（6） 商業 

平成 26 年における水俣市の商店数・従業者数・売場面積及び年間商品販売額等を表

2-2-14に示す。水俣市の商店数は331店、従業者数は2,052人、年間商品販売額は4,535,268

万円であり、年間商品販売額は熊本県全体の 1.2%を占める。 

表 2-2-14 商店数・従業者数・売場面積及び年間商品販売額等（平成 26年） 

年・市町村 熊本県 水俣市 割合 

商店数 (店) 21,272 331 1.6% 

従業者数 (人) 144,523 2,052 1.4% 

売場面積 (m2) 2,232,824 37,094 1.7% 

年間商品販売額 (万円) 366,991,023 4,535,268 1.2% 

その他の収入額 (万円) 10,229,140 81,631 0.8% 

１）「商業統計調査」の結果による。 

２）その他の収入額は、修理・サ－ビス・仲立手数料等の収入額である。 

                         【出典：熊本県 HP（平成 29年統計年鑑）】 
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6． 保健状況等 

（1） 公共下水道 

水俣市における公共下水道の計画及び整備状況（2017 年 3 月末現在）を表 2-2-15 に示

す。 

水俣市の下水道の整備は、1975 年度から整備がはじまり、1992 年 3 月から市街地の一部

を供用開始している。現在、汚水の処理について全体計画区域 695ha のうち 384ha につい

て事業認可を受け、整備を進めている。 

2016 年度末における供用面積は 357ha、普及率は約 52.1％であるが、2016 年度末におけ

る全国の普及率 78.3％、同じく熊本県の 67.5％に対して大きく遅れている。 

表 2-2-15 公共下水道の計画及び整備状況（2017 年 3 月末現在） 

項目 

区分 

全体計画  

～2020 年度 

事業計画認可  

～2017 年度 

整備状況  

2015 年度末 

整備状況 

2016 年度末 

処理区域面積 695ha 384ha 356ha 357ha 

処理人口 22,700 人 15,200 人 13,310 人 13,195 人 

終末処理場処理能力 15,600m3/日 12,000m3/日 8,400m3/日 同左 

ポンプ場 汚水 4 2 2 同左 

雨水 6 6 5 同左 

下水道普及率 - - 51.5％ 52.1％ 

水洗化人口 - - 11,889 人 11,879 人 

水洗化率 - - 89.3％ 90.0％ 

行政人口 - - 25,675 人 25,310 人 

                   【出典：2016 年度版水俣市環境レポート 熊本県水俣市】 

（2） 合併処理浄化槽 

水俣市における合併処理浄化槽設置数の状況を表 2-2-16 に示す。 

生活雑排水による生活環境の悪化や、河川の水質汚濁を防止するため、公共下水道事業

認可区域外において、合併処理浄化槽を設置する市民に対して、補助金を交付する補助制

度（合併処理浄化槽設置整備事業）を 1989 年度から開始し、合併処理浄化槽の普及に取り

組んでいる。 

この制度により、2016 年度まで 1,794 基が設置されており、今後は啓発活動を行うなど

して、さらに普及促進を図ることとしている。 



2-29 

表 2-2-16 合併処理浄化槽設置数 

人槽 

年度 
5 6～7 8～10 11～20 年 計 

事業費 

（千円） 

1989～1991 6 8 0 0 14 5,425 

1992 2 5 0 0 7 2,850 

1993 1 12 0 0 13 5,700 

1994 1 12 0 0 13 5,700 

1995 0 27 0 0 27 12,150 

1996 6 30 27 0 63 37,992 

1997 7 42 48 0 97 61,161 

1998 39 71 20 0 130 53,367 

1999 48 43 12 1 104 41,874 

2000 61 56 5 4 126 71,840 

2001 58 48 4 0 110 60,750 

2002 65 46 5 3 119 66,840 

2003 68 47 2 2 119 65,750 

2004 32 42 1 1 76 43,020 

2005 53 45 1 0 99 37,896 

2006 32 22 3 1 58 22,827 

2007 27 24 1 0 52 19,988 

2008 27 29 2 0 58 22,426 

2009 35 26 2 3 66 26,837 

2010 28 32 2 1 63 24,939 

2011 46 21 4 0 71 37,878 

2012 46 23 0 0 69 37,587 

2013 53 17 2 0 72 36,270 

2014 45 17 1 0 63 32,606 

2015 39 14 0 0 53 26,134 

2016 42 7 3 0 52 25,776 

計     1,794  

浄化槽で発生する汚泥は、一般廃棄物として処理計画に基づき、衛生的かつ適正に処理することと定めら

れている。水俣市では、し尿・浄化槽汚泥はそれまで海洋投入で処分を行っていたが、2001 年 10 月からア

ール・ビー・エス肥料工場が稼動し、し尿・浄化槽汚泥は全てここで処理・製品化され、各方面に出荷され

ている。 

                   【出典：2016 年度版水俣市環境レポート 熊本県水俣市】 
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（3） ごみ・し尿処理 

水俣市におけるごみ排出量の推移を表 2-2-17、埋立量の推移を表 2-2-18、ごみ処理量を

表 2-2-19～20、中間処理及び最終処分の状況を表 2-2-21～22、ごみ処理費用を表 2-2-23

に示す。2016 年度におけるごみ排出量は 7,433t、ごみ処理量は 7,740t となっている。 

水俣市では、1993 年から燃やすもの・資源・粗大・埋立・有害ごみの 5 種類 20 分別の

収集を開始している。 

以前は燃やすもの、不燃ごみとして焼却や埋立処分されていた紙・布、アルミ・スチー

ル缶、びん類が資源として回収されるようになり、埋立量も約 3分の 1に減少した。 

資源の回収については、1998 年 4 月にはペットボトル、2000 年 4月からは廃プラスチッ

ク類等、2002 年 12 月からは生ごみ、2005 年 4 月からは電気コード類の収集を開始し、2009

年 4 月からは食用油の収集を開始した。収集された食用油は、燃料（BDF）やせっけんなど

の原料として利用されている。その他品目統合を図りながら、現在 21 分別を実施している。 

また、2002 年 12 月からは、可燃ごみの処理を水俣芦北広域行政事務組合に移行。同組

合の溶融炉から搬出される溶融スラグは、道路の路盤材としてリサイクルされている。溶

融炉で処理することにより、埋立量もさらに減少した。生ごみの分別収集は、リサイクル

率の向上とごみ総量の抑制に効果があり、今後もごみ減量やリサイクルに向けた取り組み

を向上させていく必要があるとしている。 

表 2-2-17 ごみ排出量の推移（単位：t） 

年度 2012 2013 2014 2015 2016 

種類 （H24） （H25) (H26) （H27） （H28） 

可燃 4,655 4,602 4,626 4,728 4,435 

粗大不燃 433 397 455 574 608 

資源 1,752 1,787 1,670 1,562 1,436 

生ごみ 1,082 1,099 1,064 987 954 

計 7,922 7,885 7,815 7,851 7,433 

資源化量 3,164 3,156 3,019 2,904 2,668 

リサイクル率 39.9% 40.0% 38.6% 37.0% 35.9% 

    ※リサイクル率は資源物出荷量に応じて算出 

                 【出典：2016 年度版水俣市環境レポート 熊本県水俣市】 

表 2-2-18 埋立量の推移（単位：t） 

年度 2012 2013 2014 2015 2016 

種類 （H24） （H25) (H26) （H27） （H28） 

焼却残渣※ 346 351 342 351 353 

焼却残渣水俣市分 190 186 226 221 222 

その他 268 241 314 241 290 

計 614 592 656 592 643 

計（水俣市分） 458 427 540 462 512 

    ※焼却残渣には津奈木町・芦北町・水俣市公共下水道汚泥分が含まれる。 

                   【出典：2016 年度版水俣市環境レポート 熊本県水俣市】
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表 2-2-19 ごみ処理量（2016 年度） 

種類 年間（ｔ） 一日平均（kg） 一戸平均（kg） 一人平均（kg） 

可 燃 4,626 12,674 389 181 

生ごみ 1,064 2,915 89 42 

粗大・不燃 380 1,041 32 15 

資源 1,670 4,575 140 65 

計 7,740 21,205 651 303 

※生ごみの分別収集は中山間地域を除く市街地域のみで行っているが、ここでは市全体の人口、世帯数で算

出。一日平均は 365 日で算出。 

  （2016 年 10月 1日現在） 

    人口              25,511 人 

    世帯数            11,895 世帯 

    （2016 年稼働日数）  

可燃・生ごみ収集     206 日 

    粗大・資源収集       204 日 

    センター稼動         258 日 

    焼却処理             309 日 

                   【出典：2016 年度版水俣市環境レポート 熊本県水俣市】 

表 2-2-20(1) （ア）家庭系の内訳（2016 年度） 

種 類 年間（ｔ） 一日平均（kg） 一戸平均（kg） 一人平均（kg） 

可 燃 3,258 8,926 274 128 

生ごみ 717 1,964 60 28 

粗大・不燃 443 1,214 37 17 

資 源 1,348 3,693 113 53 

計 5,766 15,797 485 226 

  ※一日平均は、365 日で算出 

                  【出典：2016 年度版水俣市環境レポート 熊本県水俣市】 

表 2-2-20(2) （イ）事業系の内訳（2016 年度） 

種 類 年間（ｔ） 一日平均（kg） 

可 燃 1,177 3,225 

生ごみ 237 649 

粗大・不燃 86 236 

資 源 88 241 

計 1,588 4,351 

       ※一日平均は、365 日で算出 

             【出典：2016 年度版水俣市環境レポート 熊本県水俣市】
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表 2-2-21 中間処理の状況（2016 年度） 

種 類 年間（ｔ） 一日平均（kg） 

溶融処理 4,434 12,148 

破砕処理 528 1,447 

資源化量 2,668 7,310 

計 7,630 20,904 

    ※一日平均は、365 日で算出 

    ※焼却処理量は粗大ごみ破砕によって発生した可燃物分が含まれる。 

    ※焼却処理量は過年度の粗大可燃分が含まれる。 

    ※資源化量は粗大ごみ破砕によって発生した金属分が含まれる。 

    ※資源化量は本年度出荷量に応じて算出するため、過年度分が含まれ、翌年度繰越分は含まれない。 

                   【出典：2016 年度版水俣市環境レポート 熊本県水俣市】 

表 2-2-22 最終処分の状況（2016 年度） 

種類 年間（ｔ） 1日平均（Kg) 

埋立処理 681 1,866 

 残灰※ 371 1,016 

残灰(水俣市分) 234 640 

カレット 231 633 

瓦礫 80 219 

      ※一日平均は、年日数 365 日で算出 

      ※焼却残渣には津奈木町・芦北町・水俣市公共下水道汚泥分が含まれる。 

               【出典：2016 年度版水俣市環境レポート 熊本県水俣市】 

表 2-2-23 ごみ処理費用 

経費計（人件費含む） 1ｔあたり 一日あたり 一世帯あたり 一人あたり 

593,553,000 76,686 1,626,173 49,899 23,267 

  ※一日あたりは、365日で算出 

                  【出典：2016 年度版水俣市環境レポート 熊本県水俣市】 
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（4） 公害苦情 

水俣市における公害に関する苦情は、表 2-2-24～26 に示すとおりであり、2016 年度の

典型 7公害では大気汚染が 6件と最も多く、次いで水質汚濁が 3件となっている。 

2016 年度水俣市環境レポートによると、公害に関する苦情は、近年、日常生活の中から

発生するものが多くなっており、年々複雑多様化するとともに、都市生活型公害へと推移

している。水俣市における公害に関する苦情は、関係法令に基づいた指導を行っているが、

いずれも、発生源に対する指導と当該事業所の協力でその大半は改善がなされている。 

表 2-2-24 年度別公害苦情件数の推移 

種別 

年度 

典型７公害 その他 合計 

大気 

汚染 

水質 

汚濁 

土壌 

汚染 
騒音 振動 

地盤 

沈下 
悪臭 計 

1996 2 2  9 2  15 30 21 51 

1997 2   4   7 13 7 20 

1998 9 2     2 13 3 16 

1999 1 3     5 9 0 9 

2000 1      3 4 2 6 

2001    1   1 2 4 6 

2002 4 1  2   3 10 2 12 

2003  1 1 1   7 10 0 10 

2004 1 1 1 3   5 11 1 12 

2005 2  1 2   6 11 3 14 

2006  2     2 4 3 7 

2007  4 1    3 8 0 8 

2008 1 4  3    8 6 14 

2009 1 6  1   4 12 22 34 

2010 9 2 1 3 1  1 17 31 48 

2012 3 4 12    1 20 2 22 

2013 4 6 6    3 19 2 21 

2014 2 4 9 2    17 4 21 

2015 3 4 13 3    23 5 28 

2016 6 3      9 6 15 

                    【出典：2016 年度版水俣市環境レポート 熊本県水俣市】 
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表 2-2-25 苦情発生源の種類（2016 年度） 

発生源種別 製造事業所 

建

築 

・ 

土

木

事

業 

交

通

機

関 

・ 

自

動

車 

牧

畜 

・ 

養

豚 

・ 

養

鶏

場 

家

庭

生

活 

鉱

業

施

設 

・ 

採

石

場 

商

店 

・ 

飲

食

店 

その他 

不

明 

合

計 

食

料

品 

繊維

衣服

その

他の

繊維

製品 

木材 

・ 

木製

品 

・ 

家具 

化学

工業 

・ 

石油

石炭

製品 

パ

ル

プ 

・ 

紙

製

品 

その

他の

製造

事業

所 

廃

品

回

収

業 

農

作

業 

そ

の

他 

典

型

７

公

害

苦

情 

大気汚染       1   5       6 

水質汚濁       1  1      1  3 

土壌汚染                 0 

騒音                 0 

振動                 0 

地盤沈下                 0 

悪臭                 0 

その他               6  6 

計 0 0 0 0 0 0 2 0 1 5 0 0 0 0 7 0 15 

                     【出典：2016 年度版水俣市環境レポート 熊本県水俣市】 

表 2-2-26 被害の用途地域別苦情件数 

用途地域種別 都市計画区域 そ

の

他 合計 

第一種住居

専用地域 

第二種住居

専用地域 
住居地域

近隣商業

地域 
商業地域

準工業 

地域 
工業地域

典

型

７

公

害

苦

情 

大気汚染   5     1 6 

水質汚濁   1     2 3 

土壌汚染          

騒音          

振動          

地盤沈下          

悪臭          

その他   3     3 6 

計 0 0 9 0 0 0 0 6 15 

                     【出典：2016 年度版水俣市環境レポート 熊本県水俣市】 
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7． 関係法令による指定状況 

（1） 公害防止関係法令 

埋立計画地及びその周辺地域における工事並びに土地利用に係る環境基準関連法令等に

よる指定状況は次のとおりである。
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1） 大気質に係るもの 

「環境基本法」（平成 5年 11 月 19 日法律第 91 号）第 16条の規定に基づく大気汚染に係

る環境基準は、表 2-2-27 に示すとおりである。 

表 2-2-27 大気汚染に係る環境基準 

物 質 環境上の条件（設定年月日等） 測定方法 

二酸化硫黄 

（ＳＯ２） 

1 時間値の 1日平均値が0.04ppm 以下であ

り、かつ、1 時間値が 0.1ppm 以下である

こと。(S48.5.16 告示) 

溶液導電率法又は紫外線蛍光法 

一酸化炭素 

（ＣＯ） 

1時間値の1日平均値が10ppm以下であり、

かつ、1時間値の 8時間平均値が 20ppm 以

下であること。(S48.5.8 告示) 

非分散型赤外分析計を用いる方法 

浮遊粒子状物質 

（ＳＰＭ） 

1 時間値の 1 日平均値が 0.10mg/m3以下で

あり、かつ、1 時間値が 0.20mg/m3以下で

あること。(S48.5.8 告示) 

濾過捕集による重量濃度測定方法又はこ

の方法によって測定された重量濃度と直

線的な関係を有する量が得られる光散乱

法、圧電天びん法若しくはベータ線吸収法

二酸化窒素 

（ＮＯ２） 

1 時間値の 1 日平均値が 0.04ppm から

0.06ppmまでのゾーン内又はそれ以下であ

ること。(S53.7.11 告示) 

ザルツマン試薬を用いる吸光光度法又は

オゾンを用いる化学発光法 

光化学オキシダント 

（ＯＸ） 

1 時間値が 0.06ppm 以下であること。

(S48.5.8 告示) 

中性ヨウ化カリウム溶液を用いる吸光光

度法若しくは電量法、紫外線吸収法又はエ

チレンを用いる化学発光法 

微小粒子状物質 

１年平均値が 15μg/m3以下であり、かつ、

１日平均値が 35μg/m3 以下であること。

(H21.9.9 告示) 

微小粒子状物質による大気の汚染の状況

を的確に把握することができると認めら

れる場所において、濾過捕集による質量濃

度測定方法又はこの方法によって測定さ

れた質量濃度と等価な値が得られると認

められる自動測定機による方法 

ベンゼン １年平均値が 0.003mg/m3以下であること。

（H9.2.4 告示） 

キャニスター又は捕集管により採取した

試料をガスクロマトグラフ質量分析計に

より測定する方法又は同等以上の性能を

有すると認められる方法 
トリクロロエチレン １年平均値が 0.13mg/m3以下であること。

（H30.11.19 告示） 

テトラクロロエチレン １年平均値が 0.2mg/m3以下であること。 

（H9.2.4 告示） 

ジクロロメタン １年平均値が 0.15mg/m3以下であること。

（H13.4.20 告示） 

備考 

1.環境基準は、工業専用地域、車道その他一般公衆が通常生活していない地域または場所については、適用し

ない。 

2.浮遊粒子状物質とは大気中に浮遊する粒子状物質であってその粒径が 10μm以下のものをいう。 

3.二酸化窒素について、1時間値の 1日平均値が 0.04ppm から 0.06ppmまでのゾーン内にある地域にあっては、

原則としてこのゾーン内において現状程度の水準を維持し、又はこれを大きく上回ることとならないよう努

めるものとする。 

4.微小粒子状物質とは、大気中に浮遊する粒子状物質であって、粒径が 2.5μm の粒子を 50%の割合で分離出

来る分粒装置を用いて、より粒径の大きい粒子を除去した後に採取される粒子をいう。 

5.光化学オキシダントとは、オゾン、パーオキシアセチルナイトレートその他の光化学反応により生成される

酸化性物質（中性ヨウ化カリウム溶液からヨウ素を遊離するものに限り、二酸化窒素を除く。）をいう。 

              （昭和48年 5月 8日 環境庁告示第25号 最終改正（平成8.10.25 環告73）） 

              （昭和 53年 7月 11 日 環境庁告示第 38号 改正（平 8.10.25 環告 74）） 

              （平成 9年 2月 4日 環境庁告示第 4号 改正（平 13.4.20 環告 30）） 

              （平成 21年 9月 9日 環境省告示第 33号） 

        【出典：熊本県環境保全関係基準集 平成 29年 3月 熊本県環境生活部環境局環境保全課 

環境省 HP（大気汚染に係る環境基準）】 
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ダイオキシン類対策特別措置法（平成 11年法律第 105 号）第７条の規定に基づくダイオ

キシン類による大気の汚染に係る環境上の条件につき人の健康を保護する上で維持される

ことが望ましいとする環境基準は、表 2-2-28 のとおりである。 

表 2-2-28 ダイオキシン類に係る環境基準 

物質 環境上の条件 

ダイオキシン類 1年平均値が 0.6pg-TEQ/m3以下であること。 

備 考  

１ 環境基準は、工業専用地域、車道その他一般公衆が通常生活していない地域または場所については、

適用しない。  

２ 基準値は、2,3,7,8-四塩化ジベンゾ－パラ－ジオキシンの毒性に換算した値とする。  

   ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁(水底の底質の汚染を含む。)及び土壌の汚染 

   に係る環境基準：改正 環境省告示第 46号 平成 14年 7月 22日 

           改正 環境省告示第 11号 平成 21年 3月 31日 

光化学オキシダントの生成防止のための大気中炭化水素濃度の指針については、表

2-2-29 に示すとおりである。 

表 2-2-29 光化学オキシダントの生成防止のための大気中炭化水素濃度の指針 

光化学オキシダントの日最高１時間値0.06ppmに対応する午前６時から９時までの非メタン炭化水素

の３時間平均値は、0.20ppmC から 0.31ppmC の範囲にある。 

                                     (S51.8.13 通知) 
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表 2-2-30 有害大気汚染物質等に係る指針値 

物  質 指針値  

アクリロニトリル 2 μg/m3

平 15.9.30 環管総発第 030930004 号 

塩化ビニルモノマー 10 μg/m3

水銀及びその化合物 0.04 μgHg/m3

ニッケル化合物 0.025 μgNi/m3

クロロホルム 18 μg/m3

平 18.12.20 環水大総発第 061220001 号 1,2-ジクロロエタン 1.6 μg/m3

1,3-ブタジエン 2.5 μg/m3

ヒ素及びその化合物 6 ngAs/m3 平 22.10.15 環水大総発第 101015002 号 

マンガン及びその化合物 0.14 μgMn/m3 平 27.5.1 環水大総発第 1405011 号 

        【出典：熊本県環境保全関係基準集 平成29年3月 熊本県環境生活部環境局環境保全課】 



2-39 

2） 騒音に係るもの 

a 環境基準 

熊本県では、環境基準の各類型をあてはめる地域を定めており、水俣市では都市計画法

の用途地域より、表 2-2-31 及び表 2-2-33 に示すとおり、騒音レベルの環境基準を適用し

ている。 

表 2-2-31 騒音に係る環境基準 

地域の類型 基準値 

昼間 夜間 

ＡＡ 50 デシベル以下 40デシベル以下 

Ａ及びＢ 55デシベル以下 45 デシベル以下 

Ｃ 60 デシベル以下 50 デシベル以下 

（注）1 時間の区分は、昼間を午前 6時から午後 10 時までの間とし、夜間を午後 10 時から翌日の午前 6時までの間とす

る。 

   2 AA を当てはめる地域は、療養施設、社会福祉施設等が集合して設置される地域など特に静穏を要する地域とする。 

   3 A を当てはめる地域は、専ら住居の用に供される地域とする。 

   4 B を当てはめる地域は、主として住居の用に供される地域とする。 

   5 C を当てはめる地域は、相当数の住居と併せて商業、工業等の用に供される地域とする。

ただし、次表に掲げる地域に該当する地域（以下「道路に面する地域」という。）につ

いては、表 2-2-31 によらず表 2-2-32 の基準値の欄に掲げるとおりとする。 



2-40 

表 2-2-32 騒音に係る環境基準（道路に面する地域） 

地域の類型 
基準値 

昼間 夜間 

A 地域のうち 2 車線以上の車線を有する道路

に面する地域 
60 デシベル以下 55 デシベル以下 

B 地域のうち 2 車線以上の車線を有する道路

に面する地域及び C 地域のうち車線を有する

道路に面する地域 

65 デシベル以下 60 デシベル以下 

備考 車線とは、1縦列の自動車が安全かつ円滑に走行するために必要な一定の幅員を有する帯状の車道部分をい

う。 

この場合において、幹線交通を担う道路に近接する空間については、上表にかかわらず、特例として次表の

基準値の欄に掲げるとおりとする。 

基準値 

昼間 夜間 

70デシベル以下 65 デシベル以下 

備考 個別の住居等において騒音の影響を受けやすい面の窓を主として閉めた生活が営まれていると認

められるときは、屋内へ透過する騒音に係る基準（昼間にあっては 45 デシベル以下、夜間にあって

は 40 デシベル以下）によることができる。 

2 1 の環境基準の基準値は、次の方法により評価した場合における値とする。 

(1) 評価は、個別の住居等が影響を受ける騒音レベルによることを基本とし、住居等の用に供される建物の騒

音の影響を受けやすい面における騒音レベルによって評価するものとする。 

この場合において屋内へ透過する騒音に係る基準については、建物の騒音の影響を受けやすい面におけ

る騒音レベルから当該建物の防音性能値を差し引いて評価するものとする。 

(2) 騒音の評価手法は、等価騒音レベルによるものとし、時間の区分ごとの全時間を通じた等価騒音レベルに

よって評価することを原則とする。 

(3) 評価の時期は、騒音が 1年間を通じて平均的な状況を呈する日を選定するものとする。 

(4) 評価のために測定を行う場合は、原則として日本工業規格 Z8731 に定める騒音レベル測定方法による、当

該建物による反射の影響が無視できない場合にはこれを避けうる位置で測定し、これが困難な場合には実

測値を補正するなど適切な措置を行うこととする。また、必要な実測時間が確保できない場合等において

は、測定に代えて道路交通量等の条件から騒音レベルを推計する方法によることができる。なお、著しい

騒音を発生する工場及び事業場、建設作業の場所、飛行場並びに鉄道の敷地内並びにこれらに準ずる場所

は、測定場所から除外する。 

3 環境基準の達成状況の地域としての評価は、次の方法により行うものとする。 

(1) 道路に面する地域以外の地域については、原則として一定の地域ごとに当該地域の騒音を代表すると思わ

れる地点を選定して評価するものとする。 

(2) 道路に面する地域については、原則として一定の地域ごとに当該地域内の全ての住居等のうち 1 の環境

基準の基準値を超過する戸数及び超過する割合を把握することにより評価するものとする。 
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表 2-2-33 騒音に係る環境基準の地域の類型 

市町村 Ａ Ｂ Ｃ 

水俣市 第一種低層住居専用地域、 

第二種低層住居専用地域、 

第一種中高層住居専用地 

第二種中高層住居専用地域 

１ 第一種住居地域、 

  第二種住居地域 

  準住居地域 

２ 用途地域以外の地域 

近隣商業地域 

商業地域 

準工業地域 

工業地域 

工業専用地域 

備考１ 第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専

用地域、第一種住居地域、第二種住居地域、準住居地域、近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工

業地域及び工業専用地域とは、都市計画法（昭和 43年法律第 100 号）第 8条第 1項第 1号の用途地域

をいう。 

  ２用途地域以外の地域とは、都市計画法第 8条第 1項第 1号の用途地域が定められていない地域をいう。

  ３ 風致地区とは都市計画法第 8条第 1項第 7号の区域をいう。 

  ４ 無人島及び都市計画法第 8条第 1項第 9号の臨港地区は、騒音に係る環境基準の地域の類型をあてはめ

る地域から除く。 

注）熊本市は市で指定。 

（平成 21年 4月 7日 熊本県告示第 340 号 抜粋） 
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b 規制基準 

特定工場等に係る騒音の規制基準及び特定建設作業に係る騒音の基準は表 2-2-34～35

に示すとおりである。 

熊本県では基準の区域をあてはめる地域を定めており、特定工場等及び特定建設作業に

係る騒音レベルの規制基準の適用は、表 2-2-36 に示すとおりである。 

表 2-2-34 特定工場等（工場、事業場）に係る騒音の基準 

時間 

区域 
昼 午前 8時～午後 7時 

朝 午前 6時～午前 8時 

夕 午後 7時～午後 10時 
夜 午後 10時～翌日午前 6時 

第 1種区域 50dB 45dB 40dB 

第 2種区域 60dB 50dB 45dB 

第 3種区域 65dB 60dB 50dB 

第 4種区域 70dB 65dB 60dB 

（注）騒音の測定は、工場等の敷地境界線において行う。 

 【出典：熊本県 HP（騒音・振動・悪臭規制区域等について（規制区域・規制基準の確認はこちら））】 

表 2-2-35 特定建設作業に係る騒音の基準 

区域 

規制種別 
1号区域 2号区域 

基準値 85dB 

作業時間 午後7時～午前7時の時間内でないこ

と 

午後10時から午前6時の時間内でない

こと 

※1日当たりの作業時間 10時間/日を超えないこと 14時間/日を超えないこと 

作業期間 連続 6日を超えないこと 

作業日 日曜日その他休日でないこと 

（注）1 騒音の測定は、特定建設作業の場所の敷地境界線において行う。 

2 基準値を超えている場合、騒音防止の方法のみならず、1 日の作業時間を※欄に定める時間未満 4

時間以上の間において短縮させることを勧告又は命令できる。 

3 災害等の非常事態の発生のため緊急を要する場合、人命、身体の危険防止の場合などはこの規制が

適用されないこともある。 

4 熊本県生活環境の保全等に関する条例に基づく特定建設作業の規制区域は、騒音規制法の規制区域

と同じである。 
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表 2-2-36 特定建設作業に伴って発生する騒音に係る規制地域区分 

区域 騒音規制地域の区域の区分 
特定建設作業 

騒音地域区分 

都市計画法 

用途区域 

第 1種区域 

良好な住居の環境を保全する

ため、特に静穏の保持を必要

とする区域 

第 1号区域 

第 1種低層住居専用地域 

第 2種低層住居専用地域 

第 2種区域 

住居の用に供されているた

め、静穏の保持を必要とする

区域 

1 第 1種中高層住居専用地域 

 第 2種中高層住居専用地域 

 第 1種住居地域 

 第 2種住居地域 

 準住居地域 

2 白浜町一番のうち準工業地域の区域 

3 長野町及び古城 3丁目のうち準工業地域

の区域 

4 用途地域以外の地域 

第 3種区域 

住居の用にあわせて商業・工

業等の用に供されている区域

であって、その区域内の住民

の生活環境を保全するため、

騒音の発生を防止する必要が

ある区域 

1 近隣商業地域 

 商業地域 

 準工業地域 

2 第一種住居地域と工業地域が隣接してい

る地域については、その境界から工業地域

側の幅 50メートルの区域（5の工業地域を

除く） 

3 第一種住居地域と工業専用地域が隣接し

ている地域については、その境界から工業

専用地域側の幅 50メートルの区域 

4 第一種中高層住居専用地域と工業専用地

域が隣接している地域については、その境

界から工業専用地域側の幅 50メートルの

区域 

5．塩浜町九番、十番、十一番及び十二番の

うち工業地域の区域 

第 4種区域 

主として工業用の用に供され

ている区域であって、その区

域内の住民の生活を悪化させ

ないため、著しい騒音の発生

を防止する必要がある区域 

第 2号区域 

工業地域 

工業専用地域 

（いずれも、第三種 区域の地域を除く） 

適用除外   臨港地区、無人島 

（注）1 規制地域の詳細な図面は、県庁環境生活部環境保全課または、関係市町村役場の環境担当課で縦覧に供

している。 

    2 騒音規制法、熊本県生活環境の保全等に関する条例に基づいて、一部臨港地区及び無人島を除く県下全

域を規制地域に指定している。 

【出典：熊本県 HP（騒音・振動・悪臭規制区域等について（規制区域・規制基準の確認はこちら））抜粋】 
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騒音規制法に基づく自動車騒音の要請限度は表 2-2-37 に示すとおりである。 

熊本県では要請限度の区域をあてはめる地域を定めており、水俣市では都市計画法の用

途地域により、表 2-2-38 のとおり適用する。 

表 2-2-37 自動車騒音に係る要請限度 

区域の区分 

時間の区分 

昼間：午前 6時から 

午後 10時まで 

夜間：午後 10時から 

翌日の午前 6時まで 

1 a 区域及び b区域のうち 1車線を有する道路に面する区域 65デシベル 55 デシベル 

2 a 区域のうち 2車線以上の道路に面する区域 70デシベル 65 デシベル 

3 
b 区域のうち 2 車線以上の道路に面する区域及び c 区域の

うち車線を有する道路に面する区域 
75 デシベル 70 デシベル 

（幹線交通を担う道路に近接する区域に係る限度の特例） 

幹線交通を担う道路に近接する区域（二車線以下の車線を有する道路の場合は道路の敷地の境界線から十五メー

トル、二車線を超える車線を有する道路の場合は道路の敷地の境界線から二十メートルまでの範囲をいう。）に

係る限度は、前条の規定にかかわらず、昼間においては 75デシベル、夜間においては 70デシベルとする。 

注）1 騒音の測定は、原則として交差点を除く部分で、道路端において行う。 

  2 等価騒音レベルにより評価する。 

  3「幹線交通を担う道路」とは、高速自動車国道、一般国道、都道府県道及び 4 車線以上の市町村道等をい

う。 

表 2-2-38 自動車騒音の要請限度に関する区域の区分 

区域 要請限度の区域区分 都市計画法用途地域 

a区域 専ら住居の用に供される区域：騒音に係

る環境基準の地域の類型がＡの地域 

第 1種低層住居専用地域、第 2種低層住居専用地域、第

1種中高層住居専用地域、第 2種中高層住居専用地域 

b区域 主として住居の用に供される区域：騒音

に係る環境基準の地域の類型がＢの地域 

第 1種住居地域、第 2種住居地域、準住居地域 

c区域 相当数の住居と併せて、商業、工業等の

用に供される区域：騒音に係る環境基準

の地域の類型がＣの地域 

近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域、工業

専用地域、用途地域外 

適用除外  臨港地区、無人島 

注）(1) 平成 21 年 5 月 1 日の規制地域の見直しに伴い、規制地域の区分は従来の図面による表示ではなく、規

制地域の区分表により表示。また、規制地域は、都市計画法に基づく用途地域の変更により変更される。 

  (2) 原則として、都市計画法の用途地域に対応した上表に基づく指定としているが、具体的な規制地域の区

分の指定は、県庁ホームページの環境保全課のサイト（http://www.pref.kumamoto.jp/soshiki/ 

43/kanfo-info06.html）に掲載。 

【出典：熊本県 HP（騒音・振動・悪臭規制区域等について（規制区域・規制基準の確認はこちら））抜粋】 
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c 熊本県生活環境の保全等に関する条例による規制基準 

熊本県生活環境の保全に関する条例による規制地域は、騒音規制法に基づく規制地域と

同じである。

表 2-2-39 特定工場等（工場、事業場）及び特定作業場に係る騒音の基準 

           時間 

区域 

昼間：午前 8 時から

午後 7時まで 

朝：午前 6 時から午

前 8時まで 

夕：午後 7 時から午

後 10時まで 

夜間：午後 10時から翌日

の午前 6時まで 

第 1種区域 50 デシベル 45 デシベル 40 デシベル 

第 2種区域 60 デシベル 50 デシベル 45 デシベル 

第 3種区域 65 デシベル 60 デシベル 50 デシベル 

第 4種区域 70 デシベル 65 デシベル 60 デシベル 

（注）騒音の測定は、工場の敷地境界線において行う。 

表 2-2-40 特定建設作業に係る騒音の基準 

            時間 

区域 

第 1号区域 第 2号区域 

基準値 85 デシベル 

作業時刻 午後 7時～午前7時の時間内で

ないこと 

午後 10 時～午前 6 時の時間内

でないこと 

※1日当たりの作業時間 10 時間／日を超えないこと 14 時間／日を超えないこと 

作業期間 連続 6日を超えないこと 

作業日 日曜日その他休日でないこと 

（注）1.騒音の測定は、特定建設作業の場所の敷地境界において行う。 

   2.基準値を超えている場合、騒音防止の方法のみならず、1日の作業時間を※欄に定める時間未

満 4時間以上の間において短縮させることを勧告または命令できる。 

     3.災害等の非常事態の発生のため緊急を要する場合、人命、身体の危険防止などの場合などは

この規制が適用されないこともある。 
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d 騒音規制法に基づく地域指定及び環境基準の地域類型指定状況 

水俣市における騒音規制法に基づく地域指定及び環境基準の地域類型指定状況は次のと

おりである。 

なお、埋立計画地背後は工業専用地域であることから、環境基準については「C 地域」、

特定工場等に係る規制基準については「第四種区域」、特定建設作業に係る規制基準につい

ては「第二号区域」に指定されている。 
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表 2-2-41 水俣市における騒音規制法に基づく地域指定及び環境基準の地域類型指定状況 

市町村 第一種区域 第二種区域 第三種区域 第四種区域 

水俣市 第一種低層住居専用地

域及び第二種低層住居

専用地域 

1 第一種中高層住居専

用地域、第二種中高層

住居専用地域、第一種

住居地域、第二種住居

地域及び準住居地域 

2 白浜町 1 番のうち準

工業地域の区域 

3 長野町及び古城 3 丁

目のうち準工業地域の

区域 

4 用途地域以外の地域 

1 近隣商業地域、商業

地域及び準工業地域

（第二種区域の地域を

除く） 

2 第一種住居地域と工

業地域が隣接している

地域については、その

境界から工業地域側の

幅 50 メートルの区域

（5の工業区域を除く） 

3 第一種住居地域と工

業専用地域が隣接して

いる地域については、

その境界から工業専用

地域側の幅 50 メート

ルの区域 

4 第一種中高層住居専

用地域と工業専用地域

が隣接している地域に

ついては、その境界か

ら工業専用地域側の幅

50メートルの区域 

5 塩浜町 9番、10番、

11番及び 12番の 

うち工業地域の区域 

工業地域及び工業専用

地域（いずれも、第三

種区域の地域を除く） 

備考 

 1 第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用

地域、第一種住居地域、第二種住居地域、準住居地域、近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域及び

工業専用地域とは、都市計画法（昭和 43年法律第 100号）第 8条第 1項第 1号の用途地域をいう。 

 2 用途地域以外の地域とは、都市計画法第 8条第 1項第 1号の用途地域が定められていない地域をいう。 

 3 この告示の施工により、または用途地域が新たに定まったことにより、もしくは用途地域が変更されたこ

とにより、適用される規制区域が変更される特定工場等（規制区域の変更の時に当該規制区域が適用される地

域内に既にその敷地を有しているものに限る）のうち、より厳しい基準が適用される場合においては、当該規

制区域の変更の日から 3 年間（条例における特定工場は 1 年間）は、当該変更がなかったものとみなして従前

の規制区域の基準を適用する。 
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表 2-2-42 騒音規制法及び条例に定める特定建設作業に係る基準の地域指定状況 

第一号区域 騒音規制法および条例に定める特定施設および特定作業に係る基準の地域指定状況が第

一種区域、第二種区域及び第三種区域の地域 

第二号区域 騒音規制法および条例に定める特定施設および特定作業に係る基準の地域指定状況が第

四種区域の地域 

表 2-2-43 水俣市における環境省告示（平成 10年 9月 30 日環告 64）に定める 

環境基準の地域類型指定状況 

市町村 Ａ Ｂ Ｃ 

水俣市 第一種低層住居専用地域、

第二種低層住居専用地域、

第一種中高層住居専用地域

及び第二種中高層住居専用

地域 

1 第一種住居地域、第二種

住居地域及び準住居地域 

2 用途地域以外の地域 

近隣商業地域、商業地域、

準工業地域、工業地域及び

工業専用地域 

備考 

 1 第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用

地域、第一種住居地域、第二種住居地域、準住居地域、近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域及び

工業専用地域とは、都市計画法（昭和 43年法律第 100号）第 8条第 1項第 1号の用途地域をいう。 

 2 用途地域以外の地域とは、都市計画法第 8条第 1項第 1号の用途地域が定められていない地域をいう。 



2-49 

3） 振動に係るもの 

振動規制法に基づく特定工場等に関する振動の規制基準は表 2-2-44、特定建設作業に関

する規制基準は表 2-2-45、道路交通振動の要請限度は表2-2-46～47に示すとおりである。 

水俣市における規制地域は表 2-2-48 に示すとおりであり、埋立計画地背後は工業専用地

域となっていることから、特定工場等に係る規制基準については「第 1種区域」、特定建設

作業に係る規制基準については「第 2号区域」に指定されている。 

表 2-2-44 特定工場等に関する振動の規制基準 

時間 

区域 

昼間 

午前 8時～午後 7時まで 

夜間 

午後 7時～翌日午前 8時まで 

第 1種区域 60dB 55dB 

第 2種区域 65dB 60dB 

表 2-2-45 特定建設作業に関する振動の規制基準 

 第１号区域 第２号区域 

基準値 75dB 

作業時刻 
午後 7時～午前 7時の 

時間内でないこと 

午後 10時～午前 6時の 

時間内でないこと 

1日当たりの作業時間 10 時間/日を超えないこと 14時間/日を超えないこと 

作業期間 連続 6日を超えないこと 

作業日 日曜日その他休日でないこと 

1 基準値を超えている場合、１日の作業時間を※欄に定める時間未満４時間以上の間において短縮させる

ことを勧告又は命令できる。 

  なお、くい打機をアースオーガと併用する場合は打撃時間が短縮されるため、6 時間以上の間におい

て短縮させることを勧告又は命令できる｡ 

2 適用除外例（上表の規制が除外される場合、○印で示す） 

項目 

工事 
作業時刻 

1日当たりの 

作業時間 
作業期間 作業日 

(1)災害その他非常事態発生時 ○ ○ ○ ○ 

(2)人の生命又は身体に対する危険を防

止するため、特に必要のある工事 
○ ○ ○ ○ 

(3) 鉄道又は、軌道運行確保のための夜

間工事 
○ ─ ─ ○ 

(4)道路法による道路占用許可、道路交通

法による道路使用許可のある場合など 
○ ─ ─ ○ 

(5)電気事業法施行規則による変電所工

事 
─ ─ ─ ○ 
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表 2-2-46 道路交通振動の要請限度 

区域 昼間 午前 8時から午後 7時まで 夜間 午後 7時から翌日の午前 8時まで 

第 1種区域 65デシベル 60 デシベル 

第 2種区域 70デシベル 65 デシベル 

注）振動の測定は､工場､建設作業､道路の各敷地境界線において行う｡ 

表 2-2-47 道路交通振動の要請限度に関する区域の区分 

区域 用途地域 

第 1種区域 1 第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地域、第二

種中高層住居専用地域、第一種住居地域、第二種住居地域及び準住居地域 

2 長野町及び古城 3丁目のうち準工業地域の区域 

第 2種区域 1 近隣商業地域、商業地域、準工業地域（第一種区域の地域を除く）、工業地域及び工業専

用地域 

2 用途地域以外の地域 

【出典：熊本県 HP（騒音・振動・悪臭規制区域等について（規制区域・規制基準の確認はこちら））抜粋】 

表 2-2-48（1） 水俣市における規制地域（特定工場等） 

区分 地域 
昼間 

（午前 8時から午後 7時まで） 

夜間 

（午後 7時から午前 8時まで） 

第 1種区域 第一種低層住居専用地域、

第二種低層住居専用地域、

第一種中高層住居専用地

域、第二種中高層住居専用

地域、第一種住居地域、第

二種住居地域、準住居地域 

60 デシベル 55 デシベル 

第 2種区域 近隣商業地域、商業地域、

準工業地域、工業地域、用

途地域以外の地域 

65 デシベル 60 デシベル 

備考 

1 第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地

域、第一種住居地域、第二種住居地域、準住居地域、近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域とは、

都市計画法（昭和 43年法律第 100号）第 8条第 1項第 1号の用途地域をいう。 

2 用途地域以外の地域とは都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）第 8条第 1項第 1号の用途地域が定められ

ていない地域をいう。 

3 特定施設に係る振動の基準は、工場及び事業場の敷地境界線で適用されます。なお、規制基準は特定工場等

に対して適用されるもので、特定施設以外の施設や場内の荷下ろしや車両により発生している振動について

も振動規制法の対象になります。 
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4 法に基づく改善勧告及び命令は規制基準を適合せず、なおかつ周辺の生活環境が損なわれると認めるときに

行います。 

5 計画変更勧告、改善勧告・命令を行う際には、小規模事業者に対し配慮することとなっています。 

表 2-2-48（2） 水俣市における規制地域（特定建設作業） 

区分 地域 規制基準 作業禁止時間

帯 

一日の作業時

間 

作業期間 作業日 

第 1号

区域 

第一種低層住居専

用地域、第二種低層

住居専用地域、第一

種中高層住居専用

地域、第二種中高層

住居専用地域、第一

種住居地域、第二種

住居地域、準住居地

域、近隣商業地域、

商業地域、準工業地

域、用途地域以外の

地域 

75 デシベル 
午後 7 時から

午前 7時まで 
10 時間以内 

連続して 6 日

以内 

日曜日、その

他の休日でな

いこと 

第 2号

区域 

工業地域 

75 デシベル 

午後 10 時か

ら午前 6 時ま

で 

14 時間以内 
連続して 6 日

以内 

日曜日、その

他の休日でな

いこと 

備考 

1 第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地

域、第一種住居地域、第二種住居地域、準住居地域、近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域とは、

都市計画法（昭和 43年法律第 100号）第 8条第 1項第 1号の用途地域をいう。 

2 用途地域以外の地域とは都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）第 8条第 1項第 1号の用途地域が定められ

ていない地域をいう。 

3 「くい打機等を使用する作業」に伴って発生する振動が「75デシベル」を超える場合は、1日あたり 4時間

を限度として特定建設作業の実施者に対し作業時間の変更を命ずることができる。 

4 特定建設作業に係る振動の基準は、作業現場の敷地境界線で適用される基準です。なお、規制基準は特定建

設作業の振動のみを対象としています。 

5 この規制基準は、「災害等の非常事態の発生により緊急に作業の実施、鉄道の運行の確保など」の諸事情が

ある場合は、適用されない場合があります。 
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4） 水質汚濁に係るもの 

a 生活環境の保全に関する環境基準 

水質汚濁に係る生活環境の保全に関する環境基準は表 2-2-49 のとおりである。 

また、環境基準の類型をあてはめる地域については、熊本県が定めており、水俣市周辺

では表 2-2-50 に示すとおりである。 

埋立計画地及びその周辺では、河川では「A類型」、海域では「A類型」「Ⅰ類型（窒素・

燐）」に指定されている。 
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表 2-2-49（1） 生活環境の保全に関する環境基準（河川-ア） 

河川（湖沼を除く） 

備 考 

１ 基準値は、日間平均値とする（湖沼もこれに準ずる。）。 

２ 農業用利水点については、水素イオン濃度6.0以上7.5以下、溶存酸素量5mg/L以上とする（湖沼もこれに準

ずる。）。 

(注) 

１ 自然環境保全 ： 自然探勝等の環境保全 

２ 水道１級   ： ろ過等による簡易な浄水操作を行うもの 

２級   ： 沈殿ろ過等による通常の浄水操作を行うもの 

３級   ： 前処理等を伴う高度の浄水操作を行うもの 

３ 水産１級   ： ﾔﾏﾒ、ｲﾜﾅ等貧腐水性水域の水産生物用並びに水産2級及び水産3級の水産生物用 

２級   ： サケ科魚類及びアユ等貧腐水性水域の水産生物用及び水産3級の水産生物用 

３級   ： コイ、フナ等、β-中腐水性水域の水産生物用 

４ 工業用水１級 ： 沈殿等による通常の浄水操作を行うもの 

２級 ： 薬品注入等による高度の浄水操作を行うもの 

５ 環境保全   ： 国民の日常生活(沿岸の遊歩等を含む。)において不快感を生じない限度 

[昭和46年環告59、最終改正平成28年環告37]

水素イオン

濃度(ｐＨ)

生物化学的

酸素要求量

(ＢＯＤ)

浮遊物質量

(ＳＳ)

溶存酸素量

(ＤＯ)
大腸菌群数

ＡＡ

水道1級

自然環境保

全及びA以下

の欄に掲げ

るもの

6.5以上

8.5以下

1mg/L

以下

25mg/L

以下

7.5mg/L

以上

50

MPN/100mL

以下

Ａ

水道2級

水産1級

水浴及びB以

下の欄に掲

げるもの

6.5以上

8.5以下

2mg/L

以下

25mg/L

以下

7.5mg/L

以上

1,000

MPN/100mL

以下

Ｂ

水道3級

水産2級

及びC以下の

欄に掲げる

もの

6.5以上

8.5以下

3mg/L

以下

25mg/L

以下

5mg/L

以上

5,000

MPN/100mL

以下

Ｃ

水産3級

工業用水1級

及びD以下の

欄に掲げる

もの

6.5以上

8.5以下

5mg/L

以下

50mg/L

以下

5mg/L

以上
-

Ｄ

工業用水2級

農業用水

及びEの欄に

掲げるもの

6.0以上

8.5以下

8mg/L

以下

100mg/L

以下

2mg/L

以上
-

Ｅ
工業用水2級

環境保全

6.0以上

8.5以下

10mg/L

以下

ごみ等の浮

遊が認めら

れないこ

と。

2mg/L

以上
-

規格12.1に

定める方法

又はガラス

電極を用い

る水質自動

監視測定装

置によりこ

れと同程度

の計測結果

の得られる

方法

規格21に定

める方法

付表９に掲

げる方法

規格32に定

める方法又

は隔膜電極

若しくは光

学式センサ

を用いるを

用いる水質

自動監視測

定装置によ

りこれと同

程度の計測

結果の得ら

れる方法

最確数によ

る定量法

類型

利用目的の

適　応　性

基準値

測定方法
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表 2-2-49（2） 生活環境の保全に関する環境基準（河川-イ） 

備考
 基準値は、年間平均値とする。（湖沼、海域もこれに準ずる。）

※水生生物の保全に係る水質環境基準については、環境基準の類型当てはめは行われていな

い。

[昭和46年環告59、最終改正平成28年環告37]

全亜鉛 ノニルフェノール
直鎖アルキルベンゼン

スルホン酸及びその塩

生物Ａ

イワナ、サケマス等比較的低

温域を好む水生生物及びこれ

らの餌生物が生息する水域

0.03mg/L

以下

0.001mg/L

以下

0.03mg/L

以下

生物特Ａ

生物Ａの水域のうち、生物Ａ

の欄に掲げる水生生物の産卵

場（繁殖場）又は幼稚仔の生

育場として特に保全が必要な

水域

0.03mg/L

以下

0.0006mg/L

以下

0.02mg/L

以下

生物Ｂ

コイ、フナ等比較的高温域を

好む水生生物及びこれらの餌

生物が生息する水域

0.03mg/L

以下

0.002mg/L

以下

0.05mg/L

以下

生物特Ｂ

生物Ａ又は生物Ｂの水域のう

ち、生物Ｂの欄に掲げる水生

生物の産卵場（繁殖場）又は

幼稚仔の生育場として特に保

全が必要な水域

0.03mg/L

以下

0.002mg/L

以下

0.04mg/L

以下

規格53に定める方法 付表11に掲げる方法 付表12に掲げる方法

類型
水生生物の生息状況の

適応性

基準値

測定方法
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表 2-2-49（3） 生活環境の保全に関する環境基準（湖沼-ア） 

湖沼（天然湖沼及び貯水量が 1,000 万立方メートル以上であり、かつ、水の滞留時間が４日間以

上である人工湖） 

備 考 

水産１級、水産２級及び水産３級については、当分の間、浮遊物質量の項目の基準値は適用しない。 

(注) 

１ 自然環境保全 ： 自然探勝等の環境保全 

２ 水道１級   ： ろ過等による簡易な浄水操作を行うもの 

２級、３級： 沈殿ろ過等による通常の浄水操作、又は、前処理等を伴う高度の浄水操作を行うもの 

３ 水産１級   ： ヒメマス等貧栄養湖型の水域の水産生物用並びに水産２級及び水産３級の水産生物用 

２級   ： サケ科魚類及びアユ等貧栄養湖型の水域の水産生物用及び水産３級の水産生物用 

３級   ： コイ、フナ等富栄養湖型の水域の水産生物用 

４ 工業用水１級 ： 沈殿等による通常の浄水操作を行うもの 

２級 ： 薬品注入等による高度の浄水操作、又は、特殊な浄水操作を行うもの 

５ 環境保全   ： 国民の日常生活(沿岸の遊歩等を含む。)において不快感を生じない限度 

 ※水俣市内において、環境基準が適用される湖沼は存在しない。

[昭和46年環告59、最終改正平成28年環告37]

水素イオン

濃度(ｐＨ)

化学的酸

素要求量

(ＣＯＤ)

浮遊物質量

(ＳＳ)

溶存酸素量

(ＤＯ)
大腸菌群数

ＡＡ

水道1級

水産１級

自然環境保全

及びA以下の欄

に掲げるもの

6.5以上

8.5以下

1mg/L

以下

1mg/L

以下

7.5mg/L

以上

50

MPN/100mL

以下

Ａ

水道2級、3級

水産2級

水浴

及びB以下の欄

に掲げるもの

6.5以上

8.5以下

3mg/L

以下

5mg/L

以下

7.5mg/L

以上

1,000

MPN/100mL

以下

Ｂ

水道3級

工業用水１級

農業用水

及びC以下の欄

に掲げるもの

6.5以上

8.5以下

5mg/L

以下

15mg/L

以下

5mg/L

以上
-

Ｃ
工業用水2級

環境保全

6.0以上

8.5以下

8mg/L

以下

ごみ等の浮

遊が認めら

れないこ

と。

2mg/L

以上
-

規格12.1に

定める方法

又はガラス

電極を用い

る水質自動

監視測定装

置によりこ

れと同程度

の計測結果

の得られる

方法

規格17に定

める方法

付表９に掲

げる方法

規格32に定

める方法又

は隔膜電極

若しくは光

学式センサ

を用いる水

質自動監視

測定装置に

よりこれと

同程度の計

測結果の得

られる方法

最確数によ

る定量法

基準値

類型
利用目的の

適　応　性

測定方法
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表 2-2-49（4） 生活環境の保全に関する環境基準（湖沼-イ）

備考 
1. 基準値は年間平均値とする。 

2. 水域類型の指定は、湖沼植物プランクトンの著しい増殖を生ずるおそれがある湖沼について行うも
のとし、全窒素の項目の基準値は、全窒素が湖沼植物プランクトンの増殖の要因となる湖沼につい
て適用する。 

3. 農業用水については、全燐の項目の基準値は適用しない。 
注１） 自然環境保全： 自然探勝等の環境保全 
注２） 水道１級： ろ過等による簡易な浄水操作を行うもの  

                水道２級： 沈殿ろ過等による通常の浄水操作を行うもの  
                水道３級： 前処理等を伴う高度の浄水操作を行うもの（「特殊なもの」とは、臭気物質の

除去が可能な特殊な浄水操作を行うものをいう。） 
注３） 水産１種： サケ科魚類及びアユ等の水産生物用並びに水産２種及び水産３種の水産生物用  

                 水産２種： ワカサギ等の水産生物用及び水産３種の水産生物用  
                 水産３種： コイ、フナ等の水産生物用 

注４） 環境保全： 国民の日常生活(沿岸の遊歩等を含む。)において不快感を生じない限度

※水俣市内において、環境基準が適用される湖沼は存在しない。

[昭和46年環告59、最終改正平成28年環告37]

全窒素 全燐

I
自然環境保全

及びII以下の欄に掲げるもの

0.1mg/L

以下

0.005mg/L

以下

II

水道1、2、3級（特殊なものを

除く。）

水産1級

水浴

及びIII以下の欄に掲げるもの

0.2mg/L

以下

0.01mg/L

以下

III
水道3級（特殊なもの）

及びIV以下の欄に掲げるもの

0.4mg/L

以下

0.03mg/L

以下

IV
水産2級

及びV以下の欄に掲げるもの

0.6mg/L

以下

0.05mg/L

以下

V

水産3級

工業用水

農業用水

環境保全

1mg/L

以下

0.1mg/L

以下

規格45.2、

45.3、45.4

又は45 .6に

定める方法

規格46.3に

定める方法

基準値
類型

利用目的の

適応性

測定方法
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表 2-2-49（5） 生活環境の保全に関する環境基準（湖沼-ウ）

※水俣市内において、環境基準が適用される湖沼は存在しない。

表 2-2-48（6） 生活環境の保全に関する環境基準（湖沼-エ）

備考
1. 基準値は、日間平均値とする。
2. 底面近傍で溶存酸素量の変化が大きいことが想定される場合の採水は、横型の
  バンドン採水器を用いる。

※水俣市内において、環境基準が適用される湖沼は存在しない。

[昭和46年環告59、最終改正平成28年環告37]

全亜鉛
ノニルフェ

ノール

直鎖アルキルベンゼンスル

ホン酸及びその塩

生物Ａ

イワナ、サケマス等比較的

低温域を好む水生生物及び

これらの餌生物が生息する

水域

0.03mg/L

以下

0.001mg/L

以下

0.03mg/L

以下

生物特Ａ

生物Ａの水域のうち、生物

Ａの欄に掲げる水生生物の

産卵場（繁殖場）又は幼稚

仔の生育場として特に保全

が必要な水域

0.03mg/L

以下

0.0006mg/L

以下

0.02mg/L

以下

生物Ｂ

コイ、フナ等比較的高温域

を好む水生生物及びこれら

の餌生物が生息する水域

0.03mg/L

以下

0.002mg/L

以下

0.05mg/L

以下

生物特Ｂ

生物Ａ又は生物Ｂの水域の

うち、生物Ｂの欄に掲げる

水生生物の産卵場（繁殖

場）又は幼稚仔の生育場と

して特に保全が必要な水域

0.03mg/L

以下

0.002mg/L

以下

0.04mg/L

以下

規格53に定

める方法

付表11に掲

げる方法

付表12に掲げる方法

類型
水生生物の生息状況の

適応性

基準値

測定方法

[昭和46年環告59、最終改正平成28年環告37]

基準値

底層溶存酸素量

生物1 生息段階において貧酸素耐性の低い

水生生物が生息できる場を保全・再

生する水域又は再生産段階において

貧酸素耐性の低い水生生物が再生産

できる場を保全・再生する水域

4.0mg/L

以上

生物2 生息段階において貧酸素耐性の低い

水生生物を除き、水生生物が生息で

きる場を保全・再生する水域又は再

生産段階において貧酸素耐性の低い

水生生物を除き、水生生物が再生産

できる場を保全・再生する水域

3.0mg/L

以上

生物3 生息段階において貧酸素耐性の高い

水生生物が生息できる場を保全・再

生する水域、再生産段階において貧

酸素耐性の高い水生生物が再生産で

きる場を保全・再生する水域又は無

生物域を解消する水域

2.0mg/L

以上

規格32に定める方法

又は付表13に掲げる

方法

類型
水生生物が生息・再生産する場の

適応性

測定方法
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表 2-2-49（7） 生活環境の保全に関する環境基準（海域-ア）

海域 

備 考 

水産１級のうち、生食用原料カキの養殖の利水点については、大腸菌群数 70MPN/100mL以下とする。 

(注) 

１ 自然環境保全 ： 自然探勝等の環境保全 

２ 水産１級   ： マダイ、ブリ、ワカメ等の水産生物用及び水産２級の水産生物用 

２級   ： ボラ、ノリ等の水産生物用 

３ 環境保全   ： 国民の日常生活(沿岸の遊歩等を含む。)において不快感を生じない限度 

[昭和46年環告59、最終改正平成28年環告37]

水素イオン

濃度(ｐＨ)

化学的酸

素要求量

(ＣＯＤ)

浮遊物質量

(ＳＳ)
大腸菌群数

n-ヘキサン

抽出物質

(油分等)

Ａ

水産１級

水浴

自然環境保全

及びB以下の欄に

掲げるもの

7.8以上

8.3以下

2mg/L

以下

7.5mg/L

以下

1,000

MPN/100mL

以下

検出されな

いこと。

Ｂ

水産2級

工業用水

及びC以下の欄に

掲げるもの

7.8以上

8.3以下

3mg/L

以下

5mg/L

以下
-

検出されな

いこと。

Ｃ 環境保全
7.0以上

8.3以下

8mg/L

以下

2mg/L

以下
- -

規格12.1に

定める方法

又はガラス

電極を用い

る水質自動

監視測定装

置によりこ

れと同程度

の計測結果

の得られる

方法

規格17に定

める方法

（ただし、

Ｂ類型の工

業用水及び

水産２級の

うちノリ養

殖の利水点

における測

定方法はア

ルカリ性法

）

規格32に定

める方法又

は隔膜電極

若しくは光

学式センサ

を用いる水

質自動監視

測定装置に

よりこれと

同程度の計

測結果の得

られる方法

最確数によ

る定量法

付表14に掲

げる方法

類型
利用目的の

適応性

基準値

測定方法
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表 2-2-49（8） 生活環境の保全に関する環境基準（海域-イ）

海域（窒素・燐） 

備 考 

１ 基準値は、年間平均値とする。 

２ 水域類型の指定は、海洋植物ブランクトンの著しい増殖を生ずるおそれがある海域について行うものとす

る。 

(注) 

１ 自然環境保全  ： 自然探勝等の環境保全 

２ 水産１級    ： 底生魚介類を含め多様な水産生物がバランス良く、かつ安定して漁獲される 

２級    ： 一部の底生魚介類を除き、魚類を中心とした水産生物が多獲される。 

３級    ： 汚濁に強い特定の水産生物が主に漁獲される。 

３ 生物生息環境保全： 年間を通して底生生物が生息できる限度。 

表 2-2-49（9） 生活環境の保全に関する環境基準（海域-ウ） 

※水生生物の保全に係る水質環境基準については、環境基準の類型当てはめは行われていな

い。

[昭和46年環告59、最終改正平成28年環告37]

全窒素 全燐

I

自然環境保全

及びII以下の欄に掲げるもの

（水産２種及び３種を除く。）

0.2mg/L

以下

0.02mg/L

以下

II

水産1級

水浴

及びIII以下の欄に掲げるもの

0.3mg/L

以下

0.03mg/L

以下

III

水産2級

及びIV以下の欄に掲げるもの

（水産３種を除く。）

0.6mg/L

以下

0.05mg/L

以下

IV

水産3級

工業用水

生物生息環境保全

1mg/L

以下

0.09mg/L

以下

規格45.4又

は45.6に定

める方法

規格46.3に

定める方法

利用目的の適応性
基準値

類型

測定方法

[昭和46年環告59、最終改正平成28年環告37]

全亜鉛 ノニルフェノール

直鎖アルキルベン

ゼンスルホン酸及

びその塩

生物Ａ 水生生物の生息する水域
0.02mg/L

以下

0.001mg/L

以下

0.01mg/L

以下

生物特Ａ

生物Ａの水域のうち、水生生物の

産卵場（繁殖場）又は幼稚仔の生

育場として特に保全が必要な水域

0.01mg/L

以下

0.0007mg/L

以下

0.006mg/L

以下

規格53に定める方法 付表11に掲げる方法 付表12に掲げる方法

基準値

類型
水生生物の生息状況の

適応性

測定方法
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表 2-2-49（10） 生活環境の保全に関する環境基準（海域-エ） 

備考
1. 基準値は、日間平均値とする。
2. 底面近傍で溶存酸素量の変化が大きいことが想定される場合の採水は、横型の

バンドン採水器を用いる。

※水生生物の保全に係る水質環境基準については、環境基準の類型当てはめは行われていな

い。

表 2-2-50（1） 水俣市公共用水域における環境基準類型（河川（BOD 等）・海域（COD 等）） 

類型 ＡＡ Ａ Ｂ 

河川 水俣川（桜野橋より上流） 水俣川（桜野橋より下流） ─ 

海域 ─ 八代海（梅戸港内以外） 八代海（梅戸港内） 

※水生生物の保全に係る水質環境基準については、環境基準の類型当てはめは行われて

いない。

※水俣市内において、環境基準が適用される湖沼は存在しない。 

表 2-2-50（2） 水俣市公共用水域における環境基準類型（海域（窒素・燐）） 

類型 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 

海域（窒素・燐） 八代海南部 ― ― ― 

[昭和46年環告59、最終改正平成28年環告37]

基準値

底層溶存酸素量

生物1 生息段階において貧酸素耐性の低い

水生生物が生息できる場を保全・再

生する水域又は再生産段階において

貧酸素耐性の低い水生生物が再生産

できる場を保全・再生する水域

4.0mg/L

以上

生物2 生息段階において貧酸素耐性の低い

水生生物を除き、水生生物が生息で

きる場を保全・再生する水域又は再

生産段階において貧酸素耐性の低い

水生生物を除き、水生生物が再生産

できる場を保全・再生する水域

3.0mg/L

以上

生物3 生息段階において貧酸素耐性の高い

水生生物が生息できる場を保全・再

生する水域、再生産段階において貧

酸素耐性の高い水生生物が再生産で

きる場を保全・再生する水域又は無

生物域を解消する水域

2.0mg/L

以上

規格32に定める方法又は付表

13に掲げる方法

類型
水生生物が生息・再生産する場の

適応性

測定方法
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b 人の健康の保護に関する環境基準 

水質汚濁に係る人の健康の保護に関する環境基準は表 2-2-51 のとおりである。 

表 2-2-51 人の健康の保護に関する環境基準 

［昭和 46年環告 59、最終改正平成 28年環告 37］

項  目 環境基準 

カドミウム 0.003mg/L  以下 

全シアン 検出されないこと 

鉛 0.01mg/L    以下 

六価クロム 0.05mg/L    以下 

砒素 0.01mg/L    以下 

総水銀 0.0005mg/L  以下 

アルキル水銀 検出されないこと 

PCB 検出されないこと 

ジクロロメタン 0.02mg/L    以下 

四塩化炭素 0.002mg/L   以下 

1,2-ジクロロエタン 0.004mg/L   以下 

1,1-ジクロロエチレン 0.1mg/L    以下 

シス-1,2-ジクロロエチレン 0.04mg/L    以下 

1,1,1-トリクロロエタン 1mg/L       以下 

1,1,2-トリクロロエタン 0.006mg/L   以下 

トリクロロエチレン 0.01mg/L    以下 

テトラクロロエチレン 0.01mg/L    以下 

1,3-ジクロロプロペン 0.002mg/L   以下 

チウラム 0.006mg/L   以下 

シマジン 0.003mg/L   以下 

チオベンカルブ 0.02mg/L    以下 

ベンゼン 0.01mg/L    以下 

セレン 0.01mg/L    以下 

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 10mg/L      以下 

ふっ素 0.8mg/L     以下 

ほう素 1mg/L       以下 

1,4-ジオキサン 0.05mg/L    以下 

備 考 

１ 基準値は年間平均値とする、ただし、全シアンに係る基準値については最高値とする 

２ 「検出されないこと」とは、その結果が測定方法の定量限界を下回ることをいう 

３ 海域については、ふっ素及びほう素の基準値は適用しない 

４ 硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の濃度は、硝酸イオンの濃度に換算係数0.2259を乗じたものと 

亜硝酸イオンの濃度に換算係数0.3045を乗じたものの和とする 
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c 排水基準 

水質汚濁防止法及び熊本県生活環境の保全等に関する条例に基づく特定事業場等が公共

水域に排水する際に適用される排水基準を表 2-2-52 に示す。 

また、熊本県では、水質汚濁防止法第 3 条第 3 項の規定に基づき排水基準を定める条例

（昭和 47 年 12 月 27 日条例第 63 号）において、有害物質及び生活環境項目の一部につい

て、上乗せ排水基準を設定している。それらを表 2-2-53 に示す。 
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表 2-2-52（1） 水質汚濁防止法に基づく一律排水基準（有害物質） 

有害物質の種類 許容限度 

カドミウム及びその化合物 0.03   mg Cd/L 

シアン化合物 1     mg CN/L 

有機リン化合物 1     mg/L 

鉛及びその化合物 0.1   mg Pb/L 

六価クロム化合物 0.5   mg Cr(VI)/L 

砒素及びその化合物 0.1   mg As/L 

水銀及びアルキル水銀 

その他の水銀化合物 
0.005 mg/ HgL 

アルキル水銀化合物 検出されないこと。 

PCB 0.003 mg/L 

トリクロロエチレン 0.1   mg/L 

テトラクロロエチレン 0.1   mg/L 

ジクロロメタン 0.2   mg/L 

四塩化炭素 0.02 mg/L 

1,2-ジクロロエタン 0.04 mg/L 

1,1-ジクロロエチレン 1     mg/L 

シス-1,2-ジクロロエチレン 0.4   mg/L 

1,1,1-トリクロロエタン 3     mg/L 

1,1,2-トリクロロエタン 0.06 mg/L 

1,3-ジクロロプロペン 0.02 mg/L 

チウラム 0.06 mg/L 

シマジン 0.03 mg/L 

チオベンカルブ 0.2   mg/L 

ベンゼン 0.1   mg/L 

セレン及びその化合物 0.1   mg Se/L 

ほう素及びその化合物 
10    mg B/L(海域以外に排出する場合) 

230   mg B/L(海域に排出する場合) 

ふっ素及びその化合物 
8     mg F/L(海域以外に排出する場合) 

15    mg F/L(海域に排出する場合) 

アンモニア・アンモニウム化合物 

亜硝酸化合物及び硝酸化合物 

100   mg/L(アンモニア性窒素に0.4を 

乗じたもの、亜硝酸性窒素及び硝酸性 

窒素の合計量 

1,4-ジオキサン 0.5   mg/L 

備 考 

１ 「検出されないこと。」とは、第2条の規定に基づき環境大臣が定める方法により排出水の汚染状態を

検定した場合において、その結果が当該検定方法の定量限界を下回ることをいう。 

２ 砒素及びその化合物についての排水基準は、水質汚濁防止法施行令及び廃棄物の処理及び清掃に関す

る法律施行令の一部を改正する政令の施行の際、現にゆう出している温泉を利用する旅館業に属する

事業場に係る排出水については、当分の間、適用しない。
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表 2-2-52（2） 水質汚濁防止法に基づく一律排水基準（その他の項目） 

項目 許容限度 

水素イオン濃度(pH) 

海域以外の公共用水域に排出されるもの 

海域に排出されるもの 

5.8以上8.6以下 

5.0以上9.0以下 

生物化学的酸素要求量(BOD) 160 mg/L(日間平均120mg/L) 

化学的酸素要求量(COD) 160 mg/L(日間平均120mg/L) 

浮遊物質量(SS) 200 mg/L(日間平均150mg/L) 

ノルマルヘキサン抽出物質含有量 

鉱油類含有量 

動植物油脂類含有量 

5 mg/L 

30 mg/L 

フェノール類含有量 5 mg/L 

銅含有量 3  mg/L 

亜鉛含有量 2  mg/L 

溶解性鉄含有量 10  mg/L 

溶解性マンガン含有量 10  mg/L 

クロム含有量 2  mg/L 

大腸菌群数 日間平均3,000個/cm3

窒素含有量 120  mg/L(日間平均60mg/L) 

燐含有量 16  mg/L(日間平均8mg/L) 

備 考 

１ 「日間平均」による許容限度は、１日の排出水の平均的な汚染状態について定めたものである。 

２ この表に掲げる排水基準は、１日当たりの平均的な排出水の量が50m3以上である工場又は事業場に係

る排出水について適用する。 

３ 水素イオン濃度及び溶解性鉄含有量についての排水基準は、硫黄鉱業（硫黄と共存する硫化鉄鉱を掘

採する鉱業を含む。）に属する工場又は事業場に係る排出水については適用しない。 

４ 水素イオン濃度、銅含有量、亜鉛含有量、溶解性鉄含有量、溶解性マンガン含有量及びクロム含有量

についての排水基準は、水質汚濁防止法施行令及び廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令の一部

を改正する政令の施行の際現にゆう出している温泉を利用する旅館業に属する事業場に係る排出水

については、当分の間、適用しない。 

５ 生物化学的酸素要求量についての排水基準は、海域及び湖沼以外の公共用水域に排出される排出水に

限って適用し、化学的酸素要求量についての排水基準は、海域及び湖沼に排出される排出水に限って

適用する。 

６ 窒素含有量についての排水基準は、窒素が湖沼植物プランクトンの著しい増殖をもたらすおそれがあ

る湖沼として環境大臣が定める湖沼、海洋植物プランクトンの著しい増殖をもたらすおそれがある海

域（湖沼であって水の塩素イオン含有量が1Lにつき9,000mgを超えるものを含む。以下同じ。）とし

て環境大臣が定める海域及びこれらに流入する公共用水域に排出される排出水に限って適用する。 

７ 燐含有量についての排水基準は、燐(りん)が湖沼植物プランクトンの著しい増殖をもたらすおそれが

ある湖沼として環境大臣が定める湖沼、海洋植物プランクトンの著しい増殖をもたらすおそれがある

海域として環境大臣が定める海域及びこれらに流入する公共用水域に排出される排出水に限って適

用する。 

昭和46年 総理府令  第35号   
                              平成元年 環境庁告示 第39号別表 

                                     改正 平成16年5月31日 第16号
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表 2-2-53（1） 上乗せ排水基準（有害物質） 

項目 許容限度 検定方法 

カドミウム及びその化合物 ｶﾄﾞﾐｳﾑ 0.01mg/L 

排水基準を定める省令（昭和

46 年総理府令第 35号）第 2条

の規定に基づき、環境大臣が定

める排水基準に係る検定方法 

シアン化合物 ｼｱﾝ 0.1mg/L 

有機燐化合物 

［パラチオン、メチルパラチオン、メチルジメト

ン及びEPNに限る］ 

0.1mg/L 

鉛及びその化合物 鉛 0.05mg/L 

六価クロム化合物 六価ｸﾛﾑ 0.05mg/L 

砒素及びその化合物 砒素 0.01mg/L 

水銀及びアルキル水銀その他の水銀化合物 水銀 0.0005mg/L 

ポリ塩化ビフェニル 0.0005mg/L 

トリクロロエチレン 0.03mg/L 

テトラクロロエチレン 0.01mg/L 

ジクロロメタン 0.02mg/L 

四塩化炭素 0.002mg/L 

1,2-ジクロロエタン 0.004mg/L 

1,1-ジクロロエチレン 0.02mg/L 

シス-1,2-ジクロロエチレン 0.04mg/L 

1,1,1-トリクロロエタン 0.3mg/L 

1,1,2-トリクロロエタン 0.006mg/L 

1,3-ジクロロプロペン 0.002mg/L 

チウラム 0.006mg/L 

シマジン 0.003mg/L 

チオベンカルブ 0.02mg/L 

ベンゼン 0.01mg/L 

備考 この表に掲げる上乗せ排水基準は、水質汚濁防止法施行令（昭和 46年政令第 188 号）別表第 1第 1号、第

19号、第 20号、第 21号、第 21号の 3、第 21号の 4、第 22号、第 23号、第 23号の 2、第 24号、第 25号、第

26号、第 27号、第 28号、第 29号、第 31号、第 32号、第 33号、第 34号、第 35号、第 36号、第 37号、第 41

号、第 43号、第 44号、第 46号、第 47号、第 48号、第 49 号、第 50 号、第 51 号、第 51 号の 2、第 51 号の 3、

第 52号、第 53号、第 54号、第 55号、第 56号、第 57号、第 58号、第 61号、第 62号、第 63号、第 63号の 2、

第 64号、第 65号、第 66号、第 67号、第 68号、第 68号の 2、第 70号、第 70号の 2、第 71号の 2、第 71号の

3第 71 号の 4、第 71号の 5、第 71号の 6又は第 74号に掲げる施設を設置する特定事業場に限って適用する。 

（参考）改正経緯 

 平成 2年 10 月 2日 熊本県条例第 51号 Cd～PCE までの上乗せ：施行平成 3年 4月 1日 

 平成 8年 3月 25日 熊本県条例第 22号 ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ～ﾍﾞﾝｾﾞﾝの上乗せ：施行平成 8年 10月 1日
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表 2-2-53（2） 上乗せ排水基準（生活環境項目）  

（一日の平均排水量 50m3以上 1,000m3未満の特定事業場）

工場又は事業場 業種等 

項目及び許容限度 

BOD 又は COD

（mg/L） 
SS（mg/L） 

日間

平均 
最大 

日間

平均 
最大 

既設

の工

場又

は事

業場 

下水道処理

区域に所在

するもの 

全業種（し尿処理施設を除く。） 20 25 35 40 

し尿処理施設 
- 20 - 70 

その他の区

域に所在す

るもの 

豚房施設、牛房施設又は馬房施設をもつもの 50 70 70 90 

食料品製造

業 

畜産食料

品製造業 

乳製品製造 20 30 50 60 

その他のもの 30 40 50 60 

水産食料品製造業、野菜・果物缶詰

製造業、みそ及びしょう油製造業、

動植物油脂製造業、めん類製造業 

30 40 50 60 

飲料製造

業 

酒類製造業 30 40 50 60 

その他の飲料製造業 20 30 50 60 

その他のもの（弁当製造業を除く。） 30 40 30 40 

繊維工業 30 40 30 40 

一般製材業、木材チップ製造業、合板製造業及びパ

ーティクルボード製造業 
70 90 50 60 

パルプ、紙又は紙加工品の製造業のうちパルプ製造

施設を持たないもの 
45 60 60 80 

窯業・土石製品製造業 20 25 80 100 

窯業原料精製業、採石業に係る採取場、砂利採取場 - - 100 150 

旅館業 50 60 50 70 

共同調理場、弁当仕出屋、弁当製造業又は飲食店に

係る特定施設を有するもの 
50 60 50 70 

と畜場 30 40 40 60 

下水道終末処理施設 - 20 - 70 

し尿処理施設 - 30 - 70 

その他のもの 20 25 30 40 

新設

の工

場又

は事

業場 

下水道処理

区域に所在

するもの 

全業種（し尿処理施設を除く。） 20 25 30 40 

し尿処理施設 
- 20 - 70 

その他の区

域に所在す

るもの

豚房施設、牛房施設又は馬房施設をもつもの 25 30 60 80 

食料品製造

業 

畜産食料品製造業、水産食料品製造

業、野菜・果物缶詰製造業、みそ及

びしょう油製造業、動植物油脂製造

業、飲料製造業 

20 25 40 50 

その他のもの（弁当製造業を除く。） 20 25 30 40 

一般製材業、木材チップ製造業、合板製造業及びパ

ーティクルボード製造業 
20 25 40 50 

パルプ、紙又は紙加工品の製造業のうちパルプ製造

施設を持たないもの 
20 25 50 70 

窯業・土石製品製造業 20 25 80 100 

窯業原料精製業、採石業に係る採取場、砂利採取場 - - 80 100 

旅館業 25 30 40 60 

共同調理場、弁当仕出屋、弁当製造業又は飲食店に

係る特定施設を有するもの 
25 30 40 60 

下水道終末処理施設 - 20 - 70 

し尿処理施設 - 20 - 70 

その他のもの 20 25 30 40 

（備考は次頁に示す。）
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備考 

 1 「日間平均」による許容限度は、一日の平均的な汚染状態について定めたものである。 

 2 この表において「既設の工場又は事業場」とは、特定施設を平成 20年 3月 31 日に現に設置している工場又

は事業場（特定施設の設置の工事をしているものを含む。）をいい、「新設の工場又は事業場」とは、特定施

設を平成 20年 3月 31 日後において設置する工場又は事業場（同日において特定施設の設置の工事をしてい

るものを除く。）をいう。 

 3 この表において「下水処理区域」とは、下水道法（昭和 33年法律第 79号）第 2条第 8号に規定する区域を

いう。 

 4 この表において生物化学的酸素要求量についての排水基準は、海域及び湖沼以外の公共用水域に排出水に限

って適用し、化学的酸素要求量についての排水基準は、すべての公共用水域に排出される排出水に適用する。 
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表 2-2-53（3） 上乗せ排水基準（生活環境項目）  

（一日の平均排水量 1,000m3以上の特定事業場）

工場又は事業場 業種等 

項目及び許容限度 

BOD（mg/L） COD（mg/L） SS（mg/L） 

日間

平均 
最大 

日間

平均 
最大 

日間

平均 
最大 

既設

の工

場又

は事

業場 

下水道処理

区域に所在

するもの 

全業種（し尿処理施設を除く。） 20 25 20 25 30 40 

し尿処理施設 
- 20 - 20 - 70 

その他の区

域に所在す

るもの 

食料品

製造業 

畜産食料

品製造業 

乳製品製造 20 30 20 30 50 60 

その他のもの 30 40 30 40 50 60 

水産食料品製造業、めん類製

造業 
30 40 30 40 50 60 

飲料製造業 20 30 20 30 40 50 

その他のもの（弁当製造業を

除く。） 
30 40 30 40 30 40 

一般製材業、木材チップ製造業、合板製

造業及びパーティクルボード製造業 
40 50 40 50 50 60 

パルプ、紙又は

紙加工品の製造

業 

パルプ製造施設を持

たないもの 
40 50 40 50 50 70 

パルプ製造施設を持

つもの 
65 80 65 80 35 50 

ポリビニルアルコール製造業 40 50 40 50 30 40 

プラスチック圧延フィルム製造業 60 80 35 45 30 40 

化学肥料製造業 25 50 25 50 30 40 

窯業・土石製品製造業 20 25 20 25 80 100 

窯業原料精製業、採石業に係る採取場、

砂利採取場 
- - 120 160 100 150 

旅館業 30 40 30 40 30 40 

下水道終末処理施設 - 20 - 20 - 70 

し尿処理施設 - 20 - 20 - 70 

その他のもの 20 25 20 25 30 40 

新設

の工

場又

は事

業場 

下水道処理

区域に所在

するもの 

全業種（し尿処理施設を除く。） 20 25 20 25 30 40 

し尿処理施設 
- 20 - 20 - 70 

その他の区

域に所在す

るもの 

食料品

製造業 

畜産食料品製造業、水産食料

品製造業 
20 25 20 25 40 50 

その他のもの（弁当製造業を

除く。）
20 25 20 25 30 40 

一般製材業、木材チップ製造業、合板製

造業及びパーティクルボード製造業 
20 25 20 25 40 50 

パルプ、紙又は紙加

工品の製造業 

パルプ製造施設

を持たないもの 
20 25 20 25 40 60 

パルプ製造施設

を持つもの 
20 25 20 25 30 40 

窯業・土石製品製造業 20 25 20 25 80 100 

窯業原料精製業、採石業に係る採取場、

砂利採取場 
- - 120 160 80 100 

下水道終末処理施設 - 20 - 20 - 70 

し尿処理施設 - 20 - 20 - 70 

その他のもの 20 25 20 25 30 40 

備考 

 1 「日間平均」による許容限度は、一日の平均的な汚染状態について定めたものである。 

 2 この表において「既設の工場又は事業場」とは、特定施設を平成 20年 3月 31 日に現に設置している工場又

は事業場（特定施設の設置の工事をしているものを含む。）をいい、「新設の工場又は事業場」とは、特定施
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設を平成 20年 3月 31 日後において設置する工場又は事業場（同日において特定施設の設置の工事をしてい

るものを除く。）をいう。 

 3 この表において「下水処理区域」とは、下水道法（昭和 33年法律第 79号）第 2条第 8号に規定する区域を

いう。 

 4 この表において生物化学的酸素要求量についての排水基準は、海域及び湖沼以外の公共用水域に排出水に限

って適用し、化学的酸素要求量についての排水基準は、すべての公共用水域に排出される排出水に適用する。 

表 2-2-53（3） 上乗せ排水基準（生活環境項目）  

（一日の平均排水量 20m3以上 50m3未満の特定事業場）

項目 許容限度 

日間平均 最大 

水素イオン濃度（pH） 海域以外 

海域 

5.8～8.6 

5.0～9.0 

生物化学的酸素要求量（BOD） 120mg/L 160mg/L 

化学的酸素要求量（COD） 120mg/L 160mg/L 

浮遊物質量（SS） 150mg/L 200mg/L 

ノルマルヘキサン抽出

物質含有量 

鉱油類含有量 - 5mg/L 

動植物油脂類含有量 - 30mg/L 

大腸菌群数 3,000 個/cm3 - 

備考 1 「日間平均」による許容限度は、一日の平均的な汚染状態について定めたものである。 

  2  水素イオン濃度についての排水基準は、硫黄鉱業（硫黄と共存する硫化鉄鉱を採掘する鉱業を含む。）に

属する工場又は事業場に係る排出水については適用せず、温泉を利用する旅館業に属する事業場に係る排

出水については当分の間、適用しない 

  3  生物化学的酸素要求量についての排水基準は、海域及び湖沼以外の公共用水域に排出される排出水に限っ

て適用し、化学的酸素要求量についての排水基準は、海域及び湖沼に排出される排出水に限って適用する。 

 （参考）平成 7年 3月 16日 熊本県条例第 23条 

     適用日・新設事業場 平成 7年 10月 1日 

     既設事業場 平成 10年 4月 1日 
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5） 底質に係るもの 

海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律（昭和 45年 12 月 25 日法律第 136 号）に基

づいて、同施行令の第 5 条第 1 項に基づき、埋立場所等に排出しようとする金属等を含む

廃棄物に係る基準が定められている （昭和 48年 2月 17日 総理府令第 6号）。 

底質に係る判定基準を表 2-2-54 に示す。 

表 2-2-54 底質に係る判定基準 

項目 判定基準 

1 アルキル水銀化合物 アルキル水銀化合物につき検出されないこと。 

2 水銀又はその化合物 検液 1Lにつき水銀 0.005mg 以下 

3 カドミウム又はその化合物 検液 1Lにつきカドミウム 0.1mg 以下 

4 鉛又はその化合物 検液 1Lにつき鉛 0.1mg 以下 

5 有機りん化合物 検液 1Lにつき有機りん化合物 1mg以下 

6 六価クロム化合物 検液 1Lにつき六価クロム 0.5mg 以下 

7 ひ素又はその化合物 検液 1Lにつきひ素 0.1mg 以下 

8 シアン化合物 検液 1Lにつきシアン 1mg以下 

9 ポリ塩化ビフェニル 検液 1Lにつきポリ塩化ビフェニル 0.003mg 以下 

10 銅又はその化合物 検液 1Lにつき銅 3mg 以下 

11 亜鉛又はその化合物 検液 1Lにつき亜鉛 2mg以下 

12 ふつ化物 検液 1Lにつきふつ素 15mg 以下 

13 トリクロロエチレン 検液 1Lにつきトリクロロエチレン 0.3mg 以下 

14 テトラクロロエチレン 検液 1Lにつきテトラクロロエチレン 0.1mg 以下 

15 ベリリウム又はその化合物 検液 1Lにつきベリリウム 2.5mg 以下 

16 クロム又はその化合物 検液 1Lにつきクロム 2mg 以下 

17 ニッケル又はその化合物 検液 1Lにつきニッケル 1.2mg 以下 

18 バナジウム又はその化合物 検液 1Lにつきバナジウム 1.5mg 以下 

19 
廃棄物処理令別表第三の三第二十四号

に掲げる有機塩素化合物 
試料 1kg につき塩素 40mg 以下 

20 ジクロロメタン 検液 1Lにつきジクロロメタン 0.2mg 以下 

21 四塩化炭素 検液 1Lにつき四塩化炭素 0.02mg 以下 

22 1,2-ジクロロエタン 検液 1Lにつき 1,2-ジクロロエタン 0.04mg 以下 

23 1,1-ジクロロエチレン 検液 1Lにつき 1,1-ジクロロエチレン 1mg 以下 

24 シス-1,2-ジクロロエチレン 検液 1Lにつきシス-1,2-ジクロロエチレン 0.4mg 以下 

25 1,1,1-トリクロロエタン 検液 1Lにつき 1,1,1-トリクロロエタン 3mg 以下 

26 1,1,2-トリクロロエタン 検液 1Lにつき 1,1,2-トリクロロエタン 0.06mg 以下 

27 1,3-ジクロロプロペン 検液 1Lにつき 1,3-ジクロロプロペン 0.02mg 以下 

28 チウラム 検液 1Lにつきチウラム 0.06mg 以下 

29 シマジン 検液 1Lにつきシマジン 0.03mg 以下 

30 チオベンカルブ 検液 1Lにつきチオベンカルブ 0.2mg 以下 

31 ベンゼン 検液 1Lにつきベンゼン 0.1mg 以下 

32 セレン又はその化合物 検液 1Lにつきセレン 0.1mg 以下 

33 1,4-ジオキサン 検液 1Lにつき 1,4-ジオキサン 0.5mg 以下 

34 ダイオキシン類 検液 1Lにつきダイオキシン類 10pg-TEQ 以下 

備考 

１ この表に掲げる基準は、第 4条の規定に基づき環境大臣が定める方法により廃棄物に含まれる各号

上欄に掲げる物質を溶出させた場合における当該各号下欄に掲げる物質の濃度として表示されたもの

とする。 

２ 「検出されないこと。」とは、第 4条の規定に基づき環境大臣が定める方法により検定した場合に

おいて、その結果が当該検定方法の定量限界を下回ることをいう。 
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6） ダイオキシンに係るもの 

「ダイオキシン類対策特別措置法」（平成 11 年法律第 105 号）第７条の規定に基づくダ

イオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁（水底の底質の汚染を含む）及び土壌の汚染

に係る環境基準は、表 2-2-55 に示すとおりである。 

表 2-2-55 ダイオキシン類に係る環境基準 

媒   体 基 準 値 測 定 方 法 

大気 0.6pg-TEQ／m3以下 

ポリウレタンフォームを装着した採取筒をろ紙後段

に取り付けたエアサンプラーにより採取した試料を

高分解能ガスクロマトグラフ質量分析計により測定

する方法 

水質 

（水底の底質を除く。） 
1pg-TEQ／l以下 日本工業規格Ｋ0312 に定める方法 

水底の底質 150pg-TEQ／g以下 

水底の底質中に含まれるダイオキシン類をソックス

レー抽出し、高分解能ガスクロマトグラフ質量分析計

により測定する方法 

土壌 1,000pg-TEQ／g以下 

土壌中に含まれるダイオキシン類をソックスレー抽

出し、高分解能ガスクロマトグラフ質量分析計により

測定する方法 

備 考 

１ 基準値は、2,3,7,8－四塩化ジベンゾ－パラ－ジオキシンの毒性に換算した値とする。 

２ 大気及び水質（水底の底質を除く。）の基準値は、年間平均値とする。 

３ 土壌にあっては、環境基準が達成されている場合であって、土壌中のダイオキシン類の量が 250pg-TEQ/g 

以上の場合には、必要な調査を実施することとする。 

              【出典：熊本県環境保全関係基準集 平成 29年 3月 熊本県環境生活部】 
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7） 悪臭に係るもの 

悪臭防止法（昭和 46 年 6 月 1 日法律第 91 号）に基づき、表 2-2-56 に示す 22 物質が特

定悪臭物質として規制がなされている｡ 

表 2-2-56 悪臭防止法に基づく規制基準の設定(単位：ppm) 

悪臭物質名 
規制基準 

(A 地域) 
主な発生源事業場 

アンモニア 1 
畜産事業場、化学肥料工事、石油化学工場、魚腸骨処理場、フェザ

ー処理場、ごみ処理場、し尿処理場、下水処理場、と蓄場 

メチルメルカプタン 0.002 
クラフトバルブ製造業、石油精製業、医薬品製造業、化製場、フェ

ザー処理場、でん粉製造業、ごみ処理場、し尿処理場、下水処理場 

硫化水素 0.02 

畜産事業場、クラフトバルブ製造業、でん粉製造業、セロファン製

造業、レーヨン製造業、化製場、魚腸骨処理場、フェザー処理場、

ごみ処理場、し尿処理場、下水処理場 

硫化メチル 0.01 
クラフトバルブ製造業、化製場、魚腸骨処理場、ごみ処理場、し尿

処理場、下水処理場、石油精製業 

二硫化メチル 0.009 
クラフトバルブ製造業、化製場、魚腸骨処理場、ごみ処理場、し尿

処理場 

トリメチルアミン 0.005 
畜産事業場、魚腸骨処理場、複合肥料製造業、化製場、水産缶詰製

造業 

アセトアルデヒド 0.05 
アセトアルデヒド製造工場、酢酸製造工場、酢酸ビニール製造工場、

たばこ製造工場、複合肥料製造工場、魚腸骨処理場 

プロピオンアルデヒド 0.05 塗装工場、その他の金属製品製造工場、自動車修理工場、印刷工場、

魚腸骨処理場、油脂系食料品製造工場、輸送用機械器具製造工場 ノルマルブチルアルデヒド 0.009 

イソブチルアルデヒド 0.02 

ノルマルバレルアルデヒド 0.009 

イソバレルアルデヒド 0.003 

イソブタノ－ル 0.9 塗装工場、その他の金属製品製造工場、自動車修理工場、木工工場、

繊維工場、その他の機械製造工場、印刷工場、輸送用機械器具製造

工場、鋳物工場 
酢酸エチル 3 

メチルイソブチルケトン 1 

トルエン 10 

スチレン 0.4 
スチレン製造工場、ポリスチレン製造加工工場、ポリスチレン製造

業、SBR 製造工場、FRP 製品製造工場、化粧品板製造工場 

キシレン 1 

塗装工場、その他金属製品製造工場、自動車修理工場、木工工場、

繊維工場、その他の機械製造工場、印刷工場、輸送用機械器具製造

工場、鋳物工場 

プロピオン酸 0.03 脂肪酸製造工場、染色工場、畜産事業場、化製場、でん粉製造工場 

ノルマル酪酸 0.001 
畜産事業場、化製場、魚腸骨処理場、畜産食料品製造工場、でん粉

製造工場、し尿処理場、廃棄物処分場 

ノルマル吉草酸 0.0009 

イソ吉草酸 0.001 

        【出典：熊本県環境保全関係基準集 平成29年3月 熊本県環境生活部環境局環境保全課】 
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熊本県では規制地域の区分及び規制基準値を定めており、表 2-2-57 のとおり、水俣市は

全域が悪臭防止法に基づく規制地域のＡ地域に指定されている。 

表 2-2-57 悪臭防止法に基づく規制地域の指定 

町村 
大気中の許容濃度 

Ａ地域 Ｂ地域 

山都町 
全域(Ｂ地域の区域

を除く。) 

農用地区域(山都町伊勢、今、大野、大見口、柏、上差

尾、神ノ前、塩出迫、塩原、下山、白石、菅尾、高辻、

高畑、滝上、橘、玉目、長崎、長谷、二瀬本、八木、花

上、東竹原、二津留、方ケ野、馬見原、柳井原、柳及び

米迫の区域を除く。) 

大津町、菊陽町、小国町、あさぎ

り町及び球磨村 

全域(Ｂ地域の区域

を除く。) 
農用地区域 

山都町、大津町、菊陽町、小国町、

あさぎり町及び球磨村以外の町村 
全域  

備考 

「農用地区域」とは、農業振興地域の整備に関する法律（昭和 44年法律第 58号）第 8条第 2項第 1号の区域を

いう 

        【出典：熊本県環境保全関係基準集 平成29年3月 熊本県環境生活部環境局環境保全課】 
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（2） 自然保護関係法令 

1） 自然公園 

埋立計画地周辺の自然公園指定状況を図 2-2-6 に示す。埋立計画地周辺は芦北海岸県立

自然公園に指定されている。芦北海岸県立自然公園の概要を表 2-2-58 に示す。 

なお、埋立計画地は普通地域である。 

【出典：熊本県 HP（くまもとの自然公園案内）】 

図 2-2-6 熊本県自然公園区域図 

表 2-2-58 芦北海岸県立自然公園概要 

区分 名称 面積（ha） 関係市町村 

県立自然公園 芦北海岸県立自然公園 4,480 

（特別地域 490） 

八代市 

水俣市・芦北町・津奈木町 

埋立計画地



2-75 

2） 鳥獣保護区 

埋立計画地周辺の鳥獣保護区等の指定状況を表 2-2-59 及び図 2-2-7 に示す。埋立計画地

周辺は鳥獣保護区には指定されていないが、水俣川の上流では水俣鳥獣保護区が指定され

ている。 

表 2-2-59 鳥獣保護区概要 

番号 名称 所在地 面積（ha） 存続期間 

79 水俣鳥獣保護区 水俣市 630 H30.11.01～H39.10.31 

       【出典：熊本県 HP（平成 30年度鳥獣保護区等位置図(ハンターマップ)の掲載について）】 
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       【出典：熊本県 HP（平成 30年度鳥獣保護区等位置図(ハンターマップ)の掲載について）】 

図 2-2-7 鳥獣保護区等位置図  
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3） 文化財保護 

水俣市における国、県及び市の史跡・名勝・天然記念物の指定状況を表 2-2-60 に示す。

水俣市では 5種の史跡（県指定 2種、市指定 3種）、4種の天然記念物（県指定 1種、市指

定 3種）が存在する。 

表 2-2-60 史跡・名勝・天然記念物 

指定 種別 名称 所在地 

県 史跡 陣内官軍墓地 古城 1丁目 

県 史跡 徳富蘇峰・蘆花生家 浜町 2丁目 

県 天然記念物 薄原神社のナギ 薄原 

市 史跡 水俣城趾 古城 1丁目 

市 史跡 石飛遺跡 石坂川石飛 

市 史跡 南福寺貝塚 南福寺 

市 天然記念物 無田湿原 越小場無田 

市 天然記念物 キイセンニンソウ 袋 

市 天然記念物 茂川のヤマナシ 長崎 

                【出典：熊本県 HP（指定文化財 指定文化財に関する記事）】 
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第３節 環境要素の現況 

１． 環境の自然的構成要素の良好な状態の保持を旨として調査されるべき環境要素 

(1) 大気環境 

1) 大気質 

a  既存資料調査 

(a) 調査概要 

埋立計画地周辺では、図 2-3-1 に示す一般測定局（水俣）において、大気質の測定を行って

いる。そこで、埋立計画地及びその周辺における大気質の状況を把握するため、当該測定局で

測定する二酸化硫黄、窒素酸化物、光化学オキシダント、浮遊粒子状物質、風向風速データを

収集し整理した。 

表 2-3-1 測定局概要(平成 30年 3月現在) 

区分 名称 所在地 設置場所

設
置
主
体

測定項目

二
酸
化
硫
黄

二
酸
化
窒
素

一
酸
化
炭
素

浮
遊
粒
子
状
物
質

光
化
学

オ
キ
シ
ダ
ン
ト

風
向
風
速

一般測定局 水俣 水俣市 水俣保健所 県 ○ ○ ○ ○ ○

             【出典：2016 年度版水俣市環境レポート（平成 30年 3月発行）水俣市】 

【出典：熊本県 HP（熊本県の大気環境の状況）】 

図 2-3-1 測定局位置図 
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(b) 調査結果 

① 二酸化硫黄 

二酸化硫黄の経年変化を表 2-3-2 に示す。長期的評価及び短期的評価ともに近年は達成と

なっている。 

【評価方法(長期的評価)】 

●年間にわたる日平均値の 2％除外値が、0.04ppm であること 

●日平均値が 0.04ppm を超える日が 2日以上連続しないこと 

【評価方法(短期的評価)】 

●連続して又は随時行った測定について 1時間値が 0.1ppm 以下で、 

  かつ、1時間値の平均値が 0.04ppm 以下であること。 

表 2-3-2 二酸化硫黄年間測定結果 

測

定

局 

年度 年平均値 

(ppm) 

長期的評価 短期的評価 

日平均値

の 2％除

外値 

(ppm) 

日平均値が

0.04ppm を超え

た日が2日以上

連続したこと

の有無 

（有×・無○） 

長期的評

価の達成

状況 

1時間値

の最大値 

(ppm) 

日平均値

の最大値 

(ppm) 

短期的評

価の達成

状況 

水

俣

保

健

所 

2012 0.003 0.008 ○ 達成 0.084 0.008 達成

2013 0.003 0.007 ○ 達成 0.037 0.014 達成

2014 0.002 0.006 ○ 達成 0.044 0.010 達成

2015 0.001 0.004 ○ 達成 0.043 0.005 達成

2016 0.001 0.003 ○ 達成 0.021 0.004 達成

2017 0.001 0.004 〇 達成 0.045 0.006 達成 

【出典：2016 年度版水俣市環境レポート（平成 30年 3月発行）水俣市 

（2012 年度～2016 年度分） 

大気・化学物質・騒音等環境調査報告書第５３報（平成 30年 9月） 

熊本県環境生活部（2017 年度分）】 
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② 二酸化窒素（窒素酸化物） 

二酸化窒素の経年変化を表 2-3-3 に示す。近年は環境基準は達成となっている。 

【評価方法】 

●年間にわたる日平均値の 98％値が 0.06ppm 以下であること。 

表 2-3-3 二酸化窒素（窒素酸化物）年間測定結果 

測

定

局 

年度 年平均値 

(ppm) 

日平均値の年間98%

値 

(ppm) 

環境基準の達成状

況 

水

俣

保

健

所 

2012 0.003 0.007 達成 

2013 0.003 0.007 達成 

2014 0.004 0.007 達成 

2015 0.003 0.006 達成 

2016 0.003 0.007 達成 

2017 0.003 0.006 達成 

【出典：2016 年度版水俣市環境レポート（平成 30年 3月発行）水俣市 

（2012 年度～2016 年度分） 

大気・化学物質・騒音等環境調査報告書第５３報（平成 30年 9月） 

熊本県環境生活部（2017 年度分）】 
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③ 浮遊粒子状物質 

浮遊粒子状物質の経年変化を表 2-3-4 に示す。長期的評価及び短期的評価ともに近年は達

成となっている。 

【評価方法(長期的評価)】 

●年間にわたる日平均値の 2％除外値が、0.1mg/m3以下であること 

●日平均値が 0.1mg/m3を超える日が２日以上連続しないこと 

【評価方法(短期的評価)】 

●連続して又は随時行った測定について、１時間値が 0.2mg/m3 以下で、かつ、１時間値の

日平均値が 0.1mg/m3以下であること 

表 2-3-4 浮遊粒子状物質年間測定結果 

測

定

局 

年度 年平均値 

(mg/m3) 

長期的評価 短期的評価 

日平均値

の 2％除

外値 

(mg/m3) 

日平均値が

0.1mg/m3超え

た日が2日以上

連続したこと

の有無 

（有×・無○） 

長期的評

価の達成

状況 

1時間値

の最大値 

(mg/m3) 

日平均値

の最大値 

(mg/m3) 

短期的評

価の達成

状況 

水

俣

保

健

所 

2012 0.023 0.047 ○ 達成 0.112 0.063 達成

2013 0.024 0.056 ○ 達成 0.120 0.088 達成

2014 0.025 0.055 ○ 達成 0.144 0.067 達成

2015 0.023 0.044 ○ 達成 0.096 0.054 達成

2016 0.023 0.052 ○ 達成 0.107 0.067 達成

2017 0.022 0.053 〇 達成 0.099 0.066 達成 

【出典：2016 年度版水俣市環境レポート（平成 30年 3月発行）水俣市 

（2012 年度～2016 年度分） 

大気・化学物質・騒音等環境調査報告書第５３報（平成 30年 9月） 

熊本県環境生活部（2017 年度分）】 
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④ 光化学オキシダント 

光化学オキシダントの経年変化を表 2-3-5 に示す。近年は環境基準未達成状態が続いてい

る。 

【評価方法】 

●昼間(５時～２０時)の１時間値が 0.06ppm であること 

表 2-3-5 光化学オキシダント年間測定結果 

測

定

局 

年度 昼間の 1時間値

の年平均値 

(ppm) 

昼間の 1時間値

の最高値 

(ppm) 

環境基準の達

成状況 

昼間の 1時間値が 0.06ppm を

超えた日数と時間数 

(日) (時間) 

水

俣

保

健

所 

2012 0.036 0.091 未達成 84 436 

2013 0.036 0.094 未達成 81 498 

2014 0.030 0.106 未達成 59 265 

2015 0.036 0.085 未達成 72 313 

2016 0.038 0.102 未達成 71 313 

2017 0.039 0.110 未達成 87 503 

【出典：2016 年度版水俣市環境レポート（平成 30年 3月発行）水俣市 

（2012 年度～2016 年度分） 

大気・化学物質・騒音等環境調査報告書第５３報（平成 30年 9月） 

熊本県環境生活部（2017 年度分）】 

⑤ ばい煙発生施設 

公害防止協定を締結している 1 事業所について、2016 年度はばい煙濃度の立入調査を実

施している。結果は表 2-3-6 のとおりであり、法、協定基準違反はない。 

表 2-3-6 事業所施設立入調査結果 

ばい煙発生施設 測定年月日 測定項目 法・協定基準 測定値 

新栄合板工業(株) B 号ボイラー 2017.3.3 ばいじん 0.30g/Nm3 0.0354g/N 

             【出典：2016 年度版水俣市環境レポート（平成 30年 3月発行）水俣市】 
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2) 騒音 

a  既存資料調査 

(a) 騒音発生施設 

騒音規制法及び熊本県生活環境の保全等に関する条例に基づく届出状況は表 2-3-7～11 に

示すとおりである（出典：2016 年度版 水俣市環境レポート 平成 30 年 3月 水俣市）。 

表 2-3-7 騒音規制法に基づく届出（特定施設）（2015 年度） 

届出の種類 ①設置届出 ②使用届出 ③使用全廃届出 ④数変更届出 ⑤特定工

場 

等総数 

⑥特定施

設 

等総数 
施設の種類 工場数 施設数 工場数 施設数 工場数 施設数 工場数 施設数

金属加工機械 25 107 

空気圧縮機等 1 50 495 

土砂用破砕機等 10 58 

織機 3 25 

建設用資材製造機械 5 5 

穀物用製粉機 0 0 

木材加工機械 14 29 

抄紙機 0 0 

印刷機械 8 27 

合成樹脂用射出成型機 0 22 

鋳型造型機 0 0 

計 0 0 0 0 0 0 0 1 115 767 

注）１ ①、②、③、④欄の施設別工場等数欄は、当該施設を設置している工場等の延べ数。 

    ⑤欄では、特定工場等の有する施設のうち、代表的な施設のところのみ計上。 

  ２ ⑥欄の施設数=年度の⑥欄の施設数+(本年度の①欄の施設数+②欄の施設数+④欄の施設数-③欄の施設数) 

⑦その他の届出 

届出の種類 防止の方法 

変更届出 

氏名等 

変更届出 

承継届出 計 

件数 0 4 0 4 

表 2-3-8 騒音規制法に基づく届出（特定建設作業）（2015 年度） 

作業の種類 ⑧届出件数 

くい打機等を使用する作業 3 

びょう打機を使用する作業 0 

さく岩機を使用する作業 2 

空気圧縮機を使用する作業 0 

コンクリートプラント等を設けて行う作業 0 

バックホウを使用する作業 5 

トラクターショベルを使用する作業 0 

ブルドーザーを使用する作業 0 

計 10 
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表 2-3-9 熊本県生活環境の保全等に関する条例に基づく届出（特定施設）（2015 年度） 

届出の種類 ①設置届出 ②使用届出 ③使用全廃届出 ④数変更届出 ⑤特定工

場 

等総数 

⑥特定施

設 

等総数 
施設の種類 工場数 施設数 工場数 施設数 工場数 施設数 工場数 施設数

石材切断機 2 4 

セメント製品成形機 1 2 

木材加工機械 14 49 

鋳型造型機          0 0 

空気圧縮機等          104 741 

クーリングタワー          0 56 

バーナー 0 80 

脱水機 0 48 

段ボール製造機械 0 0 

計 0 0 0 0 0 0 0 0 121 980 

注）１ ①、②、③、④欄の施設別工場等数欄は、当該施設を設置している工場等の延べ数。 

    ⑤欄では、特定工場等の有する施設のうち、代表的な施設のところのみ計上。 

  ２ ⑥欄の施設数=年度の⑥欄の施設数+(本年度の①欄の施設数+②欄の施設数+④欄の施設数-③欄の施設数) 

⑦その他の届出 

届出の種類 
防止の方法 

変更届出 

氏名等 

変更届出 
使用全廃届出 承継届出 計 

件数  1   1 

表 2-3-10 熊本県生活環境の保全等に関する条例に基づく届出（特定建設作業）（2015 年度） 

種類 件数 

コンクリートカッター使用作業 0 

掘削機械使用作業 10 

鋼球使用作業 0 

計 10 

表 2-3-11 熊本県生活環境の保全等に関する条例に基づく届出（特定作業）（2015 年度） 

届出 実施届出

数 

経過措置

届出数 
総数 

その他の届出 

作業 種類 件数 

板金作業   0 氏名等変更の届出 1 

製かん作業   0 廃止届出 0 

橋梁等組立作業   0 承継届出 0 

金属研磨作業   0 計 1 

金属切断作業   0 

木材切断作業   0 

計 0 0 0 

b  現地調査結果 



2-85 

(a) 調査概要 

平成 28 年度～平成 29 年度において騒音調査を実施した。 

騒音調査の概要を表 2-3-12 に、調査地点を図 2-3-2 に示す。また、調査地点の規制区域区

分を表 2-3-13 に示す。 

表 2-3-12 騒音調査実施概要 

調査日程 環境騒音：平成 28年 11 月 25 日 0：00 ～ 11 月 26 日 0：00 

道路交通騒音、交通量：平成 30年 3月 1日 9：00～3月 2日 9：00 

調査回数 1回 

調査地点 環境騒音：2地点 

道路交通騒音、交通量：3地点 

調査方法 騒音計を用い、現地の騒音の状況を測定した。 

測定時間は連続 24時間とした。 

調査項目 環境騒音、道路交通騒音、交通量 
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図 2-3-2 騒音調査地点 
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表 2-3-13（1） 調査地点の規制区域区分（一般環境） 

 No.1 No.2 

用途地域 用途地域外の区域 準工業地域 

騒音 

条例における規制区域区分 第二種区域 第三種区域 

条例における特定建設作業に伴って発生する

騒音の規制地域区分 
第 1号区域 第 1号区域 

振動 
振動規制法に基づく特定建設作業に伴って発

生する振動の規制地域区分 
第 2号区域 第 1号区域 

表 2-3-13（2） 調査地点の規制区域区分（道路交通） 

 No.1 No.2 No.3 

用途地域 第一種住居地域 第一種住居地域 近隣商業地域 

騒音 

騒音に係る環境基準の地域の類型 B B C 

騒音規制法に基づく特定工場等にお

いて発生する騒音の規制区分及び条

例における特定工場、特定作業及び音

響機器における規制地域区分 

第 2種区域 第 2種区域 第 3種区域 

騒音規制法及び条例における特定建

設作業に伴って発生する騒音の規制

地域区分 

第 1号区域 第 1号区域 第 1号区域 

騒音規制法に基づく自動車騒音騒音

の要請限度に関する区域の区分  
b 区域 b 区域 c区域 

振動 

振動規制法に基づく特定工場等にお

いて発生する振動の規制地域区分 
第一種区域 第一種区域 第二種区域 

振動規制法に基づく特定建設作業に

伴って発生する振動の規制地域区分 
第一号区域 第一号区域 第一号区域 

振動規制法に基づく道路交通振動の

限度に関する区域の区分 
第一種区域 第一種区域 第二種区域 

※条例：「熊本県生活環境の保全等に関する条例」 



2-88 

(b) 調査結果 

騒音調査結果は表 2-3-14 に示すとおりである。 

環境騒音、道路交通騒音ともに全地点で環境基準を満足した。 

表 2-3-14（1） 騒音調査結果（環境騒音） 

等価騒音レベル 

(LAeq：dB) 

5％時間率騒音レベル 

(LA5：dB) 

環境基準 

（dB） 

評価 

No.1 
昼間 46.6 48 60 ○ 

夜間 40.2 43 50 ○ 

No.2 
昼間 42.8 45 60 ○ 

夜間 37.9 40 50 ○ 

注）昼間：6:00～22：00、夜間：22:00～6：00 

表 2-3-14（2） 騒音調査結果（道路交通騒音） 

等価騒音レベル 

(LAeq：dB) 

環境基準 

（dB） 

評価 

No.1 
昼間 65 65 ○ 

夜間 54 60 ○ 

No.2 
昼間 65 65 ○ 

夜間 55 60 ○ 

No.3 
昼間 61 65 ○ 

夜間 54 60 ○ 

     注）昼間：6:00～22：00、夜間：22:00～6：00 
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3) 振動 

a  既存資料調査 

振動規制法に基づく届出状況は表 2-3-15 に示すとおりである。（出典：2016 年度版 水俣市

環境レポート 平成 30年 3 月 水俣市） 

表 2-3-15 振動規制法に基づく届出（2015 年度） 

届出の種類 ①設置届出 ②使用届出 ③使用全廃届出 ④数変更届出 ⑤工場 

等実数 

⑥施設 

数 施設の種類 工場数 施設数 工場数 施設数 工場数 施設数 工場数 施設数

金属加工機械 13 67 

圧縮機 1 20 195 

土砂用破砕機等 5 25 

織機 2 38 

ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸﾏｼﾝ等 1 2 

木材加工機械 4 4 

印刷機械 1 5 

ロール機          1 5 

合成樹脂用射出成型機 2 32 

鋳型造型機 0 0 

計 0 0 0 0 0 0 0 1 49 373 

⑦その他の届出 

届出の種類 
防止の方法 

変更届出 

仕様の方法 

変更届出 

氏名等 

変更届出 
承継届出 計 

件数   3  3 

表 2-3-16 振動規制法に基づく届出（特定建設作業）（2015 年度） 

作業の種類 ⑧届出件数 

くい打機等を使用する作業 4 

鋼球を使用して破壊する作業 0 

舗装版破砕機を使用する作業 0 

ブレーカーを使用する作業 4 

バックホウを使用する作業 3 

計 11 
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b 現地調査結果 

(a) 調査概要 

平成 28 年度に振動調査を実施した。 

振動調査の概要を表 2-3-17 に示す。なお、調査地点は「第 2章 第 3節 2．騒音（１）現地

調査結果」と同地点である。 

表 2-3-17 振動調査実施概要 

調査日程 秋季：平成 28年 11 月 25 日 0：00 ～ 11 月 26 日 0：00 

道路交通振動、交通量：平成 30年 3月 1日 9：00～3月 2日 9：00 

調査回数 1回 

調査地点 環境振動：2地点 

道路交通振動、交通量：3地点 

調査方法 振動レベル計を用い、現地の振動の状況を測定した。 

測定時間は連続 24時間とした。 

調査項目 環境振動、道路交通振動、交通量 

(b) 調査結果 

振動調査結果は表 2-3-18 に示すとおりである。 

環境振動、道路交通振動ともに特定建設作業の規制基準を達成していた。 

表 2-3-18（1） 振動調査結果（環境振動） 

10％時間率振動レベル 

(L10：dB) 

規制基準（dB） 

特定建設作業 

評価 

No.1 
昼間 <25 75 ○ 

夜間 <25 70 ○ 

No.2 
昼間 <25 75 ○ 

夜間 <25 70 ○ 

         注）昼間：8:00～19：00、夜間：19:00～8：00 

表 2-3-18（2） 振動調査結果（道路交通振動） 

10％時間率振動レベル 

(L10：dB) 

規制基準（dB） 

特定建設作業 

評価 

No.1 
昼間 49 75 ○ 

夜間 35 70 ○ 

No.2 
昼間 33 75 ○ 

夜間 29 70 ○ 

No.3 
昼間 30 75 ○ 

夜間 29 70 ○ 

         注）昼間：8:00～19：00、夜間：19:00～8：00 
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(2) 水環境 

1) 水象 

a  現地調査結果 

(a) 調査概要 

平成 28 年～平成 29 年において、潮流の現地調査を実施した。調査の概要を表 2-3-19 に、

調査位置図を図 2-3-3 に示す。 

表 2-3-19 潮流調査概要 

調査項目 調査日程 調査方法 

流況 夏季：平成 28年 8月 23日 

～平成 28年 9月 23 日※

春季：平成 29年 6月 9日 9:30 

 ～ 平成 29年 6月 26 日 9:00 

調査位置において、係留設備（ライトブイ、

アンカー等）によりメモリー式電磁流速計

Infinity-EM（JFE アドバンテック社製）を

設置し（図 2-1 2 参照）、上記期間における

連続観測を実施した。測定観測層は 2層（表

層：海面下 1.0m、下層：海底面上 1.0m）、測

定間隔は 10分間とした。 

※平成 28年度調査では、台風 18号の接近のため、期間のうち 9月 3日に流速計を撤去し、9月 6日に再設置し

た。 
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図 2-3-3 潮流調査位置図
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(b) 調査結果 

① 経時変化 

流況の経時変化を示すとともに、関連する自然条件として、流況観測期間中の気象（風況）

及び潮位（推算潮位）の経時変化を併せて図示した。 

風況をみると、低気圧や前線の影響により、6月 11 日及び 6月 21 日にやや風速が大きく

なっていたが、最大でも 5m/sec 未満であり、流況に大きな影響を与える気象条件ではなか

ったものと考えられる。 

夏季の流速の大きさは、海面下 1mでは 0～40cm/s、海底上 1m では 0～20cm/s の間で変動

している。海面下 1m では潮汐成分と思われる 1日 2回の周期性が見られており、海底上 1m

もほぼ同様である。春季の流況ベクトルを見ると、推算潮位の大きさに対応して、観測期間

中間時の小潮期に流速が小さくなり、観測終了時の大潮期に流速が大きくなる傾向がみられ

た。 

流向をみると、夏季は海面下 1m では南西―北東方向の流れが顕著であり、海底上 1mでは

平均流の成分が小さく、北向きの流れが顕著であった。春季は表層、下層ともに NE-SW の往

復流が顕著であり、流速は観測期間を通じて表層＞下層を示しており、表層では最大

50cm/sec 程度、下層では 20cm/sec 以下であった。 
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図 2-3-4（1） 経時変化（夏季表層：海面下 1.0m） 
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図 2-3-4（2） 経時変化（夏季下層：海底面上 1.0m） 
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地　名： 水俣           地点： S t . 1     観測層：  - 1 . 0 m

2017年

 6月

 8日  9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

EW

S

N

ベクトル       

c m / s .      

  4 0 . 0

  2 0 . 0

  2 0 . 0

  4 0 . 0

EW

S

N

風  況         

m / s .       

   5 . 0

   5 . 0

m          

推算潮位　     

     4 . 0

     3 . 0

     2 . 0

     1 . 0

     0 . 0

EW

S

N

移動平均       

c m / s .      

  2 0 . 0

  1 0 . 0

  1 0 . 0

  2 0 . 0

流  向         

     0 . 0

   2 7 0 . 0

   1 8 0 . 0

    9 0 . 0

     0 . 0

°

c m / s .      

流  速         

    4 0 . 0

    3 0 . 0

    2 0 . 0

    1 0 . 0

     0 . 0

c m / s .      

北方分速       

    4 0 . 0

    2 0 . 0

     0 . 0

   - 2 0 . 0

   - 4 0 . 0

c m / s .      

東方分速       

    4 0 . 0

    2 0 . 0

     0 . 0

   - 2 0 . 0

- 4 0 . 0

図 2-3-4（3） 経時変化（春季表層：海面下 1.0m） 
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地　名： 水俣           地点： S t . 1     観測層： B + 1 . 0 m

2017年

 6月

 8日  9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

EW

S

N

ベクトル       

c m / s .      

  4 0 . 0

  2 0 . 0

  2 0 . 0

  4 0 . 0

EW

S

N

風  況         

m / s .       

   5 . 0

   5 . 0

m          

推算潮位　     

     4 . 0

     3 . 0

     2 . 0

     1 . 0

     0 . 0

EW

S

N

移動平均       

c m / s .      

  2 0 . 0

  1 0 . 0

  1 0 . 0

  2 0 . 0

流  向         

     0 . 0

   2 7 0 . 0

   1 8 0 . 0

    9 0 . 0

     0 . 0

°

c m / s .      

流  速         

    4 0 . 0

    3 0 . 0

    2 0 . 0

    1 0 . 0

     0 . 0
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② 流向流速の出現頻度 

流向別及び流速別の出現頻度は以下のとおりである。 

夏季は、流速は表底層とも 5～10cm/s の出現頻度が最も高く、全体の 2割以上を占めてい

た。流向は、海面下 1mでは北東～南西に、海底上 1m では北東～北北東に偏っていた。 

※ 色区分は、図 2-3-6 のとおりである 

図 2-3-5（1） 流向の出現頻度（海面下、左：夏季、右：春季） 

※ 色区分は、図 2-3-6 のとおりである 

図 2-3-5（2） 流向の出現頻度（海底上、左：夏季、右：春季） 
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図 2-3-6（1） 流速の出現頻度（海面下、左：夏季、右：春季） 

図 2-3-6（2） 流速の出現頻度（海底上、左：夏季、右：春季） 
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③ 調和分解 

15 日間の流れのデータから分離できる 10 個の分潮の名称、記号名、周期、角速度を表

2-3-20 に示す。 

表 2-3-20 分潮一覧 

記号 名称 周期 角速度

M2 主太陰半日周潮   12.42  h    28.984 ﾟ/h

S2 主太陽半日周潮   12.00    30.000 
K2 日月合成半日周潮   11.97    30.082 
N2 主太陰楕率半日周潮   12.66    28.440 
K1 日月合成日周潮   23.93    15.041 
O1 主太陰日周潮   25.82    13.943 
P1 主太陽日周潮   24.07    14.959 
Q1 主太陰楕率潮   26.87    13.399 
M4 太陰 1/4 日周潮    6.21    57.968 

MS4 浅海潮    6.10    58.984 
V0 恒流 － －
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表 2-3-21（1） 調和定数（夏季：海面下） 

表 2-3-21（2） 調和定数（春季：海面下） 

流　速 遅角 流　速 遅角 方向 流　速 遅角 方向 流　速 遅角 流　速 遅角

cm/sec ゜ cm/sec ゜ ゜ cm/sec ゜ ゜ cm/sec ゜ cm/sec ゜

M2 8.8 134 8.1 137 42 12.0 135 132 0.3 225 12.0 136

S2 4.3 186 5.5 193 52 7.0 190 142 0.4 280 6.9 190

K2 1.2 186 1.5 193 52 1.9 190 142 0.1 280 1.9 190

N2 1.8 156 2.0 146 48 2.7 150 138 0.2 60 2.7 150

K1 4.3 142 3.2 135 37 5.4 139 127 0.3 49 5.3 139

O1 1.7 95 1.4 68 39 2.1 84 129 0.5 354 2.1 83

P1 1.4 142 1.1 135 37 1.8 139 127 0.1 49 1.8 139

Q1 2.2 36 2.1 6 43 2.9 22 133 0.8 292 2.9 22

M4 1.1 147 0.3 166 14 1.1 148 104 0.1 238 0.9 151

MS4 1.0 259 0.1 202 3 1.0 259 93 0.1 169 0.8 255

V0 -0.1 1.1 1.1 93 0.7

分

潮

北方分速 東方分速
楕　　　円　　　要　　　素 主流向

長　　　軸 短　　　軸 　　 30°
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表 2-3-21（3） 調和定数（夏季：海底上） 

表 2-3-21（4） 調和定数（春季：海底上） 

流　速 遅角 流　速 遅角 方向 流　速 遅角 方向 流　速 遅角 流　速 遅角

cm/sec ゜ cm/sec ゜ ゜ cm/sec ゜ ゜ cm/sec ゜ cm/sec ゜

M2 6.8 141 4.3 142 32 8.0 142 122 0.0 232 8.0 141

S2 2.4 196 1.4 154 27 2.6 186 117 0.9 96 2.6 185

K2 0.7 196 0.4 154 27 0.7 186 117 0.2 96 0.7 185

N2 0.5 147 0.3 119 26 0.6 142 116 0.1 52 0.6 141

K1 0.6 82 0.6 99 43 0.8 90 133 0.1 180 0.8 88

O1 0.6 44 0.4 133 0 0.6 44 90 0.4 134 0.5 64

P1 0.2 82 0.2 99 43 0.3 90 133 0.0 180 0.3 88

Q1 0.3 134 0.8 69 79 0.8 73 169 0.3 343 0.6 95

M4 0.4 261 0.2 327 12 0.5 265 102 0.2 355 0.4 273

MS4 0.3 142 0.3 133 50 0.4 136 140 0.0 46 0.4 138

V0 1.6 0.4 1.6 15 1.6

分

潮

北方分速 東方分速
楕　　　円　　　要　　　素 主流向

長　　　軸 短　　　軸 　　 30°
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図 2-3-7（1） 潮流楕円（夏季：海面下） 
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図 2-3-7（2） 潮流楕円（春季：海面下） 
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図 2-3-7（3） 潮流楕円（夏季：海底上） 
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図 2-3-7（4） 潮流楕円（春季：海底上） 
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④ 平均大潮流況

表層（海面下 1m）及び下層（海底上 1m）の平均大潮期流況を図 2-3-8 に示した。 

夏季は、海面下 1m では、満潮時から下げ潮時にかけては強い南西流がみられ、干潮時か

ら上げ潮時にかけては流速が小さくなる傾向にあった。海底上 1m は海面下 1m に比べて流速

が小さいが、流向はほぼ一致している傾向にあった。 

春季は、最大流速が生じる時間は、海面下 1m では満潮後 3 時間（下げ潮）で約 17cm/s、

海底上 1mでは干潮後 3時間で約 12cm/s となっていた。 

下げ潮時は、高潮後 2時に表層、下層ともに SW 流が最も大きくなり、その時の流速は表

層で 18.1cm/sec、下層で 9.1cm/sec であった。 

一方、上げ潮時は、低潮後 2時に表層、下層ともに NE 流が最も大きくなり、その時の流

速は表層で 19.6cm/sec、下層で 12.2cm/sec であった。 

また、転流時期は、下げ潮～上げ潮が低潮前 1時、下げ潮～上げ潮が高潮前 1時であった。 

調査地点における平均大潮期にみる流況は明確で、下げ潮では SW 流、上げ潮では NE流が

卓越しており、下げ潮、上げ潮の最大流速は表層で 20cm/sec 弱、下層で 10cm/sec 前後であ

ることが示された。
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図 2-3-8（1） 平均大潮期流況図（夏季：満潮時～干潮前 1時間） 

→： 表層 （海面下 1m） 

→： 底層 （海底上 1m）
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図 2-3-8（2） 平均大潮期流況図（夏季：干潮時～満潮前 1時間） 

→： 表層 （海面下 1m） 

→： 底層 （海底上 1m）
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図 2-3-8（3） 平均大潮期流況図（春季：満潮時～干潮前 1時間） 
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図 2-3-8（4） 平均大潮期流況図（春季：干潮時～満潮前 1時間） 
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2) 水質 

a  既存資料調査

(a) 河川

水俣市の主要河川である水俣川では、表 2-3-22 及び図 2-3-9 に示す位置において、熊本県

による水質測定が行われている。これらの地点における水質調査結果は、表 2-3-23 に示すと

おりである。 

水俣川は、環境基準類型指定がなされており、中流から上流にかけては、最も清流河川とさ

れるＡＡ類型、下流域はＡ類型に指定されている。 

表 2-3-22 水質調査地点（河川） 

水域区分 河川名 測定地点名 地点統一番号 類型 測定機関 

その他 水俣川 桜野橋 043-01 AA 熊本県 

その他 水俣川 鶴田橋 044-01 A 熊本県 

                 【出典：2016 年度版水俣市環境レポート（平成 30年 3月発行）水俣市】 
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               【出典：平成 28年水質調査報告書（平成 29年 10月）熊本県（一部改変）】 

図 2-3-9 河川・湖沼の環境基準点及び環境基準類型指定図 
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表 2-3-23（1） 2016 年度水質調査結果総括（河川：生活環境項目） 

 BOD (mg/L) SS (mg/L) 大腸菌群数 (MPN/100mL) 

  a/n  a/n  a/n 

水俣川 

桜野橋 

＜0.5 -/1 2 2/1 5,400 5,400/1 

水俣川 

鶴田橋 

＜0.5～＜0.5 -/2 1～2 1.5/2 5,400～16,000 10,700/2 

（備考：aは平均値、nは検体数） 

                 【出典：2016 年度版水俣市環境レポート（平成 30年 3月発行）水俣市】 

表 2-3-23（2） 2016 年度水質調査結果総括（河川：健康項目） 

 総水銀 (mg/L) ヒ素 (mg/L) 鉛 (mg/L) カドミウム (mg/L)

  m/n  m/n  m/n  m/n 

水俣川 

鶴田橋 

0.0005 未満 0/2 0.001 未満 0/2 0.001 未満 0/2 0.003 未満 0/2 

（備考：nは検体数、mは基準超過数） 

                 【出典：2016 年度版水俣市環境レポート（平成 30年 3月発行）水俣市】 

表 2-3-23（3） 2016 年度水質調査結果総括（河川：健康項目） 

 シアン (mg/L) (mg/L) 六価クロム (mg/L) 

  m/n m/n  m/n 

水俣川 

鶴田橋 

0.1 未満※ 0/2 0/2 0.005 未満※ 0/2 

（備考：nは検体数、mは基準超過数） 

※定量下限値以下（シアン定量下限値 0.1mg/l、六価クロム定量下限値 0.005mg/l） 

                【出典：2016 年度版水俣市環境レポート（平成 30年 3月発行）水俣市】 
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(b) 海域

海域においては、表 2-3-24 及び図 2-9-10 に示す位置において、熊本県による水質測定が行

われている。これらの地点における水質調査結果は、表 2-3-25 に示すとおりである。 

これらの地点では、COD は最大で 1.7～1.9mg/l であり、環境基準を達成している。 

表 2-3-24（1） 水質調査地点（海域：pH・COD 等環境基準に係る調査地点） 

水域区分 測定地点名 
地点統一 

番号 
緯度 経度 類型 測定機関 

八代海 St-11 梅戸港内 617-01 N32°12′30″ E130°22′45″ B 熊本県 

八代海 St-12 梅戸港地先 618-06 N32°12′38″ E130°22′09″ A 熊本県 

八代海 St-15 水俣港内 618-07 N32°11′29″ E130°22′12″ A 熊本県 

八代海 St-16 水俣港地先 618-08 N32°11′20″ E130°21′34″ A 熊本県 

八代海 ※ 水俣川河口 618-53 N32°13′31″ E130°23′33″ A 熊本県 

※ 水俣川河口は補助点。それ以外の測定地点は環境基準点。

        【出典：熊本県環境保全関係基準集（平成 29年 3月）熊本県環境生活部環境局環境保全課】 

表 2-3-24（2） 水質調査地点（海域：全窒素・全燐環境基準に係る調査地点） 

水域区分 測定地点名 
地点統一 

番号 
緯度 経度 類型 測定機関 

八代海 St-19 津奈木沖 618-57 N32°17′24″ E130°23′25″ Ⅰ 

八代海

南部 

熊本県 

        【出典：熊本県環境保全関係基準集（平成 29年 3月）熊本県環境生活部環境局環境保全課】 
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表 2-3-25（1） 2016 年度水質調査結果総括（海域：生活環境項目） 

 pH DO COD SS 

 最小値 最大値 最小値 最大値 最小値 最大値 最小値 最大値 

St-11  

梅戸港内 

8.0 8.4 5.7 9.0 1.4 1.8 <1 6 

St-12  

梅戸港地先 

8.0 8.4 5.3 8.8 1.1 1.7 <1 5 

St-15  

水俣港内 

8.0 8.4 5.1 9.4 1.2 1.8 <1 5 

St-16  

水俣港地先 

8.0 8.4 5.3 9.1 1.2 1.8 <1 6 

水俣川河口 8.2 8.2 6.4 10 1.1 1.8 <1 2 

St-19  

津奈木沖 

8.1 8.6 4.8 9.5 1.2 1.9 <1 5 

【出典：平成 28年度水質調査報告書（公共用水域及び地下水）（平成 29年 10月）熊本県】

表 2-3-25（2） 2016 年度水質調査結果総括（海域：生活環境項目） 

 大腸菌群数 n-ヘキサン抽出物質

_油分等 

全亜鉛 ノニルフェノール 直鎖アルキルベンゼ

ンスルホン酸及びそ

の塩（LAS） 

 最小値 最大値 最小値 最大値 最小値 最大値 最小値 最大値 最小値 最大値 

St-11  

梅戸港内 

- - <0.5※ <0.5※ 0.005 0.005 <0.00006 <0.00006 <0.0006 <0.0006 

St-12  

梅戸港地

先 

<2 13 - - 0.005 0.005 <0.00006 <0.00006 <0.0006 <0.0006 

St-15  

水俣港内 

2 49 <0.5※ <0.5※ - - - - - - 

St-16  

水俣港地

先 

- - - - 0.005 0.005 <0.00006 <0.00006 <0.0006 <0.0006 

水俣川河

口 

- - - - - - - - - - 

St-19  

津奈木沖 

- - - - 0.005 0.005 <0.00006 <0.00006 <0.0006 <0.0006 

【出典：平成 28年度水質調査報告書（公共用水域及び地下水）（平成 29年 10月）熊本県】

※：定量下限値以下（n-ヘキサン抽出物質の定量下限値は 0.5） 
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表 2-3-25（3） 2016 年度水質調査結果総括（海域：全窒素・全燐） 

 全窒素 全燐 

 最小値 最大値 最小値 最大値 

St-11  

梅戸港内 

0.11 0.21 0.009 0.026 

St-12  

梅戸港地先 

0.09 0.18 0.008 0.024 

St-15  

水俣港内 

0.09 0.18 0.009 0.025 

St-16  

水俣港地先 

0.11 0.19 0.010 0.023 

水俣川河口 - - - - 

St-19  

津奈木沖 

0.10 0.21 0.011 0.025 

【出典：平成 28年度水質調査報告書（公共用水域及び地下水）（平成 29年 10月）熊本県】
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                 【出典：平成 28年水質調査報告書（平成 29年 10 月）熊本県】 

図 2-3-10（1） 八代海における COD 環境基準点及び環境基準類型指定図 

                 【出典：平成 28年水質調査報告書（平成 29年 10 月）熊本県】 

図 2-3-10（2） 八代海における全窒素・全燐環境基準点及び環境基準類型指定図 
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(c) 水質汚濁物質発生施設

公共用水域の水質汚濁を防止するため、熊本県は水質汚濁防止法に定める特定施設、熊本県

生活環境の保全等に関する条例に定める排水施設を設置する工場・事業場や熊本県地下水保全

条例における対象化学物質を業として使用する工場・事業場（以下「特定事業場等」という。）

に対し、届出の徹底を期するとともに、これらの特定事業場に対して立入検査を行い、法令違

反の防止に努めている。特に水質汚濁防止法に規定されるその他の項目の排水基準が適用され

る日間平均排水量 20m3 以上のものや、有害物質を排出するおそれのある特定事業場について

は、自主検査の励行を指導するとともに、県でも排水検査を実施して、排水規制の徹底を図っ

ている。 
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b 現地調査結果 

(a) 調査概要 

平成 28 年度に、夏季及び冬季に水質調査を実施した。 

表 2-3-26 に調査概要、図 2-3-11 に調査地点を示す。水俣川の海域への負荷量を把握するた

め、夏季のみ新水俣橋において一部について調査を行った。

表 2-3-26 水質調査の概要 

調査日程 夏季：平成 28 年 9 月 2 日

冬季：平成 28 年 12 月 12 日

調査回数 2 回

調査地点 4 地点（海域 3 地点、河川 1 地点）

調査方法 船上より採水器を用いて採水した。採水層は、上層(海面下 0.5m)、下層(底上 1.0m)、の 2 層

とした。採水した試料は、実験室に持ち帰り分析試験を行った。

調査項目 <生活環境項目> 

水素イオン濃度、化学的酸素要求量、溶存酸素量、SS、大腸菌群数、n-ヘキサン抽出物質、

全窒素、全燐、全亜鉛、ノニルフェノール、直鎖ｱﾙｷﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝｽﾙﾎﾝ酸及びその塩

<健康項目> 

全シアン、カドミウム、鉛、砒素、六価クロム、総水銀、アルキル水銀、ポリ塩化ビフェニル、

トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン、四塩化炭素、ジクロロメタン、

1.2-ジクロロエタン、1.1.1-トリクロロエタン、1.1.2-トリクロロエタン、

1.1-ジクロロエチレン、シス-1.2-ジクロロエチレン、1.3-ジクロロプロペン、チウラム、

シマジン、チオベンカルブ、ベンゼン、セレン、硝酸態窒素及び亜硝酸態窒素、

1,4-ジオキサン

<その他> 

塩分、クロロフィル a、アンモニア態窒素、亜硝酸態窒素、硝酸態窒素、リン酸態リン

<新水俣橋> 

化学的酸素要求量、溶存酸素量、全窒素、全燐、クロロフィル a、アンモニア態窒素、亜硝酸

態窒素、硝酸態窒素、リン酸態リン
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図 2-3-11 水質調査地点
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(b) 調査結果 

水質調査結果は夏季については表 2-3-27、冬季については表 2-3-28 に示すとおりである。 

環境基準との比較では、夏季、冬季ともに溶存酸素量、全窒素、全燐以外の項目については、

環境基準値を満足していた。 

表 2-3-27（1） 水質調査結果（夏季：生活環境項目） 

 調査点 
St.1 St.2 St.4 新水俣橋 環境基準値 評価 

項目 層 

水素イオン濃度 表 8.2 8.2 8.2 
- 7.8～8.3（海域） 

○ 

(pH) 下 8.1 8.1 8.2 ○ 

化学的酸素要求量 表 1.2 1.9 1.6 
1.6 

2mg/L 以下（海域） 

河川はなし 

○ 

(CODMn) (mg/L) 下 1.2 1.5 1.6 ○ 

溶存酸素量 表 6.5 6.3 6.3 
9.9 

7.5mg/L 以上（海域） 

7.5mg/L 以上（河川） 

× 

(DO) (mg/L) 下 5.4 5.2 6.0 × 

SS 表 3 2 2 
- なし 

- 

(mg/L) 下 3 4 2 - 

大腸菌群数 表 <2  13 5 
- 

1,000MPN/100mL 以下

（海域） 

○ 

(MPN/100mL) 下 5 13 8 ○ 

n-ヘキサン抽出物質 表 <0.5 <0.5 <0.5 
- 

検出されないこと（海

域） 

○ 

(油分等) (mg/L) 下 <0.5 <0.5 <0.5 ○ 

全窒素 表 0.24 0.31 0.28 
0.36 

0.2mg/L 以下（海域） 

河川はなし 

× 

(T-N) (mg/L) 下 0.20 0.23 0.20 × 

全燐 表 0.020 0.020 0.022 
0.029 

0.02mg/L 以下（海域） 

河川はなし 

× 

(T-P) (mg/L) 下 0.023 0.028 0.023 × 

全亜鉛 表 <0.005 0.014 <0.005 
- 0.02mg/L 以下（海域） 

○ 

(Zn) (mg/L) 下 <0.005 0.007 0.006 ○ 

ノニルフェノール 表 <0.00006 <0.00006 <0.00006 
- 0.001mg/L 以下（海域） 

○ 

(mg/L) 下 <0.00006 <0.00006 <0.00006 ○ 

直鎖ｱﾙｷﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝｽﾙﾎﾝ酸及びその

塩 
表 0.0010 0.0046 <0.0006 

- 0.01mg/L 以下（海域） 
○ 

  (mg/L) 下 <0.0006 0.0013 <0.0006 ○ 

注１：「－」は実施していない項目

注２：全亜鉛、ノニルフェノール、直鎖アルキルベンゼンスルホン酸及びその塩について、熊

本県は類型当てはめを行っていないため、「生物 A」類型と比較して評価を行った。
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表 2-3-27（2） 水質調査結果（夏季：その他項目） 

調査点 
St.1 St.2 St.4 新水俣橋 環境基準値 評価 

項目 層 

塩分  表 32.19 32.15 31.70 
- なし 

- 

   下 32.43 32.45 32.28 - 

クロロフィル a 表 2.6 1.7 2.0 
2.7 なし 

- 

(μg/L) 下 0.9 0.9 1.2 - 

アンモニア態窒素 表 0.01 0.01 0.03 
0.02 なし 

- 

  (mg/L) 下 <0.01 0.01 <0.01 - 

亜硝酸態窒素 表 <0.01 <0.01 <0.01 
<0.01 なし 

- 

  (mg/L) 下 0.02 0.02 0.01 - 

硝酸態窒素 表 0.01 0.01 0.03 
0.16 なし 

- 

  (mg/L) 下 0.03 0.04 0.02 - 

リン酸態リン 表 0.003 0.003 0.008 
0.019 なし 

- 

  (mg/L) 下 0.015 0.016 0.011 - 

注１：「－」は実施していない項目
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表 2-3-27（3） 水質調査結果（夏季：健康項目） 

  調査点 
St.1 St.2 St.4 新水俣橋 環境基準値 評価 

項目 

全シアン   表 <0.1 <0.1 <0.1 
- 検出されないこと 

○ 

(CN) (mg/L) 下 <0.1 <0.1 <0.1 ○ 

カドミウム   表 <0.0003 <0.0003 <0.0003 
- 0.003mg/L 以下 

○ 

(Cd) (mg/L) 下 <0.0003 <0.0003 <0.0003 ○ 

鉛   表 <0.005 <0.005 <0.005 
- 0.01mg/L 以下 

○ 

(Pb) (mg/L) 下 <0.005 <0.005 <0.005 ○ 

砒素   表 0.002 0.002 0.002 
- 0.01mg/L 以下 

○ 

(As) (mg/L) 下 0.001 0.001 0.001 ○ 

六価クロム   表 <0.005 <0.005 <0.005 
- 0.05mg/L 以下 

○ 

(Cr6+) (mg/L) 下 <0.005 <0.005 <0.005 ○ 

総水銀   表 <0.0005 <0.0005 <0.0005 
- 0.0005mg/L 以下 

○ 

(T-Hg) (mg/L) 下 <0.0005 <0.0005 <0.0005 ○ 

アルキル水銀   表 <0.0005 <0.0005 <0.0005 
- 検出されないこと 

○ 

(R-Hg) (mg/L) 下 <0.0005 <0.0005 <0.0005 ○ 

ポリ塩化ビフェニル   表 <0.0005 <0.0005 <0.0005 
- 検出されないこと 

○ 

(PCB) (mg/L) 下 <0.0005 <0.0005 <0.0005 ○ 

トリクロロエチレン   表 <0.002 <0.002 <0.002 
- 0.01mg/L 以下 

○ 

  (mg/L) 下 <0.002 <0.002 <0.002 ○ 

テトラクロロエチレン 表 <0.0006 <0.0006 <0.0006 
- 0.01mg/L 以下 

○ 

  (mg/L) 下 <0.0006 <0.0006 <0.0006 ○ 

四塩化炭素   表 <0.0002 <0.0002 <0.0002 
- 0.002mg/L 以下 

○ 

  (mg/L) 下 <0.0002 <0.0002 <0.0002 ○ 

ジクロロメタン   表 <0.002 <0.002 <0.002 
- 0.02mg/L 以下 

○ 

  (mg/L) 下 <0.002 <0.002 <0.002 ○ 

1.2-ジクロロエタン   表 <0.0004 <0.0004 <0.0004 
- 0.004mg/L 以下 

○ 

  (mg/L) 下 <0.0004 <0.0004 <0.0004 ○ 

1.1.1-トリクロロエタン 表 <0.0005 <0.0005 <0.0005 
- 1mg/L 以下 

○ 

  (mg/L) 下 <0.0005 <0.0005 <0.0005 ○ 

1.1.2-トリクロロエタン 表 <0.0006 <0.0006 <0.0006 
- 0.006mg/L 以下 

○ 

  (mg/L) 下 <0.0006 <0.0006 <0.0006 ○ 

1.1-ジクロロエチレン 表 <0.002 <0.002 <0.002 
- 0.1mg/L 以下 

○ 

  (mg/L) 下 <0.002 <0.002 <0.002 ○ 

シス-1.2-ジクロロエチレン 表 <0.004 <0.004 <0.004 
- 0.04mg/L 以下 

○ 

  (mg/L) 下 <0.004 <0.004 <0.004 ○ 

1.3-ジクロロプロペン 表 <0.0002 <0.0002 <0.0002 
- 0.002mg/L 以下 

○ 

  (mg/L) 下 <0.0002 <0.0002 <0.0002 ○ 

チウラム   表 <0.0006 <0.0006 <0.0006 
- 0.006mg/L 以下 

○ 

  (mg/L) 下 <0.0006 <0.0006 <0.0006 ○ 

シマジン   表 <0.001 <0.001 <0.001 
- 0.003mg/L 以下 

○ 

  (mg/L) 下 <0.001 <0.001 <0.001 ○ 

チオベンカルブ   表 <0.002 <0.002 <0.002 
- 0.02mg/L 以下 

○ 

  (mg/L) 下 <0.002 <0.002 <0.002 ○ 

ベンゼン   表 <0.001 <0.001 <0.001 
- 0.01mg/L 以下 

○ 

  (mg/L) 下 <0.001 <0.001 <0.001 ○ 

セレン   表 <0.001 <0.001 <0.001 
- 0.01mg/L 以下 

○ 

  (mg/L) 下 <0.001 <0.001 <0.001 ○ 

硝酸態窒素及び 表 0.02 0.02 0.04 
0.17 

10mg/L 以下 

河川はなし 

○ 

亜硝酸態窒素 (mg/L) 下 0.05 0.06 0.03 ○ 

1,4-ジオキサン   表 <0.005 <0.005 <0.005 
- 0.05mg/L 以下 

○ 

  (mg/L) 下 <0.005 <0.005 <0.005 ○ 

注１：「－」は実施していない項目
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表 2-3-28（1） 水質調査結果（冬季：生活環境項目） 

 調査点 
St.1 St.2 St.4 環境基準値 評価 

項目 

水素イオン濃度 表 8.2 8.2 8.3 
7.8～8.3（海域） 

○ 

(pH) 下 8.3 8.3 8.3 ○ 

化学的酸素要求量 表 0.8 0.8 1.0 
2mg/L 以下（海域） 

○ 

(CODMn) (mg/L) 下 1.0 0.8 0.9 ○ 

溶存酸素量 表 7.3 7.3 7.4 
7.5mg/L 以上 

× 

(DO) (mg/L) 下 7.2 7.3 7.4 × 

SS 表 3 4 3 
なし 

- 

(mg/L) 下 4 4 4 - 

大腸菌群数 表 2  5 11 1,000MPN/100mL 以下

（海域） 

○ 

(MPN/100mL) 下 <2 8 5 ○ 

n-ヘキサン抽出物質 表 <0.5 <0.5 <0.5 検出されないこと（海

域） 

○ 

(油分等) (mg/L) 下 <0.5 <0.5 <0.5 ○ 

全窒素 表 0.22 0.19 0.24 
0.2mg/L 以下（海域） 

× 

(T-N) (mg/L) 下 0.22 0.20 0.20 × 

全燐 表 0.022 0.023 0.025 
0.02mg/L 以下（海域） 

× 

(T-P) (mg/L) 下 0.024 0.023 0.025 × 

全亜鉛 表 <0.005 0.008 0.005 
0.02mg/L 以下（海域） 

○ 

(Zn) (mg/L) 下 <0.005 <0.005 <0.005 ○ 

ノニルフェノール 表 <0.00006 <0.00006 <0.00006 0.001mg/L 以下（海

域） 

○ 

(mg/L) 下 <0.00006 <0.00006 <0.00006 ○ 

直鎖ｱﾙｷﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝｽﾙﾎﾝ酸及びその

塩 
表 0.0006 0.0013 <0.0006 

0.01mg/L 以下（海域） 
○ 

  (mg/L) 下 0.0006 <0.0006 <0.0006 ○ 

注１：「－」は実施していない項目

注２：全亜鉛、ノニルフェノール、直鎖アルキルベンゼンスルホン酸及びその塩について、熊

本県は類型当てはめを行っていないため、「生物 A」類型と比較して評価を行った。

表 2-3-28（2） 水質調査結果（冬季：その他項目） 

調査点 
St.1 St.2 St.4 環境基準値 評価 

項目 層 

塩分  表 32.71 33.18 31.48 
なし 

- 

   下 33.18 33.15 33.22 - 

クロロフィル a 表 4.3 5.2 5.7 
なし 

- 

(μg/L) 下 6.2 6.3 5.9 - 

アンモニア態窒素 表 <0.01 0.01 0.01 
なし 

- 

  (mg/L) 下 <0.01 0.01 0.01 - 

亜硝酸態窒素 表 0.01 0.01 0.01 
なし 

- 

  (mg/L) 下 0.01 0.01 0.01 - 

硝酸態窒素 表 0.03 0.02 0.03 
なし 

- 

  (mg/L) 下 0.02 0.02 0.02 - 

リン酸態リン 表 0.010 0.011 0.011 
なし 

- 

  (mg/L) 下 0.011 0.011 0.011 - 

注１：「－」は実施していない項目
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表 2-3-28（3） 水質調査結果（冬季：健康項目） 

  調査点 
St.1 St.2 St.4 環境基準値 評価 

項目 

全シアン 表 <0.1 <0.1 <0.1 
検出されないこと 

○ 

(CN) (mg/L) 下 <0.1 <0.1 <0.1 ○ 

カドミウム 表 <0.0003 <0.0003 <0.0003 
0.003mg/L 以下 

○ 

(Cd) (mg/L) 下 <0.0003 <0.0003 <0.0003 ○ 

鉛 表 <0.005 <0.005 <0.005 
0.01mg/L 以下 

○ 

(Pb) (mg/L) 下 <0.005 <0.005 <0.005 ○ 

砒素 表 0.002 0.002 0.002 
0.01mg/L 以下 

○ 

(As) (mg/L) 下 0.002 0.002 0.002 ○ 

六価クロム 表 <0.005 <0.005 <0.005 
0.05mg/L 以下 

○ 

(Cr6+) (mg/L) 下 <0.005 <0.005 <0.005 ○ 

総水銀 表 <0.0005 <0.0005 <0.0005 
0.0005mg/L 以下 

○ 

(T-Hg) (mg/L) 下 <0.0005 <0.0005 <0.0005 ○ 

アルキル水銀 表 <0.0005 <0.0005 <0.0005 
検出されないこと 

○ 

(R-Hg) (mg/L) 下 <0.0005 <0.0005 <0.0005 ○ 

ポリ塩化ビフェニル 表 <0.0005 <0.0005 <0.0005 
検出されないこと 

○ 

(PCB) (mg/L) 下 <0.0005 <0.0005 <0.0005 ○ 

トリクロロエチレン 表 <0.002 <0.002 <0.002 
0.01mg/L 以下 

○ 

  (mg/L) 下 <0.002 <0.002 <0.002 ○ 

テトラクロロエチレン 表 <0.0006 <0.0006 <0.0006 
0.01mg/L 以下 

○ 

  (mg/L) 下 <0.0006 <0.0006 <0.0006 ○ 

四塩化炭素 表 <0.0002 <0.0002 <0.0002 
0.002mg/L 以下 

○ 

  (mg/L) 下 <0.0002 <0.0002 <0.0002 ○ 

ジクロロメタン 表 <0.002 <0.002 <0.002 
0.02mg/L 以下 

○ 

  (mg/L) 下 <0.002 <0.002 <0.002 ○ 

1.2-ジクロロエタン 表 <0.0004 <0.0004 <0.0004 
0.004mg/L 以下 

○ 

  (mg/L) 下 <0.0004 <0.0004 <0.0004 ○ 

1.1.1-トリクロロエタン 表 <0.0005 <0.0005 <0.0005 
1mg/L 以下 

○ 

  (mg/L) 下 <0.0005 <0.0005 <0.0005 ○ 

1.1.2-トリクロロエタン 表 <0.0006 <0.0006 <0.0006 
0.006mg/L 以下 

○ 

  (mg/L) 下 <0.0006 <0.0006 <0.0006 ○ 

1.1-ジクロロエチレン 表 <0.002 <0.002 <0.002 
0.1mg/L 以下 

○ 

  (mg/L) 下 <0.002 <0.002 <0.002 ○ 

シス-1.2-ジクロロエチレン 表 <0.004 <0.004 <0.004 
0.04mg/L 以下 

○ 

  (mg/L) 下 <0.004 <0.004 <0.004 ○ 

1.3-ジクロロプロペン 表 <0.0002 <0.0002 <0.0002 
0.002mg/L 以下 

○ 

  (mg/L) 下 <0.0002 <0.0002 <0.0002 ○ 

チウラム 表 <0.0006 <0.0006 <0.0006 
0.006mg/L 以下 

○ 

  (mg/L) 下 <0.0006 <0.0006 <0.0006 ○ 

シマジン 表 <0.001 <0.001 <0.001 
0.003mg/L 以下 

○ 

  (mg/L) 下 <0.001 <0.001 <0.001 ○ 

チオベンカルブ 表 <0.002 <0.002 <0.002 
0.02mg/L 以下 

○ 

  (mg/L) 下 <0.002 <0.002 <0.002 ○ 

ベンゼン 表 <0.001 <0.001 <0.001 
0.01mg/L 以下 

○ 

  (mg/L) 下 <0.001 <0.001 <0.001 ○ 

セレン 表 <0.001 <0.001 <0.001 
0.01mg/L 以下 

○ 

  (mg/L) 下 <0.001 <0.001 <0.001 ○ 

硝酸態窒素及び 表 0.04 0.03 0.04 
10mg/L 以下 

○ 

亜硝酸態窒素 (mg/L) 下 0.03 0.03 0.03 ○ 

1,4-ジオキサン 表 <0.005 <0.005 <0.005 
0.05mg/L 以下 

○ 

  (mg/L) 下 <0.005 <0.005 <0.005 ○ 
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3) 底質 

a  既存資料調査

熊本県が水質汚濁防止法第 15 条に基づき実施している水質調査のうち、埋立計画地近くの

地点の結果を整理した。 

地点概要は表 2-3-29 に調査結果を表 2-3-30 に示す。 

表 2-3-29 底質調査地点 

水域区分 測定地点名 
地点統一 

番号 
緯度 経度 類型 測定機関 

八代海 ※ 水俣川河口 618-53 N32°13′31″ E130°23′33″ A 熊本県 

※ 水俣川河口は補助点。

        【出典：熊本県環境保全関係基準集（平成 29年 3月）熊本県環境生活部環境局環境保全課】 

表 2-3-30 底質調査結果 

測定地点名 
性状 

（色相） 

性状 

（外観） 

総水銀（T-Hg） 

（mg/L） 

アルキル水銀（R-Hg） 

（mg/L） 

水俣川河口 黒灰色 砂 0.04 ＜0.01※ 

※：定量下限値以下を示す。（アルキル水銀の定量下限値：0.01mg/L） 

【出典：平成 28年度水質調査報告書（公共用水域及び地下水）熊本県】
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b  現地調査結果 

(a) 調査概要 

平成 28 年～平成 29年に夏季及び春季調査を実施している。 

底質調査の概要を表 2-3-31、調査地点を図 2-3-12 に示す。 

表 2-3-31 底質調査の概要 

調査日程 夏季：平成 28年 9月 2日 

春季：平成 29年 6月 9日

調査回数 2回 

調査地点 3地点 

調査方法 船上からスミスマッキンタイヤ式採泥器により表層泥を 3回採泥した。採泥した試料は、実験

室に持ち帰り分析試験を行った。 

調査項目 <一般項目> 

粒度組成、含水率、強熱減量、CODsed、硫化物、T-N、T-P、ホウ素、マンガン 

<有害項目> 

アルキル水銀化合物、水銀又はその化合物、カドミウム又はその化合物、鉛又はその化合物、 

有機リン化合物、六価クロム化合物、砒素又はその化合物、シアン化合物、 

ポリ塩化ビフェニル、銅又はその化合物、亜鉛又はその化合物、ふっ素化合物、 

トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン、ベリリウム又はその化合物 

クロム又はその化合物、ニッケル又はその化合物、バナジウム又はその化合物 

有機塩素化合物、ジクロロメタン、四塩化炭素、1,2-ジクロロエタン、1,1-ジクロロエチレン、 

シス-1,2-ジクロロエチレン、1,1,1-トリクロロエタン、1,1,2-トリクロロエタン 

1,3-ジクロロプロペン、チウラム、シマジン、チオベンカルブ、ベンゼン、 

セレン又はその化合物、1,4-ジオキサン 

ダイオキシン類(溶出)、ダイオキシン類(含有) 
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図 2-3-12 底質調査地点 
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(b) 調査結果 

底質調査結果は夏季については表2-3-32に、春季については表2-3-33に示すとおりである。 

夏季、春季ともに全調査地点におけるすべての項目で「海洋汚染及び海上災害の防止に関す

る法律施行令第5条第1項に規定する埋立場所に排出しようとする金属等を含む廃棄物に係る

判定基準を定める省令」（昭和 48 年 2 月 17 日総令 6号）に係る判定基準に適合していた。 

表 2-3-32（1） 底質調査結果（夏季） 

調査点 
St.1 St.2 St.3 

項 目 

粒 

度 

組 

成 

(%) 

粗礫分(19～75mm) 0.0 0.0 0.0 

中礫分(4.75～19mm) 0.0 0.0 0.0 

細礫分(2～4.75mm) 0.8 2.2 0.3 

粗砂分(0.850～2mm) 1.0 1.2 4.3 

中砂分(0.250～0.850mm) 5.6 2.7 55.3 

細砂分(0.075～0.250mm) 17.6 36.3 39.2 

シルト分(0.005～0.075mm) 45.8 39.6 
0.9 

粘土分(0.005mm 未満) 29.2 18.0 

含水率      (％) 54.1 47.6 23.7 

強熱減量    (％) 9.4 9.1 3.8 

ＣＯＤsed (mg/g) 16.6 15.8 1.2 

硫化物    (mg/g) 0.16 0.15 0.03 

Ｔ－Ｎ    (mg/g) 1.49 1.13 0.16 

Ｔ－Ｐ    (mg/g) 0.54 0.54 0.34 

ほう素    (mg/g) 0.070 0.064 0.051 

マンガン   (mg/g) 0.29 0.30 0.30 
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表 2-3-32（2） 底質調査結果（夏季） 

項目 単位 基準値 
結果 

評価 
St.1 St.2 St.3 

アルキル水銀化合物 mg/L 
検出され

ないこと 
<0.0005 <0.0005 <0.0005 ○ 

水銀又はその化合物 mg/L 0.005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 ○

カドミウム又はその化合物 mg/L 0.1 <0.01 <0.01 <0.01 ○

鉛又はその化合物 mg/L 0.1 <0.01 <0.01 <0.01 ○

有機リン化合物 mg/L 1 <0.1 <0.1 <0.1 ○

六価クロム化合物 mg/L 0.5 <0.05 <0.05 <0.05 ○

砒素又はその化合物 mg/L 0.1 0.01 0.01 <0.01 ○

シアン化合物 mg/L 1 <0.1 <0.1 <0.1 ○

ポリ塩化ビフェニル mg/L 0.003 <0.0005 <0.0005 <0.0005 ○

銅又はその化合物 mg/L 3 <0.3 <0.3 <0.3 ○

亜鉛又はその化合物 mg/L 2 <0.2 <0.2 <0.2 ○

ふっ化物 mg/L 15 <1.5 <1.5 <1.5 ○

トリクロロエチレン mg/L 0.3 <0.03 <0.03 <0.03 ○

テトラクロロエチレン mg/L 0.1 <0.01 <0.01 <0.01 ○

ベリリウム又はその化合物 mg/L 2.5 <0.25 <0.25 <0.25 ○

クロム又はその化合物 mg/L 2 <0.2 <0.2 <0.2 ○

ニッケル又はその化合物 mg/L 1.2 <0.12 <0.12 <0.12 ○

バナジウム又はその化合物 mg/L 1.5 <0.15 <0.15 <0.15 ○

有機塩素化合物 mg/kg 40 <4 <4 <4 ○

ジクロロメタン mg/L 0.2 <0.02 <0.02 <0.02 ○

四塩化炭素 mg/L 0.02 <0.002 <0.002 <0.002 ○

1,2-ジクロロエタン mg/L 0.04 <0.004 <0.004 <0.004 ○

1,1-ジクロロエチレン mg/L 1 <0.1 <0.1 <0.1 ○

シス-1,2-ジクロロエチレ

ン 
mg/L 0.4 <0.04 <0.04 <0.04 

○

1,1,1-トリクロロエタン mg/L 3 <0.3 <0.3 <0.3 ○

1,1,2-トリクロロエタン mg/L 0.06 <0.006 <0.006 <0.006 ○

1,3-ジクロロプロペン mg/L 0.02 <0.002 <0.002 <0.002 ○

チウラム mg/L 0.06 <0.006 <0.006 <0.006 ○

シマジン mg/L 0.03 <0.003 <0.003 <0.003 ○

チオベンカルブ mg/L 0.2 <0.02 <0.02 <0.02 ○

ベンゼン mg/L 0.1 <0.01 <0.01 <0.01 ○

セレン又はその化合物 mg/L 0.1 <0.01 <0.01 <0.01 ○

1,4-ジオキサン mg/L 0.5 <0.05 <0.05 <0.05 ○

ダイオキシン類(溶出) pg-TEQ/L 10 0.93 0.95 0.00 ○

ダイオキシン類(含有) pg-TEQ/g-dry 150 5.6 3.8 0.5 ○
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表 2-3-33（1） 底質調査結果（春季） 

調査点 
St.1 St.2 St.3 

項 目 

粒 

度 

組 

成 

(%) 

粗礫分(19～75mm) 0.0 0.0 0.0 

中礫分(4.75～19mm) 0.5 0.1 0.0 

細礫分(2～4.75mm) 0.2 0.2 0.2 

粗砂分(0.850～2mm) 0.6 0.1 3.1 

中砂分(0.250～0.850mm) 3.6 1.7 49.0 

細砂分(0.075～0.250mm) 18.1 28.4 42.2 

シルト分(0.005～0.075mm) 66.1 59.5 1.4 

粘土分(0.005mm 未満) 10.9 10.0 4.1 

含水率      (％) 46.7 46.3 26.9 

強熱減量    (％) 8.5  8.4  3.1  

ＣＯＤsed (mg/g) 15.1 16.3 1.2  

硫化物    (mg/g) 0.13 0.12 0.03 

Ｔ－Ｎ    (mg/g) 1.82 1.48 0.29 

Ｔ－Ｐ    (mg/g) 0.61 0.59 0.36 

ほう素    (mg/g) 0.070 0.069 0.033 

マンガン   (mg/g) 0.34  0.34  0.37  
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表 2-3-33（2） 底質調査結果（春季） 

項目 単位 基準値 
結果 

評価 
St.1 St.2 St.3 

アルキル水銀化合物 mg/L 
検出され

ないこと 
<0.0005 <0.0005 <0.0005 ○ 

水銀又はその化合物 mg/L 0.005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 ○ 

カドミウム又はその化合物 mg/L 0.1 <0.01 <0.01 <0.01 ○ 

鉛又はその化合物 mg/L 0.1 <0.01 <0.01 <0.01 ○ 

有機リン化合物 mg/L 1 <0.1 <0.1 <0.1 ○ 

六価クロム化合物 mg/L 0.5 <0.05 <0.05 <0.05 ○ 

砒素又はその化合物 mg/L 0.1 0.01 0.01 <0.01 ○ 

シアン化合物 mg/L 1 <0.1 <0.1 <0.1 ○ 

ポリ塩化ビフェニル mg/L 0.003 <0.0005 <0.0005 <0.0005 ○ 

銅又はその化合物 mg/L 3 <0.3 <0.3 <0.3 ○ 

亜鉛又はその化合物 mg/L 2 <0.2 <0.2 <0.2 ○ 

ふっ化物 mg/L 15 <1.5 <1.5 <1.5 ○ 

トリクロロエチレン mg/L 0.3 <0.03 <0.03 <0.03 ○ 

テトラクロロエチレン mg/L 0.1 <0.01 <0.01 <0.01 ○ 

ベリリウム又はその化合物 mg/L 2.5 <0.25 <0.25 <0.25 ○ 

クロム又はその化合物 mg/L 2 <0.2 <0.2 <0.2 ○ 

ニッケル又はその化合物 mg/L 1.2 <0.12 <0.12 <0.12 ○ 

バナジウム又はその化合物 mg/L 1.5 <0.15 <0.15 <0.15 ○ 

有機塩素化合物 mg/kg 40 <4 <4 <4 ○ 

ジクロロメタン mg/L 0.2 <0.02 <0.02 <0.02 ○ 

四塩化炭素 mg/L 0.02 <0.002 <0.002 <0.002 ○ 

1,2-ジクロロエタン mg/L 0.04 <0.004 <0.004 <0.004 ○ 

1,1-ジクロロエチレン mg/L 1 <0.1 <0.1 <0.1 ○ 

シス-1,2-ジクロロエチレ

ン 
mg/L 0.4 <0.04 <0.04 <0.04 ○ 

1,1,1-トリクロロエタン mg/L 3 <0.3 <0.3 <0.3 ○ 

1,1,2-トリクロロエタン mg/L 0.06 <0.006 <0.006 <0.006 ○ 

1,3-ジクロロプロペン mg/L 0.02 <0.002 <0.002 <0.002 ○ 

チウラム mg/L 0.06 <0.006 <0.006 <0.006 ○ 

シマジン mg/L 0.03 <0.003 <0.003 <0.003 ○ 

チオベンカルブ mg/L 0.2 <0.02 <0.02 <0.02 ○ 

ベンゼン mg/L 0.1 <0.01 <0.01 <0.01 ○ 

セレン又はその化合物 mg/L 0.1 <0.01 <0.01 <0.01 ○ 

1,4-ジオキサン mg/L 0.5 <0.05 <0.05 <0.05 ○ 

ダイオキシン類(溶出) pg-TEQ/L 10 0.081 0.086 0.0073 ○ 

ダイオキシン類(含有) pg-TEQ/g-dry 150 5.10 11.00 0.44 ○ 
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(3) 土壌に係る環境、その他の環境 

1) 地形及び地質 

a  既存資料調査 

(a) 地形 

埋立計画地周辺の地形分類図を図 2-3-13 に示す。 

水俣川沿い及び埋立計画地周辺は平坦地、三角州が広がっている。平坦地の南側や水俣川の

対岸には山地が存在するが、斜面は比較的緩傾斜であり、急峻な地形は多くない。 

(b) 地質 

埋立計画地周辺の表層地質図を図 2-3-14 に示す。 

水俣市周辺の山地は、広範囲に火山岩類を基盤としており、埋立計画地周辺の南側は新生代

新第三紀～更新世の安山岩質岩石（An-8）で構成され、水俣川を挟んで対岸の右岸側は凝灰角

礫岩、角礫状溶岩等からなる安山岩質岩石（An-3）で構成されている。 

また、平地の市街地等は礫・砂・泥（低地堆積物）で構成され、埋立計画地の背後は干潟埋

立地である。 
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（出典：土地分類基本調査（5万分の 1） 地形分類図「水俣・出水」国土交通省国土政策局国土情報課） 

図 2-3-13 地形分類図

急斜面（30°以上）
Steep slope on mountain
一般斜面（15～30°）
General slope on mountain

山腹・山麓緩斜面（15°未満）
Gentle slope on mountain side or foot 

扇状地および崖錐
Fan and talus 

谷底平野
Valley plain 
三角州および海岸平野
Delta and coastal plain

干拓地
Reclaimed land 

自然堤防
Natural levee

人工平坦地および盛土
Artificially smoothed land 
崖および崩壊地
Cliff and slope failure 

干潟
Tideland 
国道
Main local road 

山地

低地

その他
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（出典：土地分類基本調査（5万分の 1） 表層地質図「水俣・出水」国土交通省国土政策局国土情報課） 

図 2-3-14 表層地質図

干潟地埋立物
Reclaimed land 

礫・砂・泥（低地堆積物）
Gravel, sand, and mud (Lowland sediments) 

安山岩質岩石-8
Andesitic rock-8 (lava) 

安山岩質岩石-5
Andesitic rock-5 (tuff breccia, brecciated lava, and lava) 

安山岩質岩石-3
Andesitic rock-3 (tuff breccia, brecciated lava, and lava) 

未固結堆積物
Unconsolidated sediments 

火山性岩石
Volcanic rocks 



2-135 

(c) 特異な地形・地質 

「日本の地形レッドデータブック」によると、埋立計画地周辺には重要な地形は存在してい

ない。
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２． 生物の多様性の確保及び自然環境の体系的保全を旨として調査されるべき環境要素 

(1) 動物 

1) 陸上動物 

a 既存資料調査 

(a) 哺乳類 

「熊本県の保護上重要な野生動植物 レッドデータブックくまもと 2009」に掲載されている、

水俣市に生息の可能性がある哺乳類は表 2-3-34 のとおりである。 

「第４回自然環境保全基礎調査 熊本県自然環境情報図」(平成７年、環境庁)によると熊本

県が調査対象とした大型及び中型の哺乳類 8種のうち、埋立計画地周辺に生息の情報がある種

は、ニホンイノシシのみである。 

表 2-3-34 埋立計画地周辺に生息の可能性がある哺乳類 

科名 
種名 文献

1 

文献

2 和名 学名 

1 トガリネズミ科 ニホンジネズミ Crocidura dsinezumi ○  

2 トガリネズミ科 カワネズミ Chimarrogale platycephala ○  

3 キクガシラコウモリ科 コキクガシラコウモリ Rhinolophus cornutus ○  

4 ヒナコウモリ科 ヒナコウモリ Vespertilio sinensis ○  

5 ヒナコウモリ科 ユビナガコウモリ Miniopterus fuliginosus ○  

6 リス科 ムササビ Petaurista leucogenys ○  

7 ネズミ科 ハタネズミ Microtus montebelli ○  

8 ネズミ科 カヤネズミ Micromys minutus ○  

9 イタチ科 イタチ Mustela itatsi ○  

10  アナグマ Meles meles anakuma ○  

11 イノシシ科 ニホンイノシシ Sus scrofa leucomystax  ○ 

文献 1：「熊本県の保護上重要な野生動植物 レッドデータブックくまもと 2009」 

文献 2：「第４回自然環境保全基礎調査 熊本県自然環境情報図」(平成７年、環境庁) 
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出典：「第４回自然環境保全基礎調査 熊本県自然環境情報図」(平成７年、環境庁) 

図 2-3-15（1） 動物分布図

埋立計画地 埋立計画地

埋立計画地 埋立計画地
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出典：「第４回自然環境保全基礎調査 熊本県自然環境情報図」(平成７年、環境庁) 

図 2-3-15（2） 動物分布図 

埋立計画地 埋立計画地

埋立計画地 埋立計画地
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(b) 爬虫類・両生類 

「熊本県の保護上重要な野生動植物 レッドデータブックくまもと 2009」に掲載されている

水俣市に生息の可能性がある爬虫類を表 2-3-35、両生類は表 2-3-36 のとおりである。 

表 2-3-35 埋立計画地周辺に生息の可能性がある爬虫類 

科名 
種名 熊本県 

RDB 和名 学名 

1 イシガメ科 ニホンイシガメ Mauremys japonica ○ 

2 ヘビ科 タカチホヘビ Achalinus spinalis ○ 

3 シロマダラ Dinodon orientalis ○ 

表 2-3-36 埋立計画地周辺に生息の可能性がある両生類 

科名 
種名 熊本県 

RDB 和名 学名 

1 サンショウウオ科 コガタブチサンショウウオ Hynobius yatsui ○ 

2 イモリ科 アカハライモリ Cynops pyrrhogaster pyrrhogaster ○ 

3 ヒキガエル科 ニホンヒキガエル Bufo japonicus japonicus ○ 

4 アカガエル科 タゴガエル Rana tagoi tagoi ○ 

5 ニホンアカガエル Rana japonica japonica ○ 

6 ヤマアカガエル Rana ornativentris ○ 

7 トノサマガエル Rana nigromaculata ○ 

8 アオガエル科 カジカガエル Buergeria buergeri ○ 
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(c) 昆虫類 

「熊本県の保護上重要な野生動植物 レッドデータブックくまもと 2009」に掲載されている

水俣市に生息の可能性がある昆虫類は表 2-3-37 のとおりである。 

表 2-3-37 埋立計画地周辺に生息の可能性がある昆虫類 

科名 
種名 熊本県 

RDB 和名 学名 

1 イトトンボ科 コフキヒメイトトンボ Agriocnemis femina oryzae ○ 

2 キイトトンボ Ceriagrion melanurum ○ 

3 ベニイトトンボ Ceriagrion nipponicum ○ 

4 トゲオトンボ科 ヤクシマトゲオトンボ Rhipidolestes yakusimensis ○ 

5 モノサシトンボ科 グンバイトンボ Platycnemis foliacea sasakii ○ 

6 ムカシトンボ科 ムカシトンボ Epiophlebia superstes ○ 

7 サナエトンボ科 アオサナエ Nihonogomphus viridis ○ 

8 ウチワヤンマ Sinictinogomphus clavatus ○ 

9 タベサナエ Trigomphus citimus tabei ○ 

10 ムカシヤンマ科 ムカシヤンマ Tanypteryx pryeri ○ 

11 エゾトンボ科 ハネビロエゾトンボ Somatochlora clavata ○ 

12 トンボ科 マイコアカネ Sympetrum kunckeli ○ 

13 キリギリス科 コバネササキリ Conocephalus japonicus ○ 

14 ミミズク科 ヒラタミミズク Tituria angulata ○ 

15 コオイムシ科 コオイムシ Ａ ppasus japonicus ○ 

16 タテハチョウ科 オオムラサキ Sasakia charonda ○ 

17 オサムシ科 セアカオサムシ Hemicarabus  tuberculosus ○ 

18 ゲンゴロウ科 シマゲンゴロウ Hydaticus bowringii ○ 

19 ウスイロシマゲンゴロウ Hydaticus rhantoides ○ 

20 センチコガネ科 ムネアカセンチコガネ Bolbocerosoma nigroplagiatum ○ 

21 コガネムシ科 アカマダラセンチコガネ Ochodaeus maculatus maculatus ○ 

22 コカブトムシ Eophileurus chinensis chinensis ○ 

23 タマムシ科 ヤマトタマムシ Chrysochroa fulgidissima fulgidissima ○ 

24 クロマダラタマムシ Nipponobuprestis querceti ○ 

25 コメツキムシ科 トラフコメツキ Selatosomus onerosus ○ 

26 ホタル科 ヘイケボタル Luciola lateralis ○ 

27 ヒメボタル Hotaria parvula ○ 

28 カッコウムシ科 ヤマトヒメメダカカッコウムシ Neohydnus hozumii ○ 

29 テントウムシ科 ハラグロオオテントウ Callicaria superba ○ 

30 ジュウサンホシテントウ Hippodamia tredecimpunctata timberlakei ○ 

31 カミキリムシ科 ムネホシシロカミキリ Olenecamptus clarus ○ 
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(d) 魚類 

「熊本県の保護上重要な野生動植物 レッドデータブックくまもと 2009」に掲載されている

水俣市に生息の可能性がある淡水魚類は表 2-3-38 のとおりである。 

表 2-3-38 埋立計画地周辺に生息の可能性がある淡水魚類 

科名 
種名 文献 

1 

文献 

2 和名 学名 

1 ウナギ科 ウナギ Anguilla japonica  ○ 

2 コイ科 コイ類 Cyprinus carpio  ○ 

3 アブラボテ Tanakia limbata ○  

4 ニッポンバラタナゴ Rhodeus ocellatus kurumeus ○  

5 オイカワ Opsariichthys platypus  ○ 

6 カワムツ Candidia temminckii  ○ 

7 イトモロコ Squalidus gracilis gracilis  ○ 

8 アユ科 アユ Plecoglossus altivelis altivelis  ○ 

9 カジカ科 カマキリ（アユカケ） Cottus kazika ○  

10 ドンコ科 ドンコ Odontobutis obscura  ○ 

11 ハゼ科 ヨシノボリ Rhinogobius sp.OR morphotype unidentified  ○ 

文献 1：「熊本県の保護上重要な野生動植物 レッドデータブックくまもと 2009」 

文献 2：「第４回自然環境保全基礎調査 熊本県自然環境情報図」(平成７年、環境庁) 

(e) 鳥類 

「熊本県の保護上重要な野生動植物 レッドデータブックくまもと 2009」に掲載されている

水俣市に生息の可能性がある鳥類は表 2-3-39 のとおりである。 

表 2-3-39 埋立計画地周辺に生息の可能性がある鳥類 

科名 
種名 熊本県 

RDB 和名 学名 

1 トキ科 クロツラヘラサギ Platalea minor ○ 

2 フクロウ科 アオバズク Ninox scutulata japonica ○

3 ヨタカ科 ヨタカ Caprimulgus indicus jotaka ○



2-142 

b 現地調査結果 

(a) 調査概要 

平成 28 年～平成 29 年において鳥類調査を実施している。鳥類調査の概要を表 2-3-40 に、

調査地点位置図を図 2-3-16 に示す。 

表 2-3-40 鳥類調査概要 

調査項目 調査日程 調査方法 

鳥類 夏季：平成 28年 8月 5日 

秋季：平成 28年 9月 16 日 

冬季：平成 29年 1月 14 日 

春季：平成 29年 5月 29 日 

定点記録法（１地点） 

ラインセンサス法（干潮時・満潮時各 1回） 
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図 2-3-16 鳥類調査位置図
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(b) 調査結果 

調査結果を表 2-3-41 に示す。また、確認された種のうち、重要な種については表 2-3-42

及び表 2-3-43 に、重要な種の確認位置図については図 2-3-17 に示す。 

調査により、4季合計で 6目 15科 27 種（夏季：5目 9科 10 種、秋季調査：5目 10科 13 種、

冬季調査：5目 10 科 15 種、春季：5目 13 科 17 種）が確認された。 

海岸を利用する種として、サギ類、カモメ類、カラス類、シギ・チドリ類、トビが確認され

た。利用規模は小規模であった。 

海岸利用種は、満潮時と干潮時に若干の利用の差がみられた。満潮時を中心として、コチド

リ（砂礫浜小動物を採餌）、ハシブトガラス（砂礫浜漂着物を探餌）、トビ（海岸漂着物等を探

餌）などが海岸を利用した。干潮時には、海岸捨石付近の潮間帯をアオサギ（ゴンズイなど魚

類捕食）、ダイサギ（流入水路）、水俣川河口側で、コサギ 7個体、ダイサギ 2個体（以上浅場

利用）、キアシシギ 3個体、シロチドリ 2個体（以上礫浜利用）などの利用がみられた。 

海岸付近裸地などにコロニー（集団繁殖地）を形成するコアジサシ、海岸を繁殖に利用する

猛禽類のうち、ミサゴは冬季に確認された。 

埋立計画地の周辺の造成地や草地では、餌運びをするイソヒヨドリやムクドリ、草地へ出入

りするコチドリ、囀るセッカ、セグロセキレイが確認された。 
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表 2-3-41 鳥類調査結果 

No. 目名 科名 種名 夏季 秋季 冬季 春季 環境省 熊本県
1 ペリカン ウ カワウ ●
2 コウノトリ サギ ダイサギ ●
3 コサギ ●
4 アオサギ ● ● ● ●
5 タカ タカ ミサゴ ● NT
6 トビ ● ● ● ●
7 チドリ チドリ コチドリ ●
8 シロチドリ ● VU VU
9 シギ キアシシギ ● ●

10 イソシギ ● ●
11 カモメ セグロカモメ ●
12 ウミネコ ● ● ●
13 ハト ハト ドバト ●
14 キジバト ● ●
15 スズメ ヒバリ ヒバリ ●
16 ツバメ ツバメ ● ●
17 セキレイ キセキレイ ●
18 ハクセキレイ ● ● ●
19 セグロセキレイ ●
20 ツグミ ジョウビタキ ●
21 イソヒヨドリ ● ● ● ●
22 ツグミ ●
23 ウグイス セッカ ● ●
24 ハタオリドリ スズメ ● ● ● ●
25 ムクドリ ムクドリ ● ●
26 カラス ハシボソガラス ● ● ● ●
27 ハシブトガラス ● ● ● ●

10種 13種 15種 17種 2種 1種

注3）カテゴリーの記号は以下を示す。

　CR：絶滅危惧IA類、EN：絶滅危惧IB類、VU：絶滅危惧II類

　NT：準絶滅危惧、LP：絶滅のおそれのある地域個体群、DD：情報不足

6目15科27種
注1）種の分類および配列は「河川水辺の国勢調査のための生物リスト～平成28年度版～」（水情報国土
データ管理センター、2015年）に基本的に従った。

注2）環境省は「レッドリスト2017」（環境省、2017年）を示し、熊本県は「熊本県の保護上重要な野生
動植物リスト－レッドリスト2014－」（熊本県、2014年） を示す。

注4）現地調査では、その他の重要な種の選定基準である「文化財保護法」（昭和25年法律第214号）、
「熊本県文化財保護条例」（熊本県条例第20号、1955年）、「絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存
に関する法律」（法律第75号、1992年）、「熊本県野生動植物の多様性の保全に関する条例」（熊本県条
例第19号、2004年）に該当するものは確認されなかった。
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表 2-3-42 鳥類重要な種 

No. 目名 科名 種名 環境省 熊本県

1 タカ タカ ミサゴ NT

2 チドリ チドリ シロチドリ VU VU
2種 1種

注3）カテゴリーの記号は以下を示す。

　CR：絶滅危惧IA類、EN：絶滅危惧IB類、VU：絶滅危惧II類

　NT：準絶滅危惧、LP：絶滅のおそれのある地域個体群、DD：情報不足

2目2科2種
注1）種の分類および配列は「河川水辺の国勢調査のための生物リスト～平成28年度版～」（水情

報国土データ管理センター、2015年）に基本的に従った。

注2）環境省は「レッドリスト2017」（環境省、2017年）を示し、熊本県は「熊本県の保護上重要

な野生動植物リスト－レッドリスト2014－」（熊本県、2014年） を示す。

注4）現地調査では、その他の重要な種の選定基準である「文化財保護法」（昭和25年法律第214

号）、「熊本県文化財保護条例」（熊本県条例第20号、1955年）、「絶滅のおそれのある野生動
植物の種の保存に関する法律」（法律第75号、1992年）、「熊本県野生動植物の多様性の保全に

関する条例」（熊本県条例第19号、2004年）に該当するものは確認されなかった。

表 2-3-43 重要な種概要 

ミサゴ

環境省：準絶滅危惧

 留鳥として日本全国の海岸、湖沼、河川に生息

し、南日本では、越冬時期には増加する。魚類を

ダイビングして捕食し、岩場や樹上に営巣する。

天草エリアでは、上島の八代海側崖地、下島の外

洋に面した岩礁などに営巣箇所がみられる。

 冬季調査の干潮時に、堤内地の上空を飛翔する

1個体が確認された。

出典；日本の鳥 550水辺の鳥（桐原ら、2000年）

シロチドリ

環境省：絶滅危惧 II類、熊本県：絶滅危惧 II類
 県内には冬鳥、一部留鳥として生息する。渡り

時期や冬季には、越冬群・移動個体群が飛来して

個体数が増加する。初夏～夏季には、海岸の砂浜

などの裸地に産卵し、荒尾海岸などで継続的に観

察・保護されている。繁殖地は人の利用も多く、

繁殖地の攪乱が生じ、適切な隔離が課題となって

いる種である。

 春季調査の干潮時に水俣川河口右岸の礫浜で 2
個体が目撃されたが、すぐに飛去した。周辺自然

海岸等で繁殖しているか、漂行個体とみられた。



2-147 

図 2-3-17 重要な種確認位置図

シロチドリ 

（環境省：絶滅危惧 II類、熊本県：絶滅危惧 II類） 

※ミサゴ（環境省：準絶滅危惧）は計画地外（堤内地）の飛翔 
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2) 海生動物 

a  既存資料調査 

「熊本県の保護上重要な野生動植物 レッドデータブックくまもと 2009」に掲載されている

水俣市に生息の可能性がある海生生物は表 2-3-44 のとおりである。 

表 2-3-44 埋立計画地周辺に生息の可能性がある海生生物 

 科名 種名 熊本県 

RDB和名 学名 

1 アマオブネ科 イシマキ Clithonretropictus (Martens) NT 

2 オニノツノガイ科 ヒメカニモリ Rhinoclavis (Proclava) sordidula NT 

3 トゲカワニナ科 タケノコカワニナ Stenomelania  rufescens EN 

4 ウミニナ科 ウミニナ Batillariamultiformi (Lischke) NT 

5 キバウミニナ科 フトヘナタリ Cerithidea(Cerithidea)rhizophorarum 

A.Adam 

NT 

6 ヘナタリ Cerithideopsilla  cingulata NT 

7 カワアイ Cerithideopsilla  djadjariensis NT 

8 スナモチツボ科 サナギモツボ Finella pupoides CR 

9 カワザンショウ科 ヨシダカワザンショウ Angustassiminea  yoshidayukioi VU 

10 ツブカワザンショウ Assiminea estuarina NT 

11 ムシヤドリカワザンショウ Assimineaparasitologic Kurod NT 

12 イソコハクガイ科 シラギク Pseudoliotia  pulchella NT 

13 スイショウガイ科 フドロ Strombus robustus VU 

14 イトカケガイ科 クレハガイ Papyriscala  clementia NT 

15 オリイレヨフバイ科 カニノテムシロ Plicarcularia bellula EN 

16 テングニシ科 テングニシ Pugilina (Hemifusus) tuba NT 

17 トウガタガイ科 カキウラクチキレモドキ Brachystomia  bipyramidata NT 

18 オカミミガイ科 ナラビオカミミガイ Auriculastra  duplicata VU 

19 シイノミミミガイ Cassidula plecotrematoides japonica EN 

20 オカミミガイ Ellobium chinense VU 

21 キヌカツギハマシイノミ Melampus  sincaporensis VU 

22 ハボウキ科 タイラギ Atrina(Servatrina)pectinata (Linnaeus) VU 

23 イタヤガイ科 イタヤガイ Pecten (Notovola) albicans NT 

24 ツキガイ科 イセシラガイ Anodontia bialata EN 

25 シオサザナミ科 オチバガイ Soletellina virescens NT 

26 オオノガイ科 オオノガイ Mya arenaria oonogai EN 

27 ニオガイ科 ウミタケ Barnea (Umitakea) japonica EN 

28 ツバサゴカイ科 ツバサゴカイ Chaetopterus cautus EN 

29 カクレガニ科 ウモレマメガニ Psudopinnixa carinata VU 

30 オオヨコナガピンノ Tritodynamia  rathbuni EN 

31 ムツハアリアケガニ科 アリアケガニ Cleistostoma  dilatatum EN 

32 スナガニ科 スナガニ Ocypode stimpsoni NT 

33 シオマネキ Uca arcuata EN 

34 ネズミイルカ科 スナメリ Neophocaena phocaenoides CR 
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b  現地調査結果 

(a) 調査概要 

平成 28 年～平成 29年において、表 2-3-45 に示す項目について現地調査を実施している。 

調査地点は図 2-3-18 に示すとおりである。 

表 2-3-45 海生生物調査の概要 

調査項目 調査日程 調査方法 

プランクトン 

（植物・動物） 

夏季：平成 28年 9月 2日 

春季：平成 29年 6月 9日 

植物：バンドーン採水器により採水する 

動物：プランクトンネット（北原式）を鉛直

びきして採取・分析する 

卵・稚仔 夏季：平成 28年 9月 2日 

春季：平成 29年 6月 9日 

丸稚ネットを曳航し、海面表層の卵・稚仔魚

を採取・分析する 

底生生物 夏季：平成 28年 9月 2日 

春季：平成 29年 6月 9日 

スミスマッキンタイヤ型採泥器を用いて表

層泥を採取・分析する 

付着生物 夏季：平成 28年 8月 23～25 日 

春季：平成 29年 6月 12～14 日 

ベルトトランセクト法によりライン観察を

行い、あわせて平均水面、大潮最低低潮面、

大潮最低低潮面下 1.0m の 3 層（１層当たり

50cm 枠、0.25m2程度）の全生物を採取・分析

する 

魚介類 冬季：平成 28年 12 月 13,15,19 日 

春季：平成 29年 6月 19～21 日 

地元漁業者の固定式底刺網（3枚網）を夕方

から翌早朝まで設置し採取・分析する 
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図 2-3-18（1） 海生生物調査位置 
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図 2-3-18（2） 海生生物調査位置
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(b) 調査結果 

① 植物プランクトン 

植物プランクトンの出現状況は、表 2-3-46 に示すとおりである。 

植物プランクトン調査における出現種類数は、夏季は 90 種、春季は 50 種、全体で 110

種であり、特に夏季は渦鞭毛藻綱の種類数が多く、赤潮の時期との関連が考えられる。 

細胞数は、夏季に 87,900～127,600 細胞/L（平均 103,100 細胞/L）、春季に 173,100～

330,960 細胞/L（平均約 277,213 細胞/L）の範囲にあり、春季に多かった。珪藻綱が多い傾

向は夏季及び春季で同様である。また、春季調査では Chaetoceros lorenzianum のような暖

海の内湾性の種が各地点で優占しているほか、不明微細鞭毛藻類が多く、その他の細胞数の

割合が高くなっている。 
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表 2-3-46（1） 植物プランクトン出現状況概要（夏季） 

調査期日：平成28年9月2日

項目 St.1 St.2 St.4 全体
渦鞭毛藻綱 24   22   21   35   
珪　藻　綱 30   36   31   42   
そ　の　他 10   10   12   13   
合　　　計 64   68   64   90   
渦鞭毛藻綱 21,100   15,200   23,100   59,400   
珪　藻　綱 72,300   58,000   46,500   176,800   
そ　の　他 34,200   20,600   18,300   73,100   
合　　　計 127,600   93,800   87,900   309,300   
渦鞭毛藻綱 16.5 16.2 26.3 19.2
珪　藻　綱 56.7 61.8 52.9 57.2
そ　の　他 26.8 22.0 20.8 23.6

Neodelphineis Neodelphineis Neodelphineis Neodelphineis
pelagica pelagica pelagica pelagica

30,000 (23.5) 24,400 (26.0) 13,400 (15.2) 22,600 (21.9)

注）1.種類数欄の全体は総出現種類数を示す。
　　2.主な出現種は各調査点の出現細胞数の上位5種（ただし、種別組成比が10％以上）を示す。

調査方法：ﾊﾞﾝﾄﾞｰﾝ型採水器
　　　　　による5L採水

種類数

細胞数
(細胞/L)

細胞数
組成比
(%)

主な出現種
(細胞/L (%))

表 2-3-46（2） 植物プランクトン出現状況概要（春季） 

調査期日：平成29年6月9日

項目 St.1 St.2 St.4 全体
渦鞭毛藻綱 8   7   13   15   
珪　藻　綱 18   20   8   30   
そ　の　他 4   5   4   5   
合　　　計 30   32   25   50   
渦鞭毛藻綱 22,200   15,960   14,460   52,620   
珪 藻 綱 143,160   107,280   38,160   288,600   
そ　の　他 165,600   204,540   120,480   490,620   
合　　　計 330,960   327,780   173,100   831,840   
渦鞭毛藻綱 6.7 4.9 8.4 6.3
珪　藻　綱 43.3 32.7 22.0 34.7
そ　の　他 50.0 62.4 69.6 59.0

Chaetoceros CRYPTOMONADALES Unknown Unknown 

lorenzianum micro-flagellates micro-flagellates
108,000 （32.6） 139,200 （42.5） 84,000 （48.5） 220,800 （26.5）

Unknown Chaetoceros Chaetoceros Chaetoceros 
micro-flagellates lorenzianum lorenzianum lorenzianum
86,400 （26.1） 70,800 （21.6） 34,800 （20.1） 213,600 （25.7）

PRASINOPHYCEAE Unknown CRYPTOMONADALES CRYPTOMONADALES
micro-flagellates

43,200 （13.1） 50,400 （15.4） 28,800 （16.6） 199,200 （23.9）

注）1.種類数欄の全体は総出現種類数を示す。
　　2.主な出現種は各調査点の出現細胞数の上位5種（ただし、種別組成比が10％以上）を示す。

主な出現種
(細胞/L (%))

調査方法：ﾊﾞﾝﾄﾞｰﾝ型採水器による5L

種類数

細胞数
(細胞/L)

細胞数
組成比
(%)
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表 2-3-46（3） 植物プランクトン出現リスト 

St.1 St.2 St.4 合計 St.1 St.2 St.4 合計
1 藍色植物 藍藻 Aphanocapsa sp.* 900 500 600 2,000 60 60
2 ｸﾘﾌﾟﾄ植物 ｸﾘﾌﾟﾄ藻 CRYPTOMONADALES 3,300 5,700 4,800 13,800 31,200 139,000 28,800 199,000
3 渦鞭毛植物 渦鞭毛藻 Prorocentrum balticum 200 400 100 700 0
4 Prorocentrum compressum 100 100 0
5 Prorocentrum mexicanum 100 100 0
6 Prorocentrum micans 1,200 1,200 1,900 4,300 60 60 60 180
7 Prorocentrum minimum 100 100 12,000 7,200 240 19,440
8 Prorocentrum triestinum 1,400 300 1,200 2,900 480 3,600 4,080
9 Dinophysis acuminata 100 100 200 0

10 Dinophysis caudata 200 200 0
11 Dinophysis rotundata 0 60 60
12 Dinophysis rudgei 200 200 0
13 Akashiwo sanguinea 100 100 200 0
14 Amphidinium sp. 100 100 0
15 Cochlodinium sp. 100 100 0
16 Gymnodinium sp. 1,400 1,200 1,100 3,700 2,400 120 2,520
17 Gyrodinium sp. 800 700 1,500 3,000 240 240 480
18 Karenia sp.(cf.papilionacea ) 100 100 0
19 Torodinium teredo 100 300 100 500 0
20 Warnowia pulchra 100 100 0
21 GYMNODINIALES 5,300 5,200 6,300 16,800 0
22 Ceratium furca 800 100 100 1,000 0
23 Ceratium fusus 0 60 60
24 Ceratium macroceros 100 100 0
25 Alexandrium sp. 100 100 0
26 Gonyaulax spinifera 300 300 200 800 120 120
27 Gonyaulax verior 100 100 60 60
28 Gonyaulax sp. 100 100 0
29 Lingulodinium polyedrum 100 300 400 0
30 Oxytoxum sp. 200 100 300 0
31 Heterocapsa triquetra 0 60 60
32 Heterocapsa sp. 400 1,100 100 1,600 0
33 Peridinium quinquecorne 100 100 0
34 Protoperidinium pallidum 100 100 0
35 Protoperidinium pellucidum 900 300 1,300 2,500 1,200 120 1,320
36 Protoperidinium thulesense 100 100 0
37 Protoperidinium sp. 1,200 500 1,500 3,200 1,200 120 1,320
38 Scrippsiella spinifera 200 200 0
39 Scrippsiella sp. 4,100 2,000 3,800 9,900 4,800 1,200 2,400 8,400
40 Diplopsalis sp. 0 120 120
41 PERIDINIALES 1,800 600 3,000 5,400 2,400 4,800 7,200 14,400
42 不等毛植物 黄金色藻 Apedinella spinifera 100 100 0
43 Dictyocha fibula 100 100 0
44 Ebria tripartita 600 100 200 900 0
45 ﾗﾌｨﾄﾞ藻 Heterosigma akashiwo 1,300 600 500 2,400 0
46 Chattonella antiqua 2,600 1,300 400 4,300 0
47 Chattonella sp. 500 500 1,000 0
48 珪藻 Cyclotella sp. 6,000 4,100 2,500 12,600 0
49 Lauderia annulata 0 360 720 1,080
50 Skeletonema costatum complex 300 300 600 1,560 600 2,160
51 Thalassiosira sp.(cf.mala ) 1,400 3,100 4,500 0
52 Thalassiosira sp. 5,500 2,700 6,100 14,300 240 1,200 480 1,920
53 Thalassiosiraceae 3,400 1,800 1,200 6,400 9,600 9,600
54 Aulacoseira ambigua 200 200 0
55 Melosira nummuloides 0 120 120
56 Melosira sulcata 0 240 240 480
57 Actinocyclus sp. 300 300 600 0
58 Asteromphalus sp. 200 800 100 1,100 60 60
59 Actinoptychus senarius 200 200 400 60 60
60 Rhizosolenia hyalina 100 100 0

注）種順、種名等の分類体系は「日本産海洋プランクトン検索図説」（東海大学出版会）に従った。
注）「*」を付した種類の単位は群体/Lである。

No. 門 綱
夏季 春季

種名
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表 2-3-46（4） 植物プランクトン出現リスト 

St.1 St.2 St.4 合計 St.1 St.2 St.4 合計
61 不等毛植物 珪藻 Rhizosolenia imbricata 200 200 0
62 Guinardia flaccida 0 60 60
63 Rhizosolenia setigera 100 300 300 700 0
64 Hemiaulus sinensis 100 100 0
65 Bacteriastrum comosum 5,300 2,800 1,200 9,300 0
66 Bacteriastrum furcatum 600 600 0
67 Bacteriastrum sp. 1,000 1,600 600 3,200 0
68 Chaetoceros compressum 0 480 7,200 7,680
69 Chaetoceros curvisetum 0 360 1,920 2,280
70 Chaetoceros danicum 0 240 240
71 Chaetoceros denticulatum 0 480 240 720
72 Chaetoceros didymum 1,600 1,400 400 3,400 0
73 Chaetoceros diversum 3,000 2,000 1,900 6,900 0
74 Chaetoceros lorenzianum 300 200 500 108,000 70,800 34,800 213,600
75 Chaetoceros peruvianum 100 100 0
76 Chaetoceros pseudocurvisetum 1,500 1,600 3,100 1,800 1,800
77 Chaetoceros subtile 400 300 700 0
78 Chaetoceros sociale 0 600 7,200 7,800
79 Chaetoceros sp.(hyalochaete ) 600 300 600 1,500 0
80 Chaetoceros sp. 0 21,600 10,800 960 33,360
81 Streptotheca tamesis 200 200 0
82 Odontella sinensis 100 100 0
83 CENTRALES 500 900 700 2,100 0
84 Asterionella glacialis 100 100 0
85 Neodelphineis pelagica 30,000 24,400 13,400 67,800 0
86 Thalassionema frauenfeldii 600 300 100 1,000 0
87 Thalassionema nitzschioides 2,000 3,100 3,900 9,000 360 360
88 Thalassionema sp. 2,000 1,400 1,300 4,700 0
89 Grammatophora marina 0 600 600
90 Licmophora sp. 0 60 60
91 Ulnaria sp. 100 100 200 0
92 Achnanthes sp. 0 120 120
93 Amphora sp. 100 100 60 60
94 Diploneis splendica 0 60 60
95 Gomphonema sp. 0 60 60
96 Haslea sp. 100 400 200 700 0
97 Navicula sp. 600 500 100 1,200 240 120 240 600
98 Pleurosigma sp. 200 300 200 700 0
99 Stauroneis membranacea 700 600 1,100 2,400 0
100 Cylindrotheca closterium 600 300 400 1,300 240 240
101 Nitzschia sp. 300 100 1,300 1,700 240 2,400 2,640
102 Pseudo -nitzschia sp.(cf.multistriata ) 100 100 200 0
103 Pseudo -nitzschia sp. 5,500 2,000 2,500 10,000 600 600
104 Surirella sp. 0 60 60
105 PENNALES 900 700 600 2,200 120 120
106 ﾊﾌﾟﾄ植物 ﾊﾌﾟﾄ藻 HAPTOPHYCEAE(Coccolithophorids) 11,100 3,900 4,200 19,200 0
107 ﾕｰｸﾞﾚﾅ植物 ﾕｰｸﾞﾚﾅ藻 EUGLENOPHYCEAE 1,400 500 600 2,500 4,800 480 480 5,760
108 緑色植物 ﾌﾟﾗｼﾉ藻 PRASINOPHYCEAE 1,800 300 1,500 3,600 43,200 14,400 7,200 64,800
109 緑藻 Scenedesmus sp. 1,000 1,000 0
110 不明 Unknown micro-flagellates 11,100 7,200 3,900 22,200 86,400 50,400 84,000 220,800

種類数 64 68 64 90 30 32 25 50
合  計 127,600 93,800 87,900 309,300 330,960 327,580 173,100 831,640

沈殿量(mL/L) 0.06 0.06 0.05 0.17 0.48 0.40 0.32 1.20
注）種順、種名等の分類体系は「日本産海洋プランクトン検索図説」（東海大学出版会）に従った。
注）「*」を付した種類の単位は群体/Lである。

No. 門 綱
夏季 春季

種名
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② 動物プランクトン 

動物プランクトンの出現状況は、表 2-3-47 に示すとおりである。 

動物プランクトン調査における出現種類数は、夏季は 32 種、春季は 29 種、全体で 44種

であった。 

個体数は、夏季で 14,132～111,572 個体/m3（平均 63,713 個体/m3）、春季で 8,700～27,500

個体/m3（平均 17,250 個体/m3）の範囲にあり、節足動物門が多かった。また、個体数は St.2

で少なかった。夏季、春季とも共通して節足動物門の割合が高く、優占種としては、夏季は

Microsetella norvegica の割合が突出して高く、春季は nauplius of COPEPODA の割合が高

い。 



2-157 

表 2-3-47（1） 動物プランクトン出現状況概要（夏季） 

調査期日：平成28年9月2日

項目 St.1 St.2 St.4 全体
節足動物門 17   18   15   24   
原索動物門 2   1   2   
そ　の　他 3   3   2   6   
合　　　計 22   21   18   32   
節足動物門 110,636   14,072   64,869   189,577   
原索動物門 823   197   1,020   
そ　の　他 113   60   369   542   
合　　　計 111,572   14,132   65,435   191,139   
節足動物門 99.2 99.6 99.1 99.2
原索動物門 0.7 0.3 0.5
そ　の　他 0.1 0.4 0.6 0.3

Microsetella norvegica Microsetella norvegica Microsetella norvegica Microsetella norvegica
88,972 (79.7) 8,289 (58.7) 41,311 (63.1) 46,191 (72.5)

Paracalanus crassirostris
1,559 (11.0)

注）1.種類数欄の全体は総出現種類数を示す。
　　2.主な出現種は各調査点の出現個体数の上位5種（ただし、種別組成比が10％以上）を示す。

　　　　調査方法：北原式定量ﾈｯﾄ
　　　　　　　　　による鉛直曳き

種類数

個体数

(個体/m3)

個体数
組成比
(%)

主な出現種

(個体/m3 (%))

表 2-3-47（2） 動物プランクトン出現状況概要（春季） 

　　　　調査期日：平成29年6月9日

項目 St.1 St.2 St.4 全体
節足動物門 12   13   13   18   
原索動物門 2   0   2   3   
そ　の　他 6   7   4   8   
合　　　計 20   20   19   29   
節足動物門 7,200   12,250   24,700   44,150   
原索動物門 250   600   850   
そ　の　他 1,250   3,300   2,200   6,750   
合　　　計 8,700   15,550   27,500   51,750   
節足動物門 82.8 78.8 89.8 85.3
原索動物門 2.9 2.2 1.6
そ　の　他 14.4 21.2 8.0 13.0

nauplius of COPEPODA nauplius of COPEPODA nauplius of COPEPODA nauplius of COPEPODA
2,500 (28.7) 5,000 (32.2) 14,600 (53.1) 7,367 (42.7)

nauplius of CIRRIPEDIA nauplius of CIRRIPEDIA nauplius of CIRRIPEDIA nauplius of CIRRIPEDIA
1,250 (14.4) 2,700 (17.4) 2,800 (10.2) 2,250 (13.0)

Oithona  sp. umbo larva of BIVALVIA Oithona  sp. Oithona  sp.
1,500 (17.2) 2,100 (13.5) 3,000 (10.9) 1,866 (10.8)

umbo larva of BIVALVIA
950 (10.9)

注）1.種類数欄の全体は総出現種類数を示す。
　　2.主な出現種は各調査点の出現個体数の上位5種（ただし、種別組成比が10％以上）を示す。

　　　　調査方法：北原式定量ﾈｯﾄによる鉛直曳き

種類数

個体数

(個体/m
3
)

個体数
組成比
(%)

主な出現種

(個体/m
3
 (%))
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表 2-3-47（3） 動物プランクトン出現リスト 

St.1 St.2 St.4 合計 St.1 St.2 St.4 合計
1 原生動物 根足虫 FORAMINIFERIDA 50 100 150
2 多膜 Tintinnopsis radix 100 100
3 刺胞動物 ﾋﾄﾞﾛﾑｼ HYDROZOA 19 19 100 100
4 軟体動物 ﾏｷｶﾞｲ GASTROPODA larva 50 500 200 750
5 ﾆﾏｲｶﾞｲ D larva of BIVALVIA 100 100
6 umbo larva of BIVALVIA 20 295 315 950 2,100 400 3,450
7 環形動物 ｺﾞｶｲ POLYCHAETA larva 50 300 800 1,150
8 節足動物 甲殻 Penilia avirostris 50 200 250
9 Paracalanus crassirostris 224 1,559 5,066 6,849
10 Paracalanus parvus 1,421 158 1,082 2,661 50 50
11 Paracalanus  sp. 2,243 1,303 2,951 6,497 800 1,500 1,200 3,500
12 Paracalanidae 276 2,016 2,292
13 Clausocalanus  sp. 19 19
14 Temora turbinata 75 59 787 921
15 Centropages  sp. 49 49
16 Acartia erythraea 25 25
17 Acartia pacifica 19 158 177
18 Acartia  sp. 748 74 822 300 600 900
19 Oithona davisae 1,794 79 1,873 50 200 250
20 Oithona nana 56 56 100 100
21 Oithona similis 100 100 200
22 Oithona  sp. 6,991 908 5,926 13,825 1,500 1,100 3,000 5,600
23 Oncaea media 93 79 344 516
24 Oncaea  sp. 1,159 197 1,356 200 200
25 Hemicyclops  sp. 393 59 452 50 50
26 Corycaeus affinis 50 50 100
27 Corycaeus  sp. 20 25 45 50 50 600 700
28 Microsetella norvegica 88,972 8,289 41,311 138,572 400 700 300 1,400
29 Euterpina acutifrons 138 172 310 150 600 800 1,550
30 HARPACTICOIDA 39 39 100 100
31 nauplius of COPEPODA 4,523 632 5,016 10,171 2,500 5,000 14,600 22,100
32 nauplius of CIRRIPEDIA 1,250 2,700 2,800 6,750
33 cypris of CIRRIPEDIA 250 100 350
34 Lucifer  sp. 1,495 99 25 1,619
35 zoea of BRACHYURA 411 411
36 zoea of DECAPODA 20 20
37 触手動物 ﾎｳｷﾑｼ actinotrocha of PHORONIDEA 75 75
38 毛顎動物 ﾔﾑｼ Sagitta enflata 19 74 93
39 Sagitta sp. 50 100 800 950
40 棘皮動物 ﾋﾄﾃﾞ bipinnaria of ASTEROIDEA 20 20
41 原索動物 ｵﾀﾏﾎﾞﾔ Oikopleura dioica 673 673 200 200
42 Oikopleura  sp. 150 197 347 150 150
43 ｻﾙﾊﾟ Doliolidae 100 400 500
44 脊椎動物 硬骨魚 egg of OSTEICHTHYES 20 20

種類数 22 21 18 32 20 20 19 29
合  計 111,572 14,132 65,435 191,139 8,700 15,550 27,500 51,750

夏季 春季
No. 種名門 綱
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③ 魚卵・稚仔魚 

卵・稚仔魚の出現状況は、表 2-3-48～表 2-3-49 に示すとおりである。 

卵調査における出現種類数は、夏季は 9種、春季は 9種、全体で 12種であった。 

個数は、夏季で 10,286～28,971 個/1,000m3（平均 19,762 個/1,000m3）、春季で 932～3,325

個/1,000m3（平均約 1,803 個/1,000m3）の範囲にあり、夏季は St.4 のみ、春季は全地点で

夏季より少なかった。 

主な出現種（出現個数の上位 5種かつ種別組成比 10%以上の種）は、夏季はカタクチイワ

シ、単脂球形卵（0.57～0.67mm）であり、それぞれ全体の 60.2%、30.7%を占めた。春季は 

単脂球形卵（0.57～0.70mm）が全地点で優占しており、各地点の 62.8～84.9%を占めた。 

稚仔魚調査における出現種類数は、夏季は 27 種、春季は 12 種、全体で 30 種であった。

個体数は、夏季で 536～4,493 個体/1,000m3（平均 2,138 個体/1,000m3）、春季で 16～104 個

体/1,000m3（平均約 73 個体/1,000m3）の範囲にあり、春季に少ない傾向であった。 

主な出現種は、夏季・春季ともに共通してカタクチイワシ、シマイサキ科であった。 
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表 2-3-48（1） 魚卵出現状況概要（夏季） 

    調査期日：平成28年9月2日

    調査方法：まるちネットによる表層水平曳き

項目

7 9 7 9

20,029 28,971 10,286 59,286

単脂球形卵 ｶﾀｸﾁｲﾜｼ 単脂球形卵 ｶﾀｸﾁｲﾜｼ

0.57～0.67mm 24,811 (85.6) 0.57～0.67mm 35,683 (60.2)

9,802 (48.9) 5,742 (55.8) 単脂球形卵

ｶﾀｸﾁｲﾜｼ ｶﾀｸﾁｲﾜｼ 0.57～0.67mm

7,899 (39.4) 2,973 (28.9) 18,181 (30.7)

単脂球形卵

0.75～0.85mm

1,062 (10.3)

注）1.種類数欄の全体は総出現種類数を示す。

　　2.主な出現種は各調査点の出現個数の上位5種（ただし、種別組成比が10%以上）を示す。

個数（個/1,000m3）

主な出現種

(個/1,000m3 (%))

St.1 St.2 St.4 全体

種類数

表 2-3-48（2） 魚卵出現状況概要（春季） 

    調査期日：平成29年6月9日

    調査方法：まるちネットによる表層水平曳き

項目

7 5 9 9

932 1,153 3,325 5,410

単脂球形卵 単脂球形卵 単脂球形卵 単脂球形卵

0.57～0.70mm 0.57～0.70mm 0.57～0.70mm 0.57～0.70mm

585 (62.8) 938 (81.4) 2,823 (84.9) 4,346 (80.3)

ｶﾀｸﾁｲﾜｼ ｶﾀｸﾁｲﾜｼ ｶﾀｸﾁｲﾜｼ ｶﾀｸﾁｲﾜｼ

231 (24.8) 159 (13.8) 346 (10.4) 736 (13.6)

注）1.種類数欄の全体は総出現種類数を示す。

　　2.主な出現種は各調査点の出現個数の上位5種（ただし、種別組成比が10%以上）を示す。

主な出現種

(個/1,000m3 (%))

St.1 St.2 St.4 全体

種類数

個数（個/1,000m3）
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表 2-3-48（3） 魚卵出現リスト 

St.1 St.2 St.4 合計 St.1 St.2 St.4 合計

1 ﾆｼﾝ ｶﾀｸﾁｲﾜｼ ｶﾀｸﾁｲﾜｼ 7,899 24,811 2,973 35,683 231 159 346 736 
2 ﾋﾒ ｴｿ ｴｿ科 3 3 0 
3 ｽｽﾞｷ ﾈｽﾞｯﾎﾟ科 ﾈｽﾞｯﾎﾟ科 44 28 64 136 
4 ｶﾚｲ 不明 ｳｼﾉｼﾀ亜目 79 24 62 165 4 4 
5 不明 不明 無脂球形卵 0.87～0.95mm 219 446 181 846 0 
6 無脂球形卵 1.00～1.20mm 12 12 4 4 
7 単脂球形卵 0.52～0.55mm 148 98 260 506 0 
8 単脂球形卵 0.57～0.70mm 9,802 2,637 5,742 18,181 585 938 2,823 4,346 
9 単脂球形卵 0.72～0.85mm 1,856 934 1,062 3,852 48 24 56 128 

10 単脂球形卵 0.87～0.95mm 26 6 6 38 8 4 12 24 
11 単脂球形卵 1.00～1.10mm 8 12 20 
12 単脂球形卵 1.23mm 8 4 12 

種類数 7 9 7 9 7 5 9 12 
合  計 20,029 28,971 10,286 59,286 932 1,153 3,325 5,410 

夏季 春季
No. 種名目 科
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表 2-3-49（1） 稚仔魚出現状況概要（夏季） 

    調査期日：平成28年9月2日

    調査方法：まるちネットによる表層水平曳き

項目

19 14 22 27

1,384 536 4,493 6,413

ｶﾀｸﾁｲﾜｼ ｶﾀｸﾁｲﾜｼ ｶﾀｸﾁｲﾜｼ ｶﾀｸﾁｲﾜｼ

475 (34.3) 259 (48.3) 3,546 (78.9) 4,280 (66.7)

ｼﾏｲｻｷ科 ｼﾏｲｻｷ科 ｼﾏｲｻｷ科

319 (23.0) 89 (16.6) 682 (10.6)

ｱｲｺﾞ 不明ふ化仔魚

256 (18.5) 58 (10.8)

注）1.種類数欄の全体は総出現種類数を示す。

　　2.主な出現種は各調査点の出現個体数の上位5種（ただし、種別組成比が10%以上）を示す。

種類数

全体

主な出現種

(個体/1,000m3 (%))

個体数（個体/1,000m3）

St.1 St.2 St.4

表 2-3-49（2） 稚仔魚出現状況概要（春季） 

    調査期日：平成29年6月9日

    調査方法：まるちネットによる表層水平曳き

項目

6 3 8 12

100 16 104 220

ｶﾀｸﾁｲﾜｼ ﾊｾﾞ科 ﾊｾﾞ科 ﾊｾﾞ科

48 (48.0) 8 (50.0) 40 (38.5) 76 (34.5)

ﾊｾﾞ科 ｶﾀｸﾁｲﾜｼ ｶﾀｸﾁｲﾜｼ ｶﾀｸﾁｲﾜｼ

28 (28.0) 4 (25.0) 16 (15.4) 68 (30.9)

ｽｽﾞﾒﾀﾞｲ科 ﾅﾍﾞｶ属

4 (25.0) 16 (15.4)

ｺﾉｼﾛ

12 (11.5)

注）1.種類数欄の全体は総出現種類数を示す。

　　2.主な出現種は各調査点の出現個体数の上位5種（ただし、種別組成比が10%以上）を示す。

主な出現種

(個体/1,000m3 (%))

St.1 St.2 St.4 全体

種類数

個体数（個体/1,000m3）
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表 2-3-49（3） 稚仔魚出現リスト 

St.1 St.2 St.4 合計 St.1 St.2 St.4 合計

1 ﾆｼﾝ ﾆｼﾝ ｷﾋﾞﾅｺﾞ 3 3 
2 ｻｯﾊﾟ 6 6 
3 ｺﾉｼﾛ 12 12 
4 ｶﾀｸﾁｲﾜｼ ｶﾀｸﾁｲﾜｼ 475 259 3,546 4,280 48 4 16 68 
5 ﾋﾒ ｴｿ ｴｿ科 8 8 
6 ﾄｳｺﾞﾛｳｲﾜｼ ﾄｳｺﾞﾛｳｲﾜｼ ﾄｳｺﾞﾛｳｲﾜｼ 3 3 
7 ｽｽﾞｷ ﾊﾀ ﾊﾀ科 3 20 23 
8 ﾃﾝｼﾞｸﾀﾞｲ ﾃﾝｼﾞｸﾀﾞｲ科 16 24 102 142 8 8 
9 ｱｼﾞ ｱｼﾞ科 3 12 6 21 
10 ｸﾛｻｷﾞ ｸﾛｻｷﾞ科 5 3 8 
11 ﾀｲ ﾀｲ科 4 4 
12 ｷｽ ｼﾛｷﾞｽ 137 40 350 527 4 4 
13 ﾋﾒｼﾞ ﾋﾒｼﾞ科 11 6 3 20 
14 ｷﾝﾁｬｸﾀﾞｲ ｷﾝﾁｬｸﾀﾞｲ科 3 3 
15 ｺﾞﾝﾍﾞ ｺﾞﾝﾍﾞ科 3 3 
16 ｽｽﾞﾒﾀﾞｲ ｽｽﾞﾒﾀﾞｲ 8 4 12 
17 ｽｽﾞﾒﾀﾞｲ科 13 6 8 27 4 4 
18 ｼﾏｲｻｷ ｼﾏｲｻｷ科 319 89 274 682 
19 ﾍﾞﾗ ﾍﾞﾗ科 8 8 16 4 4 
20 ｲｿｷﾞﾝﾎﾟ ﾅﾍﾞｶ属 13 9 17 39 16 16 
21 ｲｿｷﾞﾝﾎﾟ科 48 28 76 
22 ﾈｽﾞｯﾎﾟ ﾈｽﾞｯﾎﾟ科 3 3 4 4 
23 ﾊｾﾞ ﾊｾﾞ科 42 12 11 65 28 8 40 76 
24 ｱｲｺﾞ ｱｲｺﾞ 256 12 34 302 
25 ｶﾏｽ ｶﾏｽ科 3 3 
26 ｶﾚｲ ﾀﾞﾙﾏｶﾞﾚｲ ﾀﾞﾙﾏｶﾞﾚｲ科 16 40 56 
27 ｳｼﾉｼﾀ ｳｼﾉｼﾀ科 3 3 
28 ﾌｸﾞ ｶﾜﾊｷﾞ ｱﾐﾒﾊｷﾞ 8 3 11 
29 ｶﾜﾊｷﾞ科 3 3 
30 不明 不明 不明ふ化仔魚 5 58 17 80 8 8 

種類数 19 14 22 27 6 3 8 12 
合  計 1,384 536 4,493 6,413 100 16 104 220 

夏季 春季
No. 種名目 科
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④ 底生生物 

底生生物の出現状況は、表 2-3-50 に示すとおりである。 

底生生物調査における出現種類数は、夏季は 47種、春季は 48 種、全体で 73種であった。

環形動物門や節足動物門が多い傾向であるが、St.3 は他の地点と比較して軟体動物門の割

合が高い。 

個体数は、夏季では 26～58 個体/0.15m2（平均 45個体/0.15m2）の範囲にあり、環形動物

門が多かった。春季では 83～143 個体/0.15m2（平均 106個体/0.15m2）の範囲にあり、特に

St.2 で多かった。 

湿重量は、夏季は 0.38～0.98g/0.15m2（平均 0.72g/0.15m2）の範囲にあり、春季は 0.95

～2.29g/0.15m2（平均 1.53g/0.15m2）の範囲にあり、環形動物門が多かった。 

地点ごとでは埋立計画地である St.3 において、St.1～St.2 と比較すると種数や個体数で

節足動物門、軟体動物門の割合が高い傾向にあるが、底質環境が砂質であるため、構成種に

違いがみられるものと考えられる。 

また、底生生物調査で確認された重要な種を表 2-3-58 に示す。 
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表 2-3-50（1） 底生生物出現状況概要（夏季） 

調査期日：平成28年9月2日

項目 St.1 St.2 St.3 全体
軟体動物門 2   1   3   5   
環形動物門 5   13   8   20   
節足動物門 3   4   12   17   
そ　の　他 3   3   3   5   
合　　　計 13   21   26   47   
軟体動物門 3   2   3   8   
環形動物門 14   43   22   79   
節足動物門 3   7   22   32   
そ　の　他 6   6   4   16   
合　　　計 26   58   51   135   
軟体動物門 11.5 3.4 5.9 5.9
環形動物門 53.8 74.1 43.1 58.5
節足動物門 11.5 12.1 43.1 23.7
そ　の　他 23.1 10.3 7.8 11.9

Scoletoma sp. ｶﾀﾏｶﾞﾘｷﾞﾎﾞｼｲｿﾒ Mesochaetopterus 該当種なし
6 (23.1) 12 (20.7) sp.

7 (13.7)
ﾆｾﾀﾏｸﾞｼﾌｻｺﾞｶｲ ﾓﾛﾃｺﾞｶｲ

3 (11.5) 7 (12.1)

ｴｰﾚﾙｼｽﾋﾟｵ
6 (10.3)

軟体動物門 0.09 0.02 0.04 0.15
環形動物門 0.51 0.69 0.07 1.27
節足動物門 +   0.04 0.21 0.25
そ　の　他 0.20 0.23 0.06 0.49
合　　　計 0.80 0.98 0.38 2.16
軟体動物門 11.3 2.0 10.5 6.9
環形動物門 63.8 70.4 18.4 58.8
節足動物門 +   4.1 55.3 11.6
そ　の　他 25.0 23.5 15.8 22.7

ﾆｾﾀﾏｸﾞｼﾌｻｺﾞｶｲ ﾆｾﾀﾏｸﾞｼﾌｻｺﾞｶｲ ｿｺｼﾗｴﾋﾞ ﾆｾﾀﾏｸﾞｼﾌｻｺﾞｶｲ
0.28 (35.0) 0.25 (25.5) 0.09 (23.7) 0.53 (24.5)

ｸﾓﾋﾄﾃﾞ綱 ｲｶﾘﾅﾏｺ科 ｶﾞｻﾞﾐ属
0.18 (22.5) 0.21 (21.4) 0.06 (15.8)

Labiosthenolepis Glycera  sp. ﾏﾒｳﾆ科
sp. 0.19 (19.4) 0.06 (15.8)

0.16 (20.0)
ｶﾀﾏｶﾞﾘｷﾞﾎﾞｼｲｿﾒ

ﾂﾏﾍﾞﾆｸﾀﾞﾀﾏｶﾞｲ 0.12 (12.2)
0.09 (11.3)

注）1.湿重量欄および同組成比欄の「+」は0.01g未満を示す。
    2.種類数欄の全体は総出現種類数を示す。
　　3.主な出現種は各調査地点の出現個体数および湿重量の上位5種（ただし、種別組成比が10%以上）を示す。

主な出現種

(g/0.15m2 (%))

調査方法：ｽﾐｽ･ﾏｯｷﾝﾀｲﾔ型
　　　　　採泥器による3回採泥

湿重量
組成比
(%)

種類数

個体数

(個体/0.15m
2
)

個体数
組成比
(%)

湿重量

(g/0.15m
2
)

主な出現種

(個体/0.15m2 (%))
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表 2-3-50（2） 底生生物出現状況概要（春季） 

調査期日：平成29年6月9日

調査方法：ｽﾐｽ･ﾏｯｷﾝﾀｲﾔ型採泥器による3回採泥

項目 St.1 St.2 St.3 全体
軟体動物門 1   1   4   5   
環形動物門 13   15   9   23   
節足動物門 2   2   12   14   
そ　の　他 2   1   2   4   
合　　　計 18   19   27   46   
軟体動物門 5   4   29   38   
環形動物門 72   136   22   230   
節足動物門 2   2   37   41   
そ　の　他 4   1   3   8   
合　　　計 83   143   91   317   
軟体動物門 6.0 2.8 31.9 12.0
環形動物門 86.7 95.1 24.2 72.6
節足動物門 2.4 1.4 40.7 12.9
そ　の　他 4.8 0.7 3.3 2.5

ﾆｾﾀﾏｸﾞｼﾌｻｺﾞｶｲ Prionospio属 ﾆｯｺｳｶﾞｲ科 Prionospio属
28(33.7) 32(22.4) 15(16.5) 46(14.4)

Scoletoma属 ｴｰﾚﾙｼｽﾋﾟｵ ﾏﾀﾞﾗﾁｺﾞﾄﾘｶﾞｲ ﾆｾﾀﾏｸﾞｼﾌｻｺﾞｶｲ
9(10.8) 26(18.2) 10(11.0) 41(12.9)

Prionospio属
9(10.8)

軟体動物門 0.01 0.08 0.68 0.77
環形動物門 0.70 2.19 0.33 3.22
節足動物門 0.10 0.01 0.26 0.37
そ　の　他 0.14 0.01 0.02 0.17
合　　　計 0.95 2.29 1.29 4.53
軟体動物門 1.1 3.5 52.7 17.0
環形動物門 73.7 95.6 25.6 71.1
節足動物門 10.53 0.4 20.2 8.2
そ　の　他 14.7 0.4 1.6 3.8

ﾆｾﾀﾏｸﾞｼﾌｻｺﾞｶｲ ﾆｾﾀﾏｸﾞｼﾌｻｺﾞｶｲ ﾏﾀﾞﾗﾁｺﾞﾄﾘｶﾞｲ ﾆｾﾀﾏｸﾞｼﾌｻｺﾞｶｲ
0.43(45.3) 0.88(38.4) 0.28(21.7) 1.31(28.6)

ｽﾅｸﾓﾋﾄﾃﾞ科 Glycera属 ﾁｺﾞﾊﾞｶｶﾞｲ Glycera属
0.11(11.6) 0.36(15.7) 0.15(11.6) 0.48(10.5)

ﾛｳｿｸｴﾋﾞ属 ｽﾍﾞｽﾍﾞﾊﾈｴﾗｽﾋﾟｵ ﾆｯｺｳｶﾞｲ科
0.10(10.5) 0.24(10.5) 0.18(14.0)

注）1.湿重量欄および同組成比欄の「+」は0.01g未満を示す。
    2.種類数欄の全体は総出現種類数を示す。
　　3.主な出現種は各調査地点の出現個体数および湿重量の上位5種（ただし、種別組成比が10%以上）を示す。

主な出現種

(g/0.15m
2
 (%))

湿重量
組成比
(%)

種類数

個体数

(個体/0.15m
2
)

個体数
組成比
(%)

湿重量

(g/0.15m
2
)

主な出現種

(個体/0.15m
2
 (%))
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表 2-3-50（3） 底生生物出現リスト（個体数） 

St.1 St.2 St.3 合計 St.1 St.2 St.3 合計
1 紐形動物 - 紐形動物門 2 2 1 5 1 2 3
2 軟体動物 腹足 ﾂﾏﾍﾞﾆｸﾀﾞﾀﾏｶﾞｲ 2 2
3 ｷｾﾜﾀｶﾞｲ 1 1
4 ﾌﾞﾄﾞｳｶﾞｲ科 1 1
5 二枚貝 ｳﾒﾉﾊﾅｶﾞｲ 1 1 2
6 ﾏﾀﾞﾗﾁｺﾞﾄﾘｶﾞｲ 10 10
7 ﾆｯｺｳｶﾞｲ科 15 15
8 ｼｽﾞｸｶﾞｲ 2 2 5 4 9
9 ﾏﾃｶﾞｲ属 1 1

10 ﾁｺﾞﾊﾞｶｶﾞｲ 3 3
11 ｳﾛｺﾑｼ科 2 2
12 Labiosthenolepis属 2 2
13 ｻｼﾊﾞｺﾞｶｲ科 5 5
14 Sigambra属 2 5 7
15 ｵﾄﾋﾒｺﾞｶｲ科 1 1
16 Glycera属 5 5 1 3 3 7
17 Aglaophamus属 3 3
18 Micronephthys属 2 2
19 Nephtys属 3 3 1 7
20 ｶｷﾞｱｼｺﾞｶｲ 1 1 8 14 22
21 ｶﾀﾏｶﾞﾘｷﾞﾎﾞｼｲｿﾒ 12 12
22 Scoletoma属 6 2 8 9 14 23
23 ｽﾍﾞｽﾍﾞﾊﾈｴﾗｽﾋﾟｵ 1 1 2 1 7 8
24 ﾌｸﾛﾊﾈｴﾗｽﾋﾟｵ 1 1 2 3 5
25 ｴｰﾚﾙｼｽﾋﾟｵ 6 6 1 26 27
26 Prionospio属 2 2 9 32 5 46
27 Pseudopolydora属 1 1
28 Spio属 1 1
29 ﾓﾛﾃｺﾞｶｲ 2 7 9 6 8 14
30 Magelona属 2 2 4 3 3
31 Mesochaetopterus属 7 7
32 Aphelochaeta属 1 1
33 Chaetozone属 2 2 1 1
34 Leiochrides属 1 2 3
35 Mediomastus属 2 2
36 Notomastus属 1 1
37 ﾀｹﾌｼｺﾞｶｲ科 2 2
38 Armandia属 2 2
39 Ophelina属 1 1
40 ﾁﾏｷｺﾞｶｲ 5 5
41 ﾆｾﾀﾏｸﾞｼﾌｻｺﾞｶｲ 3 1 4 28 13 41
42 星口動物 ｻﾒﾊﾀﾞﾎｼﾑｼ ｳﾐｲｻｺﾞﾑｼ 1 1
43 ｲﾄｸｽﾞﾎｼﾑｼ属 2 1 3
44 節足動物 顎脚 ｻﾒﾊﾀﾞﾎｼﾑｼ科 3 3
45 軟甲 ｳﾐﾎﾀﾙ目 3 3 7 7
46 Leptochelia属 1 1
47 ﾅｷﾞｻｸｰﾏ属 3 3
48 ﾎｿﾅｷﾞｻｸｰﾏ 1 1
49 ｸﾋﾞﾅｶﾞｽｶﾞﾒ 1 4 5 1 9 10
50 ﾊｲﾊｲﾄﾞﾛｸﾀﾞﾑｼ属 1 1
51 ﾄｹﾞﾖｺｴﾋﾞ属 1 1 1 1 2
52 ﾌﾄﾋｹﾞｿｺｴﾋﾞ科 1 1 2 2
53 ﾒﾘﾀﾖｺｴﾋﾞ属 1 1
54 ﾄﾞﾛﾖｺｴﾋﾞ 3 3
55 ﾋｻｼｿｺｴﾋﾞ科 1 1
56 Urothoe属 4 4
57 ﾅｷﾞｻｽﾅﾎﾘﾑｼ属 2 2 3 3
58 ｿｺｼﾗｴﾋﾞ 3 3 1 1
59 ﾃｯﾎﾟｳｴﾋﾞ属 1 2 3
60 ﾛｳｿｸｴﾋﾞ属 1 1
61 ﾔﾄﾞｶﾘ科 1 1
62 ｽﾅﾓｸﾞﾘ科 3 3
63 ｶﾞｻﾞﾐ属 1 1
64 ﾜﾀﾘｶﾞﾆ科 1 1
65 ﾖｺﾅｶﾞﾓﾄﾞｷ 1 1
66 Sestrostoma属 1 1 4 4
67 棘皮動物 ｸﾓﾋﾄﾃﾞ ﾏﾒｶﾞﾆ属 1 1
68 ｽﾅｸﾓﾋﾄﾃﾞ科 1 1
69 ｳﾆ ｸﾓﾋﾄﾃﾞ綱 2 2
70 ﾅﾏｺ ﾏﾒｳﾆ科 2 2 1 1
71 ｲｶﾘﾅﾏｺ科 3 1 4

種類数 13 21 25 46 18 19 29 48
合  計 26 58 50 134 83 143 93 319

注）「+」は個体数計数が困難な種類の出現を示す。

夏季 春季
No. 種名門 綱
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表 2-3-50（4） 底生生物出現リスト（質重量） 

St.1 St.2 St.3 合計 St.1 St.2 St.3 合計
1 紐形動物 - 紐形動物門 0.01 0.01 +   0.02 0.01 0.01 0.02
2 軟体動物 腹足 ﾂﾏﾍﾞﾆｸﾀﾞﾀﾏｶﾞｲ 0.09 0.09
3 ｷｾﾜﾀｶﾞｲ 0.07 0.07
4 ﾌﾞﾄﾞｳｶﾞｲ科 0.01 0.01
5 二枚貝 ｳﾒﾉﾊﾅｶﾞｲ +   +   +   
6 ﾏﾀﾞﾗﾁｺﾞﾄﾘｶﾞｲ 0.28 0.28
7 ﾆｯｺｳｶﾞｲ科 0.18 0.18
8 ｼｽﾞｸｶﾞｲ 0.02 0.02 0.01 0.08 0.09
9 ﾏﾃｶﾞｲ属 0.03 0.03

10 ﾁｺﾞﾊﾞｶｶﾞｲ 0.15 0.15
11 ｳﾛｺﾑｼ科 0.01 0.01
12 Labiosthenolepis属 0.16 0.16
13 ｻｼﾊﾞｺﾞｶｲ科 0.03 0.03
14 Sigambra属 0.01 0.02 0.03
15 ｵﾄﾋﾒｺﾞｶｲ科 0.02 0.02
16 Glycera属 0.19 0.19 0.03 0.36 0.09 0.48
17 Aglaophamus属 0.04 0.04
18 Micronephthys属 0.02 0.02
19 Nephtys属 0.01 0.03 0.01 0.05
20 ｶｷﾞｱｼｺﾞｶｲ +   +   0.04 0.09 0.13
21 ｶﾀﾏｶﾞﾘｷﾞﾎﾞｼｲｿﾒ 0.12 0.12
22 Scoletoma属 0.06 0.01 0.07 0.03 0.11 0.14
23 ｽﾍﾞｽﾍﾞﾊﾈｴﾗｽﾋﾟｵ 0.03 0.02 0.05 0.06 0.24 0.30
24 ﾌｸﾛﾊﾈｴﾗｽﾋﾟｵ +   +   0.01 0.02 0.03
25 ｴｰﾚﾙｼｽﾋﾟｵ 0.01 0.01 0.01 0.17 0.18
26 Prionospio属 0.01 0.01 0.03 0.17 0.01 0.21
27 Pseudopolydora属 +   +   
28 Spio属 +   +   
29 ﾓﾛﾃｺﾞｶｲ +   0.02 0.02 0.02 0.05 0.07
30 Magelona属 0.01 +   0.01 0.01 0.01
31 Mesochaetopterus属 0.01 0.01
32 Aphelochaeta属 0.01 0.01
33 Chaetozone属 0.03 0.03 0.01 0.01
34 Leiochrides属 0.01 0.01 0.02
35 Mediomastus属 0.01 0.01
36 Notomastus属 +   +   
37 ﾀｹﾌｼｺﾞｶｲ科 0.02 0.02
38 Armandia属 +   +   
39 Ophelina属 0.10 0.10
40 ﾁﾏｷｺﾞｶｲ 0.01 0.01
41 ﾆｾﾀﾏｸﾞｼﾌｻｺﾞｶｲ 0.28 0.25 0.53 0.43 0.88 1.31
42 星口動物 ｻﾒﾊﾀﾞﾎｼﾑｼ ｳﾐｲｻｺﾞﾑｼ 0.04 0.04
43 ｲﾄｸｽﾞﾎｼﾑｼ属 0.01 0.01 0.02
44 節足動物 顎脚 ｻﾒﾊﾀﾞﾎｼﾑｼ科 0.03 0.03
45 軟甲 ｳﾐﾎﾀﾙ目 0.01 0.01 0.03 0.03
46 Leptochelia属 +   +   
47 ﾅｷﾞｻｸｰﾏ属 +   +   
48 ﾎｿﾅｷﾞｻｸｰﾏ 0.01 0.01
49 ｸﾋﾞﾅｶﾞｽｶﾞﾒ +   0.02 0.02 +   0.04 0.04
50 ﾊｲﾊｲﾄﾞﾛｸﾀﾞﾑｼ属 +   +   
51 ﾄｹﾞﾖｺｴﾋﾞ属 +   +   +   +   +   
52 ﾌﾄﾋｹﾞｿｺｴﾋﾞ科 +   +   0.01 0.01
53 ﾒﾘﾀﾖｺｴﾋﾞ属 +   +   
54 ﾄﾞﾛﾖｺｴﾋﾞ +   +   
55 ﾋｻｼｿｺｴﾋﾞ科 +   +   
56 Urothoe属 0.02 0.02
57 ﾅｷﾞｻｽﾅﾎﾘﾑｼ属 +   +   0.01 0.01
58 ｿｺｼﾗｴﾋﾞ 0.09 0.09 0.06 0.06
59 ﾃｯﾎﾟｳｴﾋﾞ属 +   0.01 0.01
60 ﾛｳｿｸｴﾋﾞ属 0.10 0.10
61 ﾔﾄﾞｶﾘ科 +   +   
62 ｽﾅﾓｸﾞﾘ科 0.01 0.01
63 ｶﾞｻﾞﾐ属 0.06 0.06
64 ﾜﾀﾘｶﾞﾆ科 +   +   
65 ﾖｺﾅｶﾞﾓﾄﾞｷ 0.03 0.03
66 Sestrostoma属 +   +   0.03 0.03
67 棘皮動物 ｸﾓﾋﾄﾃﾞ ﾏﾒｶﾞﾆ属 0.06 0.06
68 ｽﾅｸﾓﾋﾄﾃﾞ科 0.11 0.11
69 ｳﾆ ｸﾓﾋﾄﾃﾞ綱 0.18 0.18
70 ﾅﾏｺ ﾏﾒｳﾆ科 0.06 0.06 0.01 0.01
71 ｲｶﾘﾅﾏｺ科 0.21 +   0.21

種類数 13   21   25   46   18   19   27   46   
合  計 0.80 0.98 0.36 2.14 0.95 2.29 1.29 4.53

注）「+」は、0.01g未満を示す。

No. 種名
夏季 春季

門 綱
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表 2-3-51 底生生物重要な種一覧 

調査期日：平成28年9月2日

調査方法：ｽﾐｽ･ﾏｯｷﾝﾀｲﾔ型採泥器による3回採泥

1 節足動物 軟甲 ｴﾋﾞ ﾓｸｽﾞｶﾞﾆ科 Asthenognathus inaequipes   ﾖｺﾅｶﾞﾓﾄﾞｷ NT

注：貴重種選定基準を以下に示す。

　1)「文化財保護法　昭和25年法律214号」

特天：国指定特別天然記念物

天：国指定天然記念物

　2)「絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律　平成4年法律75号」

国内（国内希少野生動植物種）：本邦に生息し又は生育する絶滅のおそれのある野生動植物の種

国際（国際希少野生動植物種）：国際的に協力して種の保存を図ることとされている絶滅のおそれのある野生動植物の種

　3)「環境省レッドリスト2015　環境省、2015年」

CR+EN（絶滅危惧Ⅰ類）：絶滅の危機に瀕している種

VU（絶滅危惧Ⅱ類）：絶滅の危険が増大している種

NT（準絶滅危惧）：存続基盤が脆弱な種

DD（情報不足）：評価するだけの情報が不足している種

　4)「熊本県の保護上重要な野生動植物リスト レッドリスト２０１４ 　熊本県、2014年」

CR+EN（絶滅危惧Ⅰ類）：絶滅の危機に瀕している種

VU（絶滅危惧Ⅱ類）：絶滅の危険が増大している種

NT（準絶滅危惧）：存続基盤が脆弱な種

DD（情報不足）：評価するだけの情報が不足している種

　5)「日本の希少な野生水生生物に関するデータブック　水産庁、1998年」

減少種：明らかに減少しているもの

減少傾向：長期的にみて減少しつつあるもの

DD（情報不足）：評価するだけの情報が不足している種

種名 和名No.
種の

保存法
*2 環境省

*3
熊本県

*4
水産庁RDB

*5門 綱 目 科
天然

記念物
*1

ヨコナガモドキ

熊本県：準絶滅危惧

 泥～砂泥底に生息する。自由生活を行うとの記

述もあるが、有明海ではトゲイカリナマコの巣穴

内に共生することが知られている。

 夏季調査時に St.2で 1個体が確認された。
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⑤ 付着生物 

付着生物の出現状況は、表 2-3-52 に示すとおりである。 

付着生物調査における出現種類数は、夏季は 224 種、春季は 208 種、全体で 295 種であっ

た。 

個体数は、夏季は 19～1,353 個体/0.25m2（平均 466 個体/0.25m2）の範囲にあり、軟体動

物門や環形動物門が多かった。春季は 25～2,464 個体/0.25m2（平均 1,156 個体/0.25m2）で

あった。 

湿重量は、夏季は 10.82～343.51g/0.25m2（平均 109.55g/0.25m2）の範囲にあり、軟体動

物門が多かった。春季は 10.62～1,496.80g/0.25m2（平均 361.77g/0.25m2）の範囲にあり、

節足動物門が多かった。 

地点ごとでは個体数と湿重量で、L3～L5 で節足動物門の割合が高い傾向にあった。 

夏季～春季の調査をとおして、重要な種として、表 2-3-53 に示すコベルトカニモリ、ア

カニシ、イワガキ、アカホシマメガニの 4種が確認された。重要な種の概要は表 2-3-54 に

示すとおりである。 
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表 2-3-52（1） 付着生物出現状況概要（L1：夏季） 

　　　　　　調査期日：平成28年9月2日

L1

項目 平均水面 大潮最低低潮面 大潮最低低潮面下1.0m

軟体動物門 8   19   25   
環形動物門 6   13   13   

節足動物門 6   10   12   
そ　の　他 7   9   

合　　　計 20   49   59   

軟体動物門 38   115   217   
環形動物門 10   64   249   

節足動物門 35   53   47   
そ　の　他 13   92   

合　　　計 83   245   605   
軟体動物門 45.8 46.9 35.9

環形動物門 12.0 26.1 41.2
節足動物門 42.2 21.6 7.8

そ　の　他 5.3 15.2
ｶﾒﾉﾃ ｽｽﾞﾒﾊﾏﾂﾎﾞ属 ｸﾏﾄﾞﾘｺﾞｶｲ

29 (34.9) 46 (18.8) 135 (22.3)

ﾁﾘﾊｷﾞｶﾞｲ科 ｻﾒﾊﾀﾞﾎｼﾑｼ科

9 (10.8) 73 (12.1)

ｲﾜﾎﾘｶﾞｲ科 ｱﾜﾌﾞﾈｶﾞｲ
9 (10.8) 66 (10.9)

軟体動物門 8.43 143.92 70.43

環形動物門 0.07 0.46 1.40
節足動物門 19.39 2.38 0.37

そ　の　他 3.17 1.08
合　　　計 27.89 149.93 73.28

軟体動物門 30.2 96.0 96.1

環形動物門 0.3 0.3 1.9 
節足動物門 69.5 1.6 0.5 

そ　の　他 2.1 1.5
ｶﾒﾉﾃ ｺｼﾀﾞｶｶﾞﾝｶﾞﾗ ｵｵﾍﾋﾞｶﾞｲ

14.37 (51.5) 89.18 (59.5) 31.70 (43.3)

ｸﾛﾌｼﾞﾂﾎﾞ ｸｼﾞｬｸｶﾞｲ ｱﾜﾌﾞﾈｶﾞｲ
4.89 (17.5) 30.39 (20.3) 26.45 (36.1)

ｲﾎﾞﾆｼ

3.52 (12.6)

注）主な出現種は各調査点の出現個体数および湿重量の上位5種（ただし、種別組成比が10％以上）を示す。

　　　　　　調査方法：ｺﾄﾞﾗｰﾄ法（25cm×25cm）

　　　　　　　　　　　による採集

主な出現種

(個体/0.0625m
2
 (%))

湿重量
組成比

(%)

種類数

個体数

(個体/0.0625m
2
)

個体数

組成比
(%)

湿重量

(g/0.0625m
2
)

主な出現種

(個体/0.0625m
2
 (%))
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表 2-3-52（2） 付着生物出現状況概要（L1：春季） 

　　　　　　調査期日：平成29年6月13日

L1

項目 平均水面 大潮最低低潮面 大潮最低低潮面下1.0m

軟体動物門 6   12   19   

環形動物門 0   2   22   

節足動物門 1   9   11   
そ　の　他 0   2   7   

合　　　計 7   25   59   

軟体動物門 335   134   236   
環形動物門 0   2   235   

節足動物門 1,077   285   182   

そ　の　他 0   2   99   
合　　　計 1,412   423   752   

軟体動物門 23.7 31.7 31.4

環形動物門 0.0 0.5 31.3
節足動物門 76.3 67.4 24.2

そ　の　他 0.0 0.5 13.2

ｺﾋﾞﾄｳﾗｳｽﾞｶﾞｲ ﾋｹﾞﾅｶﾞﾖｺｴﾋﾞ属 該当種なし
326（23.1） 103（24.3）

ｲﾜﾌｼﾞﾂﾎﾞ ｻﾝｶｸﾌｼﾞﾂﾎﾞ

1077（76.3） 79（18.7）
ｽｽﾞﾒﾊﾏﾂﾎﾞ属

53（12.5）

軟体動物門 0.90 63.21 200.77
環形動物門 0.00 0.04 5.47

節足動物門 9.72 24.56 60.59

そ　の　他 0.00 0.33 51.32
合　　　計 10.62 88.14 318.15

軟体動物門 8.5 71.7 63.1

環形動物門 0.0 0.0 1.7 
節足動物門 91.5 27.9 19.0 

そ　の　他 0.0 0.4 16.1
ｲﾜﾌｼﾞﾂﾎﾞ ｺｼﾀﾞｶｶﾞﾝｶﾞﾗ ｵｵﾍﾋﾞｶﾞｲ

9.72（91.5） 30.26（34.3） 100.65（31.6）

ｻﾝｶｸﾌｼﾞﾂﾎﾞ ｻﾝｶｸﾌｼﾞﾂﾎﾞ
24.11（27.4） 60.36（19.0）

ｵｵﾍﾋﾞｶﾞｲ ｱﾜﾌﾞﾈｶﾞｲ

21.99（24.9） 54.11（17.0）
ｷｸｻﾞﾙ属

37.28（11.7）

ｲﾄﾏｷﾋﾄﾃﾞ
36.62（11.5）

注）1.個体数欄および同組成比欄の｢+｣は群体性種の出現を示す。

　　2.主な出現種は各調査点の出現個体数および湿重量の上位5種（ただし、種別組成比が10％以上）を示す。

湿重量

(g/0.0625m
2
)

　　　　　　調査方法：ｺﾄﾞﾗｰﾄ法（50cm×50cm）

　　　　　　　　　　　による採集

種類数

個体数

(個体/0.0625m
2
)

個体数

組成比
(%)

主な出現種

(個体/0.25m
2
 (%))

湿重量

組成比
(%)

主な出現種

(g/0.25m
2
 (%))
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表 2-3-52（3） 付着生物出現状況概要（L2：夏季） 

　　　　　　調査期日：平成28年9月2日

L2
項目 平均水面 大潮最低低潮面 大潮最低低潮面下1.0m

軟体動物門 7   23   38   

環形動物門 5   17   15   
節足動物門 3   18   16   

そ　の　他 10   9   

合　　　計 15   68   78   
軟体動物門 21   260   311   

環形動物門 40   627   510   

節足動物門 6   234   76   
そ　の　他 120   260   

合　　　計 67   1,241   1,157   

軟体動物門 31.3 21.0 26.9
環形動物門 59.7 50.5 44.1

節足動物門 9.0 18.9 6.6

そ　の　他 9.7 22.5
ﾔｯｺｶﾝｻﾞｼｺﾞｶｲ ｸﾏﾄﾞﾘｺﾞｶｲ ｻﾒﾊﾀﾞﾎｼﾑｼ科

27 (40.3) 229 (18.5) 176 (15.2)

ｶﾝｻﾞｼｺﾞｶｲ科 Lepidonotus  sp. Polyophthalmus  sp.
9 (13.4) 162 (13.1) 170 (14.7)

ｷｸﾉﾊﾅｶﾞｲ ﾌﾞﾄﾞｳｶﾞｲ科

8 (11.9) 143 (11.5)

軟体動物門 8.18 23.40 127.17

環形動物門 0.24 6.31 3.69

節足動物門 23.22 2.45 0.99
そ　の　他 2.86 14.90

合　　　計 31.64 35.02 146.75

軟体動物門 25.9 66.8 86.7
環形動物門 0.8 18.0 2.5 

節足動物門 73.4 7.0 0.7 

そ　の　他 8.2 10.2
ｸﾛﾌｼﾞﾂﾎﾞ ｵｵﾍﾋﾞｶﾞｲ ｷｸｻﾞﾙ属

23.22 (73.4) 15.47 (44.2) 91.42 (62.3)

ｲﾎﾞﾆｼ

4.53 (14.3)

注）主な出現種は各調査点の出現個体数および湿重量の上位5種（ただし、種別組成比が10％以上）を示す。

　　　　　　調査方法：ｺﾄﾞﾗｰﾄ法（25cm×25cm）

　　　　　　　　　　　による採集

種類数

個体数

(個体/0.0625m
2
)

個体数
組成比

(%)

主な出現種

(個体/0.0625m
2
 (%))

湿重量

(g/0.0625m
2
)

主な出現種

(g/0.0625m
2
 (%))

湿重量
組成比

(%)
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表 2-3-52（4） 付着生物出現状況概要（L2：春季） 

　　　　　　調査期日：平成29年6月13日

L2
項目 平均水面 大潮最低低潮面 大潮最低低潮面下1.0m

軟体動物門 12   20   23   

環形動物門 4   15   24   
節足動物門 6   12   10   

そ　の　他 1   11   13   

合　　　計 23   58   70   
軟体動物門 167   227   291   

環形動物門 12   295   320   

節足動物門 1,434   74   213   
そ　の　他 3   177   533   

合　　　計 1,616   773   1,357   

軟体動物門 10.3 29.4 21.4
環形動物門 0.7 38.2 23.6

節足動物門 88.7 9.6 15.7

そ　の　他 0.2 22.9 39.3
ｲﾜﾌｼﾞﾂﾎﾞ ｼﾘｽ亜科 ｷﾝｺ科

1428（88.4） 91（11.8） 221（16.3）

ｹﾊﾀﾞﾋｻﾞﾗｶﾞｲ属 ｽｸﾚﾛﾀﾞｸﾃｨﾗ科
86（11.1） 152（11.2）

軟体動物門 29.36 258.44 165.92

環形動物門 0.11 10.14 13.80

節足動物門 5.77 1.71 19.93
そ　の　他 0.64 18.51 212.03

合　　　計 35.88 288.80 411.68

軟体動物門 81.8 89.5 40.3
環形動物門 0.3 3.5 3.4 

節足動物門 16.1 0.6 4.8 

そ　の　他 1.8 6.4 51.5
ｺｼﾀﾞｶｶﾞﾝｶﾞﾗ ｵｵﾍﾋﾞｶﾞｲ ｷﾝｺ科

18.15（50.6） 202.6（70.2） 146.54（35.6）

ﾋｻﾞﾗｶﾞｲ ｷｸｻﾞﾙ属
7.76（21.6） 78.53（19.1）

ｲﾜﾌｼﾞﾂﾎﾞ ｼﾛﾎﾞﾔ科

5.35（14.9） 42.45（10.3）

注）1.個体数欄および同組成比欄の｢+｣は群体性種の出現を示す。

　　2.主な出現種は各調査点の出現個体数および湿重量の上位5種（ただし、種別組成比が10％以上）を示す。

　　　　　　調査方法：ｺﾄﾞﾗｰﾄ法（50cm×50cm）

　　　　　　　　　　　による採集

種類数

個体数

(個体/0.0625m
2
)

個体数
組成比

(%)

主な出現種

(個体/0.25m
2
 (%))

湿重量

(g/0.0625m
2
)

湿重量
組成比

(%)

主な出現種

(g/0.25m
2
 (%))
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表 2-3-52（5） 付着生物出現状況概要（L3：夏季） 

　　　　　　調査期日：平成28年9月2日

L3
項目 平均水面 大潮最低低潮面 大潮最低低潮面下1.0m

軟体動物門 4   24   20   

環形動物門 21   17   
節足動物門 21   11   

そ　の　他 5   6   

合　　　計 4   71   54   
軟体動物門 19   120   63   

環形動物門 349   102   

節足動物門 62   21   
そ　の　他 23   13   

合　　　計 19   554   199   

軟体動物門 100.0 21.7 31.7
環形動物門 63.0 51.3

節足動物門 11.2 10.6

そ　の　他 4.2 6.5
ｶｽﾘｱｵｶﾞｲ Polyophthalmus  sp. Polyophthalmus  sp.

9 (47.4) 111 (20.0) 30 (15.1)

ｲｼﾀﾞﾀﾐ

5 (26.3)

ｱﾏｶﾞｲ

4 (21.1)

軟体動物門 10.82 79.54 9.87

環形動物門 1.41 1.40

節足動物門 1.37 0.55
そ　の　他 0.23 0.12

合　　　計 10.82 82.55 11.94

軟体動物門 100.0 96.4 82.7
環形動物門 1.7 11.7 

節足動物門 1.7 4.6 

そ　の　他 0.3 1.0
ｽｶﾞｲ ｷｸｻﾞﾙ属 ﾋﾒﾖｳﾗｸ

3.60 (33.3) 38.67 (46.8) 4.51 (37.8)

ｲｼﾀﾞﾀﾐ ｺｼﾀﾞｶｶﾞﾝｶﾞﾗ ｷｸｻﾞﾙ属
2.88 (26.6) 23.98 (29.0) 2.71 (22.7)

ｱﾏｶﾞｲ
2.77 (25.6)

ｶｽﾘｱｵｶﾞｲ
1.57 (14.5)

注）主な出現種は各調査点の出現個体数および湿重量の上位5種（ただし、種別組成比が10％以上）を示す。

湿重量

組成比
(%)

主な出現種

(g/0.0625m
2
 (%))

　　　　　　調査方法：ｺﾄﾞﾗｰﾄ法（25cm×25cm）

　　　　　　　　　　　による採集

種類数

個体数

(個体/0.0625m
2
)

個体数
組成比

(%)

主な出現種

(個体/0.0625m
2
 (%))

湿重量

(g/0.0625m
2
)
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表 2-3-52（6） 付着生物出現状況概要（L3：春季） 

　　　　　　調査期日：平成29年6月14日

L3

項目 平均水面 大潮最低低潮面 大潮最低低潮面下1.0m
軟体動物門 3   22   27   

環形動物門 0   10   16   
節足動物門 1   12   16   

そ　の　他 0   4   7   
合　　　計 4   48   66   

軟体動物門 21   1,138   350   

環形動物門 0   74   149   
節足動物門 4   860   490   

そ　の　他 0   18   50   
合　　　計 25   2,090   1,039   

軟体動物門 84.0 54.4 33.7
環形動物門 0.0 3.5 14.3

節足動物門 16.0 41.1 47.2
そ　の　他 0.0 0.9 4.8

ｲｼﾀﾞﾀﾐ ｽｽﾞﾒﾊﾏﾂﾎﾞ属 ｻﾝｶｸﾌｼﾞﾂﾎﾞ
19（76.0） 957（45.8） 318（30.6）

ﾋﾗｲｿｶﾞﾆ ｻﾝｶｸﾌｼﾞﾂﾎﾞ
4（16.0） 764（36.6）

軟体動物門 34.34 1,138.00 350.00
環形動物門 0.00 74.00 149.00

節足動物門 2.55 860.00 490.00
そ　の　他 0.00 18.00 50.00

合　　　計 36.89 2,090.00 1,039.00
軟体動物門 93.1 54.4 33.7

環形動物門 0.0 3.5 14.3 

節足動物門 6.9 41.1 47.2 
そ　の　他 0.0 0.9 4.8

ｲｼﾀﾞﾀﾐ ｻﾝｶｸﾌｼﾞﾂﾎﾞ ｻﾝｶｸﾌｼﾞﾂﾎﾞ
27.86（75.5） 218.34（83.1） 148.33（55.1）

ﾋｻﾞﾗｶﾞｲ ｱｶﾆｼ
6.46（17.5） 27.6（10.3）

注）1.個体数欄および同組成比欄の｢+｣は群体性種の出現を示す。

　　2.主な出現種は各調査点の出現個体数および湿重量の上位5種（ただし、種別組成比が10％以上）を示す。

種類数

　　　　　　調査方法：ｺﾄﾞﾗｰﾄ法（50cm×50cm）

　　　　　　　　　　　による採集

個体数

(個体/0.0625m
2
)

個体数
組成比

(%)

主な出現種

(個体/0.25m
2
 (%))

湿重量

(g/0.0625m
2
)

湿重量

組成比

(%)

主な出現種

(g/0.25m
2
 (%))
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表 2-3-52（7） 付着生物出現状況概要（L4：夏季） 

　　　　　　調査期日：平成28年9月2日

L4
項目 平均水面 大潮最低低潮面 大潮最低低潮面下1.0m

軟体動物門 9   27   39   

環形動物門 5   13   25   
節足動物門 4   19   31   

そ　の　他 1   5   13   

合　　　計 19   64   108   
軟体動物門 29   208   430   

環形動物門 17   150   190   

節足動物門 11   100   646   
そ　の　他 +   19   87   

合　　　計 57   477   1,353   

軟体動物門 50.9 43.6 31.8
環形動物門 29.8 31.4 14.0

節足動物門 19.3 21.0 47.7
そ　の　他 +   4.0 6.4

ｲｼﾀﾞﾀﾐ 該当種なし ｻﾝｶｸﾌｼﾞﾂﾎﾞ

8 (14.0) 372 (27.5)

ｽｶﾞｲ

6 (10.5)

ﾔｯｺｶﾝｻﾞｼｺﾞｶｲ

6 (10.5)

ｶﾝｻﾞｼｺﾞｶｲ科

6 (10.5)

ｶﾒﾉﾃ

6 (10.5)

軟体動物門 47.64 182.72 228.96

環形動物門 0.06 2.08 6.17
節足動物門 9.69 0.37 92.78

そ　の　他 0.38 1.97 15.60

合　　　計 57.77 187.14 343.51
軟体動物門 82.5 97.6 66.7

環形動物門 0.1 1.1 1.8 

節足動物門 16.8 0.2 27.0 
そ　の　他 0.7 1.1 4.5

ｽｶﾞｲ ｵｵﾍﾋﾞｶﾞｲ ｷｸｻﾞﾙ属

17.84 (30.9) 109.49 (58.5) 124.04 (36.1)

ｲｼﾀﾞﾀﾐ ｷｸｻﾞﾙ属 ｻﾝｶｸﾌｼﾞﾂﾎﾞ

15.36 (26.6) 46.79 (25.0) 87.44 (25.5)

ｶﾒﾉﾃ ﾜﾆｶﾞｷ属

9.24 (16.0) 39.20 (11.4)

注）1.個体数欄および同組成比欄の｢+｣は群体性種の出現を示す。

　　2.主な出現種は各調査点の出現個体数および湿重量の上位5種（ただし、種別組成比が10％以上）を示す。

湿重量

(g/0.0625m
2
)

湿重量

組成比

(%)

主な出現種

(g/0.0625m
2
 (%))

　　　　　　調査方法：ｺﾄﾞﾗｰﾄ法（25cm×25cm）

　　　　　　　　　　　による採集

種類数

個体数

(個体/0.0625m
2
)

個体数
組成比

(%)

主な出現種

(個体/0.0625m
2
 (%))
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表 2-3-52（8） 付着生物出現状況概要（L4：春季） 

　　　　　　調査期日：平成29年6月14日

L4
項目 平均水面 大潮最低低潮面 大潮最低低潮面下1.0m

軟体動物門 16   16   25   

環形動物門 4   11   15   
節足動物門 2   12   22   

そ　の　他 2   4   8   

合　　　計 24   43   70   
軟体動物門 73   332   357   

環形動物門 11   62   203   
節足動物門 33   1,914   1,808   

そ　の　他 5   6   96   

合　　　計 122   2,314   2,464   
軟体動物門 59.8 14.3 14.5

環形動物門 9.0 2.7 8.2

節足動物門 27.0 82.7 73.4
そ　の　他 4.10 0.3 3.9

ｶﾒﾉﾃ ｻﾝｶｸﾌｼﾞﾂﾎﾞ ｻﾝｶｸﾌｼﾞﾂﾎﾞ

31（25.4） 1662（71.8） 1240（50.3）
ﾏﾂﾊﾞｶﾞｲ

15（12.3）

ｲｼﾀﾞﾀﾐ
14（11.5）

ｱﾏｶﾞｲ

14（11.5）

軟体動物門 63.36 332.00 474.05

環形動物門 0.20 62.00 9.10
節足動物門 52.42 1,914.00 991.80

そ　の　他 6.48 6.00 21.85

合　　　計 122.46 2,314.00 1,496.80
軟体動物門 51.7 14.3 31.7

環形動物門 0.2 2.7 0.6 

節足動物門 42.8 82.7 66.3 
そ　の　他 5.3 0.3 1.5

ｶﾒﾉﾃ ｻﾝｶｸﾌｼﾞﾂﾎﾞ ｻﾝｶｸﾌｼﾞﾂﾎﾞ

52.41（42.8） 510.48（68.0） 986.56（65.9）
ﾏﾂﾊﾞｶﾞｲ ｵｵﾍﾋﾞｶﾞｲ ｲﾜｶﾞｷ

19.49（15.9） 206.11（27.5） 232.16（15.5）

ｲｼﾀﾞﾀﾐ
15.74（12.9）

ｽｶﾞｲ

12.51（10.2）

注）1.個体数欄および同組成比欄の｢+｣は群体性種の出現を示す。
　　2.主な出現種は各調査点の出現個体数および湿重量の上位5種（ただし、種別組成比が10％以上）を示す。

湿重量

(g/0.0625m
2
)

　　　　　　調査方法：ｺﾄﾞﾗｰﾄ法（50cm×50cm）

　　　　　　　　　　　による採集

種類数

個体数

(個体/0.0625m
2
)

個体数
組成比

(%)

主な出現種

(個体/0.25m
2
 (%))

湿重量

組成比

(%)

主な出現種

(g/0.25m
2
 (%))
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表 2-3-52（9） 付着生物出現状況概要（L5：夏季） 

　　　　　　調査期日：平成28年9月2日

L5

項目 平均水面 大潮最低低潮面 大潮最低低潮面下1.0m
軟体動物門 9   27   30   

環形動物門 6   18   10   
節足動物門 3   16   17   

そ　の　他 3   9   8   
合　　　計 21   70   65   

軟体動物門 28   136   107   

環形動物門 159   108   57   
節足動物門 5   61   223   

そ　の　他 7   13   28   
合　　　計 199   318   415   

軟体動物門 14.1 42.8 25.8
環形動物門 79.9 34.0 13.7

節足動物門 2.5 19.2 53.7
そ　の　他 3.5 4.1 6.7

ﾔｯｺｶﾝｻﾞｼｺﾞｶｲ ﾄﾏﾔｶﾞｲ ｻﾝｶｸﾌｼﾞﾂﾎﾞ
96 (48.2) 50 (15.7) 185 (44.6)

ｶﾝｻﾞｼｺﾞｶｲ科
42 (21.1)

軟体動物門 15.05 248.70 116.22

環形動物門 0.94 1.74 1.09
節足動物門 0.01 1.20 85.38

そ　の　他 2.26 9.37 3.11
合　　　計 18.26 261.01 205.80

軟体動物門 82.4 95.3 56.5
環形動物門 5.1 0.7 0.5 

節足動物門 0.1 0.5 41.5 

そ　の　他 12.4 3.6 1.5
ｵｵﾍﾋﾞｶﾞｲ ｷｸｻﾞﾙ属 ｻﾝｶｸﾌｼﾞﾂﾎﾞ

6.20 (34.0) 197.47 (75.7) 84.31 (41.0)

ｳﾈﾚｲｼﾀﾞﾏｼ ﾜﾆｶﾞｷ属
4.18 (22.9) 52.98 (25.7)

ｲﾎﾞﾆｼ ｷｸｻﾞﾙ属

2.70 (14.8) 36.07 (17.5)

普通海綿綱

2.20 (12.0)

注）主な出現種は各調査点の出現個体数および湿重量の上位5種（ただし、種別組成比が10％以上）を示す。

個体数

(個体/0.0625m
2
)

個体数
組成比

(%)

湿重量

(g/0.0625m
2
)

湿重量
組成比

(%)

主な出現種

(g/0.0625m
2
 (%))

主な出現種

(個体/0.0625m
2
 (%))

　　　　　　調査方法：ｺﾄﾞﾗｰﾄ法（25cm×25cm）

　　　　　　　　　　　による採集

種類数
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表 2-3-52（10） 付着生物出現状況概要（L5：春季） 

　　　　　　調査期日：平成29年6月12日

L5

項目 平均水面 大潮最低低潮面 大潮最低低潮面下1.0m
軟体動物門 17   22   25   

環形動物門 3   13   8   
節足動物門 4   18   19   

そ　の　他 1   5   7   
合　　　計 25   58   59   

軟体動物門 46   373   347   

環形動物門 50   88   82   
節足動物門 8   1,435   461   

そ　の　他 1   24   44   
合　　　計 105   1,920   934   

軟体動物門 43.8 19.4 37.2
環形動物門 47.6 4.6 8.8

節足動物門 7.6 74.7 49.4
そ　の　他 1.0 1.3 4.7

ﾔｯｺｶﾝｻﾞｼｺﾞｶｲ ｻﾝｶｸﾌｼﾞﾂﾎﾞ ｻﾝｶｸﾌｼﾞﾂﾎﾞ
48（45.7） 848（44.2） 268（28.7）

ﾋﾒｺｻﾞﾗ ﾄｹﾞﾜﾚｶﾗ ﾑｷﾞｶﾞｲ

12（11.4） 223（11.6） 160（17.1）

軟体動物門 16.80 187.65 111.73

環形動物門 0.62 3.84 1.34
節足動物門 0.04 675.13 190.76

そ　の　他 0.01 9.03 137.92
合　　　計 17.47 875.65 441.75

軟体動物門 96.2 21.4 25.3
環形動物門 3.5 0.4 0.3 

節足動物門 0.2 77.1 43.2 

そ　の　他 0.1 1.0 31.2
ｺﾍﾞﾙﾄﾌﾈｶﾞｲ ｻﾝｶｸﾌｼﾞﾂﾎﾞ ｻﾝｶｸﾌｼﾞﾂﾎﾞ

4.36（25.0） 672.34（76.8） 185.38（42.0）
ｲｼﾀﾞﾀﾐ ｶﾞﾝｶﾞｾﾞ

4.02（23.0） 133.83（30.3）
ｲｿﾆﾅ

2.72（15.6）
ｸﾏﾉｺｶﾞｲ

2.02（11.6）

注）1.個体数欄および同組成比欄の｢+｣は群体性種の出現を示す。

　　2.主な出現種は各調査点の出現個体数および湿重量の上位5種（ただし、種別組成比が10％以上）を示す。

　　　　　　調査方法：ｺﾄﾞﾗｰﾄ法（50cm×50cm）

　　　　　　　　　　　による採集

種類数

個体数

(個体/0.0625m
2
)

個体数
組成比

(%)

主な出現種

(個体/0.25m
2
 (%))

湿重量

(g/0.0625m
2
)

湿重量
組成比

(%)

主な出現種

(g/0.25m
2
 (%))



2
-
1
8
1 

L1 L2 L3 L4 L5 合計

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

全層

1 海綿動物 石灰海綿 石灰海綿綱 + + +
2 普通海綿 普通海綿綱 + + + + + + + + + + + + + +
3 刺胞動物 花虫 ﾀﾃｼﾞﾏｲｿｷﾞﾝﾁｬｸ
4 ｲｿｷﾞﾝﾁｬｸ目 1 2 5 12 2 3 6 1 2 1 23 10 34
5 扁形動物 渦虫 ﾋﾗﾑｼ目 4 4 6 6 1 1 3 15 10 25
6 紐形動物 紐形動物門 1 5 2 2 6 4 10
7 軟体動物 多板 ｳｽﾋｻﾞﾗｶﾞｲ科 4 1 5 5
8 ﾊﾞﾊﾞｶﾞｾ 1 1 2 4 4
9 ﾋｹﾞﾋｻﾞﾗｶﾞｲ科 1 1 2 8 13 1 9 4 31 35

10 ｸｻｽﾞﾘｶﾞｲ 2 2 2
11 ﾆｼｷﾋｻﾞﾗｶﾞｲ
12 ﾋｻﾞﾗｶﾞｲ 3 3 6 6
13 Tonicia属 1 1 1 1 2
14 ｸｻｽﾞﾘｶﾞｲ科 4 1 5 5
15 ｹﾊﾀﾞﾋｻﾞﾗｶﾞｲ属 2 9 1 3 3 23 5 6 1 7 6 36 18 60
16 ｹﾑｼﾋｻﾞﾗｶﾞｲ属 2 1 1 1 3 4
17 腹足 ﾍﾞｯｺｳｶﾞｻｶﾞｲ
18 ﾖﾒｶﾞｶｻｶﾞｲ
19 ﾏﾂﾊﾞｶﾞｲ 2 2 2
20 ｳﾉｱｼ(ｳﾉｱｼ型) 2 1 3 3
21 ﾋﾒｺｻﾞﾗ
22 ｳﾉｱｼ属 7 7 7
23 ｶｽﾘｱｵｶﾞｲ 9 9 9
24 ﾎｿｽｼﾞｱｵｶﾞｲ
25 ｱｵｶﾞｲ属
26 ﾋﾗｽｶｼｶﾞｲ
27 ｽｿｶｹｶﾞｲ
28 ｽｶｼｶﾞｲ科 4 4 4
29 ｸﾏﾉｺｶﾞｲ
30 ｺｼﾀﾞｶｶﾞﾝｶﾞﾗ 13 1 4 17 1 18
31 ｱｼﾔｶﾞｲ
32 ｲｼﾀﾞﾀﾐ 1 5 8 14 14
33 Cantharidus属 8 1 1 8 9
34 Calliostoma属 1 1 1
35 ﾆｼｷｳｽﾞｶﾞｲ科 1 1 1 1 2 3
36 ｽｶﾞｲ 1 6 7 7
37 ｱﾏｶﾞｲ 4 4 4
38 ｺﾍﾞﾙﾄｶﾆﾓﾘ 1 1 5 8 1 7 9 16
39 ｵﾆﾉﾂﾉｶﾞｲ属 2 13 9 2 11 15 26
40 ｹﾉﾓﾂﾎﾞ
41 ｵﾆﾉﾂﾉｶﾞｲ科 7 3 47 2 2 3 26 3 4 11 86 97
42 ｽｽﾞﾒﾊﾏﾂﾎﾞ属 46 20 61 13 10 2 5 25 6 12 128 72 200
43 ｼﾏﾊﾏﾂﾎﾞ 6 36 6 18 23 4 35 58 93
44 ｱﾗﾚﾀﾏｷﾋﾞ
45 ﾀﾏｷﾋﾞ 1 1 1
46 ｺﾋﾞﾄｳﾗｳｽﾞｶﾞｲ
47 ﾁｬﾂﾎﾞ
48 ﾀﾏﾂﾎﾞ
49 ﾘｿﾂﾎﾞ科 1 1 1
50 ｱﾜﾌﾞﾈｶﾞｲ 5 66 3 10 26 79 5 10 39 165 204

注）「+」は計測不能の種の出現を示す。

夏季

No. 種名門 綱

表 2-3-52（11） 付着生物リスト（個体数：夏季①）



2
-
1
8
2 

L1 L2 L3 L4 L5 合計

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

全層

51 軟体動物 腹足 ｼﾏﾒﾉｳﾌﾈｶﾞｲ 1 1 8 1 2 9 11
52 ｵｵﾍﾋﾞｶﾞｲ 1 3 4 1 1 16 3 1 3 2 1 25 9 35
53 ﾀﾏｶﾞｲ科 1 1 1
54 ﾐﾂｸﾁｷﾘｵﾚ科 1 16 1 2 3 3 5 21 26
55 ﾊﾅｺﾞｳﾅ科 1 1 1 1 2
56 ｳﾈﾚｲｼﾀﾞﾏｼ 4 4 4
57 ﾋﾒﾖｳﾗｸ 3 5 1 12 8 16 4 4 13 40 53
58 ｱｶﾆｼ
59 ﾚｲｼｶﾞｲ 4 1 1 5 1 6
60 ｲﾎﾞﾆｼ 2 3 3 1 4 3 12 4 16
61 ｱｯｷｶﾞｲ科 19 2 2 19 21
62 ﾌﾄｺﾛｶﾞｲ
63 ﾏﾂﾑｼ
64 ﾎﾞｻﾂｶﾞｲ 1 2 8 2 2 5 10 15
65 ﾑｷﾞｶﾞｲ 1 13 56 23 11 15 108 13 14 52 202 254
66 ﾉﾐﾆﾅ属 1 24 1 3 1 28 29
67 ｱﾗﾑｼﾛ
68 ﾋﾒﾑｼﾛ
69 ｺﾞﾏﾌﾎﾗﾀﾞﾏｼ属 1 1 2 2 2 4
70 ｲｿﾆﾅ
71 ｸﾀﾞﾏｷｶﾞｲ科 3 17 4 2 4 22 26
72 Heliacus属
73 ﾄｳｶﾞﾀｶﾞｲ科 1 1 2 2
74 ｷｾﾜﾀｶﾞｲ科 1 1 2 4 4
75 ﾌﾞﾄﾞｳｶﾞｲ科 9 29 143 29 2 1 154 59 213
76 ｱﾒﾌﾗｼ科 1 1 1
77 裸鰓目 1 3 1 1 2 3 5 8
78 Onchidella属
79 ｷｸﾉﾊﾅｶﾞｲ 8 1 1 3 12 1 13
80 ｺｳﾀﾞｶｶﾗﾏﾂ属 2 13 2 1 4 13 1 18
81 腹足綱の卵 + + + + + +
82 ｺﾍﾞﾙﾄﾌﾈｶﾞｲ 3 1 1 4 4 4 9 13
83 ﾌﾈｶﾞｲ属 2 1 2 5 2 2 10 12
84 ｴｶﾞｲ属 1 1 1 1 2 2 4
85 ｺｼﾛｶﾞｲ 1 1 1
86 ﾐﾐｴｶﾞｲ
87 ﾌﾈｶﾞｲ科 1 1 1
88 ｸﾛｸﾞﾁ 2 2 2
89 ﾑﾗｻｷｲｶﾞｲ
90 ｸｼﾞｬｸｶﾞｲ 15 2 1 2 1 1 2 19 1 22
91 ﾋﾊﾞﾘｶﾞｲ 4 4 4
92 ﾋﾊﾞﾘｶﾞｲ属 1 1 17 9 1 4 4 3 1 14 25 40
93 ｽｼﾞﾀﾏｴｶﾞｲ 1 4 1 2 4 4 8
94 ﾀﾏｴｶﾞｲ 1 1 1
95 ﾀﾏｴｶﾞｲ属 3 3 8 11 37 11 26 12 2 3 76 40 116
96 ﾎﾄﾄｷﾞｽｶﾞｲ 1 1 1
97 ｼｷﾞﾉﾊｼ属 1 1 3 5 7 2 5 6 18 24
98 ｲｶﾞｲ科 1 1 1
99 ﾊﾈｶﾞｲ 1 1 1
100 ﾌｸﾚﾕｷﾐﾉ 1 1 1

注）「+」は計測不能の種の出現を示す。

夏季

No. 種名門 綱

表 2-3-52（12） 付着生物リスト（個体数：夏季②）



2
-
1
8
3 

L1 L2 L3 L4 L5 合計

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

全層

101 軟体動物 腹足 ｳﾐｷﾞｸ属 1 1 1
102 ｼｬｺｶﾞｷ属
103 ｹｶﾞｷ
104 ｲﾜｶﾞｷ
105 ﾜﾆｶﾞｷ属 2 2 4 4
106 ｲﾀﾎﾞｶﾞｷ科 1 1 1 1 2
107 ﾌﾀﾊﾞｼﾗｶﾞｲ科 1 1 1
108 ｺﾊｸﾉﾂﾕｶﾞｲ 1 1 1
109 ﾁﾘﾊｷﾞｶﾞｲ科 9 1 3 1 9 1 4 14
110 ﾄﾏﾔｶﾞｲ 2 3 1 1 13 13 50 66 17 83
111 ｷｸｻﾞﾙ属 11 5 2 9 15 19 3 33 31 64
112 ｻﾙﾉｶｼﾗ 1 1 1 1 2
113 ｱｻﾘ
114 ﾏﾂｶｾﾞｶﾞｲ属 2 3 1 1 1 6 7
115 ﾏﾙｽﾀﾞﾚｶﾞｲ科 1 8 1 8 2 10
116 ｾﾐｱｻﾘ 8 1 5 13 1 14
117 ｲﾜﾎﾘｶﾞｲ科 9 1 2 1 1 1 6 3 1 15 10 25
118 ｲｼﾞｹｶﾞｲ 1 1 2 1 2 3 5
119 ｷﾇﾏﾄｲｶﾞｲ 1 1 1 2 2 3 5
120 ﾁﾋﾞﾂｸｴｶﾞｲ 1 5 1 5 6
121 ﾂｸｴｶﾞｲ科 1 1 2 2
122 環形動物 ｺﾞｶｲ Harmothoe属 5 1 8 10 2 3 23 26
123 ﾌｻﾂｷｳﾛｺﾑｼ
124 Lepidonotus属 1 3 2 2 162 15 1 17 12 1 15 197 4 216
125 ﾐﾛｸｳﾛｺﾑｼ
126 ﾅｶﾞﾌｻﾂｷｳﾛｺﾑｼ
127 ｳﾛｺﾑｼ科 7 12 7 19 7 26
128 Nereiphylla属
129 Eulalia属 1 1 1
130 Eumida属 1 2 1 3 1 4
131 ｻｼﾊﾞｺﾞｶｲ科 1 2 3 3
132 ｴﾗﾅｼﾁﾛﾘ
133 Hemipodia属 1 1 1
134 Ophiodromus属 1 1 2 3 1 4
135 ﾑﾗｻｷｼﾏｼﾘｽ 2 2 2
136 ﾐﾄﾞﾘｼﾘｽ
137 ｵｶﾀﾞｼﾘｽ
138 ｼﾛﾏﾀﾞﾗｼﾘｽ 2 2 2
139 ｴｰﾚﾙｼﾘｽ
140 ｸﾛｸﾋﾞｼﾘｽ 1 3 1 3 4
141 ｼﾘｽ亜科 3 9 1 39 5 2 5 2 13 30 2 13 1 8 76 41 125
142 ﾌﾀﾏﾀｺﾞｶｲ 1 1 1 1 2
143 ﾋﾒｺﾞｶｲ 1 2 2 1 3
144 ﾋｹﾞﾌﾞﾄｺﾞｶｲ
145 ﾌﾂｳｺﾞｶｲ 2 1 48 4 1 16 2 1 66 7 74
146 ﾏｻｺﾞｺﾞｶｲ
147 ｸﾏﾄﾞﾘｺﾞｶｲ 14 135 229 98 38 17 30 11 6 13 33 6 324 294 624
148 ﾂﾙﾋｹﾞｺﾞｶｲ 38 3 94 33 19 5 13 10 2 51 166 217
149 ｲｿﾂﾙﾋｹﾞｺﾞｶｲ 4 8 2 7 3 17 7 24
150 Platynereis属 1 8 2 11 11

注）「+」は計測不能の種の出現を示す。

夏季

No. 種名門 綱

表 2-3-52（13） 付着生物リスト（個体数：夏季③）



2
-
1
8
4 

L1 L2 L3 L4 L5 合計

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

全層

151 環形動物 ｺﾞｶｲ ｺﾞｶｲ科 2 6 22 1 5 1 33 2 36
152 ﾀﾝｻﾞｸｺﾞｶｲ科 1 21 8 1 3 25 9 34
153 ｳﾐｹﾑｼ科
154 Eunice属 18 18 18
155 Lysidice属 2 6 67 7 1 7 26 12 6 88 46 134
156 Scoletoma属 1 1 1
157 ｾｸﾞﾛｲｿﾒ 1 1 1
158 ｾｸﾞﾛｲｿﾒ科 1 1 1
159 ﾋﾒｱｶﾑｼ
160 Dorvillea属 1 1 1
161 Naineris属
162 ｹﾝｻｷｽﾋﾟｵ 1 1 1
163 Dipolydora属 2 2 4 4
164 Polydora属 2 2 1 2 3 5
165 ﾂﾊﾞｻｺﾞｶｲ科 1 1 1
166 Timarete属 1 5 2 3 5 8
167 Dodecaceria属
168 ﾐｽﾞﾋｷｺﾞｶｲ科 2 3 1 1 7 7
169 ﾊﾎﾞｳｷｺﾞｶｲ科 9 2 9 2 18 20
170 ｲﾄｺﾞｶｲ科 8 8 8
171 Polyophthalmus属 1 50 1 12 170 111 30 2 2 20 3 144 252 399
172 ﾄﾉｻﾏｺﾞｶｲ科 1 2 1 2 3
173 Thelepus属 2 1 1 16 6 3 20 9 29
174 Amphitrite属 2 2 2
175 Nicolea属 1 2 1 3 1 4
176 Terebella属 1 4 72 24 3 7 13 33 12 101 68 169
177 ﾌｻｺﾞｶｲ科 13 13 13
178 ｹﾔﾘﾑｼ科 1 1 1
179 ｴｿﾞｶｻﾈｶﾝｻﾞｼｺﾞｶｲ 1 2 40 34 1 1 36 43 79
180 ﾎｿﾄｹﾞｶﾝｻﾞｼｺﾞｶｲ
181 Hydroides属 1 1 2 2 2 4
182 ﾔｯｺｶﾝｻﾞｼｺﾞｶｲ 2 16 27 6 96 131 16 147
183 ﾑﾂｴﾀﾞｶﾝｻﾞｼｺﾞｶｲ 2 2 2
184 ｶﾝｻﾞｼｺﾞｶｲ科 1 6 9 50 13 1 6 1 2 42 58 20 53 131
185 星口動物 ｻﾒﾊﾀﾞﾎｼﾑｼ ｻﾒﾊﾀﾞﾎｼﾑｼ科 5 73 96 176 4 13 28 6 4 6 6 122 283 411
186 星口動物門 1 1 1
187 節足動物 ｳﾐｸﾞﾓ ｳﾐｸﾞﾓ綱 3 1 3 1 4
188 ｱｺﾞｱｼ ｶﾒﾉﾃ 29 6 35 35
189 ｲﾜﾌｼﾞﾂﾎﾞ 2 2 2
190 ｸﾛﾌｼﾞﾂﾎﾞ 2 3 5 5
191 Acasta属 5 5 1 3 11 3 14
192 ｻﾝｶｸﾌｼﾞﾂﾎﾞ 10 1 1 71 1 1 372 185 1 82 559 642
193 軟甲 ﾗﾓﾝﾄﾞﾋｹﾞﾅｶﾞ
194 ﾋｹﾞﾅｶﾞﾖｺｴﾋﾞ属 15 7 45 5 2 15 19 1 1 78 32 110
195 ｲｯｹﾋｹﾞﾅｶﾞﾖｺｴﾋﾞ属
196 ﾄﾞﾛｿｺｴﾋﾞ属 14 2 14 2 16
197 ﾕﾝﾎﾞｿｺｴﾋﾞ科 1 1 1
198 Monocorophium属 4 7 4 7 11
199 ﾄｹﾞﾎﾎﾖｺｴﾋﾞ属
200 ｴﾝﾏﾖｺｴﾋﾞ科 1 1 2 2

注）「+」は計測不能の種の出現を示す。

夏季

No. 種名門 綱

表 2-3-52（14） 付着生物リスト（個体数：夏季④）



2
-
1
8
5 

L1 L2 L3 L4 L5 合計

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

全層

201 節足動物 軟甲 ｱｺﾞﾅｶﾞﾖｺｴﾋﾞ属
202 ﾏﾙﾊｻﾐﾖｺｴﾋﾞ属
203 ﾓｸｽﾞﾖｺｴﾋﾞ科 1 2 1 2 1 3 3 1 7
204 ｿｺｴﾋﾞ属 11 11 11
205 ﾎｿﾖｺｴﾋﾞ属 3 2 5 5
206 ﾄｹﾞﾖｺｴﾋﾞ属 3 3 3
207 ｲｿﾖｺｴﾋﾞ属 8 1 1 8 9
208 Maeridae（和名なし） 3 3 2 2 6 8
209 ﾒﾘﾀﾖｺｴﾋﾞ属 6 6 6
210 ｶﾒﾉｺﾖｺｴﾋﾞ属 5 6 15 1 1 27 1 28
211 ﾄｹﾞﾜﾚｶﾗ 2 2 2
212 ｶﾏﾃﾜﾚｶﾗ
213 ﾜﾚｶﾗ属 1 1 1
214 ｳﾐﾅﾅﾌｼ属
215 ｽﾅﾎﾘﾑｼ属 1 1 1
216 ﾋﾗﾀｳﾐｾﾐ
217 Chitonosphaera属 1 1 1
218 ﾆﾎﾝｺﾂﾌﾞﾑｼ 2 2 2 2 4
219 ｼﾘｹﾝｳﾐｾﾐ 7 7 7
220 ｼﾘｹﾝｳﾐｾﾐ属 2 26 28 28
221 ﾖﾂﾊﾞｺﾂﾌﾞﾑｼ 1 1 1
222 ｳﾐﾐｽﾞﾑｼ属
223 ｾﾞｳｸｿ属
224 ｹﾌﾞｶﾀﾅｲｽ 11 36 12 1 1 59 60
225 ｸﾙﾏｴﾋﾞ科 1 1 1
226 ﾌﾀﾊﾞｲｼｴﾋﾞ 1 1 1
227 ｽｼﾞｴﾋﾞ属 2 2 1 1 4 5
228 ｱｼﾅｶﾞﾓｴﾋﾞﾓﾄﾞｷ
229 ﾃｯﾎﾟｳｴﾋﾞ属 1 4 2 5 8 2 1 10 13 23
230 ﾛｳｿｸｴﾋﾞ属 2 2 2
231 ﾛｳｿｸｴﾋﾞ科 1 3 1 3 4
232 ｺｴﾋﾞ亜目 1 4 4 5 4 9
233 ｺｼｵﾘｴﾋﾞ属 2 9 5 2 8 16 3 3 16 32 48
234 ﾌﾄｳﾃﾞﾈｼﾞﾚｶﾆﾀﾞﾏｼ
235 ｶﾆﾀﾞﾏｼ科 1 4 14 2 2 19 21
236 ｹﾌﾞｶﾋﾒﾖｺﾊﾞｻﾐ
237 ﾔﾄﾞｶﾘ科 1 1 2 2
238 ﾕﾋﾞﾅｶﾞﾎﾝﾔﾄﾞｶﾘ
239 ﾎﾝﾔﾄﾞｶﾘ 2 2 2
240 ｹｱｼﾎﾝﾔﾄﾞｶﾘ 3 1 4 4
241 ﾎﾝﾔﾄﾞｶﾘ科 3 3 1 1 4 4 8
242 ﾔﾄﾞｶﾘ亜目 2 4 13 1 21 1 21 19 41
243 ｺｲﾁｮｳｶﾞﾆ 1 1 1
244 ｽﾍﾞｽﾍﾞｵｳｷﾞｶﾞﾆ 1 2 3 3
245 ｲｯｶｸｶﾞﾆ 1 1 1 1 2
246 ﾂﾉﾀﾞｼﾔﾜﾗｶﾞﾆ
247 ﾔﾜﾗｶﾞﾆ科 2 1 14 1 2 1 10 28 3 31
248 ｸﾓｶﾞﾆ属 6 9 8 2 1 2 24 26
249 ﾙｰｹﾌﾞｶｶﾞﾆ 1 1 1
250 ﾋﾒｹﾌﾞｶｶﾞﾆ 3 17 5 5 5 25 30

注）「+」は計測不能の種の出現を示す。

夏季

No. 種名門 綱

表 2-3-52（15） 付着生物リスト（個体数：夏季⑤）



2
-
1
8
6 

L1 L2 L3 L4 L5 合計

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

全層

251 節足動物 軟甲 ｹﾌﾞｶｶﾞﾆ科 3 66 13 4 16 70 86
252 ｶﾜﾘｲｼｶﾞﾆ 1 1 1
253 ｲｼｶﾞﾆ
254 ﾍﾞﾆﾂｹｶﾞﾆ属 6 10 23 1 7 9 1 1 18 40 58
255 ｹﾌﾞｶｱﾜﾂﾌﾞｶﾞﾆ 1 1 1
256 ﾋﾒｼﾜｵｳｷﾞｶﾞﾆ 17 1 18 18
257 ﾄｹﾞｵｳｷﾞｶﾞﾆ属 1 1 1 5 4 2 10 12
258 ｵｳｷﾞｶﾞﾆ科 1 2 40 1 5 3 46 49
259 ﾋﾒﾍﾞﾝｹｲｶﾞﾆ 1 2 1 3 4 3 7
260 ﾋﾗｲｿｶﾞﾆ 1 4 3 6 5 4 7 16 14 30
261 ｹﾌｻｲｿｶﾞﾆ 1 2 1 2 3
262 ﾀｶﾉｹﾌｻｲｿｶﾞﾆ 3 2 3 2 5
263 ｲｿｶﾞﾆ属 1 1 1 1 2
264 ｱｶﾎｼﾏﾒｶﾞﾆ 1 1 1
265 Sakaina属 1 1 1
266 ｶｸﾚｶﾞﾆ科 1 1 1
267 ｶﾆ亜目のﾒｶﾞﾛﾊﾟ期幼生 2 3 3 1 6 3 9
268 ｶﾆ亜目 6 6 6
269 昆虫 ｱｼﾅｶﾞﾊﾞｴ科 1 1 1
270 箒虫動物 ﾎｳｷﾑｼ ﾎｳｷﾑｼ属
271 腕足動物 無関節 ｽｽﾞﾒｶﾞｲﾀﾞﾏｼ科 1 1 13 1 6 2 20 22
272 苔虫動物 苔虫動物門 + + +
273 棘皮動物 ﾋﾄﾃﾞ ｲﾄﾏｷﾋﾄﾃﾞ
274 ｲﾄﾏｷﾋﾄﾃﾞ属 2 1 2 1 3
275 ﾋﾄﾃﾞ綱 4 1 5 5
276 ｸﾓﾋﾄﾃﾞ ﾁﾋﾞｸﾓﾋﾄﾃﾞ属
277 ﾁﾋﾞｸﾓﾋﾄﾃﾞ科
278 ﾄｹﾞｸﾓﾋﾄﾃﾞ属
279 ﾆﾎﾝｸﾓﾋﾄﾃﾞ
280 ｸﾓﾋﾄﾃﾞ綱 5 4 8 1 25 1 4 5 43 48
281 ｳﾆ ｶﾞﾝｶﾞｾﾞ
282 ｺｼﾀﾞｶｳﾆ
283 ｻﾝｼｮｳｳﾆ科 4 1 6 1 10 11
284 ﾑﾗｻｷｳﾆ
285 ﾏﾒｳﾆ科 1 1 1
286 ﾅﾏｺ ｽｸﾚﾛﾀﾞｸﾃｨﾗ科 1 1 1
287 ｷﾝｺ科 1 1 1 59 1 3 5 61 66
288 脊索動物 ﾎﾔ ｳｽﾎﾞﾔ科 + + +
289 ﾅﾂﾒﾎﾞﾔ属
290 ｲﾀﾎﾞﾔ科 + + +
291 ﾌﾀｽｼﾞﾎﾞﾔ 2 1 3 3
292 ｼﾛﾎﾞﾔ科 8 2 6 16 16
293 ｶﾗｽﾎﾞﾔ 7 2 2 2 9 11
294 ﾎﾔ綱 3 1 1 1 3 3 6
295 脊椎動物 硬骨魚 ｺｹｷﾞﾝﾎﾟ 1 1 1

20 49 59 15 68 78 4 71 54 19 64 108 21 70 65 47 155 166 224
83 245 605 67 1,241 1,157 19 554 199 57 477 1,353 199 318 415 425 2,835 3,729 6,989

注）「+」は計測不能の種の出現を示す。

合  計
種類数

夏季

No. 種名門 綱

表 2-3-52（16） 付着生物リスト（個体数：夏季⑥）



2
-
1
8
7 

L1 L2 L3 L4 L5 合計

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

全層

1 海綿動物 石灰海綿 石灰海綿綱 0 0 0
2 普通海綿 普通海綿綱 2 0 0 0 0 2 5 2 7 0 3 11 6 20
3 刺胞動物 花虫 ﾀﾃｼﾞﾏｲｿｷﾞﾝﾁｬｸ
4 ｲｿｷﾞﾝﾁｬｸ目 + 0 0 0 0 0 0 + 0 + 0 0 1
5 扁形動物 渦虫 ﾋﾗﾑｼ目 0 0 0 0 + + 0 0 0 0
6 紐形動物 紐形動物門 + 0 + 0 0 0 0
7 軟体動物 多板 ｳｽﾋｻﾞﾗｶﾞｲ科 0 0 0 0
8 ﾊﾞﾊﾞｶﾞｾ 2 0 2 5 5
9 ﾋｹﾞﾋｻﾞﾗｶﾞｲ科 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1

10 ｸｻｽﾞﾘｶﾞｲ 0 0 0
11 ﾆｼｷﾋｻﾞﾗｶﾞｲ
12 ﾋｻﾞﾗｶﾞｲ 2 2 5 5
13 Tonicia属 0 0 0 0 0
14 ｸｻｽﾞﾘｶﾞｲ科 0 0 0 0
15 ｹﾊﾀﾞﾋｻﾞﾗｶﾞｲ属 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1 0 1 1 2
16 ｹﾑｼﾋｻﾞﾗｶﾞｲ属 0 + 0 + 0 0
17 腹足 ﾍﾞｯｺｳｶﾞｻｶﾞｲ
18 ﾖﾒｶﾞｶｻｶﾞｲ
19 ﾏﾂﾊﾞｶﾞｲ 2 2 2
20 ｳﾉｱｼ(ｳﾉｱｼ型) 0 0 1 1
21 ﾋﾒｺｻﾞﾗ
22 ｳﾉｱｼ属 0 0 0
23 ｶｽﾘｱｵｶﾞｲ 2 2 2
24 ﾎｿｽｼﾞｱｵｶﾞｲ
25 ｱｵｶﾞｲ属
26 ﾋﾗｽｶｼｶﾞｲ
27 ｽｿｶｹｶﾞｲ
28 ｽｶｼｶﾞｲ科 0 0 0
29 ｸﾏﾉｺｶﾞｲ
30 ｺｼﾀﾞｶｶﾞﾝｶﾞﾗ 89 7 24 113 7 120
31 ｱｼﾔｶﾞｲ
32 ｲｼﾀﾞﾀﾐ 2 3 15 20 20
33 Cantharidus属 0 0 0 0 0
34 Calliostoma属 0 0 0
35 ﾆｼｷｳｽﾞｶﾞｲ科 0 0 + + 0 0
36 ｽｶﾞｲ 4 18 21 21
37 ｱﾏｶﾞｲ 3 3 3
38 ｺﾍﾞﾙﾄｶﾆﾓﾘ 1 0 4 7 1 6 8 14
39 ｵﾆﾉﾂﾉｶﾞｲ属 0 0 0 0 0 0 0
40 ｹﾉﾓﾂﾎﾞ
41 ｵﾆﾉﾂﾉｶﾞｲ科 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 1
42 ｽｽﾞﾒﾊﾏﾂﾎﾞ属 0 0 0 0 0 + 0 0 0 0 0 0 0
43 ｼﾏﾊﾏﾂﾎﾞ 0 0 0 0 0 0 0 0 0
44 ｱﾗﾚﾀﾏｷﾋﾞ
45 ﾀﾏｷﾋﾞ + + +
46 ｺﾋﾞﾄｳﾗｳｽﾞｶﾞｲ
47 ﾁｬﾂﾎﾞ
48 ﾀﾏﾂﾎﾞ
49 ﾘｿﾂﾎﾞ科 + + +
50 ｱﾜﾌﾞﾈｶﾞｲ 0 26 2 3 7 9 1 2 10 41 51

注）「+」は0.01g未満を示す。

No. 門 綱 種名

夏季

表 2-3-52（17） 付着生物リスト（質重量：夏季①）



2
-
1
8
8 

L1 L2 L3 L4 L5 合計

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

全層

51 軟体動物 腹足 ｼﾏﾒﾉｳﾌﾈｶﾞｲ 0 0 1 0 0 1 1
52 ｵｵﾍﾋﾞｶﾞｲ 3 32 15 5 1 109 17 6 22 8 6 154 57 218
53 ﾀﾏｶﾞｲ科 0 0 0
54 ﾐﾂｸﾁｷﾘｵﾚ科 + 0 0 0 0 0 0 0 0
55 ﾊﾅｺﾞｳﾅ科 0 0 0 0 0
56 ｳﾈﾚｲｼﾀﾞﾏｼ 4 4 4
57 ﾋﾒﾖｳﾗｸ 1 2 2 5 2 7 0 2 4 18 21
58 ｱｶﾆｼ
59 ﾚｲｼｶﾞｲ 4 1 2 6 1 7
60 ｲﾎﾞﾆｼ 4 2 5 1 6 3 16 3 19
61 ｱｯｷｶﾞｲ科 0 + + 0 0
62 ﾌﾄｺﾛｶﾞｲ
63 ﾏﾂﾑｼ
64 ﾎﾞｻﾂｶﾞｲ 0 1 3 1 1 2 4 6
65 ﾑｷﾞｶﾞｲ 0 1 2 1 1 0 2 0 1 1 6 7
66 ﾉﾐﾆﾅ属 + 0 + 0 + 0 0
67 ｱﾗﾑｼﾛ
68 ﾋﾒﾑｼﾛ
69 ｺﾞﾏﾌﾎﾗﾀﾞﾏｼ属 0 0 0 1 0 1
70 ｲｿﾆﾅ
71 ｸﾀﾞﾏｷｶﾞｲ科 0 0 0 0 0 0 0
72 Heliacus属
73 ﾄｳｶﾞﾀｶﾞｲ科 + + + +
74 ｷｾﾜﾀｶﾞｲ科 + + 0 0 0
75 ﾌﾞﾄﾞｳｶﾞｲ科 0 0 1 0 + 0 1 0 1
76 ｱﾒﾌﾗｼ科 0 0 0
77 裸鰓目 + 0 0 + 0 0 0 0
78 Onchidella属
79 ｷｸﾉﾊﾅｶﾞｲ 1 0 0 1 2 0 2
80 ｺｳﾀﾞｶｶﾗﾏﾂ属 + 0 + 0 + 0 0 0
81 腹足綱の卵 + 0 1 + 1 1
82 ｺﾍﾞﾙﾄﾌﾈｶﾞｲ 3 0 1 6 3 4 9 13
83 ﾌﾈｶﾞｲ属 3 1 0 0 1 3 2 5
84 ｴｶﾞｲ属 6 1 0 3 6 4 10
85 ｺｼﾛｶﾞｲ 1 1 1
86 ﾐﾐｴｶﾞｲ
87 ﾌﾈｶﾞｲ科 0 0 0
88 ｸﾛｸﾞﾁ 0 0 0
89 ﾑﾗｻｷｲｶﾞｲ
90 ｸｼﾞｬｸｶﾞｲ 30 0 3 4 1 0 4 32 3 39
91 ﾋﾊﾞﾘｶﾞｲ 13 13 13
92 ﾋﾊﾞﾘｶﾞｲ属 + 0 0 0 0 0 0 0 + 1 1 1
93 ｽｼﾞﾀﾏｴｶﾞｲ 0 0 0 0 0 0 0
94 ﾀﾏｴｶﾞｲ 0 0 0
95 ﾀﾏｴｶﾞｲ属 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
96 ﾎﾄﾄｷﾞｽｶﾞｲ + + +
97 ｼｷﾞﾉﾊｼ属 0 1 0 0 1 0 1 1 2 3
98 ｲｶﾞｲ科 + + +
99 ﾊﾈｶﾞｲ 1 1 1

100 ﾌｸﾚﾕｷﾐﾉ 0 0 0

注）「+」は0.01g未満を示す。

No. 門 綱 種名

夏季

表 2-3-52（18） 付着生物リスト（質重量：夏季②）



2
-
1
8
9 

L1 L2 L3 L4 L5 合計

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

全層

101 軟体動物 腹足 ｳﾐｷﾞｸ属 7 7 7
102 ｼｬｺｶﾞｷ属
103 ｹｶﾞｷ
104 ｲﾜｶﾞｷ
105 ﾜﾆｶﾞｷ属 39 53 92 92
106 ｲﾀﾎﾞｶﾞｷ科 0 0 0 0 0
107 ﾌﾀﾊﾞｼﾗｶﾞｲ科 0 0 0
108 ｺﾊｸﾉﾂﾕｶﾞｲ 0 0 0
109 ﾁﾘﾊｷﾞｶﾞｲ科 0 0 + + 0 0 + 0
110 ﾄﾏﾔｶﾞｲ 0 1 7 0 1 4 25 33 6 38
111 ｷｸｻﾞﾙ属 91 39 3 47 124 197 36 283 254 537
112 ｻﾙﾉｶｼﾗ 6 4 6 4 10
113 ｱｻﾘ
114 ﾏﾂｶｾﾞｶﾞｲ属 1 1 0 0 0 1 1
115 ﾏﾙｽﾀﾞﾚｶﾞｲ科 0 0 + 0 0 0
116 ｾﾐｱｻﾘ 2 0 0 2 0 3
117 ｲﾜﾎﾘｶﾞｲ科 0 0 1 2 0 0 2 + 0 1 4 5
118 ｲｼﾞｹｶﾞｲ + 0 0 + + 0 0
119 ｷﾇﾏﾄｲｶﾞｲ 0 1 0 0 0 1 1
120 ﾁﾋﾞﾂｸｴｶﾞｲ 0 0 0 0 0
121 ﾂｸｴｶﾞｲ科 + + + +
122 環形動物 ｺﾞｶｲ Harmothoe属 0 + 0 0 0 0 0 0
123 ﾌｻﾂｷｳﾛｺﾑｼ
124 Lepidonotus属 0 0 0 0 1 0 0 0 0 + 0 1 0 1
125 ﾐﾛｸｳﾛｺﾑｼ
126 ﾅｶﾞﾌｻﾂｷｳﾛｺﾑｼ
127 ｳﾛｺﾑｼ科 0 0 0 0 0 0
128 Nereiphylla属
129 Eulalia属 0 0 0
130 Eumida属 + + + + + +
131 ｻｼﾊﾞｺﾞｶｲ科 + 0 0 0
132 ｴﾗﾅｼﾁﾛﾘ
133 Hemipodia属 + + +
134 Ophiodromus属 + + 0 0 + 0
135 ﾑﾗｻｷｼﾏｼﾘｽ 0 0 0
136 ﾐﾄﾞﾘｼﾘｽ
137 ｵｶﾀﾞｼﾘｽ
138 ｼﾛﾏﾀﾞﾗｼﾘｽ + + +
139 ｴｰﾚﾙｼﾘｽ
140 ｸﾛｸﾋﾞｼﾘｽ + 0 + 0 0
141 ｼﾘｽ亜科 0 0 + 0 0 + 0 + 0 0 + 0 0 0 0 0 0
142 ﾌﾀﾏﾀｺﾞｶｲ 0 0 0 0 0
143 ﾋﾒｺﾞｶｲ + 0 0 + 0
144 ﾋｹﾞﾌﾞﾄｺﾞｶｲ
145 ﾌﾂｳｺﾞｶｲ 0 + 0 0 0 0 0 0 0 0 0
146 ﾏｻｺﾞｺﾞｶｲ
147 ｸﾏﾄﾞﾘｺﾞｶｲ 0 0 1 1 0 0 1 0 0 0 0 0 2 2 5
148 ﾂﾙﾋｹﾞｺﾞｶｲ 0 + 1 0 0 + 0 0 + 0 1 1
149 ｲｿﾂﾙﾋｹﾞｺﾞｶｲ 0 0 0 0 0 0 0 0
150 Platynereis属 0 0 0 0 0

注）「+」は0.01g未満を示す。

No. 門 綱 種名

夏季

表 2-3-52（19） 付着生物リスト（質重量：夏季③）



2
-
1
9
0 

L1 L2 L3 L4 L5 合計

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

全層

151 環形動物 ｺﾞｶｲ ｺﾞｶｲ科 0 0 0 + 0 + 0 0 0
152 ﾀﾝｻﾞｸｺﾞｶｲ科 + 0 0 + 0 0 0 0
153 ｳﾐｹﾑｼ科
154 Eunice属 0 0 0
155 Lysidice属 0 0 3 0 0 0 1 0 0 4 2 5
156 Scoletoma属 0 0 0
157 ｾｸﾞﾛｲｿﾒ 0 0 0
158 ｾｸﾞﾛｲｿﾒ科 0 0 0
159 ﾋﾒｱｶﾑｼ
160 Dorvillea属 + + +
161 Naineris属
162 ｹﾝｻｷｽﾋﾟｵ + + +
163 Dipolydora属 0 0 0 0
164 Polydora属 0 + + 0 + 0
165 ﾂﾊﾞｻｺﾞｶｲ科 0 0 0
166 Timarete属 0 0 0 0 0 0
167 Dodecaceria属
168 ﾐｽﾞﾋｷｺﾞｶｲ科 0 0 + 0 0 0
169 ﾊﾎﾞｳｷｺﾞｶｲ科 1 0 0 0 1 1
170 ｲﾄｺﾞｶｲ科 + + +
171 Polyophthalmus属 + 0 + 0 0 0 0 + + 0 + 0 0 1
172 ﾄﾉｻﾏｺﾞｶｲ科 0 0 0 0 0
173 Thelepus属 0 0 0 1 0 0 1 1 1
174 Amphitrite属 1 1 1
175 Nicolea属 0 + + 0 + 0
176 Terebella属 0 0 1 1 0 0 0 4 1 2 5 7
177 ﾌｻｺﾞｶｲ科 + + +
178 ｹﾔﾘﾑｼ科 0 0 0
179 ｴｿﾞｶｻﾈｶﾝｻﾞｼｺﾞｶｲ 0 0 0 0 + 0 0 0 1
180 ﾎｿﾄｹﾞｶﾝｻﾞｼｺﾞｶｲ
181 Hydroides属 + + 0 + 0 0
182 ﾔｯｺｶﾝｻﾞｼｺﾞｶｲ 0 0 0 0 1 1 0 1
183 ﾑﾂｴﾀﾞｶﾝｻﾞｼｺﾞｶｲ 0 0 0
184 ｶﾝｻﾞｼｺﾞｶｲ科 + 0 0 0 0 + 0 + 0 0 0 0 0 1
185 星口動物 ｻﾒﾊﾀﾞﾎｼﾑｼ ｻﾒﾊﾀﾞﾎｼﾑｼ科 0 1 2 3 0 0 0 0 0 0 0 2 4 6
186 星口動物門 + + +
187 節足動物 ｳﾐｸﾞﾓ ｳﾐｸﾞﾓ綱 + + + + +
188 ｱｺﾞｱｼ ｶﾒﾉﾃ 14 9 24 24
189 ｲﾜﾌｼﾞﾂﾎﾞ + + +
190 ｸﾛﾌｼﾞﾂﾎﾞ 5 23 28 28
191 Acasta属 0 0 + 0 0 0 0
192 ｻﾝｶｸﾌｼﾞﾂﾎﾞ 0 0 + 0 0 0 87 84 + 1 172 173
193 軟甲 ﾗﾓﾝﾄﾞﾋｹﾞﾅｶﾞ
194 ﾋｹﾞﾅｶﾞﾖｺｴﾋﾞ属 0 0 0 0 0 0 0 + + 0 0 0
195 ｲｯｹﾋｹﾞﾅｶﾞﾖｺｴﾋﾞ属
196 ﾄﾞﾛｿｺｴﾋﾞ属 0 + 0 + 0
197 ﾕﾝﾎﾞｿｺｴﾋﾞ科 + + +
198 Monocorophium属 + 0 + 0 0
199 ﾄｹﾞﾎﾎﾖｺｴﾋﾞ属
200 ｴﾝﾏﾖｺｴﾋﾞ科 + + + +

注）「+」は0.01g未満を示す。

No. 門 綱 種名

夏季

表 2-3-52（20） 付着生物リスト（質重量：夏季④）



2
-
1
9
1 

L1 L2 L3 L4 L5 合計

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

全層

201 節足動物 軟甲 ｱｺﾞﾅｶﾞﾖｺｴﾋﾞ属
202 ﾏﾙﾊｻﾐﾖｺｴﾋﾞ属
203 ﾓｸｽﾞﾖｺｴﾋﾞ科 0 0 + + + 0 0 + 0
204 ｿｺｴﾋﾞ属 0 0 0
205 ﾎｿﾖｺｴﾋﾞ属 + + + +
206 ﾄｹﾞﾖｺｴﾋﾞ属 + + +
207 ｲｿﾖｺｴﾋﾞ属 0 + + 0 0
208 Maeridae（和名なし） 0 0 + + 0 0
209 ﾒﾘﾀﾖｺｴﾋﾞ属 0 0 0
210 ｶﾒﾉｺﾖｺｴﾋﾞ属 0 0 0 + + 0 + 0
211 ﾄｹﾞﾜﾚｶﾗ + + +
212 ｶﾏﾃﾜﾚｶﾗ
213 ﾜﾚｶﾗ属 + + +
214 ｳﾐﾅﾅﾌｼ属
215 ｽﾅﾎﾘﾑｼ属 0 0 0
216 ﾋﾗﾀｳﾐｾﾐ
217 Chitonosphaera属 + + +
218 ﾆﾎﾝｺﾂﾌﾞﾑｼ + 0 + 0 0
219 ｼﾘｹﾝｳﾐｾﾐ 0 0 0
220 ｼﾘｹﾝｳﾐｾﾐ属 + 0 0 0
221 ﾖﾂﾊﾞｺﾂﾌﾞﾑｼ 0 0 0
222 ｳﾐﾐｽﾞﾑｼ属
223 ｾﾞｳｸｿ属
224 ｹﾌﾞｶﾀﾅｲｽ 0 0 0 + + 0 0
225 ｸﾙﾏｴﾋﾞ科 + + +
226 ﾌﾀﾊﾞｲｼｴﾋﾞ 0 0 0
227 ｽｼﾞｴﾋﾞ属 0 0 0 0 0 0
228 ｱｼﾅｶﾞﾓｴﾋﾞﾓﾄﾞｷ
229 ﾃｯﾎﾟｳｴﾋﾞ属 0 0 0 0 0 0 + 0 0 0
230 ﾛｳｿｸｴﾋﾞ属 0 0 0
231 ﾛｳｿｸｴﾋﾞ科 + 0 + 0 0
232 ｺｴﾋﾞ亜目 + 0 0 0 0 0
233 ｺｼｵﾘｴﾋﾞ属 + 0 0 + 0 0 0 0 0 0 0
234 ﾌﾄｳﾃﾞﾈｼﾞﾚｶﾆﾀﾞﾏｼ
235 ｶﾆﾀﾞﾏｼ科 0 0 0 0 0 0 0
236 ｹﾌﾞｶﾋﾒﾖｺﾊﾞｻﾐ
237 ﾔﾄﾞｶﾘ科 0 0 0 0
238 ﾕﾋﾞﾅｶﾞﾎﾝﾔﾄﾞｶﾘ
239 ﾎﾝﾔﾄﾞｶﾘ 0 0 0
240 ｹｱｼﾎﾝﾔﾄﾞｶﾘ 2 2 3 3
241 ﾎﾝﾔﾄﾞｶﾘ科 0 0 0 0 0 0 0
242 ﾔﾄﾞｶﾘ亜目 + + 0 0 0 0 0 0 0
243 ｺｲﾁｮｳｶﾞﾆ 0 0 0
244 ｽﾍﾞｽﾍﾞｵｳｷﾞｶﾞﾆ 0 0 1 1
245 ｲｯｶｸｶﾞﾆ + 0 0 + 0
246 ﾂﾉﾀﾞｼﾔﾜﾗｶﾞﾆ
247 ﾔﾜﾗｶﾞﾆ科 0 + 0 0 0 0 0 0 0 0
248 ｸﾓｶﾞﾆ属 0 0 0 0 0 0 0 1
249 ﾙｰｹﾌﾞｶｶﾞﾆ 0 0 0
250 ﾋﾒｹﾌﾞｶｶﾞﾆ 0 1 0 0 0 2 2

注）「+」は0.01g未満を示す。

No. 門 綱 種名

夏季

表 2-3-52（21） 付着生物リスト（質重量：夏季⑤）



2
-
1
9
2 

L1 L2 L3 L4 L5 合計

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

全層

251 節足動物 軟甲 ｹﾌﾞｶｶﾞﾆ科 + 0 0 0 0 0 0
252 ｶﾜﾘｲｼｶﾞﾆ 0 0 0
253 ｲｼｶﾞﾆ
254 ﾍﾞﾆﾂｹｶﾞﾆ属 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1
255 ｹﾌﾞｶｱﾜﾂﾌﾞｶﾞﾆ 0 0 0
256 ﾋﾒｼﾜｵｳｷﾞｶﾞﾆ 1 0 1 1
257 ﾄｹﾞｵｳｷﾞｶﾞﾆ属 0 + + 0 0 0 0 0
258 ｵｳｷﾞｶﾞﾆ科 0 + 0 0 0 0 0 0
259 ﾋﾒﾍﾞﾝｹｲｶﾞﾆ 0 + + + 0 + 0
260 ﾋﾗｲｿｶﾞﾆ 0 0 0 0 1 0 0 1 0 1
261 ｹﾌｻｲｿｶﾞﾆ 0 0 0 0 0
262 ﾀｶﾉｹﾌｻｲｿｶﾞﾆ 0 0 0 0 0
263 ｲｿｶﾞﾆ属 + 0 + 0 0
264 ｱｶﾎｼﾏﾒｶﾞﾆ 0 0 0
265 Sakaina属 0 0 0
266 ｶｸﾚｶﾞﾆ科 + + +
267 ｶﾆ亜目のﾒｶﾞﾛﾊﾟ期幼生 + + + + + + +
268 ｶﾆ亜目 0 0 0
269 昆虫 ｱｼﾅｶﾞﾊﾞｴ科 + + +
270 箒虫動物 ﾎｳｷﾑｼ ﾎｳｷﾑｼ属
271 腕足動物 無関節 ｽｽﾞﾒｶﾞｲﾀﾞﾏｼ科 0 0 0 0 0 0 1 1
272 苔虫動物 苔虫動物門 0 0 0
273 棘皮動物 ﾋﾄﾃﾞ ｲﾄﾏｷﾋﾄﾃﾞ
274 ｲﾄﾏｷﾋﾄﾃﾞ属 0 0 0 0 0
275 ﾋﾄﾃﾞ綱 0 + 0 0
276 ｸﾓﾋﾄﾃﾞ ﾁﾋﾞｸﾓﾋﾄﾃﾞ属
277 ﾁﾋﾞｸﾓﾋﾄﾃﾞ科
278 ﾄｹﾞｸﾓﾋﾄﾃﾞ属
279 ﾆﾎﾝｸﾓﾋﾄﾃﾞ
280 ｸﾓﾋﾄﾃﾞ綱 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
281 ｳﾆ ｶﾞﾝｶﾞｾﾞ
282 ｺｼﾀﾞｶｳﾆ
283 ｻﾝｼｮｳｳﾆ科 0 0 0 0 0 0
284 ﾑﾗｻｷｳﾆ
285 ﾏﾒｳﾆ科 0 0 0
286 ﾅﾏｺ ｽｸﾚﾛﾀﾞｸﾃｨﾗ科 0 0 0
287 ｷﾝｺ科 0 0 0 9 1 0 1 11 12
288 脊索動物 ﾎﾔ ｳｽﾎﾞﾔ科 0 0 0
289 ﾅﾂﾒﾎﾞﾔ属
290 ｲﾀﾎﾞﾔ科 0 0 0
291 ﾌﾀｽｼﾞﾎﾞﾔ 0 1 1 1
292 ｼﾛﾎﾞﾔ科 1 2 2 5 5
293 ｶﾗｽﾎﾞﾔ 5 1 1 1 6 7
294 ﾎﾔ綱 0 + 1 0 0 1 1
295 脊椎動物 硬骨魚 ｺｹｷﾞﾝﾎﾟ 1 1 1

20 49 59 15 68 78 4 71 54 19 64 108 21 70 65 47 155 166 224
27.89 149.93 73.28 31.64 35.02 146.75 10.82 82.55 11.94 57.77 187.14 343.51 18.26 261.01 205.80 146.38 715.65 781.28 1,643.31

注）「+」は0.01g未満を示す。

合  計
種類数

No. 門 綱 種名

夏季

表 2-3-52（22） 付着生物リスト（質重量：夏季⑥）



2
-
1
9
3 

L1 L3 L5 合計

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

全層

1 海綿動物 石灰海綿 石灰海綿綱 + + +
2 普通海綿 普通海綿綱 + + + + + + + +
3 刺胞動物 花虫 ﾀﾃｼﾞﾏｲｿｷﾞﾝﾁｬｸ 3 3 3
4 ｲｿｷﾞﾝﾁｬｸ目 3 6 1 6 3 3 4 12 19
5 扁形動物 渦虫 ﾋﾗﾑｼ目 19 2 32 4 12 1 1 1 6 64 71
6 紐形動物 紐形動物門 1 9 1 1 9 9 2 2 1 2 12 21 35
7 軟体動物 多板 ｳｽﾋｻﾞﾗｶﾞｲ科 1 12 6 1 6 14 20
8 ﾊﾞﾊﾞｶﾞｾ 1 2 1 1 1 4 5
9 ﾋｹﾞﾋｻﾞﾗｶﾞｲ科 3 22 9 34 34

10 ｸｻｽﾞﾘｶﾞｲ 2 1 2 1 26 2 30 32
11 ﾆｼｷﾋｻﾞﾗｶﾞｲ 1 1 5 7 7
12 ﾋｻﾞﾗｶﾞｲ 13 1 5 19 19
13 Tonicia属
14 ｸｻｽﾞﾘｶﾞｲ科
15 ｹﾊﾀﾞﾋｻﾞﾗｶﾞｲ属 6 38 86 20 30 10 3 33 26 4 29 7 184 94 285
16 ｹﾑｼﾋｻﾞﾗｶﾞｲ属 4 3 1 1 4 5 9
17 腹足 ﾍﾞｯｺｳｶﾞｻｶﾞｲ 1 1 1
18 ﾖﾒｶﾞｶｻｶﾞｲ 3 1 4 4
19 ﾏﾂﾊﾞｶﾞｲ 3 15 4 22 22
20 ｳﾉｱｼ(ｳﾉｱｼ型) 1 1 2 2
21 ﾋﾒｺｻﾞﾗ 5 3 12 15 5 20
22 ｳﾉｱｼ属 1 1 1 3 5 1 6
23 ｶｽﾘｱｵｶﾞｲ 2 2 2
24 ﾎｿｽｼﾞｱｵｶﾞｲ 1 1 2 2
25 ｱｵｶﾞｲ属 2 2 2
26 ﾋﾗｽｶｼｶﾞｲ 2 2 2
27 ｽｿｶｹｶﾞｲ 1 1 1
28 ｽｶｼｶﾞｲ科 1 1 1
29 ｸﾏﾉｺｶﾞｲ 1 1 1
30 ｺｼﾀﾞｶｶﾞﾝｶﾞﾗ 6 2 1 18 16 2 2 27 16 45
31 ｱｼﾔｶﾞｲ 1 1 1
32 ｲｼﾀﾞﾀﾐ 19 14 9 42 42
33 Cantharidus属 1 1 2 18 18 4 22
34 Calliostoma属
35 ﾆｼｷｳｽﾞｶﾞｲ科
36 ｽｶﾞｲ 6 2 3 3 6 2 11
37 ｱﾏｶﾞｲ 14 14 14
38 ｺﾍﾞﾙﾄｶﾆﾓﾘ 1 9 18 25 1 25 29 54
39 ｵﾆﾉﾂﾉｶﾞｲ属
40 ｹﾉﾓﾂﾎﾞ 32 1 16 9 16 42 58
41 ｵﾆﾉﾂﾉｶﾞｲ科
42 ｽｽﾞﾒﾊﾏﾂﾎﾞ属 53 15 957 88 122 83 2 19 1,149 190 1,339
43 ｼﾏﾊﾏﾂﾎﾞ
44 ｱﾗﾚﾀﾏｷﾋﾞ 1 1 1
45 ﾀﾏｷﾋﾞ 1 1 1
46 ｺﾋﾞﾄｳﾗｳｽﾞｶﾞｲ 326 118 2 446 446
47 ﾁｬﾂﾎﾞ 4 1 4 1 5
48 ﾀﾏﾂﾎﾞ 8 8 8
49 ﾘｿﾂﾎﾞ科
50 ｱﾜﾌﾞﾈｶﾞｲ 62 12 22 8 28 6 44 8 84 106 190

注）「+」は計測不能の種の出現を示す。

L2 L4No. 種名門 綱

春季

表 2-3-52（23） 付着生物リスト（個体数：春季①）



2
-
1
9
4 

L1 L3 L5 合計

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

全層

51 軟体動物 腹足 ｼﾏﾒﾉｳﾌﾈｶﾞｲ 1 1 10 1 3 11 5 16
52 ｵｵﾍﾋﾞｶﾞｲ 10 17 17 2 2 1 31 3 5 65 23 88
53 ﾀﾏｶﾞｲ科
54 ﾐﾂｸﾁｷﾘｵﾚ科 1 2 4 2 5 7
55 ﾊﾅｺﾞｳﾅ科 1 1 1
56 ｳﾈﾚｲｼﾀﾞﾏｼ
57 ﾋﾒﾖｳﾗｸ 2 4 10 8 3 7 31 17 48 65
58 ｱｶﾆｼ 2 2 2
59 ﾚｲｼｶﾞｲ 3 1 1 1 2 4 6
60 ｲﾎﾞﾆｼ
61 ｱｯｷｶﾞｲ科
62 ﾌﾄｺﾛｶﾞｲ 2 1 18 5 18 2 5 43 8 51
63 ﾏﾂﾑｼ 1 1 1
64 ﾎﾞｻﾂｶﾞｲ 8 8 8
65 ﾑｷﾞｶﾞｲ 40 2 123 36 68 3 73 57 160 98 464 562
66 ﾉﾐﾆﾅ属 11 66 35 112 112
67 ｱﾗﾑｼﾛ 1 1 1 1 2
68 ﾋﾒﾑｼﾛ 19 19 19
69 ｺﾞﾏﾌﾎﾗﾀﾞﾏｼ属 2 2 3 2 5 7
70 ｲｿﾆﾅ 2 2 2
71 ｸﾀﾞﾏｷｶﾞｲ科
72 Heliacus属 1 1 1
73 ﾄｳｶﾞﾀｶﾞｲ科
74 ｷｾﾜﾀｶﾞｲ科
75 ﾌﾞﾄﾞｳｶﾞｲ科
76 ｱﾒﾌﾗｼ科
77 裸鰓目 1 1 1
78 Onchidella属 1 1 2 2
79 ｷｸﾉﾊﾅｶﾞｲ 12 3 1 3 13 16
80 ｺｳﾀﾞｶｶﾗﾏﾂ属 36 11 6 1 3 65 1 73 4 14 180 6 200
81 腹足綱の卵
82 ｺﾍﾞﾙﾄﾌﾈｶﾞｲ 16 58 69 9 10 6 1 20 14 1 88 114 203
83 ﾌﾈｶﾞｲ属
84 ｴｶﾞｲ属 1 1 2 2 3 1 2 6
85 ｺｼﾛｶﾞｲ
86 ﾐﾐｴｶﾞｲ 2 2 2
87 ﾌﾈｶﾞｲ科
88 ｸﾛｸﾞﾁ 2 3 5 5
89 ﾑﾗｻｷｲｶﾞｲ 1 1 1 3 3
90 ｸｼﾞｬｸｶﾞｲ 3 2 2 3 5
91 ﾋﾊﾞﾘｶﾞｲ 26 19 26 28 8 3 55 1 89 77 166
92 ﾋﾊﾞﾘｶﾞｲ属
93 ｽｼﾞﾀﾏｴｶﾞｲ 1 8 8 8 9 17
94 ﾀﾏｴｶﾞｲ
95 ﾀﾏｴｶﾞｲ属 2 3 5 5
96 ﾎﾄﾄｷﾞｽｶﾞｲ 1 4 4 1 5
97 ｼｷﾞﾉﾊｼ属 1 2 1 3 1 4 4 8
98 ｲｶﾞｲ科
99 ﾊﾈｶﾞｲ

100 ﾌｸﾚﾕｷﾐﾉ 1 1 1

注）「+」は計測不能の種の出現を示す。

L2 L4No. 種名門 綱

春季

表 2-3-52（24） 付着生物リスト（個体数：春季②）



2
-
1
9
5 

L1 L3 L5 合計

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

全層

101 軟体動物 腹足 ｳﾐｷﾞｸ属
102 ｼｬｺｶﾞｷ属 3 3 3
103 ｹｶﾞｷ 8 8 8
104 ｲﾜｶﾞｷ 1 1 1
105 ﾜﾆｶﾞｷ属 2 1 2 1 3
106 ｲﾀﾎﾞｶﾞｷ科 3 1 2 3 1 2 6
107 ﾌﾀﾊﾞｼﾗｶﾞｲ科
108 ｺﾊｸﾉﾂﾕｶﾞｲ 1 1 1
109 ﾁﾘﾊｷﾞｶﾞｲ科 1 1 1
110 ﾄﾏﾔｶﾞｲ 1 4 1 6 2 10 12
111 ｷｸｻﾞﾙ属 1 1 7 1 1 13 3 1 5 23 28
112 ｻﾙﾉｶｼﾗ 1 1 1 1 2
113 ｱｻﾘ 1 1 1
114 ﾏﾂｶｾﾞｶﾞｲ属 33 2 1 2 34 36
115 ﾏﾙｽﾀﾞﾚｶﾞｲ科
116 ｾﾐｱｻﾘ 2 2 2
117 ｲﾜﾎﾘｶﾞｲ科
118 ｲｼﾞｹｶﾞｲ 4 1 5 5
119 ｷﾇﾏﾄｲｶﾞｲ 1 1 2 2 1 4 3 7
120 ﾁﾋﾞﾂｸｴｶﾞｲ 1 1 1 1 2
121 ﾂｸｴｶﾞｲ科
122 環形動物 ｺﾞｶｲ Harmothoe属 18 1 9 19 2 1 3 27 1 5 74 80
123 ﾌｻﾂｷｳﾛｺﾑｼ 1 1 1 1 2
124 Lepidonotus属 1 3 46 37 2 3 1 1 1 2 49 44 95
125 ﾐﾛｸｳﾛｺﾑｼ 1 1 2 2
126 ﾅｶﾞﾌｻﾂｷｳﾛｺﾑｼ 11 1 9 9 12 21
127 ｳﾛｺﾑｼ科
128 Nereiphylla属 1 1 1 1 1 3 2 5
129 Eulalia属
130 Eumida属 1 1 1 1 2
131 ｻｼﾊﾞｺﾞｶｲ科 8 4 12 12
132 ｴﾗﾅｼﾁﾛﾘ 1 1 1
133 Hemipodia属
134 Ophiodromus属 7 7 7
135 ﾑﾗｻｷｼﾏｼﾘｽ
136 ﾐﾄﾞﾘｼﾘｽ 19 19 19
137 ｵｶﾀﾞｼﾘｽ 1 1 1
138 ｼﾛﾏﾀﾞﾗｼﾘｽ 1 1 1 1 2
139 ｴｰﾚﾙｼﾘｽ 3 1 1 4 1 1 2 9 11
140 ｸﾛｸﾋﾞｼﾘｽ 1 8 1 4 1 1 14 15
141 ｼﾘｽ亜科 37 2 91 2 1 19 3 2 2 97 58 157
142 ﾌﾀﾏﾀｺﾞｶｲ
143 ﾋﾒｺﾞｶｲ
144 ﾋｹﾞﾌﾞﾄｺﾞｶｲ 1 1 1
145 ﾌﾂｳｺﾞｶｲ 8 3 2 10 13 10 23
146 ﾏｻｺﾞｺﾞｶｲ 1 1 1
147 ｸﾏﾄﾞﾘｺﾞｶｲ 37 1 11 21 23 22 50 1 17 19 2 60 140 202
148 ﾂﾙﾋｹﾞｺﾞｶｲ 2 1 1 4 4
149 ｲｿﾂﾙﾋｹﾞｺﾞｶｲ 9 10 1 9 11 20
150 Platynereis属

注）「+」は計測不能の種の出現を示す。

L2 L4No. 種名門 綱

春季

表 2-3-52（25） 付着生物リスト（個体数：春季③）



2
-
1
9
6 

L1 L3 L5 合計

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

全層

151 環形動物 ｺﾞｶｲ ｺﾞｶｲ科 35 37 20 10 10 92 102
152 ﾀﾝｻﾞｸｺﾞｶｲ科 24 1 24 1 25
153 ｳﾐｹﾑｼ科 8 8 8
154 Eunice属 1 1 1
155 Lysidice属 4 35 53 1 23 5 19 41 99 140
156 Scoletoma属 8 8 8
157 ｾｸﾞﾛｲｿﾒ
158 ｾｸﾞﾛｲｿﾒ科
159 ﾋﾒｱｶﾑｼ 1 1 1
160 Dorvillea属 15 1 16 16
161 Naineris属 9 9 9
162 ｹﾝｻｷｽﾋﾟｵ
163 Dipolydora属
164 Polydora属
165 ﾂﾊﾞｻｺﾞｶｲ科
166 Timarete属 1 18 19 19
167 Dodecaceria属 6 20 20 6 26
168 ﾐｽﾞﾋｷｺﾞｶｲ科
169 ﾊﾎﾞｳｷｺﾞｶｲ科 1 1 6 13 6 15 21
170 ｲﾄｺﾞｶｲ科
171 Polyophthalmus属
172 ﾄﾉｻﾏｺﾞｶｲ科
173 Thelepus属 1 2 2 1 2 10 5 13 18
174 Amphitrite属 5 5 5
175 Nicolea属 2 16 7 4 8 17 1 32 23 55
176 Terebella属 31 56 39 9 41 11 70 5 81 181 262
177 ﾌｻｺﾞｶｲ科
178 ｹﾔﾘﾑｼ科 10 10 10
179 ｴｿﾞｶｻﾈｶﾝｻﾞｼｺﾞｶｲ 25 34 8 4 1 9 63 72
180 ﾎｿﾄｹﾞｶﾝｻﾞｼｺﾞｶｲ 1 1 1
181 Hydroides属 1 1 1
182 ﾔｯｺｶﾝｻﾞｼｺﾞｶｲ 8 21 8 48 64 21 85
183 ﾑﾂｴﾀﾞｶﾝｻﾞｼｺﾞｶｲ 4 1 1 6 6
184 ｶﾝｻﾞｼｺﾞｶｲ科 1 8 9 9
185 星口動物 ｻﾒﾊﾀﾞﾎｼﾑｼ ｻﾒﾊﾀﾞﾎｼﾑｼ科 46 71 84 1 48 3 71 182 253
186 星口動物門
187 節足動物 ｳﾐｸﾞﾓ ｳﾐｸﾞﾓ綱 1 1 1
188 ｱｺﾞｱｼ ｶﾒﾉﾃ 1 31 32 32
189 ｲﾜﾌｼﾞﾂﾎﾞ 1,077 1,428 2,505 2,505
190 ｸﾛﾌｼﾞﾂﾎﾞ 1 1 1
191 Acasta属 3 21 24 24
192 ｻﾝｶｸﾌｼﾞﾂﾎﾞ 79 72 4 48 764 318 1,662 1,240 848 268 3,357 1,946 5,303
193 軟甲 ﾗﾓﾝﾄﾞﾋｹﾞﾅｶﾞ 1 1 1 10 8 20 22 31 32 63
194 ﾋｹﾞﾅｶﾞﾖｺｴﾋﾞ属 103 37 1 52 31 45 63 81 194 4 98 15 5 379 340 724
195 ｲｯｹﾋｹﾞﾅｶﾞﾖｺｴﾋﾞ属 1 2 1 1 3 4
196 ﾄﾞﾛｿｺｴﾋﾞ属 1 1 1
197 ﾕﾝﾎﾞｿｺｴﾋﾞ科 5 17 1 52 4 74 5 79
198 Monocorophium属 4 17 11 1 42 112 5 134 58 192
199 ﾄｹﾞﾎﾎﾖｺｴﾋﾞ属 1 1 1 7 1 9 10
200 ｴﾝﾏﾖｺｴﾋﾞ科

注）「+」は計測不能の種の出現を示す。

L2 L4No. 種名門 綱

春季

表 2-3-52（26） 付着生物リスト（個体数：春季④）



2
-
1
9
7 

L1 L3 L5 合計

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

全層

201 節足動物 軟甲 ｱｺﾞﾅｶﾞﾖｺｴﾋﾞ属 12 1 1 11 8 4 13 24 37
202 ﾏﾙﾊｻﾐﾖｺｴﾋﾞ属 1 1 1
203 ﾓｸｽﾞﾖｺｴﾋﾞ科 34 1 1 4 1 1 41 3 1 1 2 81 5 88
204 ｿｺｴﾋﾞ属
205 ﾎｿﾖｺｴﾋﾞ属 2 3 12 39 32 1 40 49 89
206 ﾄｹﾞﾖｺｴﾋﾞ属 38 25 29 25 67 92
207 ｲｿﾖｺｴﾋﾞ属 22 9 31 31
208 Maeridae（和名なし）
209 ﾒﾘﾀﾖｺｴﾋﾞ属 4 4 4
210 ｶﾒﾉｺﾖｺｴﾋﾞ属 17 2 8 8 27 8 35
211 ﾄｹﾞﾜﾚｶﾗ 4 45 2 1 125 28 27 149 2 223 17 4 255 364 623
212 ｶﾏﾃﾜﾚｶﾗ 2 2 2
213 ﾜﾚｶﾗ属 1 1 1
214 ｳﾐﾅﾅﾌｼ属 2 2 2
215 ｽﾅﾎﾘﾑｼ属
216 ﾋﾗﾀｳﾐｾﾐ 2 2 2
217 Chitonosphaera属
218 ﾆﾎﾝｺﾂﾌﾞﾑｼ 27 1 1 27 28
219 ｼﾘｹﾝｳﾐｾﾐ 29 21 50 50
220 ｼﾘｹﾝｳﾐｾﾐ属 19 19 19
221 ﾖﾂﾊﾞｺﾂﾌﾞﾑｼ
222 ｳﾐﾐｽﾞﾑｼ属 1 1 1
223 ｾﾞｳｸｿ属 8 8 8
224 ｹﾌﾞｶﾀﾅｲｽ 14 8 14 8 22
225 ｸﾙﾏｴﾋﾞ科
226 ﾌﾀﾊﾞｲｼｴﾋﾞ
227 ｽｼﾞｴﾋﾞ属
228 ｱｼﾅｶﾞﾓｴﾋﾞﾓﾄﾞｷ 1 1 1 1 2
229 ﾃｯﾎﾟｳｴﾋﾞ属 1 1 2 2
230 ﾛｳｿｸｴﾋﾞ属 1 3 9 3 10 13
231 ﾛｳｿｸｴﾋﾞ科
232 ｺｴﾋﾞ亜目
233 ｺｼｵﾘｴﾋﾞ属 22 40 22 40 62
234 ﾌﾄｳﾃﾞﾈｼﾞﾚｶﾆﾀﾞﾏｼ 1 1 1
235 ｶﾆﾀﾞﾏｼ科
236 ｹﾌﾞｶﾋﾒﾖｺﾊﾞｻﾐ 1 1 1
237 ﾔﾄﾞｶﾘ科 1 1 2 2
238 ﾕﾋﾞﾅｶﾞﾎﾝﾔﾄﾞｶﾘ 1 1 1
239 ﾎﾝﾔﾄﾞｶﾘ
240 ｹｱｼﾎﾝﾔﾄﾞｶﾘ
241 ﾎﾝﾔﾄﾞｶﾘ科 1 1 2 2
242 ﾔﾄﾞｶﾘ亜目
243 ｺｲﾁｮｳｶﾞﾆ
244 ｽﾍﾞｽﾍﾞｵｳｷﾞｶﾞﾆ 1 1 1 1 2
245 ｲｯｶｸｶﾞﾆ
246 ﾂﾉﾀﾞｼﾔﾜﾗｶﾞﾆ 2 1 2 1 3
247 ﾔﾜﾗｶﾞﾆ科 1 1 1 1 2
248 ｸﾓｶﾞﾆ属
249 ﾙｰｹﾌﾞｶｶﾞﾆ
250 ﾋﾒｹﾌﾞｶｶﾞﾆ 25 5 6 5 31 36

注）「+」は計測不能の種の出現を示す。

L2 L4No. 種名門 綱

春季

表 2-3-52（27） 付着生物リスト（個体数：春季⑤）



2
-
1
9
8 

L1 L3 L5 合計

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

全層

251 節足動物 軟甲 ｹﾌﾞｶｶﾞﾆ科 1 1 2 2 2 4
252 ｶﾜﾘｲｼｶﾞﾆ
253 ｲｼｶﾞﾆ 1 1 1
254 ﾍﾞﾆﾂｹｶﾞﾆ属
255 ｹﾌﾞｶｱﾜﾂﾌﾞｶﾞﾆ
256 ﾋﾒｼﾜｵｳｷﾞｶﾞﾆ 1 1 1
257 ﾄｹﾞｵｳｷﾞｶﾞﾆ属 1 1 1
258 ｵｳｷﾞｶﾞﾆ科 1 3 24 1 27 28
259 ﾋﾒﾍﾞﾝｹｲｶﾞﾆ 1 1 1
260 ﾋﾗｲｿｶﾞﾆ 4 3 19 2 10 6 13 19 38
261 ｹﾌｻｲｿｶﾞﾆ
262 ﾀｶﾉｹﾌｻｲｿｶﾞﾆ
263 ｲｿｶﾞﾆ属
264 ｱｶﾎｼﾏﾒｶﾞﾆ
265 Sakaina属
266 ｶｸﾚｶﾞﾆ科
267 ｶﾆ亜目のﾒｶﾞﾛﾊﾟ期幼生 1 1 1
268 ｶﾆ亜目
269 昆虫 ｱｼﾅｶﾞﾊﾞｴ科
270 箒虫動物 ﾎｳｷﾑｼ ﾎｳｷﾑｼ属 11 11 11
271 腕足動物 無関節 ｽｽﾞﾒｶﾞｲﾀﾞﾏｼ科 1 17 37 18 37 55
272 苔虫動物 苔虫動物門 + + +
273 棘皮動物 ﾋﾄﾃﾞ ｲﾄﾏｷﾋﾄﾃﾞ 1 1 1
274 ｲﾄﾏｷﾋﾄﾃﾞ属 2 1 2 1 3
275 ﾋﾄﾃﾞ綱
276 ｸﾓﾋﾄﾃﾞ ﾁﾋﾞｸﾓﾋﾄﾃﾞ属 1 14 1 14 2 16
277 ﾁﾋﾞｸﾓﾋﾄﾃﾞ科 4 1 5 5
278 ﾄｹﾞｸﾓﾋﾄﾃﾞ属 1 1 1
279 ﾆﾎﾝｸﾓﾋﾄﾃﾞ 1 1 1
280 ｸﾓﾋﾄﾃﾞ綱
281 ｳﾆ ｶﾞﾝｶﾞｾﾞ 2 2 2
282 ｺｼﾀﾞｶｳﾆ 2 3 3 2 5
283 ｻﾝｼｮｳｳﾆ科
284 ﾑﾗｻｷｳﾆ 1 1 1
285 ﾏﾒｳﾆ科
286 ﾅﾏｺ ｽｸﾚﾛﾀﾞｸﾃｨﾗ科 8 152 8 152 160
287 ｷﾝｺ科 5 72 221 72 226 298
288 脊索動物 ﾎﾔ ｳｽﾎﾞﾔ科
289 ﾅﾂﾒﾎﾞﾔ属 1 1 1
290 ｲﾀﾎﾞﾔ科 + + + +
291 ﾌﾀｽｼﾞﾎﾞﾔ
292 ｼﾛﾎﾞﾔ科 1 18 5 23 4 20 3 38 3 1 16 100 116
293 ｶﾗｽﾎﾞﾔ
294 ﾎﾔ綱 1 1 1
295 脊椎動物 硬骨魚 ｺｹｷﾞﾝﾎﾟ

7 25 59 23 58 70 4 48 66 24 43 70 25 58 59 54 121 152 208
1,412 423 752 1,616 773 1,357 25 2,090 1,039 122 2,314 2,464 105 1,920 934 3,280 7,520 6,546 17,346

注）「+」は計測不能の種の出現を示す。

合  計

L2 L4

種類数

No. 種名門 綱

春季

表 2-3-52（28） 付着生物リスト（個体数：春季⑥）



2
-
1
9
9 

L1 L3 L5 合計

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

全層

1 海綿動物 石灰海綿 石灰海綿綱 1 1 1
2 普通海綿 普通海綿綱 0 5 2 0 2 1 9 9
3 刺胞動物 花虫 ﾀﾃｼﾞﾏｲｿｷﾞﾝﾁｬｸ 1 1 1
4 ｲｿｷﾞﾝﾁｬｸ目 1 6 2 1 6 6 3 7 17
5 扁形動物 渦虫 ﾋﾗﾑｼ目 0 0 1 0 1 0 0 0 0 3 3
6 紐形動物 紐形動物門 + 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
7 軟体動物 多板 ｳｽﾋｻﾞﾗｶﾞｲ科 0 2 2 0 2 2 4
8 ﾊﾞﾊﾞｶﾞｾ 0 6 0 0 0 6 6
9 ﾋｹﾞﾋｻﾞﾗｶﾞｲ科 0 0 0 0 0

10 ｸｻｽﾞﾘｶﾞｲ 0 0 0 0 1 0 2 2
11 ﾆｼｷﾋｻﾞﾗｶﾞｲ 0 0 1 1 1
12 ﾋｻﾞﾗｶﾞｲ 8 6 5 19 19
13 Tonicia属
14 ｸｻｽﾞﾘｶﾞｲ科
15 ｹﾊﾀﾞﾋｻﾞﾗｶﾞｲ属 0 3 6 2 3 2 1 5 4 1 8 1 23 10 35
16 ｹﾑｼﾋｻﾞﾗｶﾞｲ属 1 1 0 0 1 1 2
17 腹足 ﾍﾞｯｺｳｶﾞｻｶﾞｲ 0 0 0
18 ﾖﾒｶﾞｶｻｶﾞｲ 1 0 2 2
19 ﾏﾂﾊﾞｶﾞｲ 1 19 1 21 21
20 ｳﾉｱｼ(ｳﾉｱｼ型) 0 0 0 0
21 ﾋﾒｺｻﾞﾗ 1 0 0 0 1 1
22 ｳﾉｱｼ属 0 + 0 0 0 0 0
23 ｶｽﾘｱｵｶﾞｲ 0 0 0
24 ﾎｿｽｼﾞｱｵｶﾞｲ 0 0 0 0
25 ｱｵｶﾞｲ属 0 0 0
26 ﾋﾗｽｶｼｶﾞｲ 1 1 1
27 ｽｿｶｹｶﾞｲ 0 0 0
28 ｽｶｼｶﾞｲ科 0 0 0
29 ｸﾏﾉｺｶﾞｲ 2 2 2
30 ｺｼﾀﾞｶｶﾞﾝｶﾞﾗ 30 18 11 7 13 2 18 51 13 82
31 ｱｼﾔｶﾞｲ 0 0 0
32 ｲｼﾀﾞﾀﾐ 28 16 4 48 48
33 Cantharidus属 0 0 0 0 0 0 0
34 Calliostoma属
35 ﾆｼｷｳｽﾞｶﾞｲ科
36 ｽｶﾞｲ 9 11 13 13 9 11 32
37 ｱﾏｶﾞｲ 5 5 5
38 ｺﾍﾞﾙﾄｶﾆﾓﾘ 0 7 17 13 0 13 24 37
39 ｵﾆﾉﾂﾉｶﾞｲ属
40 ｹﾉﾓﾂﾎﾞ 0 + 0 0 0 0 0
41 ｵﾆﾉﾂﾉｶﾞｲ科
42 ｽｽﾞﾒﾊﾏﾂﾎﾞ属 0 0 3 0 0 0 0 0 3 0 4
43 ｼﾏﾊﾏﾂﾎﾞ
44 ｱﾗﾚﾀﾏｷﾋﾞ 0 0 0
45 ﾀﾏｷﾋﾞ + + +
46 ｺﾋﾞﾄｳﾗｳｽﾞｶﾞｲ 1 0 0 1 1
47 ﾁｬﾂﾎﾞ + + + + +
48 ﾀﾏﾂﾎﾞ 0 0 0
49 ﾘｿﾂﾎﾞ科
50 ｱﾜﾌﾞﾈｶﾞｲ 54 10 8 0 4 3 12 2 25 67 92

注）「+」は0.01g未満を示す。

L2
No. 門 綱 種名

春季
L4

表 2-3-52（29） 付着生物リスト（質重量：春季①）



2
-
2
0
0 

L1 L3 L5 合計

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

全層

51 軟体動物 腹足 ｼﾏﾒﾉｳﾌﾈｶﾞｲ + 3 0 2 0 0 5 5
52 ｵｵﾍﾋﾞｶﾞｲ 22 101 203 40 2 10 206 33 63 496 185 680
53 ﾀﾏｶﾞｲ科
54 ﾐﾂｸﾁｷﾘｵﾚ科 0 0 0 0 0 0
55 ﾊﾅｺﾞｳﾅ科 + + +
56 ｳﾈﾚｲｼﾀﾞﾏｼ
57 ﾋﾒﾖｳﾗｸ 0 3 2 6 1 4 4 5 14 20
58 ｱｶﾆｼ 28 28 28
59 ﾚｲｼｶﾞｲ 6 4 3 0 4 10 14
60 ｲﾎﾞﾆｼ
61 ｱｯｷｶﾞｲ科
62 ﾌﾄｺﾛｶﾞｲ 0 0 1 2 0 0 2 3 3 7
63 ﾏﾂﾑｼ 0 0 0
64 ﾎﾞｻﾂｶﾞｲ 1 1 1
65 ﾑｷﾞｶﾞｲ 1 0 5 2 2 0 2 4 5 6 15 21
66 ﾉﾐﾆﾅ属 0 0 0 0 0
67 ｱﾗﾑｼﾛ 1 1 1 1 1
68 ﾋﾒﾑｼﾛ 0 0 0
69 ｺﾞﾏﾌﾎﾗﾀﾞﾏｼ属 1 0 0 0 1 1
70 ｲｿﾆﾅ 3 3 3
71 ｸﾀﾞﾏｷｶﾞｲ科
72 Heliacus属 0 0 0
73 ﾄｳｶﾞﾀｶﾞｲ科
74 ｷｾﾜﾀｶﾞｲ科
75 ﾌﾞﾄﾞｳｶﾞｲ科
76 ｱﾒﾌﾗｼ科
77 裸鰓目 0 0 0
78 Onchidella属 0 + 0 0
79 ｷｸﾉﾊﾅｶﾞｲ 2 0 0 0 2 3
80 ｺｳﾀﾞｶｶﾗﾏﾂ属 1 1 0 0 0 2 0 2 0 1 5 0 6
81 腹足綱の卵
82 ｺﾍﾞﾙﾄﾌﾈｶﾞｲ 1 14 8 0 1 9 4 2 4 4 17 21 43
83 ﾌﾈｶﾞｲ属
84 ｴｶﾞｲ属 0 0 2 0 0 0 2 2
85 ｺｼﾛｶﾞｲ
86 ﾐﾐｴｶﾞｲ 0 0 0
87 ﾌﾈｶﾞｲ科
88 ｸﾛｸﾞﾁ 0 0 0 0
89 ﾑﾗｻｷｲｶﾞｲ 0 0 0 0 0
90 ｸｼﾞｬｸｶﾞｲ 1 1 1 1 2
91 ﾋﾊﾞﾘｶﾞｲ 1 1 1 1 0 0 3 0 4 4 7
92 ﾋﾊﾞﾘｶﾞｲ属
93 ｽｼﾞﾀﾏｴｶﾞｲ 0 0 0 0 0 0
94 ﾀﾏｴｶﾞｲ
95 ﾀﾏｴｶﾞｲ属 0 0 0 0
96 ﾎﾄﾄｷﾞｽｶﾞｲ 0 0 0 0 0
97 ｼｷﾞﾉﾊｼ属 0 0 0 1 0 1 0 1
98 ｲｶﾞｲ科
99 ﾊﾈｶﾞｲ

100 ﾌｸﾚﾕｷﾐﾉ 0 0 0

注）「+」は0.01g未満を示す。
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表 2-3-52（30） 付着生物リスト（質重量：春季②）



2
-
2
0
1 

L1 L3 L5 合計

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

全層

101 軟体動物 腹足 ｳﾐｷﾞｸ属
102 ｼｬｺｶﾞｷ属 20 20 20
103 ｹｶﾞｷ 1 1 1
104 ｲﾜｶﾞｷ 232 232 232
105 ﾜﾆｶﾞｷ属 30 35 30 35 66
106 ｲﾀﾎﾞｶﾞｷ科 0 0 4 0 0 4 4
107 ﾌﾀﾊﾞｼﾗｶﾞｲ科
108 ｺﾊｸﾉﾂﾕｶﾞｲ 1 1 1
109 ﾁﾘﾊｷﾞｶﾞｲ科 + + +
110 ﾄﾏﾔｶﾞｲ 0 9 0 6 1 14 15
111 ｷｸｻﾞﾙ属 37 10 79 5 4 139 34 40 48 300 348
112 ｻﾙﾉｶｼﾗ 10 15 10 15 25
113 ｱｻﾘ 0 0 0
114 ﾏﾂｶｾﾞｶﾞｲ属 3 0 0 0 3 4
115 ﾏﾙｽﾀﾞﾚｶﾞｲ科
116 ｾﾐｱｻﾘ 0 0 0
117 ｲﾜﾎﾘｶﾞｲ科
118 ｲｼﾞｹｶﾞｲ 0 0 0 0
119 ｷﾇﾏﾄｲｶﾞｲ 0 0 0 0 0 0 0 1
120 ﾁﾋﾞﾂｸｴｶﾞｲ 0 0 0 0 0
121 ﾂｸｴｶﾞｲ科
122 環形動物 ｺﾞｶｲ Harmothoe属 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1
123 ﾌｻﾂｷｳﾛｺﾑｼ 0 0 0 0 0
124 Lepidonotus属 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 1 1 2
125 ﾐﾛｸｳﾛｺﾑｼ 0 0 0 0
126 ﾅｶﾞﾌｻﾂｷｳﾛｺﾑｼ 0 0 0 0 0 1
127 ｳﾛｺﾑｼ科
128 Nereiphylla属 0 + 0 0 0 0 0 0
129 Eulalia属
130 Eumida属 0 + 0 + 0
131 ｻｼﾊﾞｺﾞｶｲ科 + 0 0 0
132 ｴﾗﾅｼﾁﾛﾘ 0 0 0
133 Hemipodia属
134 Ophiodromus属 0 0 0
135 ﾑﾗｻｷｼﾏｼﾘｽ
136 ﾐﾄﾞﾘｼﾘｽ 0 0 0
137 ｵｶﾀﾞｼﾘｽ 0 0 0
138 ｼﾛﾏﾀﾞﾗｼﾘｽ + 0 0 + 0
139 ｴｰﾚﾙｼﾘｽ 0 0 0 0 0 + 0 0 0
140 ｸﾛｸﾋﾞｼﾘｽ + 0 0 0 + + 0 0
141 ｼﾘｽ亜科 0 + 0 0 + 0 0 0 + 0 1 1
142 ﾌﾀﾏﾀｺﾞｶｲ
143 ﾋﾒｺﾞｶｲ
144 ﾋｹﾞﾌﾞﾄｺﾞｶｲ 0 0 0
145 ﾌﾂｳｺﾞｶｲ 0 0 0 0 0 0 0
146 ﾏｻｺﾞｺﾞｶｲ 0 0 0
147 ｸﾏﾄﾞﾘｺﾞｶｲ 1 + 0 1 1 2 4 0 2 1 0 5 8 12
148 ﾂﾙﾋｹﾞｺﾞｶｲ 0 0 0 0 0
149 ｲｿﾂﾙﾋｹﾞｺﾞｶｲ 0 0 0 0 0 0
150 Platynereis属

注）「+」は0.01g未満を示す。
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No. 門 綱 種名

春季
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表 2-3-52（31） 付着生物リスト（質重量：春季③）



2
-
2
0
2 

L1 L3 L5 合計

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

全層

151 環形動物 ｺﾞｶｲ ｺﾞｶｲ科 0 0 0 0 0 1 1
152 ﾀﾝｻﾞｸｺﾞｶｲ科 0 + 0 + 0
153 ｳﾐｹﾑｼ科 0 0 0
154 Eunice属 0 0 0
155 Lysidice属 0 5 4 0 1 0 0 5 5 10
156 Scoletoma属 0 0 0
157 ｾｸﾞﾛｲｿﾒ
158 ｾｸﾞﾛｲｿﾒ科
159 ﾋﾒｱｶﾑｼ 0 0 0
160 Dorvillea属 1 0 1 1
161 Naineris属 0 0 0
162 ｹﾝｻｷｽﾋﾟｵ
163 Dipolydora属
164 Polydora属
165 ﾂﾊﾞｻｺﾞｶｲ科
166 Timarete属 0 0 0 0
167 Dodecaceria属 0 0 0 0 0
168 ﾐｽﾞﾋｷｺﾞｶｲ科
169 ﾊﾎﾞｳｷｺﾞｶｲ科 + 0 0 0 0 0 0
170 ｲﾄｺﾞｶｲ科
171 Polyophthalmus属
172 ﾄﾉｻﾏｺﾞｶｲ科
173 Thelepus属 0 0 1 0 0 1 0 2 2
174 Amphitrite属 0 0 0
175 Nicolea属 0 0 2 0 1 0 0 3 1 3
176 Terebella属 1 3 5 0 3 0 2 1 5 11 15
177 ﾌｻｺﾞｶｲ科
178 ｹﾔﾘﾑｼ科 0 0 0
179 ｴｿﾞｶｻﾈｶﾝｻﾞｼｺﾞｶｲ 1 1 0 0 0 0 2 3
180 ﾎｿﾄｹﾞｶﾝｻﾞｼｺﾞｶｲ 0 0 0
181 Hydroides属 0 0 0
182 ﾔｯｺｶﾝｻﾞｼｺﾞｶｲ 0 0 0 1 1 0 1
183 ﾑﾂｴﾀﾞｶﾝｻﾞｼｺﾞｶｲ 0 0 0 0 0
184 ｶﾝｻﾞｼｺﾞｶｲ科 0 0 0 0
185 星口動物 ｻﾒﾊﾀﾞﾎｼﾑｼ ｻﾒﾊﾀﾞﾎｼﾑｼ科 1 2 4 0 0 0 2 6 7
186 星口動物門
187 節足動物 ｳﾐｸﾞﾓ ｳﾐｸﾞﾓ綱 + + +
188 ｱｺﾞｱｼ ｶﾒﾉﾃ 0 52 53 53
189 ｲﾜﾌｼﾞﾂﾎﾞ 10 5 15 15
190 ｸﾛﾌｼﾞﾂﾎﾞ 0 0 0
191 Acasta属 0 3 3 3
192 ｻﾝｶｸﾌｼﾞﾂﾎﾞ 24 60 1 19 218 148 510 987 672 185 1,426 1,400 2,826
193 軟甲 ﾗﾓﾝﾄﾞﾋｹﾞﾅｶﾞ + + + 0 0 0 0 0 0 0
194 ﾋｹﾞﾅｶﾞﾖｺｴﾋﾞ属 0 0 + 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 1 1 2
195 ｲｯｹﾋｹﾞﾅｶﾞﾖｺｴﾋﾞ属 + 0 + + 0 0
196 ﾄﾞﾛｿｺｴﾋﾞ属 + + +
197 ﾕﾝﾎﾞｿｺｴﾋﾞ科 + 0 + 0 + 0 + 0
198 Monocorophium属 + 0 0 + 0 0 + 0 0 0
199 ﾄｹﾞﾎﾎﾖｺｴﾋﾞ属 + + + + + + +
200 ｴﾝﾏﾖｺｴﾋﾞ科

注）「+」は0.01g未満を示す。
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表 2-3-52（32） 付着生物リスト（質重量：春季④）



2
-
2
0
3 

L1 L3 L5 合計

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

全層

201 節足動物 軟甲 ｱｺﾞﾅｶﾞﾖｺｴﾋﾞ属 0 + + 0 + + + 0 0
202 ﾏﾙﾊｻﾐﾖｺｴﾋﾞ属 + + +
203 ﾓｸｽﾞﾖｺｴﾋﾞ科 0 + 0 + + + 0 0 0 + 0 0 0 0
204 ｿｺｴﾋﾞ属
205 ﾎｿﾖｺｴﾋﾞ属 + + 0 0 0 + 0 0 0
206 ﾄｹﾞﾖｺｴﾋﾞ属 0 0 0 0 0 0
207 ｲｿﾖｺｴﾋﾞ属 0 0 0 0
208 Maeridae（和名なし）
209 ﾒﾘﾀﾖｺｴﾋﾞ属 0 0 0
210 ｶﾒﾉｺﾖｺｴﾋﾞ属 0 0 0 0 0 0 0
211 ﾄｹﾞﾜﾚｶﾗ + 0 + + 0 0 0 1 + 1 0 + 1 1 1
212 ｶﾏﾃﾜﾚｶﾗ + + +
213 ﾜﾚｶﾗ属 + + +
214 ｳﾐﾅﾅﾌｼ属 + + +
215 ｽﾅﾎﾘﾑｼ属
216 ﾋﾗﾀｳﾐｾﾐ 0 0 0
217 Chitonosphaera属
218 ﾆﾎﾝｺﾂﾌﾞﾑｼ 2 0 0 2 2
219 ｼﾘｹﾝｳﾐｾﾐ 0 0 0 0
220 ｼﾘｹﾝｳﾐｾﾐ属 0 0 0
221 ﾖﾂﾊﾞｺﾂﾌﾞﾑｼ
222 ｳﾐﾐｽﾞﾑｼ属 + + +
223 ｾﾞｳｸｿ属 + + +
224 ｹﾌﾞｶﾀﾅｲｽ 0 0 0 0 0
225 ｸﾙﾏｴﾋﾞ科
226 ﾌﾀﾊﾞｲｼｴﾋﾞ
227 ｽｼﾞｴﾋﾞ属
228 ｱｼﾅｶﾞﾓｴﾋﾞﾓﾄﾞｷ + 0 + 0 0
229 ﾃｯﾎﾟｳｴﾋﾞ属 0 0 0 0
230 ﾛｳｿｸｴﾋﾞ属 0 0 0 0 0 0
231 ﾛｳｿｸｴﾋﾞ科
232 ｺｴﾋﾞ亜目
233 ｺｼｵﾘｴﾋﾞ属 1 0 1 0 2
234 ﾌﾄｳﾃﾞﾈｼﾞﾚｶﾆﾀﾞﾏｼ 0 0 0
235 ｶﾆﾀﾞﾏｼ科
236 ｹﾌﾞｶﾋﾒﾖｺﾊﾞｻﾐ 2 2 2
237 ﾔﾄﾞｶﾘ科 0 0 0 0
238 ﾕﾋﾞﾅｶﾞﾎﾝﾔﾄﾞｶﾘ 0 0 0
239 ﾎﾝﾔﾄﾞｶﾘ
240 ｹｱｼﾎﾝﾔﾄﾞｶﾘ
241 ﾎﾝﾔﾄﾞｶﾘ科 0 0 0 0
242 ﾔﾄﾞｶﾘ亜目
243 ｺｲﾁｮｳｶﾞﾆ
244 ｽﾍﾞｽﾍﾞｵｳｷﾞｶﾞﾆ 0 0 0 0 0
245 ｲｯｶｸｶﾞﾆ
246 ﾂﾉﾀﾞｼﾔﾜﾗｶﾞﾆ 0 0 0 0 0
247 ﾔﾜﾗｶﾞﾆ科 0 0 0 0 0
248 ｸﾓｶﾞﾆ属
249 ﾙｰｹﾌﾞｶｶﾞﾆ
250 ﾋﾒｹﾌﾞｶｶﾞﾆ 1 0 0 0 2 2

注）「+」は0.01g未満を示す。
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表 2-3-52（33） 付着生物リスト（質重量：春季⑤）



2
-
2
0
4 

L1 L3 L5 合計

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

全層

251 節足動物 軟甲 ｹﾌﾞｶｶﾞﾆ科 0 0 0 0 0 0
252 ｶﾜﾘｲｼｶﾞﾆ
253 ｲｼｶﾞﾆ 6 6 6
254 ﾍﾞﾆﾂｹｶﾞﾆ属
255 ｹﾌﾞｶｱﾜﾂﾌﾞｶﾞﾆ
256 ﾋﾒｼﾜｵｳｷﾞｶﾞﾆ 0 0 0
257 ﾄｹﾞｵｳｷﾞｶﾞﾆ属 0 0 0
258 ｵｳｷﾞｶﾞﾆ科 0 0 1 0 1 2
259 ﾋﾒﾍﾞﾝｹｲｶﾞﾆ 0 0 0
260 ﾋﾗｲｿｶﾞﾆ 3 1 0 0 0 3 2 0 4
261 ｹﾌｻｲｿｶﾞﾆ
262 ﾀｶﾉｹﾌｻｲｿｶﾞﾆ
263 ｲｿｶﾞﾆ属
264 ｱｶﾎｼﾏﾒｶﾞﾆ
265 Sakaina属
266 ｶｸﾚｶﾞﾆ科
267 ｶﾆ亜目のﾒｶﾞﾛﾊﾟ期幼生 + + +
268 ｶﾆ亜目
269 昆虫 ｱｼﾅｶﾞﾊﾞｴ科
270 箒虫動物 ﾎｳｷﾑｼ ﾎｳｷﾑｼ属 0 0 0
271 腕足動物 無関節 ｽｽﾞﾒｶﾞｲﾀﾞﾏｼ科 0 1 1 1 1 1
272 苔虫動物 苔虫動物門 0 0 0
273 棘皮動物 ﾋﾄﾃﾞ ｲﾄﾏｷﾋﾄﾃﾞ 37 37 37
274 ｲﾄﾏｷﾋﾄﾃﾞ属 1 1 1 1 1
275 ﾋﾄﾃﾞ綱
276 ｸﾓﾋﾄﾃﾞ ﾁﾋﾞｸﾓﾋﾄﾃﾞ属 0 0 0 0 0 0
277 ﾁﾋﾞｸﾓﾋﾄﾃﾞ科 0 0 0 0
278 ﾄｹﾞｸﾓﾋﾄﾃﾞ属 0 0 0
279 ﾆﾎﾝｸﾓﾋﾄﾃﾞ 6 6 6
280 ｸﾓﾋﾄﾃﾞ綱
281 ｳﾆ ｶﾞﾝｶﾞｾﾞ 134 134 134
282 ｺｼﾀﾞｶｳﾆ 4 6 6 4 10
283 ｻﾝｼｮｳｳﾆ科
284 ﾑﾗｻｷｳﾆ 1 1 1
285 ﾏﾒｳﾆ科
286 ﾅﾏｺ ｽｸﾚﾛﾀﾞｸﾃｨﾗ科 0 5 0 5 5
287 ｷﾝｺ科 1 11 147 11 148 160
288 脊索動物 ﾎﾔ ｳｽﾎﾞﾔ科
289 ﾅﾂﾒﾎﾞﾔ属 0 0 0
290 ｲﾀﾎﾞﾔ科 0 0 0 0
291 ﾌﾀｽｼﾞﾎﾞﾔ
292 ｼﾛﾎﾞﾔ科 0 12 3 42 2 15 1 14 2 2 10 84 94
293 ｶﾗｽﾎﾞﾔ
294 ﾎﾔ綱 0 0 0
295 脊椎動物 硬骨魚 ｺｹｷﾞﾝﾎﾟ

7 25 59 23 58 70 4 48 66 24 43 70 25 58 59 54 121 152 208
10.62 88.14 318.15 35.88 288.80 411.68 36.89 262.67 269.16 122.46 750.41 1,496.80 17.47 875.65 441.75 223.32 2,265.67 2,937.54 5,426.53

注）「+」は0.01g未満を示す。

合  計
種類数
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表 2-3-52（34） 付着生物リスト（質重量：春季⑥）



2-205 

表 2-3-53 付着生物重要な種 
調査方法：ｺﾄﾞﾗｰﾄ法（25cm×25cm）による採集

1 軟体動物 腹足 盤足 ｵﾆﾉﾂﾉｶﾞｲ Cerithium dialeucum ｺﾍﾞﾙﾄｶﾆﾓﾘ DD

2 新腹足 ｱｯｷｶﾞｲ Rapana venosa ｱｶﾆｼ 減少種

3 二枚貝 ｶｷ ｲﾀﾎﾞｶﾞｷ Crassostrea nippona ｲﾜｶﾞｷ 減少傾向

4 節足動物 軟甲 ｴﾋﾞ ｶｸﾚｶﾞﾆ Pinnixa haematosticta ｱｶﾎｼﾏﾒｶﾞﾆ VU

注：貴重種選定基準を以下に示す。

　1)「文化財保護法　昭和25年法律214号」

特天：国指定特別天然記念物

天：国指定天然記念物

　2)「絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律　平成4年法律75号」

国内（国内希少野生動植物種）：本邦に生息し又は生育する絶滅のおそれのある野生動植物の種

国際（国際希少野生動植物種）：国際的に協力して種の保存を図ることとされている絶滅のおそれのある野生動植物の種

　3)「環境省レッドデータブック　環境省、2014年」

CR+EN（絶滅危惧Ⅰ類）：絶滅の危機に瀕している種

VU（絶滅危惧Ⅱ類）：絶滅の危険が増大している種

NT（準絶滅危惧）：存続基盤が脆弱な種

DD（情報不足）：評価するだけの情報が不足している種

　4)「熊本県の保護上重要な野生動植物リスト レッドリスト２０１４ 　熊本県、2014年」

CR+EN（絶滅危惧Ⅰ類）：絶滅の危機に瀕している種

VU（絶滅危惧Ⅱ類）：絶滅の危険が増大している種

NT（準絶滅危惧）：存続基盤が脆弱な種

DD（情報不足）：評価するだけの情報が不足している種

　5)「日本の希少な野生水生生物に関するデータブック　水産庁、1998年」

減少種：明らかに減少しているもの

減少傾向：長期的にみて減少しつつあるもの

DD（情報不足）：評価するだけの情報が不足している種

水産庁RDB
*5No. 門 綱 目 科 種名 和名

天然

記念物
*1

種の

保存法
*2 環境省

*3
熊本県

*4
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表 2-3-54 付着生物重要な種概要 

コベルトカニモリ（コオロギ）

熊本県：情報不足

 潮間帯～潮下帯の岩礁および転石上に生息す

る。熊本県内では、天草松島周辺（前島、高杢島）、

天草上島（大浦）、天草下島（通詞島、富岡、天

草灘、羊角湾）、不知火海（御立岬）などに分布。

生息確認例は少ない。

 春季調査時に L2、L3、L4、L5の大潮最低低潮

面～大潮最低低潮面下 1.0m で合わせて 54 個体

が確認された。

アカニシ

水産庁：減少種

 内湾の砂底にすむ大形の巻き貝。他の貝類をお

そって食べる。

L3の大潮最低低潮面下1.0mで2個体が確認さ

れた。

イワガキ

環境省：絶滅危惧 IA類

 外洋性の潮下帯の岩礁に生息し、岩のように岩

礁の表面に付着している。

 春季調査時にL4の大潮最低低潮面下 1.0mで1
個体が確認された。

アカホシマメガニ

甲幅 13mm。甲幅は甲長の 2倍。甲は横に円筒形

で暗青色。甲中央部に横の稜線がある。前側縁は

丸みを帯び、甲肩部が強く張り出す。鉗脚は細く、

歩脚では第 3脚が最も太い。近縁のアカホシマメ

ガニはスジホシムシモドキの巣穴に共生し、甲の

前縁部の張り出しが弱い。

 夏季調査時にL3の大潮最低低潮面下 1.0mで1
個体が確認された。
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⑥ 魚介類 

魚介類調査の結果は表 2-3-55 に示すとおりである。 

種類数は、冬季は 23 種類、春季は 25 種類、全体で 35 種が確認され、脊椎動物門が多か

った。また、春季ではガザミやイシガニ、ヨシエビなどの節足動物門が確認され、冬季と比

較すると節足動物門の種類数が増加している。調査地点ごとにみると、冬季は 9～15 種類の

範囲、春季は 14～18 種類の範囲にあり、大きな差はみられない。 

個体数は、冬季は各地点でマゴチが、春季ではトカゲエソが優占していた。調査地点ごと

にみると、冬季は 22～36個体、春季は 62～78 個体と、春季に多い傾向であった。 

湿重量は、脊椎動物門で多く、冬季はマゴチやアカエイ、春季はアカシュモクザメやアカ

エイが優占していた。アカエイやアカシュモクザメは 1 個体あたりの湿重量が大きいため、

個体数では少ないものの、湿重量に占める割合は大きいものとみられる。 

なお、重要な種に該当する種は確認されなかった。 
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表 2-3-55（1） 魚介類出現状況（冬季） 

調査方法：固定式底刺網

調査地点

項目 調査期日

軟体動物門 1   1   1   2   

節足動物門 3   2   5   

脊椎動物門 6   8   11   15   

そ　の　他 1   1   

合　　　計 10   9   15   23   

軟体動物門 3   1   2   6   

節足動物門 6   3   9   

脊椎動物門 18   21   30   69   

そ　の　他 1   1   

合　　　計 27   22   36   85   

軟体動物門 11.1 4.5 5.6 7.1

節足動物門 22.2 8.3 10.6

脊椎動物門 66.7 95.5 83.3 81.2

そ　の　他 2.8 1.2

ﾏｺﾞﾁ ｼﾛｸﾞﾁ ﾏｺﾞﾁ ﾏｺﾞﾁ

8 (29.6) 5 (22.7) 15 (41.7) 27 (31.8)

ｼﾛｸﾞﾁ ﾏｺﾞﾁ ﾃﾝｼﾞｸｶﾞﾚｲ ｼﾛｸﾞﾁ

5 (18.5) 4 (18.2) 5 (13.9) 11 (12.9)

ﾐﾔｺﾎﾞﾗ ｲﾇﾉｼﾀ

3 (11.1) 4 (18.2)

ﾍﾞﾆﾎｼﾏﾝｼﾞｭｳｶﾞﾆ ﾏﾀﾞｲ

3 (11.1) 3 (13.6)

軟体動物門 130.7 289.5 79.5 499.7 

節足動物門 166.4 321.8 488.2 

脊椎動物門 6,338.9 6,723.5 15,643.0 28,705.4 

そ　の　他 323.0 323.0 

合　　　計 6,636.0 7,013.0 16,367.3 30,016.3 

軟体動物門 2.0 4.1 0.5 1.7

節足動物門 2.5 2.0 1.6

脊椎動物門 95.5 95.9 95.6 95.6

そ　の　他 2.0 1.1

ﾏｺﾞﾁ ﾏｺﾞﾁ ﾏｺﾞﾁ ﾏｺﾞﾁ

4,080.0 (61.5) 2,545.0 (36.3) 6,877.0 (42.0) 13,502.0 (45.0)

ｼﾛｸﾞﾁ ｼﾛｸﾞﾁ ｱｶｴｲ ｱｶｴｲ

1,517.0 (22.9) 1,082.0 (15.4) 4,040.0 (24.7) 4,040.0 (13.5)

ｲﾇﾉｼﾀ

910.0 (13.0)

ﾏﾀﾞｲ

873.0 (12.4)

注）1.種類数欄の全体は総出現種類数を示す。

　　2.主な出現種は各調査点の出現個体数および湿重量の上位5種（ただし、種別組成比が10%以上）を示す。

個体数
(個体/網)

個体数
組成比
(%)

湿重量
(g/網)

湿重量
組成比
(%)

主な出現種
(個体/網 (%))

主な出現種
(g/網 (%))

平成28年12月12～13日 平成28年12月18～19日 平成28年12月13～15日 -

種類数

St.1 St.2 St.4 全体
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表 2-3-55（2） 魚介類出現状況（春季） 

調査方法：固定式底刺網

調査地点

項目 調査期日

軟体動物門 1   2   1   2   

節足動物門 5   5   3   8   

脊椎動物門 10   11   10   16   

そ　の　他

合　　　計 16   18   14   26   

軟体動物門 2   3   2   7   

節足動物門 15   10   6   31   

脊椎動物門 60   65   54   179   

そ　の　他

合　　　計 77   78   62   217   

軟体動物門 2.6 3.8 3.2 3.2

節足動物門 19.5 12.8 9.7 14.3

脊椎動物門 77.9 83.3 87.1 82.5

そ　の　他

ﾄｶｹﾞｴｿ ｲﾇﾉｼﾀ ﾄｶｹﾞｴｿ ﾄｶｹﾞｴｿ

17 (22.1) 23 (29.5) 22 (35.5) 53 (24.4)

ｲﾇﾉｼﾀ ﾄｶｹﾞｴｿ ﾅﾝﾖｳｶﾞﾚｲ ｲﾇﾉｼﾀ

10 (13.0) 14 (17.9) 13 (21.0) 39 (18.0)

ﾍﾞﾆﾎｼﾏﾝｼﾞｭｳｶﾞﾆ ﾏﾀﾞｲ ﾅﾝﾖｳｶﾞﾚｲ

9 (11.7) 8 (10.3) 26 (12.0)

ﾅﾝﾖｳｶﾞﾚｲ

8 (10.4)

軟体動物門 78.2 915.7 3,240.0 4,233.9 

節足動物門 1,000.5 511.8 1,643.7 3,156.0 

脊椎動物門 22,701.7 20,060.0 15,168.0 57,929.7 

そ　の　他

合　　　計 23,780.4 21,487.5 20,051.7 65,319.6 

軟体動物門 0.3 4.3 16.2 6.5

節足動物門 4.2 2.4 8.2 4.8

脊椎動物門 95.5 93.4 75.6 88.7

そ　の　他

ｱｶｼｭﾓｸｻﾞﾒ ｲﾇﾉｼﾀ ﾄｶｹﾞｴｿ ﾄｶｹﾞｴｿ

7,720.0 (32.5) 5,940.0 (27.6) 3,970.0 (19.8) 10,650.0 (16.3)

ﾄｶｹﾞｴｿ ﾏﾀﾞｲ ﾅﾝﾖｳｶﾞﾚｲ ｲﾇﾉｼﾀ

4,580.0 (19.3) 2,330.0 (10.8) 3,250.0 (16.2) 9,864.0 (15.1)

ｶﾐﾅﾘｲｶ ｱｶｼｭﾓｸｻﾞﾒ

3,240.0 (16.2) 8,440.0 (12.9)

ﾅﾙﾄﾋﾞｴｲ

2,040.0 (10.2)

注）1.種類数欄の全体は総出現種類数を示す。

　　2.主な出現種は各調査点の出現個体数および湿重量の上位5種（ただし、種別組成比が10%以上）を示す。

St.1 St.2 St.4 全体

平成29年6月19～21日 平成29年6月19～21日 平成29年6月19～21日 -

主な出現種
(g/網 (%))

種類数

個体数
(個体/網)

個体数
組成比
(%)

主な出現種
(個体/網 (%))

湿重量
(g/網)

湿重量
組成比
(%)



2
-
2
1
0 

調査地点 St.1 St.2 St.4 合計 St.1 St.2 St.4 合計

調査期日 - -

No. 種名  　　 　＼　　     項目 個体数 湿重量 個体数 湿重量 個体数 湿重量 個体数 湿重量 個体数 湿重量 個体数 湿重量 個体数 湿重量 個体数 湿重量
1 軟体動物 腹足 盤足 ｵｷﾆｼ ﾐﾔｺﾎﾞﾗ 3 130.7 2 79.5 5 210.2 2 78.2 2 115.7 4 193.9
2 頭足 ｺｳｲｶ ｺｳｲｶ ｶﾐﾅﾘｲｶ 1 800.0 2 3,240.0 3 4,040.0
3 ｺｳｲｶ 1 289.5 1 289.5
4 節足動物 軟甲 ｴﾋﾞ ｸﾙﾏｴﾋﾞ ｸﾏｴﾋﾞ 1 41.7 1 41.7 1 37.9 1 37.9
5 ﾖｼｴﾋﾞ 2 60.7 3 83.7 5 144.4
6 ﾔﾄﾞｶﾘ ｱｶﾎﾞｼﾔﾄﾞｶﾘ 1 109.3 1 109.3
7 ｶﾗｯﾊﾟ ﾒｶﾞﾈｶﾗｯﾊﾟ 2 212.5 2 212.5
8 ﾍｲｹｶﾞﾆ ｷﾒﾝｶﾞﾆ 2 63.8 2 63.8 1 20.9 3 170.0 1 43.7 5 234.6
9 ｶﾞｻﾞﾐ ﾀｲﾜﾝｶﾞｻﾞﾐ 1 200.0 1 200.0

10 ｶﾞｻﾞﾐ 2 750.0 4 1,400.0 6 2,150.0
11 ｲｼｶﾞﾆ 1 140.2 1 140.2
12 ﾋﾛﾊｲｼｶﾞﾆ 1 3.9 1 3.9
13 ｵｳｷﾞｶﾞﾆ ﾍﾞﾆﾎｼﾏﾝｼﾞｭｳｶﾞﾆ 3 60.9 3 60.9 9 165.0 2 80.0 11 245.0
14 棘皮動物 ﾅﾏｺ 楯手 ｸﾛﾅﾏｺ ﾌｼﾞﾅﾏｺ 1 323.0 1 323.0
15 脊椎動物 軟骨魚 ﾒｼﾞﾛｻﾞﾒ ｼｭﾓｸｻﾞﾒ ｱｶｼｭﾓｸｻﾞﾒ 7 7,720.0 1 720.0 8 8,440.0
16 ｴｲ ｱｶｴｲ ｱｶｴｲ 1 4,040.0 1 4,040.0 1 1,500.0 1 1,500.0
17 ﾄﾋﾞｴｲ ﾅﾙﾄﾋﾞｴｲ 1 720.0 1 720.0 1 2,040.0 1 2,040.0
18 硬骨魚 ｳﾅｷﾞ ﾊﾓ ﾊﾓ 1 2,000.0 1 2,000.0
19 ﾆｼﾝ ﾆｼﾝ ﾋﾗ 1 768.0 1 768.0 1 720.0 3 1,660.0 4 2,380.0
20 ﾋﾒ ｴｿ ﾄｶｹﾞｴｿ 2 569.0 1 103.0 3 672.0 17 4,580.0 14 2,100.0 22 3,970.0 53 10,650.0
21 ｱﾝｺｳ ｱﾝｺｳ ｷｱﾝｺｳ 1 68.7 1 68.7
22 ｶｻｺﾞ ﾎｳﾎﾞｳ ｶﾅｶﾞｼﾗ属 2 74.9 2 74.9 3 203.0 2 100.0 5 303.0
23 ｺﾁ ﾏｺﾞﾁ 8 4,080.0 4 2,545.0 15 6,877.0 27 13,502.0 2 1,440.0 3 2,040.0 2 920.0 7 4,400.0
24 ｽｽﾞｷ ｱｼﾞ ﾘｭｳｷｭｳﾖﾛｲｱｼﾞ 2 377.0 2 377.0
25 ｸﾛｻｷﾞ ｸﾛｻｷﾞ 1 160.0 1 160.0
26 ｲｻｷ ｺｼｮｳﾀﾞｲ 1 2,350.0 1 2,350.0
27 ﾀｲ ﾏﾀﾞｲ 1 208.0 3 873.0 1 694.0 5 1,775.0 4 1,130.0 8 2,330.0 3 920.0 15 4,380.0
28 ﾆﾍﾞ ｼﾛｸﾞﾁ 5 1,517.0 5 1,082.0 1 309.0 11 2,908.0 7 1,830.0 6 1,470.0 2 580.0 15 3,880.0
29 ｷｽ ｼﾛｷﾞｽ 1 54.0 1 54.0
30 ｱｲｺﾞ ｱｲｺﾞ 1 98.5 1 98.5
31 ｶﾚｲ ﾋﾗﾒ ﾋﾗﾒ 1 428.0 1 428.0
32 ﾅﾝﾖｳｶﾞﾚｲ 1 78.0 1 78.0 8 1,070.0 5 1,140.0 13 3,250.0 26 5,460.0
33 ﾃﾝｼﾞｸｶﾞﾚｲ 1 280.0 5 1,385.0 6 1,665.0
34 ｳｼﾉｼﾀ ｲﾇﾉｼﾀ 1 179.0 4 910.0 1 292.0 6 1,381.0 10 2,310.0 23 5,940.0 6 1,614.0 39 9,864.0
35 ﾌｸﾞ ｶﾜﾊｷﾞ ｶﾜﾊｷﾞ 1 218.0 1 218.0

種類数 10 9 15 23 16 18 14 26
合  計 27 6,636.0 22 7,013.0 36 16,367.3 85 30,016.3 77 23,780.4 78 21,487.5 62 20,051.7 217 65,319.6

門 綱 目 科 平成28年12月12～13日 平成28年12月18～19日 平成28年12月13～15日 平成29年6月20日 平成29年6月22日 平成29年6月21日

表 2-3-55（3） 魚介類出現リスト
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(2) 植物 

1) 陸上植物 

a  既存資料調査 

埋立計画地周辺の植生図を図 2-3-19 に示す。 

埋立計画地周辺の平地は造成地、工場地帯、市街地が広がっており、水俣川を挟んで対岸側

にシイ・カシ二次林やスギ・ヒノキ・サワラ植林が存在している。 

また、「熊本県の保護上重要な野生動植物 レッドデータブックくまもと 2009」に掲載され

ている、水俣市に生息の可能性がある陸上植物は表 2-3-56 のとおりである。 
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（出典：自然環境保全基礎調査 環境省自然環境局生物多様性センター） 

図 2-3-19 現存植生図
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表 2-3-56（1） 埋立計画地周辺に生息の可能性がある植物 

科名 

種名 熊本

県 

RDB 
和名 学名 

1 シダ

植物 

マツバラン科 マツバラン Psilotum nudum ○ 

2 ヘゴ科 ヘゴ Cyathea spinulosa ○ 

3 コバノイシカグマ科 ヒメムカゴシダ Monachosorum arakii ○ 

4 ホングウシダ科 サイゴクホングウシダ Lindsaea japonica ○ 

5 シシラン科 タキミシダ Antrophyum obovatum ○ 

6 イノモトソウ科 サツマハチジョウシダ Pteris satsumana ○ 

7 アイコハチジョウシダ Pteris laurisilvicola ○ 

8 モエジマシダ Pteris vittata ○ 

9 オシダ科 ハガクレカナワラビ Arachniodes yasu-inouei ○ 

10 サツマシダ Ataxipteris sinii ○ 

11 ホソバヤブソテツ Cyrtomium hookerianum ○ 

12 イヌタマシダ Dryopteris subexaltata ○ 

13 キヨズミオオクジャク Dryopteris namegatae ○ 

14 キュウシュウイノデ Polystichum grandifrons ○ 

15 ヒメシダ科 アミシダ Stegnogramma griffithii var. wilfordii ○ 

16 テツホシダ Thelypteris interrupta ○ 

17 ミゾシダモドキ Thelypteris leveillei ○ 

18 イワデンダ科 トゲカラクサイヌワラビ Athyrium setuligerum ○ 

19 アオグキイヌワラビ Athyrium viridescentipes ○ 

20 ミドリワラビ Deparia viridifrons ○ 

21 イワヤシダ Diplaziopsis cavaleriana ○ 

22 シマシロヤマシダ Diplazium doederleinii ○ 

23 イヨクジャク Diplazium okudairae ○ 

24 ウラボシ科 ヤリノホクリハラン Colysis wrightii ○ 

25 ヒメサジラン Loxogramme grammitoides ○ 

26 種子

植物 

キンポウゲ科 キイセンニンソウ Clematis uncinata var. ovatifolia ○ 

27 スイレン科 ジュンサイ Brasenia schreberi ○ 

28 マツモ科 マツモ Ceratophyllum demersum ○ 

29 オトギリソウ科 ツキヌキオトギリ Hypericum sampsonii ○ 

30 ケシ科 ツクシキケマン Corydalis heterocarpa var. heterocarpa ○ 

31 アブラナ科 ハマハタザオ Arabis stelleri var. japonica ○ 

32 コイヌガラシ Rorippa cantoniensis ○ 

33 バラ科 ツチグリ Potentilla discolor ○ 

34 ヒメハギ科 ヒナノカンザシ Salomonia ciliata ○ 

35 クロウメモドキ科 ハマナツメ Paliurus ramosissimus ○ 

36 ブドウ科 クマガワブドウ Vitis romanetii ○ 

37 ノボタン科 ヒメノボタン Osbeckia chinensis ○ 

38 ラフレシア科 ヤッコソウ Mitrastemma yamamotoi ○ 

39 リンドウ科 イヌセンブリ Swertia tosaensis ○ 

40 ガガイモ科 シタキソウ（オキナワシタキ

ヅル） 

Jasminanthes mucronata ○ 

41 ムラサキ科 ムラサキ Lithospermum erythrorhizon ○ 

42 クマツヅラ科 コムラサキ Callicarpa dichotoma ○ 

43 シソ科 キセワタ Leonurus macranthus ○ 

44 ゴマノハグサ科 ゴマクサ Centranthera cochinchinensis subsp. 

lutea 

○ 

45 タヌキモ科 ホザキノミミカキグサ Utricularia caerulea ○ 

46 キキョウ科 ツルギキョウ Codonopsis javanica subsp. japonica ○ 

47 キク科 マルバタウコギ Bidens biternata var. mayebarae ○ 

48 コバナガンクビソウ Carpesium faberi ○ 

49 ノジギク Chrysanthemum japonense ○ 
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表 2-3-56（2） 埋立計画地周辺に生息の可能性がある植物

科名 

種名 熊本

県 

RDB 
和名 学名 

50   イズハハコ Conyza japonica ○ 

51 アキノハハコグサ Gnaphalium hypoleucum ○ 

52 マンシュウスイラン（チョウ

センスイラン） 

Hololeion fauriei ○ 

53 トチカガミ科 トチカガミ Hydrocharis dubia ○ 

54 ミズオオバコ Ottelia alismoides ○ 

55 ヒルムシロ科 ホソバミズヒキモ Potamogeton octandrus var. octandrus ○ 

56 ユリ科 ホトトギス Tricyrtis hirta ○ 

57 キンバイザサ科 キンバイザサ Curculigo orchioides ○ 

58 コキンバイザサ Hypoxis aurea ○ 

59 ホシクサ科 オオホシクサ Eriocaulon buergerianum ○ 

60 イトイヌノヒゲ Eriocaulon decemflorum ○ 

61 イヌノヒゲ Eriocaulon miquelianum ○ 

62 クロホシクサ Eriocaulon parvum ○ 

63 ヒロハイヌノヒゲ Eriocaulon alpestre var. robustius ○ 

64 イネ科 ミノボロ Koeleria macrantha ○ 

65 ヤシ科 ビロウ Livistona chinensis var. subglobosa ○ 

66 サトイモ科 キリシマテンナンショウ Arisaema sazensoo ○ 

67 ミクリ科 ミクリ Sparganium erectum ○ 

68 ヒメミクリ Sparganium subglobosum ○ 

69 カヤツリグサ科 アンペライ Machaerina rubiginosa ○ 

70 トラノハナヒゲ Rhynchospora brownii ○ 

71 イヌノハナヒゲ Rhynchospora rugosa ○ 

72 イトイヌノハナヒゲ Rhynchospora faberi ○ 

73 ハタベカンガレイ Schoenoplectus gemmifer ○ 

74 ツクシカンガレイ Schoenoplectus multisetus ○ 

75 シンジュガヤ Scleria levis ○ 

76 ラン科 エビネ Calanthe discolor ○ 

77 キエビネ Calanthe striata ○ 

78 サルメンエビネ Calanthe tricarinata ○ 

79 ユウシュンラン Cephalanthera erecta var. subaphylla ○ 

80 カンラン Cymbidium kanran ○ 

81 クマガイソウ Cypripedium japonicum ○ 

82 ツリシュスラン Goodyera pendula ○ 

83 タコガタサギソウ Habenaria lacertifera var. triangularis ○ 

84 ギボウシラン Liparis auriculata ○ 

85 ボウラン Luisia teres ○ 

86 フウラン Neofinetia falcata ○ 

87 ヨウラクラン Oberonia japonica ○ 

88 ウチョウラン Ponerorchis graminifolia ○ 

89 ガンゼキラン Phaius flavus ○ 

90 ナゴラン Sedirea japonica ○ 

91 キヌラン Zeuxine strateumatica ○ 

92 コオロギラン Stigmatodactylus sikokianus ○ 

93 オサラン Eria japonica ○ 
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2) 海生植物 

a  既存資料調査

環境庁による第４回・第５回自然環境保全基礎調査では、沿岸の浅海域に広く分布する重要

な生物の生息地である干潟・藻場・サンゴ礁について調査を行っている。図 2-3-20 に干潟、

図 2-3-21 に藻場の分布を示す。 

埋立計画地周辺では、水俣川河口部に藻場及び干潟が存在しているが、埋立計画地内には藻

場・干潟・サンゴ礁は存在しない。 
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図 2-3-20 藻場分布
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図 2-3-21 干潟分布 
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b  現地調査 

(a) 調査概要 

平成 28 年～平成 29年において、下記の項目について現地調査を実施した。 

調査地点は図 2-3-22 に示すとおりである。 

表 2-3-57 海生生物調査の概要 

調査項目 調査日程 調査方法 

海草藻類 夏季：平成 28年 8月 23～25 日 

春季：平成 29年 6月 12～14 日 

藻場 冬季：平成 28年 1月 10～11 日 

春季：平成 29年 6月 12～15 日 

潜水による目視観察による記録を行う 
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図 2-3-22 海生植物調査位置
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(b) 調査結果 

① 海草・藻類 

海草・藻類の出現状況は、表 2-3-58 に示すとおりである。 

海草・藻類における出現種類数は、夏季は 42 種、春季は 42 種、全体で 57 種であった。

全地点で紅色植物門が多かった。 

湿重量は、夏季は 0.00～85.97g/0.25m2（平均 27.79g/0.25m2）の範囲にあり、黄色植物

門や紅色植物門が多かった。春季は 0.00～631.64g/0.25m2（平均 117.13g/0.25m2）の範囲

にあった。 

なお、海草・藻類においては、重要な種に該当する種は確認されなかった。 
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表 2-3-58（1） 海草藻類出現状況（L1：夏季） 

　　　　　　調査期日：平成28年8月25日

L1

項目 平均水面 大潮最低低潮面 大潮最低低潮面下1.0m

緑色植物門 1   3   2   

黄色植物門 3   2   

紅色植物門 1   10   13   

そ　の　他 1   1   1   

合　　　計 3   17   18   

緑色植物門 +   4.98 1.79

黄色植物門 6.68 15.74

紅色植物門 1.83 0.44 59.55

そ　の　他 0.61 3.98 1.24

合　　　計 2.44 16.08 78.32

緑色植物門 +   31.0 2.3 

黄色植物門 41.5 20.1 

紅色植物門 75.0 2.7 76.0

そ　の　他 25.0 24.8 1.6

ﾋﾒﾃﾝｸﾞｻ属 ﾋｼﾞｷ ｻﾝｺﾞﾓ属

1.83 (75.0) 5.51 (34.3) 29.66 (37.9)

藍藻綱 ﾐﾙ ｲﾊﾞﾗﾉﾘ

0.61 (25.0) 4.62 (28.7) 17.10 (21.8)

藍藻綱 ﾋｼﾞｷ

3.98 (24.8) 15.18 (19.4)

注）1.湿重量欄及び湿重量組成比欄の「+」は、0.01g未満を示す。

　　2.主な出現種は各調査点の湿重量の上位5種（ただし、種別組成比が10%以上）を示す。

　　　　　　調査方法：ｺﾄﾞﾗｰﾄ法（50cm×50cm）

　　　　　　　　　　　による採集

主な出現種

(g/0.25m
2
 (%))

湿重量

組成比

(%)

種類数

湿重量

(g/0.25m
2
)

表 2-3-58（2） 海草藻類出現状況（L1：春季） 

　　　　　　調査期日：平成29年6月13日

L1

項目 平均水面 大潮最低低潮面 大潮最低低潮面下1.0m

緑色植物門 1   1   
黄色植物門 2   2   

紅色植物門 2   7   10   

そ　の　他

合　　　計 2   10   13   

緑色植物門 97.59 86.04
黄色植物門 127.20 53.89

紅色植物門 0.19 4.06 33.50

そ　の　他

合　　　計 0.19 228.85 173.43

緑色植物門 42.6 49.6 
黄色植物門 55.6 31.1 

紅色植物門 100.0 1.8 19.3

そ　の　他

ﾌｸﾛﾌﾉﾘ ﾋｼﾞｷ ｱｵｻ属
0.19 (100.0) 125.52 (54.8) 86.04 (49.6)

ｱｵｻ属 ｳﾐﾄﾗﾉｵ

97.59 (42.6) 46.21 (26.6)

ﾏｸｻ

24.27 (14.0)

注）1.平均水面、大潮最低低潮面、大潮最低低潮面下1.0m欄の種類数は各層の出現種類数、全層の種類数は総出現種類数を示す。

　　2.湿重量欄及び湿重量組成比欄の「+」は、0.01g未満を示す。
　　3.主な出現種は各調査点の湿重量の上位5種（ただし、種別組成比が10%以上）を示す。

　　　　　　調査方法：ｺﾄﾞﾗｰﾄ法（50cm×50cm）

　　　　　　　　　　　による採集

種類数

湿重量

(g/0.0625m
2
)

湿重量
組成比

(%)

主な出現種

(g/0.25m
2
 (%))
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表 2-3-58（3） 海草藻類出現状況（L2：夏季） 

　　　　　　調査期日：平成28年8月24日

L2

項目 平均水面 大潮最低低潮面 大潮最低低潮面下1.0m

緑色植物門 2   2   

黄色植物門 4   1   

紅色植物門 1   15   12   

そ　の　他 1   1   1   

合　　　計 2   22   16   

緑色植物門 0.52 0.29

黄色植物門 32.37 +   

紅色植物門 0.33 15.52 55.14

そ　の　他 0.67 0.24 0.34

合　　　計 1.00 48.65 55.77

緑色植物門 1.1 0.5 

黄色植物門 66.5 +   

紅色植物門 33.0 31.9 98.9

そ　の　他 67.0 0.5 0.6

藍藻綱 ﾋｼﾞｷ ｴﾁｺﾞｶﾆﾉﾃ

0.67 (67.0) 31.96 (65.7) 51.22 (91.8)

ﾋﾒﾃﾝｸﾞｻ属 ﾏｸｻ

0.33 (33.0) 12.64 (26.0)

注）1.湿重量欄及び湿重量組成比欄の「+」は、0.01g未満を示す。

　　2.主な出現種は各調査点の湿重量の上位5種（ただし、種別組成比が10%以上）を示す。

湿重量

組成比

(%)

主な出現種

(g/0.25m
2
 (%))

　　　　　　調査方法：ｺﾄﾞﾗｰﾄ法（50cm×50cm）

　　　　　　　　　　　による採集

種類数

湿重量

(g/0.25m
2
)

表 2-3-58（4） 海草藻類出現状況（L2：春季） 

　　　　　　調査期日：平成29年6月13日

L2

項目 平均水面 大潮最低低潮面 大潮最低低潮面下1.0m

緑色植物門 2   1   
黄色植物門 3   1   

紅色植物門 2   10   15   

そ　の　他 1   

合　　　計 3   15   17   

緑色植物門 1.80 111.39
黄色植物門 122.00 0.61

紅色植物門 3.63 22.40 519.64

そ　の　他 +

合　　　計 3.63 146.20 631.64

緑色植物門 1.2 17.6 
黄色植物門 83.5 0.1 

紅色植物門 100.0 15.3 82.3

そ　の　他

ﾋﾒﾃﾝｸﾞｻ属 ﾋｼﾞｷ ｴﾁｺﾞｶﾆﾉﾃ
3.53 (97.2) 121.56 (83.1) 285.39 (45.2)

ｲﾊﾞﾗﾉﾘ

183.20（29.0）

ｱｵｻ属

111.39（17.6）

注）1.平均水面、大潮最低低潮面、大潮最低低潮面下1.0m欄の種類数は各層の出現種類数、全層の種類数は総出現種類数を示す。

　　2.湿重量欄及び湿重量組成比欄の「+」は、0.01g未満を示す。
　　3.主な出現種は各調査点の湿重量の上位5種（ただし、種別組成比が10%以上）を示す。

　　　　　　調査方法：ｺﾄﾞﾗｰﾄ法（50cm×50cm）

　　　　　　　　　　　による採集

種類数

湿重量

(g/0.0625m
2
)

湿重量
組成比

(%)

主な出現種

(g/0.25m
2
 (%))
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表 2-3-58（5） 海草藻類出現状況（L3：夏季） 

　　　　　　調査期日：平成28年8月24日

L3

項目 平均水面 大潮最低低潮面 大潮最低低潮面下1.0m

緑色植物門 2   2   

黄色植物門 2   2   

紅色植物門 13   10   

そ　の　他

合　　　計 0   17   14   

緑色植物門 3.51 5.34

黄色植物門 40.09 3.90

紅色植物門 4.12 4.53

そ　の　他

合　　　計 0.00 47.72 13.77

緑色植物門 7.4 38.8

黄色植物門 84.0 28.3 

紅色植物門 8.6 32.9 

そ　の　他

出現種なし ｳﾐﾄﾗﾉｵ ｱｵｻ属

39.60 (83.0) 5.31 (38.6)

ｳﾐﾄﾗﾉｵ

3.86 (28.0)

ｻﾝｺﾞﾓ属

2.35 (17.1)

注）主な出現種は各調査点の湿重量の上位5種（ただし、種別組成比が10%以上）を示す。

　　　　　　調査方法：ｺﾄﾞﾗｰﾄ法（50cm×50cm）

　　　　　　　　　　　による採集

種類数

湿重量

(g/0.25m
2
)

湿重量

組成比

(%)

主な出現種

(g/0.25m
2
 (%))

表 2-3-58（6） 海草藻類出現状況（L3：春季） 

　　　　　　調査期日：平成29年6月14日

L3

項目 平均水面 大潮最低低潮面 大潮最低低潮面下1.0m

緑色植物門 1   1   

黄色植物門 2   1   

紅色植物門 4   10   

そ　の　他

合　　　計 0   7   12   

緑色植物門 34.90 26.59
黄色植物門 2.92 55.80

紅色植物門 3.57 18.63

そ　の　他

合　　　計 0.00 41.39 101.02

緑色植物門 84.3 26.3

黄色植物門 7.1 55.2 

紅色植物門 8.6 18.5 

そ　の　他

出現種なし ｱｵｻ属 ｳﾐﾄﾗﾉｵ
34.90 (84.3) 55.8 (55.2)

ｱｵｻ属

3.86 (26.3)

注）1.平均水面、大潮最低低潮面、大潮最低低潮面下1.0m欄の種類数は各層の出現種類数、全層の種類数は総出現種類数を示す。
　　2.湿重量欄及び湿重量組成比欄の「+」は、0.01g未満を示す。

　　3.主な出現種は各調査点の湿重量の上位5種（ただし、種別組成比が10%以上）を示す。

湿重量

組成比

(%)

主な出現種

(g/0.25m
2
 (%))

　　　　　　調査方法：ｺﾄﾞﾗｰﾄ法（50cm×50cm）

　　　　　　　　　　　による採集

種類数

湿重量

(g/0.0625m
2
)
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表 2-3-58（7） 海草藻類出現状況（L4：夏季） 

　　　　　　調査期日：平成28年9月2日

L4

項目 平均水面 大潮最低低潮面 大潮最低低潮面下1.0m

緑色植物門 2   1   

黄色植物門 1   3   1   

紅色植物門 4   12   17   

そ　の　他 1   1   

合　　　計 6   18   19   

緑色植物門 1.07 +   

黄色植物門 5.22 83.04 0.01

紅色植物門 1.58 1.82 23.37

そ　の　他 +   0.04

合　　　計 6.80 85.97 23.38

緑色植物門 1.2 +   

黄色植物門 76.8 96.6 <0.1 

紅色植物門 23.2 2.1 100.0

そ　の　他 +   <0.1 

ｳﾐﾄﾗﾉｵ ｳﾐﾄﾗﾉｵ ｶﾆﾉﾃ属

5.22 (76.8) 82.76 (96.3) 8.74 (37.4)

ｿｿﾞ属 ﾏｸｻ

1.50 (22.1) 5.06 (21.6)

ｲﾊﾞﾗﾉﾘ

3.05 (13.0)

ｲﾄｸﾞｻ属

2.37 (10.1)

注）1.湿重量欄及び湿重量組成比欄の「+」は、0.01g未満を示す。

　　2.主な出現種は各調査点の湿重量の上位5種（ただし、種別組成比が10%以上）を示す。

　　　　　　調査方法：ｺﾄﾞﾗｰﾄ法（50cm×50cm）

　　　　　　　　　　　による採集

種類数

湿重量

(g/0.25m
2
)

湿重量

組成比

(%)

主な出現種

(g/0.25m
2
 (%))

表 2-3-58（8） 海草藻類出現状況（L4：春季） 

　　　　　　調査期日：平成29年6月14日

L4

項目 平均水面 大潮最低低潮面 大潮最低低潮面下1.0m

緑色植物門 1   1   2   

黄色植物門 3   3   

紅色植物門 2   12   12   

そ　の　他

合　　　計 3   16   17   

緑色植物門 0.94 255.06 37.58

黄色植物門 48.32 16.57

紅色植物門 0.11 2.05 16.39

そ　の　他

合　　　計 1.05 305.43 70.54

緑色植物門 89.5 83.5 53.3 

黄色植物門 15.8 23.5

紅色植物門 10.5 0.7 23.2

そ　の　他

ｱｵｻ属 ｱｵｻ属 ﾓﾂﾚﾐﾙ

0.94 (89.5) 255.06 (83.5) 37.06 (52.5)

ｳﾐﾄﾗﾉｵ ｱｶﾓｸ

35.07 (11.5) 11.13 (15.8)

注）1.平均水面、大潮最低低潮面、大潮最低低潮面下1.0m欄の種類数は各層の出現種類数、全層の種類数は総出現種類数を示す。

　　2.湿重量欄及び湿重量組成比欄の「+」は、0.01g未満を示す。

　　3.主な出現種は各調査点の湿重量の上位5種（ただし、種別組成比が10%以上）を示す。

　　　　　　調査方法：ｺﾄﾞﾗｰﾄ法（50cm×50cm）

　　　　　　　　　　　による採集

種類数

湿重量

組成比

(%)

主な出現種

(g/0.25m
2
 (%))

湿重量

(g/0.0625m
2
)
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表 2-3-58（9） 海草藻類出現状況（L5：夏季） 

　　　　　　調査期日：平成28年8月23日

L5

項目 平均水面 大潮最低低潮面 大潮最低低潮面下1.0m

緑色植物門 1   

黄色植物門 1   3   

紅色植物門 3   17   7   

そ　の　他 1   

合　　　計 5   21   7   

緑色植物門 0.01

黄色植物門 6.95 15.35

紅色植物門 1.54 8.80 0.12

そ　の　他 4.13

合　　　計 12.62 24.16 0.12

緑色植物門 <0.1 

黄色植物門 55.1 63.5 

紅色植物門 12.2 36.4 100.0

そ　の　他 32.7

ﾋｼﾞｷ ﾔﾂﾏﾀﾓｸ ｲﾊﾞﾗﾉﾘ属

6.95 (55.1) 12.85 (53.2) 0.07 (58.3)

藍藻綱 ｶﾆﾉﾃ属 ｶｲﾉﾘ

4.13 (32.7) 6.82 (28.2) 0.03 (25.0)

ｳﾐﾄﾗﾉｵ ﾏｸｻ

2.49 (10.3) 0.02 (16.7)

注）主な出現種は各調査点の湿重量の上位5種（ただし、種別組成比が10%以上）を示す。

　　　　　　調査方法：ｺﾄﾞﾗｰﾄ法（50cm×50cm）

　　　　　　　　　　　による採集

種類数

湿重量

(g/0.25m
2
)

湿重量

組成比

(%)

主な出現種

(g/0.25m
2
 (%))

表 2-3-58（10） 海草藻類出現状況（L5：春季） 

　　　　　　調査期日：平成29年6月12日

L5

項目 平均水面 大潮最低低潮面 大潮最低低潮面下1.0m

緑色植物門 1   3   1   

黄色植物門 1   3   2   

紅色植物門 2   9   7   

そ　の　他

合　　　計 4   15   10   

緑色植物門 0.01 1.58 0.62

黄色植物門 7.56 28.24 10.32

紅色植物門 0.01 3.82 1.37

そ　の　他

合　　　計 7.58 33.64 12.31

緑色植物門 0.1 4.7 5.0 

黄色植物門 99.7 83.9 83.9 

紅色植物門 0.2 11.4 11.1

そ　の　他

ｳﾐﾄﾗﾉｵ ﾌｸﾛﾉﾘ ﾌｸﾛﾉﾘ

7.56 (99.7) 28.21 (83.9) 9.19 (74.7)

注）1.平均水面、大潮最低低潮面、大潮最低低潮面下1.0m欄の種類数は各層の出現種類数、全層の種類数は総出現種類数を示す。

　　2.湿重量欄及び湿重量組成比欄の「+」は、0.01g未満を示す。

　　3.主な出現種は各調査点の湿重量の上位5種（ただし、種別組成比が10%以上）を示す。

　　　　　　調査方法：ｺﾄﾞﾗｰﾄ法（50cm×50cm）

　　　　　　　　　　　による採集

種類数

湿重量

(g/0.0625m
2
)

湿重量

組成比

(%)

主な出現種

(g/0.25m
2
 (%))



2
-
2
2
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L1 L2 L3 L4 L5 合計

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

全層

1 藍色植物 藍藻 藍藻綱 0.61 3.98 1.24 0.67 0.24 0.34 + 0.04 4.13 5.41 4.26 1.58 11.25
2 緑色植物 緑藻 ｱｵｻ属 + 0.36 1.77 0.51 0.29 3.48 5.31 1.01 + 5.36 7.37 12.73
3 ｼｵｸﾞｻ属 + 0.02 0.01 + 0.03 0.03 0.06 + 0.10 0.05 0.15
4 ﾐﾙ 4.62 4.62 4.62
5 ﾓﾂﾚﾐﾙ
6 ｶｻﾉﾘ属 0.01 0.01 0.01
7 黄色植物 褐藻 ｼｵﾐﾄﾞﾛ科
8 ｸﾛｶﾞｼﾗ属 + + + 0.49 0.04 0.02 0.01 0.52 0.04 0.56
9 ｳﾐｳﾁﾜ

10 ｱﾐｼﾞｸﾞｻ科 0.11 0.26 0.37 0.37
11 ｲｼｹﾞ 1.17 0.30 1.47 1.47
12 ｲﾛﾛ
13 ﾌｸﾛﾉﾘ
14 ﾋｼﾞｷ 5.51 15.18 31.96 6.95 6.95 37.47 15.18 59.60
15 ｱｶﾓｸ
16 ﾔﾂﾏﾀﾓｸ 12.85 12.85 12.85
17 ｳﾐﾄﾗﾉｵ 39.60 3.86 5.22 82.76 2.49 5.22 124.85 3.86 133.93
18 ﾎﾝﾀﾞﾜﾗ属 0.56 0.01 0.57 0.57
19 紅色植物 紅藻 ｴﾁｺﾞｶﾆﾉﾃ 51.22 51.22 51.22
20 ｶﾆﾉﾃ属 5.72 0.15 8.74 6.82 + 6.97 14.46 21.43
21 ｻﾝｺﾞﾓ属 29.66 1.02 0.27 0.44 2.35 1.35 0.32 3.13 32.28 35.41
22 ﾓｻｽﾞｷ属 2.39 1.37 0.41 0.03 0.05 1.45 2.80 4.25
23 ｻﾝｺﾞﾓ科 * * * * * * * * * * * * * * *
24 ﾋﾒﾃﾝｸﾞｻ属 1.83 0.33 2.16 2.16
25 ﾏｸｻ 4.33 12.64 1.42 0.78 5.06 0.02 14.06 10.19 24.25
26 ﾃﾝｸﾞｻ科 0.02 0.61 0.01 0.03 0.32 0.01 0.98 0.99
27 ﾌｸﾛﾌﾉﾘ
28 ｲｿﾀﾞﾝﾂｳ 0.02 + + + 0.02 0.02
29 ｶｲﾉﾘ 0.07 0.03 0.73 1.16 2.19 0.73 0.03 1.56 3.38 4.94
30 ﾑｶﾃﾞﾉﾘ属
31 ﾏﾂﾉﾘ
32 ｲﾊﾞﾗﾉﾘ 17.10 2.69 3.05 22.84 22.84
33 ｲﾊﾞﾗﾉﾘ属 + 0.11 0.03 0.08 0.35 0.07 0.57 0.07 0.64
34 ｲﾜﾉｶﾜ科 * * * * * * * *
35 ｵｷﾂﾉﾘ
36 ｵｷﾂﾉﾘ科 0.25 0.17 0.07 0.59 0.66 0.25 0.17 1.08
37 ｶﾊﾞﾉﾘ
38 ｵｺﾞﾉﾘ科 0.02 0.02 0.02
39 ﾜﾂﾅｷﾞｿｳ属 0.03 0.08 0.08 0.03 0.11
40 ﾌｼﾂﾅｷﾞ属 + + 0.02 + 0.02 + 0.02
41 ﾖﾂﾉｻﾃﾞ属 + + +
42 ﾄｹﾞｲｷﾞｽ + + 0.75 + + + + 0.75 + 0.75
43 ｲｷﾞｽ属 + + + + + 0.01 0.03 0.02 + 0.03 0.03 0.06
44 ｲｷﾞｽ科 + + +
45 ﾀﾞｼﾞｱ科 + 0.01 + 0.01 0.01
46 ﾊｲｳｽﾊﾞﾉﾘ属 0.24 0.04 0.04 0.24 0.28
47 ﾍﾞﾆﾊﾉﾘ属 0.29 + 0.01 0.01 0.29 0.30
48 ｱﾔﾆｼｷ
49 ｺﾉﾊﾉﾘ科
50 ﾕﾅ
51 ｸﾓﾉｽﾋﾒｺﾞｹ 0.14 0.03 0.02 + 0.17 0.02 0.19
52 ﾐﾂﾃﾞｿｿﾞ
53 ｿｿﾞ属 0.08 0.09 + 1.50 0.25 1.27 0.95 0.06 2.45 0.48 1.27 4.20
54 ｲﾄｸﾞｻ属 + + 0.02 + 2.37 + + 0.02 2.37 2.39
55 ｺｻﾞﾈﾓ 0.03 0.01 0.31 0.05 0.59 0.09 0.10 0.98 1.08
56 ﾋﾒｺｻﾞﾈ + 0.01 0.01 + 0.01
57 ﾌｼﾞﾏﾂﾓ科 + + + + + 0.04 + 0.04 0.04

3 17 18 2 22 16 0 17 14 6 18 19 5 21 7 10 35 34 42
2.44 16.08 78.32 1.00 48.65 55.77 0.00 47.72 13.77 6.80 85.97 23.38 12.62 24.16 0.12 22.86 222.58 171.36 416.80

注）「*」は計測不能の種の出現を示し、「+」は、0.01g未満を示す。

種類数
合  計

No. 種名

夏季

門 綱

表 2-3-58（11） 海草藻類出現出現リスト（夏季）
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L1 L3 L5 合計

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

平均水面
大潮最低
低潮面

大潮最低
低潮面下1.0m

全層

1 藍色植物 藍藻 藍藻綱 + + +
2 緑色植物 緑藻 ｱｵｻ属 97.59 86.04 1.80 111.39 34.90 26.59 0.94 255.06 0.52 0.01 0.19 0.62 0.95 389.54 225.16 615.65
3 ｼｵｸﾞｻ属 + + + +
4 ﾐﾙ
5 ﾓﾂﾚﾐﾙ 37.06 1.39 1.39 37.06 38.45
6 ｶｻﾉﾘ属
7 黄色植物 褐藻 ｼｵﾐﾄﾞﾛ科 0.04 0.04 0.04
8 ｸﾛｶﾞｼﾗ属 + + +
9 ｳﾐｳﾁﾜ 4.93 4.93 4.93
10 ｱﾐｼﾞｸﾞｻ科 0.40 + + +
11 ｲｼｹﾞ
12 ｲﾛﾛ 1.68 2.45 13.25 17.38 17.38
13 ﾌｸﾛﾉﾘ 0.61 0.51 28.21 9.19 28.21 10.31 38.52
14 ﾋｼﾞｷ 125.52 7.68 121.56 247.08 7.68 254.76
15 ｱｶﾓｸ 11.13 0.03 0.03 11.13 11.16
16 ﾔﾂﾏﾀﾓｸ
17 ｳﾐﾄﾗﾉｵ 46.21 0.47 55.80 35.07 7.56 1.13 7.56 35.54 103.14 146.24
18 ﾎﾝﾀﾞﾜﾗ属
19 紅色植物 紅藻 ｴﾁｺﾞｶﾆﾉﾃ 285.39 285.39 285.39
20 ｶﾆﾉﾃ属 7.37 8.98 0.54 3.29 8.98 11.20 20.18
21 ｻﾝｺﾞﾓ属 0.36 12.92 5.39 7.30 0.06 0.24 0.38 0.01 13.36 13.30 26.66
22 ﾓｻｽﾞｷ属 0.09 0.33 29.97 0.33 30.06 30.39
23 ｻﾝｺﾞﾓ科 * * * * * * * * * * * * * * *
24 ﾋﾒﾃﾝｸﾞｻ属 0.57 3.53 0.03 0.01 3.57 0.57 4.14
25 ﾏｸｻ 24.27 4.21 8.16 0.06 5.75 1.76 0.15 1.82 42.54 44.36
26 ﾃﾝｸﾞｻ科 0.93 0.18 0.03 0.18 1.14 0.18 1.32
27 ﾌｸﾛﾌﾉﾘ 0.19 0.19 0.19
28 ｲｿﾀﾞﾝﾂｳ + 0.10 + +
29 ｶｲﾉﾘ 2.11 0.13 0.76 1.26 1.39 2.87 4.26
30 ﾑｶﾃﾞﾉﾘ属 1.37 1.37 1.37
31 ﾏﾂﾉﾘ 0.12 2.08 0.70 2.90 2.90
32 ｲﾊﾞﾗﾉﾘ 0.47 183.20 0.73 4.51 0.24 0.97 188.18 189.15
33 ｲﾊﾞﾗﾉﾘ属 0.11 0.25 0.05 0.05 0.36 0.41
34 ｲﾜﾉｶﾜ科 * * * * * * *
35 ｵｷﾂﾉﾘ 0.53 0.32 0.08 0.08 0.53 0.32 0.93
36 ｵｷﾂﾉﾘ科
37 ｶﾊﾞﾉﾘ 1.51 1.21 2.72 2.72
38 ｵｺﾞﾉﾘ科
39 ﾜﾂﾅｷﾞｿｳ属
40 ﾌｼﾂﾅｷﾞ属 + + +
41 ﾖﾂﾉｻﾃﾞ属
42 ﾄｹﾞｲｷﾞｽ + 0.02 + + + +
43 ｲｷﾞｽ属 + + 0.03 + + + + +
44 ｲｷﾞｽ科
45 ﾀﾞｼﾞｱ科
46 ﾊｲｳｽﾊﾞﾉﾘ属
47 ﾍﾞﾆﾊﾉﾘ属
48 ｱﾔﾆｼｷ 0.12 0.12 0.12
49 ｺﾉﾊﾉﾘ科 + 0.27 + 0.27 0.27
50 ﾕﾅ 0.37 0.37 0.37
51 ｸﾓﾉｽﾋﾒｺﾞｹ 0.01 0.01 + + + + +
52 ﾐﾂﾃﾞｿｿﾞ 1.10 9.29 0.10 1.20 9.29 10.49
53 ｿｿﾞ属 0.16 0.56 0.19 0.22 0.91 0.22 1.13
54 ｲﾄｸﾞｻ属 + + + 0.06 + + + + +
55 ｺｻﾞﾈﾓ 0.62 1.66 0.06 0.05 2.39 2.39
56 ﾋﾒｺｻﾞﾈ
57 ﾌｼﾞﾏﾂﾓ科

2 10 13 3 15 17 0 7 12 3 16 17 4 15 10 8 34 29 42
0.19 228.85 173.43 3.63 146.20 631.64 0.00 41.39 101.02 1.05 305.43 70.54 7.58 33.64 12.31 12.35 755.10 988.82 1,756.27

注）「*」は計測不能の種の出現を示し、「+」は、0.01g未満を示す。

種類数
合  計

No. 種名

春季

L2 L4門 綱

表 2-3-58（12） 海草藻類出現出現リスト（春季）
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② 藻場 

藻場の水平分布観察結果は図 2-3-23 に示すとおりである。 

和田岬から大崎にかけての範囲においては、冬季にアカモクが全体的にみられた。その他、

ヒジキ・ウミトラノオが大潮平均低潮面（D.L.6cm）、アカモク・マメタワラ・ワカメが大潮

平均低潮面下-1m（D.L.-94cm）辺りの岩盤及び転石上にみられた。 

春季は、大型海藻は全体的に成熟期を過ぎ衰退傾向であった。アカモクは地点 1～8の南

下する西面沿いに繁茂の痕跡を残しながら着生していた。ヒジキ・ウミトラノオは大潮平均

低潮面(D.L.6cm)付近で濃淡入り混じりみられ、地点 12～13 の間では藻長 70 ㎝前後のヒジ

キが群落を形成していた。また、大潮平均低潮面下-1ｍ(D.L.-94cm)付近ではマジリモクや

ヤツマタモク、マメタワラなども数本確認された。 

河口周辺においては、冬季は右岸側の平均水面（D.L.195cm）～大潮平均低潮面（D.L.6cm）

で礫帯があり、礫・転石上にヒジキ・アカモク・ウミトラノオがみられた。礫・転石がまば

らに分布しているため、被度は低かった。左岸側は礫帯が殆どなく、今後藻場を形成する可

能性は低いと考えられる。 

春季は、河口に面する天然域の地点 15～17 間は遠浅な礫帯で大潮平均低潮面下の潮下帯

部分(水中の磯幅)が狭く、地点 16～17 間の中央付近でウミトラノオの狭い帯状群落がみら

れた以外は、枯れたワカメ・アカモクが少量着生していた。また、大潮平均低潮面付近では

アナアオサが繁茂していた。 

対岸の地点 19(護岸)では点～散在する礫にヒジキ・ウミトラノオが少量に着生し、礫の

合間及び沖側砂上ではアナアオサが繁茂していた。 

護岸前面部においては、冬季の北端は大潮平均低潮面（D.L.6cm）以深に捨石（根固め）

が分布し、南に進むにつれて、平均水面（D.L.195cm）以深まで捨石が分布している。植生

も護岸には殆ど見られず、転石上に多く見られたため、南側の方がより被度が高くなってい

た。全体を通してヒジキが多く、ワカメ・ウミトラノオ・マクサが所々にみられた。いずれ

も伸長期であった。特に地点 23 から地点 27にかけて、藻場を形成する可能性が高いと考え

られる。西側の消波工には植生は殆どみられなかった。 

春季は、大型海藻の着生域は石積の法面下部～法尻(平均水面下約 50cm～大潮平均低潮面

下約 50cm)に集中していた。全体的にヒジキ・ウミトラノオが着生し藻場を形成していたが、

水平方向(護岸沿い)ではヒジキは北側主体に点生～疎生、ウミトラノオは南側主体に疎生～

密生していた。また、垂直方向(鉛直)では微妙な水深差で護岸側はヒジキ、沖側ではウミト

ラノオと着生域が分かれていた。 

地点 31 の消波ブロックは潮間帯(D.L.100cm～50cm)の範囲で点在していた。 
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地点 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14

種名/底質 転･巨 転･巨 巨 岩･巨 岩･巨 岩･巨 岩･巨 岩･巨 岩･巨 巨･転 巨･転 岩･礫 岩･転 巨･転

アナアオサ + + 5 10 +～75 +～55 +

フクロノリ 30 10 + 10 10 + + + + + 20 +

ワカメ + + + + +

マジリモク + +

ヒジキ + + + + 5 10 + +～5 +～5 +～50

イソモク +

アカモク + 5 + +～5 + + + + 5 +

ヤツマタモク + + + + +

マメタワラ +

ウミトラノオ + + + + + + +

マクサ + + + + + + + + + + + + +

カタクチイワシ CC

メジナ ｒ + CC CC CC + ｒ

クロダイ ｒ ｒ +

ウミタナゴ ｒ

メバル属 ｒ + + ｒ + C

カサゴ ｒ ｒ ｒ

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11
12

13

14

2

ｱｶﾓｸ

7

ﾜｶﾒ

11

ｱﾅｱｵｻ

12

ﾋｼﾞｷ

6

ｳﾐﾄﾗﾉｵ

13

ﾏｼﾞﾘﾓｸ

4

ﾌｸﾛﾉﾘ

凡例（植生区分）

：濃生(76～100%)

：密生(51～75%)

：疎生(26～50%)

：点生(1～25%)

：着生なし

：小型海藻優先

図 2-3-23（1） 藻場観察結果（和田岬～大崎） 
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地点 15 16 17 18 19

種名 転･巨 大･巨 大･砂 砂･葉 砂･巨

アナアオサ +～90 + 25～70

ワカメ +

ヒジキ +

アカモク +

ウミトラノオ +～40 +

マクサ + +

マアジ CC CC

マダイ ｒ

クロダイ ｒ ｒ ｒ

ウミタナゴ +

メバル属 ｒ +

カサゴ + ｒ

15

16

17

18

19

15

ﾏｸｻ

16

ｳﾐﾄﾗﾉｵ

ｱﾅｱｵｻ

17

海底 18

海底

19

ﾋｼﾞｷ

凡例（植生区分）

：濃生(76～100%)

：密生(51～75%)

：疎生(26～50%)

：点生(1～25%)

：着生なし

：小型海藻優先

図 2-3-23（2） 藻場観察結果（水俣川河口）
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地点 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

種名/底質 巨礫 巨礫 巨･大 巨礫 巨礫 巨礫 巨･転 巨礫 巨･転 巨礫 転･砂 BL

アナアオサ +～20 20～+ + + 20 10 10 + 5 +～80 +

ヒジキ +～30 30～+ +～15 15 30 20 5 5 10 20 +

ウミトラノオ + + 5 40 65 45 30 20

フクロフノリ + + + + 5 5 5 5 + + +

シロギス CC

マアジ CC ← ← ←

メジナ + C

マダイ ｒ

クロダイ ｒ ｒ ｒ

ウミタナゴ + ｒ ｒ

メバル属 ｒ

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

凡例（植生区分）

：濃生(76～100%)

：密生(51～75%)

：疎生(26～50%)

：点生(1～25%)

：着生なし

：小型海藻優先

20

海底

22

ﾌｸﾛﾌﾉﾘ

24

ﾋｼﾞｷ

26

ｳﾐﾄﾗﾉｵ

ｱﾅｱｵｻ

31

ﾋｼﾞｷ

図 2-3-23（3） 藻場観察結果（事業実施区域周辺） 
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３． 人と自然との豊かな触れ合いの確保を旨として調査されるべき環境要素 

(1) 景観 

1) 主要な景観資源及び眺望点 

a  現地調査結果 

(a) 調査概要 

景観調査の概要及び調査地点は表 2-3-59 及び図 2-3-24 に示すとおりである。 

調査期間は平成 28年夏季～平成 29年春季までの 4季調査とした。 

調査地点は埋立計画地を見渡せる主要な眺望点として大崎鼻公園の 1地点を選定した。公園

の状況については表 2-3-60 に示すとおりである。 

表 2-3-59 景観調査概要 

調査項目 調査日程 調査方法 

景観 夏季：平成28年8月5日 

秋季：平成28年11月11日 

冬季：平成29年1月14日 

春季：平成29年5月18日 

埋立計画地を見通せる地点からの写真撮影 

表 2-3-60 主要な眺望点の状況 

眺望点 眺望点の状況 施設情報 

大崎鼻公園 埋立計画地より水俣川を挟んで対岸の湯の児チェリーライン沿いにあ

る公園。 

芝生広場と遊具があり、憩いの場として提供されている。春には花見客

で賑わう。 

駐車場 

トイレ 

水道 

遊具 

【出典：水俣市 HP（http://www.city.minamata.lg.jp/1344.html）】 

(b) 調査結果 

 景観調査において撮影した写真は表 2-3-61 に示すとおりである。 
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図 2-3-24 景観調査地点
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表 2-3-61 景観写真 

夏季調査 夏季調査(拡大) 

秋季調査 秋季調査(拡大) 

冬季調査 冬季調査(拡大) 

春季調査 春季調査(拡大) 
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(2) 人と自然との触れ合い活動の場 

1) 主要な人と自然との触れ合いの活動の場 

a  既存資料調査 

埋立計画地周辺のレクリエーション施設は表 2-3-62、図 2-3-25 に示すとおりである。 

埋立計画地内にはないが、周辺に 12 のレクリエーション施設が存在する。 
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表 2-3-62 レクリエーション施設

 施設名 概要 

1 大崎鼻公園 湯の児海岸道路途中にある公園。４月の桜の頃が見頃。道路沿に感謝の碑

が建っている。 

晴れた時には御所浦島がハッキリ見える。 

2 和田岬公園 市内から湯の児温泉に抜ける海岸道路は、春になると沿道の桜が咲き誇

る。途中にある和田岬公園には桜祭り中、出店もでて賑わう。 

3 湯の児フィッシング

パーク 

遠くに天草の島々を望む。 

海岸沿いの遊歩道を歩くと、すぐに温泉街。 

4 ポンポン通り 湯の児温泉の海岸沿いを散策できる遊歩道。 

5 湯の児海岸道路桜並

木 

桜百選に指定された水俣市チェリーラインの一角「湯の児海岸道路桜並

木」は湯の児温泉街へと通ずる。桜の開花時には、約５キロに渡り、時折

見え隠れするリアス式海岸の紺碧の海と桜のトンネルとの光景は訪れる

人々の目を奪う。 

6 エコパーク水俣 道の駅やレストラン、竹をテーマにした日本庭園、バラ園、子ども向け木

の遊具、恋人の聖地などがある。 

公園の奥に広がる親水護岸は、波の音を聞きながら波打ち際を歩ける。 

7 水俣メモリアル 水俣病で亡くなられた方々の慰霊と鎮魂の場として平成８年に建立され

た。 

水俣湾を見下ろす岬に水俣病資料館などと隣接する。 

コンクリートの階段状に造れたテラスには１０８個の金属球が並び、霊験

なイメージを感じさせる。 

水俣病犠牲者の名簿を収めたモニュメントがあり、毎年５月１日には水俣

病犠牲者慰霊式が行われる。 

8 恋人の聖地 エコパーク水俣内にある恋路島を臨む親水公園。 

NPO法人地域活性化支援センターが、全国100箇所程度を認定する恋人の聖

地の一つとして認定される。  

9 親水公園 水俣湾に堆積した水銀を含むヘドロを埋め立てた場所の西側、恋路島を目

の前にした場所に位置する護岸遊歩道。様々な祈りを込めて彫られた石仏

が海を見つめている。 

不知火海の向島に沈む夕日を望むには絶好のポイント。 

10 竹林園 160種類の竹笹類で構成された和風庭園。 

11 バラ園 広大なエコパーク水俣の入り口に位置するローズガーデン。13,000㎡のバ

ラ園には、300mのバラの壁やつるバラのトンネル、レイズドベッドなど、

バラの香りや美しさをじっくり楽しむことができる。 

350品種のオールドローズコレクションをはじめ、750種6,500本のバラが

あり、毎年 春と秋には「ローズフェスタ」が開催されている。 

12 恋路島 水俣湾の入り口を塞ぐように横たわる周囲約4kmの無人島。昭和初期頃ま

では人が住んでおり、古井戸や住居跡が残っている。現在はタブの木など

が生い茂る自然の森となっている。 

        出典：水俣市 HP「でかくっか水俣（http://www.go-minamata.jp/map.html）」 
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出典：水俣市 HP「でかくっか水俣（http://www.go-minamata.jp/map.html）」 

図 2-3-25 レクリエーション施設 
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第３章 環境影響要因の抽出及び環境要素の設定
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第１節 環境影響要因の抽出

環境影響評価の項目は、「熊本県環境影響評価技術指針」を参考に、対象事業に伴う環境影

響を及ぼすおそれのある要因（以下「影響要因」という。）について、その影響を受けるおそ

れがあるとされる環境要素に係る項目（以下「環境要素」という。）を基本に、事業特性及び

地域特性を踏まえて選定した。 

選定した環境影響評価項目並びにその選定の理由は、表 3-1-1 に示すとおりである。 
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表 3-1-1（1） 埋立工事の実施に係る環境影響評価項目と選定理由 

環境要素の区分 

影響要因の区分 

選定理由 
工事の実施 

土地又は工
作物の存在 

工作物の 

供用 

護岸の 
工事 

埋立の 
工事 

埋立地の 
存在 

製造業用地 

の供用 

環境の自然

的構成要素

の良好な状

態の保持を

旨として調

査、予測及び

評価される

べき環境要

素 

大気環境 大気質 窒素酸化物 ● ●  ● ・建設作業機械の稼働及び資材運搬車両の走行に伴って排出される

窒素酸化物、粉じん等による影響が考えられることから、工事の実

施に係る予測評価項目として選定する。 

・当該埋立地は、主に製造業用地として利用されることから、窒素

酸化物の新たな影響負荷が想定される。このため、工作物の供用に

ついて予測評価項目として選定する。 粉じん等 ● ●  

騒音 騒音 ● ●  ● ・建設作業機械の稼働及び資材運搬車両の走行に伴って生じる騒音

による影響が考えられることから、工事の実施に係る予測評価項目

として選定する。 

・当該埋立地は、主に製造業用地として利用されることから、騒音

の新たな影響負荷が想定される。このため、工作物の供用について

予測評価項目として選定する。 

振動 振動 ● ●  ● ・建設作業機械の稼働及び資材運搬車両の走行に伴って生じる振動

による影響が考えられることから、工事の実施に係る予測評価項目

として選定する。 

・当該埋立地は、主に製造業用地として利用されることから、振動

の新たな影響負荷が想定される。このため、工作物の供用について

予測評価項目として選定する。 

水環境 水質 水の濁り ● ●   ・工事の実施に伴い海域に濁りが発生することが考えられることか

ら、工事の実施に係る予測評価項目に選定する。 

水の汚れ   ● ● ・当該埋立地は、主に製造業用地として利用される。現在と同様に

合併浄化槽等での処理が想定されることから、土地又は工作物の存

在及び供用について予測評価項目として選定する。 
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表 3-1-1（2） 埋立工事の実施に係る環境影響評価項目と選定理由 

環境要素の区分 

影響要因の区分 

選定理由 
工事の実施 

土地又は工
作物の存在 

工作物の 

供用 

護岸の 
工事 

埋立の 
工事 

埋立地の 
存在 

製造業用地 
の供用 

  水底の底質 水底の底質 ●    ・工事の実施に伴い海底泥を攪乱することにより、底泥中の有害物

質や有機物等の溶出が発生することが想定されるため、工事の実施

に係る予測評価項目に選定する。 

土壌に係

る環境そ

の他の環

境 

地形及び地質 重要な地形及び

地質 

 ・本埋立計画地には重要な地形及び地質が存在しないことから、予

測評価項目に選定しない。 

生物の多様

性の確保及

び自然環境

の体系的保

全を旨とし

て調査、予測

及び評価さ

れるべき環

境要素 

動物 重要な種及び注

目すべき生息地 

● ● ● ● ・工事の実施に伴い発生する濁水による動物（鳥類、海生動物）へ

の影響が想定されるため、工事の実施に係る予測評価項目として選

定する。 

・土地又は工作物の存在及び供用により、動物（鳥類、海生動物）

の生息環境への影響が想定されるため、土地又は工作物の存在及び

供用に係る予測評価項目に選定する。 

植物 重要な種及び群

落 

● ● ● ● ・工事の実施に伴い発生する濁水による植物（海生植物）への影響

が想定されるため、工事の実施に係る予測評価項目として選定す

る。 

・土地又は工作物の存在及び供用により、植物（海生植物）の生育

環境への影響が想定されるため、土地又は工作物の存在及び供用に

係る予測評価項目に選定する。 

生態系 地域を特徴づけ

る生態系 

● ● ● ● ・工事の実施に伴い発生する濁水による生態系への影響が考えられ

るため、工事の実施に係る予測評価項目として選定する。 

・埋立計画地の存在及び供用により、埋立区域周辺の動物・植物の

生息・生育環境が変化することが想定されるため、土地又は工作物

の存在及び供用に係る予測評価項目に選定する。 



3
-
5
 
 

表 3-1-1（3） 埋立工事の実施に係る環境影響評価項目と選定理由 

環境要素の区分 

影響要因の区分 

選定理由 
工事の実施 

土地又は工
作物の存在 

工作物の 

供用 

護岸の 
工事 

埋立の 
工事 

埋立地の 
存在 

製造業用地 
の供用 

人と自然と

の豊かな触

れ合いの確

保を旨とし

て調査、予測

及び評価が

されるべき

環境要素 

景観 主要な眺望点及

び景観資源並び

に主要な眺望景

観 

  ● ● ・埋立計画地には、主に製造業用地として、新たな建物が立地する。

埋立計画地及びその周辺には、主要な眺望点が存在し、眺望状況に

影響を与える可能性があるため、土地又は工作物の存在及び供用に

係る予測評価項目に選定する。なお、工事の実施に関しては、現在

の埋立計画周辺の土地利用状況や工事の期間が限定的であること

から、予測評価項目には選定しない。 

人と自然との触れ合いの

活動の場 

主要な人と自然

との触れ合いの

活動の場 

● ● ● ● ・埋立計画地周辺の護岸等は、釣り、散歩などのレクリエーション

に利用されている。このため、工事の実施、土地又は工作物の存在

による影響が想定されるため、工事の実施、及び土地又は工作物の

存在に係る予測評価項目に選定する。 

環境への負

荷の量の程

度により予

測及び評価

されるべき

環境要素 

廃棄物等 建設工事に伴う

副産物 

● ●   ・工事の実施に伴い、副産物が発生することから、工事の実施に係

る予測評価項目に選定する。 
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第２節 予測及び評価手法並びにその選定理由

調査、予測及び評価の手法の選定にあたっては、事業特性及び地域特性に関する情報を踏ま

えたうえで、「熊本県環境影響評価条例」に基づく「技術指針」を参考に選定した。 

選定した調査、予測及び評価の手法並びにその選定の理由は表 3-2-1に示すとおりである。 
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表 3-2-1（1） 環境影響評価項目に係る調査、予測及び評価 

環境要素の 

大区分 

項目 手法 
手法の選定理由 

環境要素の区分 影響要因の区分 調査の手法 予測の手法 評価の手法 

大気質 窒素酸化物 工事の実施 

・建設機械の稼働 

・工事用車両の運行 

工作物の供用 

・自動車の走行 

・製造業用地の供用 

1.調査すべき情報 

(1)二酸化窒素の濃度の状況 

(2)気象の状況 

2.調査の基本的な手法 

文献その他の資料による情報の収集並びに当該情報の

整理及び解析 

3.調査地域 

窒素酸化物の拡散の特性を踏まえて窒素酸化物に係る

環境影響を受けるおそれがあると認められる地域 

4.調査地点 

窒素酸化物の拡散の特性を踏まえて調査地域における窒

素酸化物に係る環境影響を予測し、及び評価するために必要

な情報を適切かつ効果的に把握できる地点 

5.調査期間等 

窒素酸化物の拡散の特性を踏まえて調査地域における窒

素酸化物に係る環境影響を予測し、及び評価するために必要

な情報を適切かつ効果的に把握できる期間及び時期とし、最

新のデータを使用

1.予測の基本的な手法 

大気の拡散式に基づく理論計算 

2.予測地域 

調査地域のうち、窒素酸化物の拡散の特性を踏まえて窒

素酸化物に係る環境影響を受けるおそれがあると認めら

れる地域 

3.予測地点 

窒素酸化物の拡散の特性を踏まえて予測地域における

窒素酸化物に係る環境影響を的確に把握できる地点 

4.予測対象時期等 

窒素酸化物に係る環境影響が最大となる時期 

1.回避・低減に係る評価 

調査及び予測結果を踏まえ、事業者

により実行可能な範囲で回避又は低

減されているか否かの検討 

2.基準又は目標との整合に係る評価 

環境基準（環境基本法）との整合性

が図られているか否かについての検

討 

事業特性及び地域特性において、

特殊な条件等はなく、一般的な状況

であることから、熊本県環境影響評

価条例に基づく技術指針に基づく参

考手法を選定した。 

粉じん等 工事の実施 

・建設機械の稼働 

・工事用車両の運行 

1.調査すべき情報 

(1)粉じん等の状況 

(2)気象の状況 

2.調査の基本的な手法 

文献その他の資料による情報の収集並びに当該情報の

整理及び解析 

3.調査地域 

粉じん等の拡散の特性を踏まえて粉じん等に係る環境

影響を受けるおそれがあると認められる地域 

4.調査地点 

粉じん等の拡散の特性を踏まえて調査地域における粉

じん等に係る環境影響を予測し、及び評価するために必要

な情報を適切かつ効果的に把握できる地点 

5.調査期間等 

粉じん等の拡散の特性を踏まえて調査地域における粉

じん等に係る環境影響を予測し、及び評価するために必要

な情報を適切かつ効果的に把握できる期間、時期及び時間

帯とし、最新のデータを使用

1.予測の基本的な手法事例の引用又は解析 

2.予測地域 

調査地域のうち、粉じん等の拡散の特性を踏まえて粉じん

等に係る環境影響を受けるおそれがあると認められる地域 

3.予測地点 

粉じん等の拡散の特性を踏まえて予測地域における粉

じん等に係る環境影響を的確に把握できる地点 

4.予測対象時期等 

粉じん等に係る環境影響が最大となる時期 

1.回避・低減に係る評価 

調査及び予測結果を踏まえ、事業者

により実行可能な範囲で回避又は低

減されているか否かの検討 

2.基準又は目標との整合に係る評価 

環境基準（環境基本法）との整合性

が図られているか否かについての検

討 

事業特性及び地域特性において、

特殊な条件等はなく、一般的な状況

であることから、熊本県環境影響評

価条例に基づく技術指針に基づく参

考手法を選定した。 
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表 3-2-1（2） 環境影響評価項目に係る調査、予測及び評価 

環境要素の 

大区分 

項目 手法 
手法の選定理由 

環境要素の区分 影響要因の区分 調査の手法 予測の手法 評価の手法 

騒音 騒音 工事の実施 

・建設機械の稼働 

・工事用車両の運行 

工作物の供用 

・自動車の走行 

・製造業用地の供用 

1.調査すべき情報 

(1)騒音の状況 

(2)工事用の資材及び機械の運搬に用いる車両の運行が予

想される道路の沿道の状況 

2.調査の基本的な手法 

文献その他の資料及び現地調査による情報の収集並び

に当該情報の整理及び解析 

3.調査地域 

音の伝搬の特性を踏まえて騒音に係る環境影響を受け

るおそれがあると認められる地域 

4.調査地点 

音の伝搬の特性を踏まえて調査地域における騒音に係る

環境影響を予測し、及び評価するために必要な情報を適切か

つ効果的に把握できる地点 

5.調査期間等 

音の伝搬の特性を踏まえて調査地域における騒音に係る

環境影響を予測し、及び評価するために必要な情報を適切か

つ効果的に把握できる期間、時期及び時間帯とし、最新のデー

タを使用

現地調査については平成28年11月の1回 

1.予測の基本的な手法 

音の伝搬理論に基づく予測式による計算 

2.予測地域 

調査地域のうち、音の伝搬の特性を踏まえて騒音に係る

環境影響を受けるおそれがあると認められる地域 

3.予測地点 

音の伝搬の特性を踏まえて予測地点における騒音に係

る環境影響を的確に把握できる地点 

4.予測対象時期等 

騒音に係る環境影響が最大となる時期 

1.回避・低減に係る評価 

調査及び予測結果を踏まえ、事業者

により実行可能な範囲で回避又は低

減されているか否かの検討 

2.基準又は目標との整合に係る評価 

環境基準（環境基本法）又は規制基

準（騒音規制法）との整合性が図られ

ているか否かについての検討 

事業特性及び地域特性において、

特殊な条件等はなく、一般的な状況

であることから、熊本県環境影響評

価条例に基づく技術指針に基づく参

考手法を選定した。 

振動 振動 工事の実施 

・建設機械の稼働 

・工事用車両の運行 

工作物の供用 

・自動車の走行 

・製造業用地の供用 

1.調査すべき情報 

(1)工事用の資材及び機械の運搬に用いる車両の運行が予

想される道路の沿道における振動の状況 

(2)地盤の状況 

2.調査の基本的な手法 

文献その他の資料及び現地調査による情報の収集並びに

当該情報の整理及び解析 

3.調査地域 

振動の伝搬の特性を踏まえて振動に係る環境影響を受け

るおそれがあると認められる地域 

4.調査地点 

振動の伝搬の特性を踏まえて調査地域における振動に

係る環境影響を予測し、及び評価するために必要な情報を

適切かつ効果的に把握できる地点 

5.調査期間等 

振動の伝搬の特性を踏まえて調査地域における振動に

係る環境影響を予測し、及び評価するために必要な情報を

適切かつ効果的に把握できる期間、時期及び時間帯とし、最

新のデータを使用

現地調査については平成28年11月の1回 

1.予測の基本的な手法 

(1)建設機械の稼働 

事例の引用又は解析 

(2)工事用の資材及び機械の運搬に用いる車両の運行 

振動について、振動レベルの 80 パーセントレンジの

上端値を予測するための指揮を用いた計算 

2.予測地域 

調査地域のうち、振動の伝搬の特性を踏まえて振動に係

る環境影響を受けるおそれがあると認められる地域 

3.予測地点 

振動の伝搬の特性を踏まえて予測地域における振動に

係る環境影響を的確に把握できる地点 

4.予測対象時期等 

振動に係る環境影響が最大となる時期 

1.回避・低減に係る評価 

調査及び予測結果を踏まえ、事業者

により実行可能な範囲で回避又は低

減されているか否かの検討 

2.基準又は目標との整合に係る評価 

規制基準（振動規制法）との整合性

が図られているか否かについての検

討 

事業特性及び地域特性において、

特殊な条件等はなく、一般的な状況

であることから、熊本県環境影響評

価条例に基づく技術指針に基づく参

考手法を選定した。 
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表 3-2-1（3） 環境影響評価項目に係る調査、予測及び評価 

環境要素の 

大区分 

項目 手法 
手法の選定理由 

環境要素の区分 影響要因の区分 調査の手法 予測の手法 評価の手法 

水質 水の濁り 工事の実施 1.調査すべき情報 

(1)濁度又は浮遊物質量の状況 

(2)流れの状況 

(3)土質の状況 

2.調査の基本的な手法 

文献その他の資料及び現地調査による情報の収集並び

に当該情報の整理及び解析 

3.調査地域 

水域の特性及び水の濁りの変化の特性を踏まえて水の

濁りに係る環境影響を受けるおそれがあると認められる

地域 

4.調査地点 

水域の特性及び水の濁りの変化の特性を踏まえて調査

地域における水の濁りに係る環境影響を予測し、及び評価

するために必要な情報を適切かつ効果的に把握できる地

点 

5.調査期間等 

水域の特性及び水の濁りの変化の特性を踏まえて調査

地域における水の濁りに係る環境影響を予測し、及び評価

するために必要な情報を適切かつ効果的に把握できる期

間及び時期とし、最新のデータを使用 

現地調査については平成28年 8月及び平成29年 6月の2

回 

1.予測の基本的な手法 

浮遊物質の物質の収支に関する計算又は事例の引用若

しくは解析 

2.予測地域 

調査地域のうち、水域の特性及び水の濁りの変化の特性

を踏まえて水の濁りに係る環境影響を受けるおそれがあ

ると認められる地域 

3.予測地点 

水域の特性及び水の濁りの変化の特性を踏まえて予測

地域における水の濁りに係る環境影響を的確に把握でき

る地点 

4.予測対象時期等 

水の濁りに係る環境影響が最大となる時期 

1.回避・低減に係る評価 

調査及び予測結果を踏まえ、事業者

により実行可能な範囲で回避又は低

減されているか否かの検討 

2.基準又は目標との整合に係る評価 

規制基準（振動規制法）との整合性

が図られているか否かについての検

討 

事業特性及び地域特性において、

特殊な条件等はなく、一般的な状況

であることから、熊本県環境影響評

価条例に基づく技術指針に基づく参

考手法を選定した。 
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表 3-2-1（4） 環境影響評価項目に係る調査、予測及び評価 

環境要素の 

大区分 

項目 手法 
手法の選定理由 

環境要素の区分 影響要因の区分 調査の手法 予測の手法 評価の手法 

水質 水の汚れ 土地又は工作物の存在及び供用 1.調査項目 

(1)水質（水の汚れ）の状況 

2.調査の手法 

文献その他の資料による情報の収集並びに当該情報の

整理及び解析 

3.調査地域 

水域の特性及び水の汚れの変化の特性を踏まえて水の

汚れに係る環境影響を受けるおそれがあると認められる

地域として埋立計画地及びその周辺 

4.調査地点 

水域の特性及び水の汚れの変化の特性を踏まえて調査

地域における水の汚れに係る環境影響を予測し、及び評価

するために必要な情報を適切かつ効果的に把握できる地

点として埋立計画地背後の既存の工業用地 

5.調査期間等 

 水域の特性及び水の汚れの変化の特性を踏まえて調

査地域における水の汚れに係る環境影響を予測し、及び評

価するために必要な情報を適切かつ効果的に把握できる

期間及び時期とし、最新のデータを使用 

1.予測の基本的な手法 

簡易予測式による数値計算 

2.予測地域 

調査地域のうち、水域の特性及び水の濁りの変化の特性

を踏まえて水の濁りに係る環境影響を受けるおそれがあ

ると認められる地域として埋立計画地及びその周辺 

3.予測地点 

水域の特性及び水の濁りの変化の特性を踏まえて予測

地域における水の濁りに係る環境影響を的確に把握でき

る地点として埋立計画地及びその周辺 

4.予測対象時期等 

埋立計画地の供用後 

1.回避・低減に係る評価 

調査及び予測結果を踏まえ、事業者

により実行可能な範囲で回避又は低

減されているか否かの検討 

2.基準又は目標との整合に係る評価 

規制基準（振動規制法）との整合性

が図られているか否かについての検

討 

事業特性及び地域特性において、

特殊な条件等はなく、一般的な状況

であることから、熊本県環境影響評

価条例に基づく技術指針に基づく参

考手法を選定した。 

底質 有害物質 工事の実施 1.調査すべき情報 

有害物質に係る底質の状況 

2.調査の基本的な手法 

文献その他の資料及び現地調査による情報の収集並び

に当該情報の整理及び解析 

3.調査地域 

しゅんせつ工事を行う区域 

4.調査地点 

調査地域における底質の状況を把握するために適切か

つ効果的な地点 

5.調査期間等 

底質の状況を把握するために適切かつ効果的な時期と

して平成28年8月及び平成29年6月の2回 

1.予測の基本的な手法 

有害物質に係る底質の状況を把握した上で、事例の引用

又は解析 

2.予測地域 

有害物質の拡散の特性を踏まえ、建設機械の稼働による

有害物質に係る環境影響を受けるおそれがあると認めら

れる地域 

3.予測地点 

有害物質の拡散の特性を踏まえ、予測地域における有害

物質に係る環境影響を的確に把握できる地点 

4.予測対象時期等 

有害物質に係る環境影響が最大となる時期 

調査及び予測結果を踏まえ、事業者

により実行可能な範囲で回避又は低

減されているか否かの検討 

事業特性及び地域特性において、

特殊な条件等はなく、一般的な状況

であることから、熊本県環境影響評

価条例に基づく技術指針に基づく参

考手法を選定した。 





 3-11

表 3-2-1（5） 環境影響評価項目に係る調査、予測及び評価 

環境要素の 

大区分 

項目 手法 
手法の選定理由 

環境要素の区分 影響要因の区分 調査の手法 予測の手法 評価の手法 

動物 重要な種及び群集

並びに注目すべき

生息地 

（海域に生息する

ものを除く。） 

工事の実施 

土地又は工作物の存在及び供用 

1.調査すべき情報 

(1)ほ乳類、鳥類、は虫類、両生類、昆虫類に関する動

物相の状況 

(2)重要な種及び群集並びに注目すべき生息地の分布、

生息の状況及び生息環境の状況 

2.調査の基本的な手法 

文献その他の資料及び現地調査による情報の収集並び

に当該情報の整理及び解析 

3.調査地域 

対象事業実施区域及びその周辺の区域 

4.調査地点 

動物の生息の特性を踏まえて調査地域における重要な

種及び群集並びに注目すべき生息地に係る環境影響を予

測し、及び評価するために必要な情報を適切かつ効果的に

把握できる地点又は経路 

5.調査期間等 

動物の生息の特性を踏まえて調査地域における重要な種

及び群集並びに注目すべき生息地に係る環境影響を予測

し、及び評価するために必要な情報を適切かつ効果的に把

握できる期間、時期として夏季、秋季、冬季、春季の 4季 

1.予測の基本的な手法 

動物の重要な種及び群集並びに注目すべき生息地につ

いて、分布又は生息環境の改変の程度を踏まえた事例の引

用又は解析 

2.予測地域 

調査地域のうち、動物の生息の特性を踏まえて重要な種

及び群集並びに注目すべき生息地に係る環境影響を受け

るおそれがあると認められる地域として埋立計画地及び

その周辺 

3.予測対象時期等 

動物の生息の特性を踏まえて重要な種及び群集並びに

注目すべき生息地に係る環境影響を的確に把握できる時

期として工事の実施時期及び供用後 

調査及び予測結果を踏まえ、事業者

により実行可能な範囲で回避又は低

減されているか否かの検討 

事業特性及び地域特性において、

特殊な条件等はなく、一般的な状況

であることから、熊本県環境影響評

価条例に基づく技術指針に基づく参

考手法を選定した。 
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表 3-2-1（6） 環境影響評価項目に係る調査、予測及び評価 

環境要素の 

大区分 

項目 手法 
手法の選定理由 

環境要素の区分 影響要因の区分 調査の手法 予測の手法 評価の手法 

動物 海域に生息する動

物 

工事の実施 

土地又は工作物の存在及び供用 

1.調査すべき情報 

(1)魚等の遊泳動物、潮間帯及び潮下帯以下の海底に生

息する底生動物並びに卵・稚仔を含む動物プランクト

ンの主な種類及び分布の状況 

(2)干潟、藻場及びさんご礁の分布並びにそこにおける

動物の生息環境の状況 

(3)重要な種及び群集並びに注目すべき生息地の分布、

生息の状況及び生息環境の状況 

2.調査の基本的な手法 

文献その他の資料及び現地調査による情報の収集並び

に当該情報の整理及び解析 

3.調査地域 

対象事業実施区域及びその周辺の区域 

4.調査地点 

動物の生息の特性を踏まえて調査地域における海生動

物、干潟、藻場及びさんご礁における動物の生息環境並び

に重要な種、群集及び注目すべき生息地に係る環境影響を

予測し、及び評価するために必要な情報を適切かつ効果的

に把握できる地点又は経路 

5.調査期間等 

動物の生息の特性を踏まえて調査地域における海生動

物、干潟、藻場及びさんご礁における動物の生息環境並び

に重要な種、群集及び注目すべき生息地に係る環境影響を

予測し、及び評価するために必要な情報を適切かつ効果的

に把握できる期間、時期及び時間帯として最新データを使

用 

現地調査については夏季及び春季の2回（魚介類に関して

は冬季及び春季の2回） 

1.予測の基本的な手法 

海生動物、藻場における動物の生息環境並びに重要な

種、群集及び注目すべき生息地について、分布又は生息環

境の改変の程度を把握した上で、事例の引用又は解析 

2.予測地域 

調査地域のうち、動物の生息の特性を踏まえて海生動 

物、藻場における動物の生息環境並びに重要な種、群集及

び注目すべき生息地に係る環境影響を受けるおそれがあ

ると認められる地域として埋立計画地及びその周辺 

3.予測対象時期等 

動物の生息の特性を踏まえて海生動物、藻場における動

物の生息環境並びに重要な種、群集及び注目すべき生息地

に係る環境影響を的確に把握できる時期として工事の実

施時期及び供用後 

調査及び予測結果を踏まえ、事業者

により実行可能な範囲で回避又は低

減されているか否かの検討 

事業特性及び地域特性において、

特殊な条件等はなく、一般的な状況

であることから、熊本県環境影響評

価条例に基づく技術指針に基づく参

考手法を選定した。 
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表 3-2-1（7） 環境影響評価項目に係る調査、予測及び評価 

環境要素の 

大区分 

項目 手法 
手法の選定理由 

環境要素の区分 影響要因の区分 調査の手法 予測の手法 評価の手法 

植物 海域に生育する植

物 

工事の実施 

土地又は工作物の存在及び供用 

1.調査すべき情報 

(1)潮間帯及び潮下帯の植物の主な種類及び分布の状況 

(2)干潟、藻場及びさんご礁の分布並びにそこにおける

植物の生育環境の状況 

2.調査の基本的な手法 

文献その他の資料及び現地調査による情報の収集並び

に当該情報の整理及び解析 

3.調査地域 

対象事業実施区域及びその周辺の区域 

4.調査地点 

植物の生育の特性を踏まえて調査地域における海生植

物、干潟、藻場及びさんご礁における植物の生育環境に係

る環境影響を予測し、及び評価するために必要な情報を適

切かつ効果的に把握できる地点又は経路 

5.調査期間等 

植物の生育の特性を踏まえて調査地域における海生植

物、干潟、藻場及びさんご礁における植物の生育環境に係

る環境影響を予測し、及び評価するために必要な情報を適

切かつ効果的に把握できる期間、時期及び時間帯として最

新データを使用 

現地調査については夏季及び春季の2回（魚介類に関して

は冬季及び春季の2回） 

1.予測の基本的な手法 

海生植物、藻場について、分布又は生育環境の改変の程

度を把握した上で、事例の引用又は解析 

2.予測地域 

調査地域のうち、植物の生育の特性を踏まえて海生植 

物、藻場における植物の生育環境に係る環境影響を受ける

おそれがあると認められる地域として埋立計画地及びそ

の周辺 

3.予測対象時期等 

植物の生育の特性を踏まえて海生植物、干潟、藻場及び

さんご礁における植物の生育環境に係る環境影響を的確

に把握できる時期として工事実施時期及び供用後 

調査及び予測結果を踏まえ、事業者

により実行可能な範囲で回避又は低

減されているか否かの検討 

事業特性及び地域特性において、

特殊な条件等はなく、一般的な状況

であることから、熊本県環境影響評

価条例に基づく技術指針に基づく参

考手法を選定した。 

生態系 海域生態系 工事の実施 

土地又は工作物の存在及び供用 

1.調査すべき情報 

・動植物その他の自然環境に係る概況 

・複数の注目種等の生態、他の動植物との関係又は生息

環境若しくは生育環境の状況 

2.調査の基本的な手法 

文献その他の資料及び現地調査による情報の収集並び

に当該情報の整理及び解析とし、「動物」「植物」に基づく 

3.調査地域 

埋立計画地及びその周辺の区域 

4.調査地点 

動植物その他の自然環境の特性及び注目種等の特性を

踏まえて調査地域における注目種等に係る環境影響を予

測し、及び評価するために必要な情報を適切かつ効果的に

把握できる地点又は経路として、埋立計画地及びその周辺 

5.調査期間等 

「動物」、「植物」に基づく 

1.予測の基本的な手法 

注目種等について、分布、生息環境又は生育環境の改変

の程度を踏まえた事例の引用又は解析 

2.予測地域 

調査地域のうち、生態系に係る環境影響を受けるおそれ

がある地域 

3.予測対象時期等 

動植物その他の自然環境の特性を踏まえ、生態系に係る

環境影響を的確に把握できる時期とし、「動物」、「植物」

と同時期 

調査及び予測結果を踏まえ、事業者

により実行可能な範囲で回避又は低

減されているか否かの検討 

事業特性及び地域特性において、

特殊な条件等はなく、一般的な状況

であることから、熊本県環境影響評

価条例に基づく技術指針に基づく参

考手法を選定した。 
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表 3-2-1（8） 環境影響評価項目に係る調査、予測及び評価 

環境要素の 

大区分 

項目 手法 
手法の選定理由 

環境要素の区分 影響要因の区分 調査の手法 予測の手法 評価の手法 

景観 主要な眺望点及び

景観資源並びに主

要な眺望景観 

土地又は工作物の存在及び供用 1.調査項目 

(1)主要な眺望点の状況 

(2)主要な眺望景観の状況 

2.調査の手法 

文献その他の資料及び現地調査による景観写真の撮影

並びに当該情報の整理及び解析 

3.調査地域 

主要な眺望点の状況、景観資源の状況及び主要な眺望景

観の状況を適切に把握できる地域として埋立計画地周辺 

4.調査地点 

景観の特性を踏まえて調査地域における主要な眺望点

及び 景観資源並びに主要な眺望景観に係る環境影響を予

測し、及び評価するために必要な情報を適切かつ効果的に

把握できる地点として、水俣市大崎地区の大崎鼻公園 

5.調査期間等 

景観の特性を踏まえて調査地域における主要な眺望点

及び景観資源並びに主要な眺望景観に係る環境影響を予

測し、及び評価するために必要な情報を適切かつ効果的に

把握できる期間、時期及び時間帯として最新データを使用 

現地調査に関しては夏季、秋季、冬季、春季の 4季

1.予測の基本的な手法 

主要な眺望点及び景観資源についての分布の改変の程

度を踏まえた事例の引用又は解析並びにフォトモンター

ジュ法による視覚的な表現方法 

2.予測地域 

調査地域のうち、景観の特性を踏まえて主要な眺望点及

び景観資源並びに主要な眺望景観に係る環境影響を受け

るおそれがあると認められる地域 

3.予測対象時期等 

景観の特性を踏まえて主要な眺望点及び景観資源並び

に主要な眺望景観に係る環境影響を的確に把握できる時

期として埋立地の供用後 

調査及び予測結果を踏まえ、事業者

により実行可能な範囲で回避又は低

減されているか否かの検討 

事業特性及び地域特性において、

特殊な条件等はなく、一般的な状況

であることから、熊本県環境影響評

価条例に基づく技術指針に基づく参

考手法を選定した。 

人と自然との

触れ合いの活

動の場 

主要な人と自然と

の触れ合いの活動

の場 

工事の実施 

土地又は工作物の存在及び供用 

1.調査すべき情報 

(1)人と自然との触れ合いの活動の場の概況 

(2)主要な人と自然との触れ合いの活動の場の分布、利

用の状況及び利用環境の状況 

2.調査の基本的な手法 

文献その他の資料及び現地調査による情報の収集並び

に当該情報の整理及び解析 

3.調査地域 

埋立計画地及びその周辺の区域 

4.調査地点 

人と自然との触れ合いの活動の場の特性を踏まえて調

査地域における主要な人と自然との触れ合いの活動の場

に係る環境影響を予測し、及び評価するために必要な情報

を適切かつ効果的に把握できる地点 

5.調査期間等 

人と自然との触れ合いの活動の場の特性を踏まえて調

査地域における主要な人と自然との触れ合いの活動の場

に係る環境影響を予測し、及び評価するために必要な情報

を適切かつ効果的に把握できる期間、時期及び時間帯とし

て最新データを使用

1.予測の基本的な手法 

主要な人と自然との触れ合いの活動の場について、分布

又は利用環境の改変の程度を踏まえた事例の引用又は解

析 

2.予測地域 

調査地域のうち、人と自然との触れ合いの活動の場の特

性を踏まえて主要な人と自然との触れ合いの活動の場に

係る環境影響を受けるおそれがあると認められる地域と

して埋立計画地及びその周辺 

3.予測対象時期等 

人と自然との触れ合いの活動の場の特性を踏まえて主

要な人と自然との触れ合いの活動の場に係る環境影響を

的確に把握できる時期として工事実施時期及び供用後

調査及び予測結果を踏まえ、事業者

により実行可能な範囲で回避又は低

減されているか否かの検討 

事業特性及び地域特性において、

特殊な条件等はなく、一般的な状況

であることから、熊本県環境影響評

価条例に基づく技術指針に基づく参

考手法を選定した。 
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表 3-2-1（9） 環境影響評価項目に係る調査、予測及び評価 

環境要素の 

大区分 

項目 手法 
手法の選定理由 

環境要素の区分 影響要因の区分 調査の手法 予測の手法 評価の手法 

廃棄物等 建設工事に伴う副

産物 

工事の実施 調査なし 1.予測の基本的な手法 

建設工事に伴う副産物の種類ごとの発生及び処分の状

況の把握 

2.予測地域 

埋立計画地 

3.予測対象時期等 

工事期間 

調査及び予測結果を踏まえ、事業者

により実行可能な範囲で回避又は低

減されているか否かの検討 

事業特性及び地域特性において、

特殊な条件等はなく、一般的な状況

であることから、徳島県環境影響評

価条例に基づく技術指針に基づく参

考手法を選定した。 
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第４章 事業の実施が環境に及ぼす影響の予測及び評価
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第１節 環境の自然的構成要素の良好な状態の保持を旨として調査、予測及び評価されるべき環境要

素

１． 大気環境 

(1)  大気質 

1) 調査の結果 

a  調査項目 

調査項目は、以下のとおりとした。 

・粉じん等の状況 

・二酸化窒素の濃度の状況 

・浮遊粒子状物質の濃度の状況 

・気象の状況 

b  調査の基本的な手法 

調査は、文献その他の資料による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析により実施した。 

c  調査地域 

調査地域は、大気汚染物質の拡散の特性を踏まえ、大気汚染物質に係る環境影響を受けるお

それがあると認められる地域として、埋立計画地及びその周辺を代表する地点とした。 

d  調査地点 

調査地点は、大気汚染物質の拡散の特性を踏まえ、調査地域における大気汚染物質に係る環

境影響を予測し、及び評価するために必要な情報を適切かつ効果的に把握できる地点として、

埋立計画地周辺に位置する一般環境大気測定局（水俣）とした。 

調査位置は、「第 2章 第 3節 1.大気質」に示したとおりである。 

e  調査期間等 

調査期間は、大気汚染物質の拡散の特性を踏まえ、調査地域における大気汚染物質に係る環境

影響を予測し、及び評価するために必要な情報を適切かつ効果的に把握できる期間、時期及び時

間帯とし、最新のデータを使用した。 

調査時期は、「第 2章 第 3節 1.(1) 1)大気質」に示したとおりである。 

f  調査結果 

既存資料調査の結果は、「第 2章 第 3節 1.(1) 1)大気質」に示したとおりである。 
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2) 工事の実施に係る予測及び評価の結果 

工事の実施（建設機械の稼働及び工事用車両の走行）に伴って排出される窒素酸化物、粉じ

ん等による影響が考えられることから、工事の実施に係る予測及び評価を実施した。 

a  予測の基本的な手法 

窒素酸化物については、事例の引用又は解析を用いた定性的な予測、粉じん等については、

ビューフォート階級と出現風速との比較による予測とした。 

ここでは粉じん等の予測手法を示す。 

(a) 工事の実施 

① 粉じん等 

◆予測手順 

粉じんの予測手順は、図 4-1-1 に示すとおりである。 

図 4-1-1 粉じん等の予測手順 

◆予測方法 

工事中に発生する粉じん等の影響を気象条件及び工事条件から予測した。 

粉じん等の飛散は、乾燥・強風時に発生しやすく、表 4-1-1 のビューフォートの風力

階級表における風力階級 4 の風速 5.5m/s 以上になると砂ぼこりが立ち、粉じんが飛散

しやすくなることが示されている。 

したがって、ここでは風速 5m/s 以上の風速出現頻度及び工事内容により、周辺への

影響の程度を予測することとする。 

なお、風速は以下の換算式で、ビューフォートの風力階級の相当高さにあたる地上

10m の風速に換算した。 

気象測定結果 

風速 5m/s 以上の月別・風向別 

出現頻度表 

定性的予測 

ビューフォートの

風力階級表 
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U=U0(H / H0)P

ここで、 

U : 高さ Hの推定風速(m/s) 

U0 : 基準高さ H0の風速(m/s) 

H : 風の予測高さ(10m) 

H0 : 観測局高さ(22m) 

P : べき指数（障害物のない平坦地の値 1/7 を採用） 

表 4-1-1 ビューフォートの風力階級表 

階

級 
表   現 

相当風速 m/s 

(地上 10m での値) 
陸上における状態 人体に与える影響 

0 
静穏 

（なぎ） 
 0～0.2 

静穏。煙はまっすぐ昇る。 風を感じない。 

1 至微風  0.3～1.5 
風向は煙がなびくので分かるが

風見には感じない。 

ほとんど風を感じない。 

2 
軽風 

（そよ風） 
快適 1.6～3.3 

顔に風を感ずる。木の葉が動く。

風見も動き出す。 

顔に風を感じる。 

3 軟風  3.4～5.4 
木の葉の細かい小枝がたえず動

く。軽い旗が開く。 

髪が乱れる。 

衣服がばたつく。 

4 和風 5.5～7.9 
砂ぼこりが立ち紙片が舞い上が

る。小枝が動く。 

砂ぼこりが立ち紙片が舞

い上がる。髪が乱される。 

5 疾風 不快 8.0～10.7 
葉のあるかん木がゆれ始め、池、

沼に波がしらが立つ。 

風の力を体に感ずる。 

6 雄風 
不快が 

甚だしい 
10.8～13.8 

大枝が動く。電線が鳴る。傘が

さしにくい。 

傘がさしにくい。普通に

歩くことが難しい。 

7 強風  13.9～17.1 
樹木全体がゆれる。風に向かっ

ては歩きにくい。 

歩くのに不自由さを感じ

る。 

8 疾強風  17.2～20.7 
小枝が折れる。風に向かっては

歩けない。 

前進をさまたげる。 

9 大強風 危険 20.8～24.4 
人家にわずかに損害が起こる。

瓦がはがれる。 

突風が人を倒す。 

10   24.5～28.4 
陸地の内部では珍しい。樹木が

根こそぎになる。 

11 28.5～32.6 
広い範囲の破壊を伴う。  

出典：「環境アセスメントの技術」 1999 年 社団法人環境情報科学センター 
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b 予測結果 

(a) 工事の実施に係る予測 

① 窒素酸化物 

既存資料調査より、現状で窒素酸化物の濃度は環境基準を満足しており、その値は環境基

準の 1/10 程度である。 

 本埋立工事は、工事期間は 8年 6 ヵ月と長期にわたるが、約 4.5ha と小規模であるため、

規模の小さい工事が長く続くこととなる。そのため、工事により一時期に大量の窒素酸化物

が排出されることはなく、排出量は少量となると予測される。 

 従って、工事により排出される窒素酸化物による環境への影響は小さいと予測される。 

② 粉じん等 

アメダス水俣の気象観測結果について、平成 29年 1 月～平成 29 年 12 月の 1年間におい

て、粉じんの飛散による影響が現れると予測される風速 5m/s 以上の月別・風向別の出現頻

度を表 4-1-2 に示す。 

この結果、埋立計画地及びその周辺では、5m/s 以上の出現頻度は日当たり 27.1％だが、

時間当たりでは 2.5％であった。このうち、埋立計画地の主に南側に分布する学校や住居地

域に影響を及ぼす西～北成分の風の出現頻度は 2.4％であり、工事による発生する粉じん等

の環境への影響は小さいと予測される。 

表 4-1-2 風速 5m/s 以上の月別・風向別出現頻度（アメダス水俣） 

N NNE NE ENE E ESE SE SSE S SSW SW WSW W WNW NW NNW
観測
時間

5m/sec以上
の出現時間

出現率
観測
日数

5m/sec以上
の出現日数

出現率

1月 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 7 6 16 744 34 4.6% 31 16 51.6%

2月 4 2 0 0 0 8 0 0 1 0 0 0 1 4 20 8 672 48 7.1% 28 12 42.9%

3月 15 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 5 6 0 744 29 3.9% 31 15 48.4%

4月 0 0 0 0 0 0 1 0 2 0 0 0 1 3 1 1 720 9 1.3% 30 9 30.0%

5月 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 744 1 0.1% 31 1 3.2%

6月 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 719 0 0.0% 30 2 6.7%

7月 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 744 1 0.1% 31 1 3.2%

8月 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 744 2 0.3% 31 6 19.4%

9月 7 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 720 10 1.4% 30 6 20.0%

10月 19 7 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 7 744 35 4.7% 31 9 29.0%

11月 5 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 8 720 14 1.9% 30 8 26.7%

12月 5 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 5 23 744 35 4.7% 31 14 45.2%

全体 61 15 1 1 0 9 1 1 3 0 0 0 3 20 39 64 8,759 218 2.5% 365 99 27.1%

出現率 0.7% 0.2% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.2% 0.4% 0.7% - - - - - -
出現回数 214 回 全測定回数（時間） 8,759
出現率 2.4 ％ 全測定回数（日） 365

備考1　風向風速データ；アメダス水俣（観測期間2017年1月1日～12月31日）
備考2　上表は、アメダス水俣における観測風速値を基に算出した地上10mの換算風速値の出現状況である。

月別出現時間 月別出現日数月別・風向別出現時間
区分

※背後地への影響が想定される風向（南西～北北東）における5m/sec以上の
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c 環境保全措置 

事業者の実行可能な範囲において、環境影響をできる限り回避又は低減するため、以下の大気

汚染抑制・防止に係る環境保全措置の検討を行い、適切な対応を講じることとする。 

・使用機材の適切な整備点検 

・積極的な低公害型建設機械の導入 

・アイドリングストップ、空ぶかし防止 

・粉じん等飛散防止シートの装着 

・路面の清掃・散水 

d  評価の結果 

(a) 評価の手法 

① 回避・低減に係る評価 

評価は、調査及び予測結果を踏まえ、事業者により実行可能な範囲で回避又は低減され

ているか否かの検討により行った。 

(b) 評価結果 

① 窒素酸化物

工事の実施に係る予測を行った結果、窒素酸化物の排出量は少量で、それによる影響は 

小さいものと予測された。 

また、工事中においては、大気質への影響の低減を図る環境保全措置を講じることから、

事業者の実行可能な範囲において低減が図られているものと評価する。 

② 粉じん等

建設機械の稼働に係る予測を行った結果、粉じん等の発生する頻度は小さく、それによ

る影響は小さいものと予測された。 

また、工事中においては、大気質への影響の低減を図る環境保全措置を講じることから、

事業者の実行可能な範囲において低減が図られているものと評価する。 
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3) 土地又は工作物の存在及び供用に係る予測及び評価の結果 

供用後の埋立地利用車両走行及び製造業用地の供用に伴って発生する窒素酸化物による

影響が考えられることから、供用後に係る予測及び評価を実施した。 

a 予測の基本的な手法 

窒素酸化物については、事例の引用又は解析を用いた定性的な予測とした。 

b  予測地域 

調査地域のうち、窒素酸化物に係る環境影響を受けるおそれがあると認められる地域として、

埋立計画地及びその周辺とした。 

c  予測地点 

埋立計画地及びその周辺とした。 

d  予測地対象時期 

予測対象時期は、埋立地が製造業用地として供用した時期とした。 

e  予測結果 

埋立計画地は、主に製造業用地（企業用地、道路）として利用される予定である。 

現在、埋立計画地の背後は既に製造業用地として供用されているが、「第 2章 第 3節 1.(1) 

1)大気質」に示すとおり、一般測定局においては環境基準を満足する状態が続いている。また、

製造業用地を発生源とする大気汚染に関する苦情もない。 

本埋立事業では、供用後に既存の製造業施設と同様な施設が立地し、稼働する予定であるが、

新たに窒素酸化物の状況に影響を与えるような工場等の立地予定はない。また、製造業用地の

供用に伴う発生交通量については、「第 4 章 第 1 節 1.(2) 3)土地又は工作物の存在及び供用

に係る予測及び評価の結果」の表 4-1-12～13 のとおり、現況交通量に対し大きな負荷を与え

るものではない。 

従って、製造業用地の供用に伴う窒素酸化物による環境への影響は現在と同程度と予測され

る。 

f  環境保全措置 

事業者の実行可能な範囲において、環境影響をできる限り回避又は低減するため、以下の騒

音抑制・防止に係る環境保全措置の検討を行い、適切な対応を講じることとする。 

・関連車両は、アイドリングストップに努める。 

・関連車両及び機器は、整備、点検を徹底する。 
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g  評価の結果 

(a) 評価の手法 

① 回避・低減に係る評価 

評価は、調査及び予測結果を踏まえ、事業者により実行可能な範囲で回避又は低減され

ているか否かの検討により行った。 

(b) 評価結果 

工作物の供用に係る予測を行った結果、製造業用地の供用による窒素酸化物の影響は現況

と同程度であり、大気質へ与える影響は小さいものと予測された。 

また、大気質への影響の低減を図る環境保全措置を講じることから、事業者の実行可能な

範囲において低減が図られているものと評価する。 
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(2) 騒音 

1) 調査の結果 

a  調査項目 

調査項目は、以下のとおりとした。 

・騒音の状況 

b  調査の基本的な手法 

調査は、文献その他の資料及び現地調査による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析に

より実施した。 

c  調査地域 

調査地域は、音の伝搬の特性を踏まえ、騒音に係る環境影響を受けるおそれがあると認めら

れる地域として、埋立計画地周辺とした。 

d  調査地点 

調査地点は、音の伝搬の特性を踏まえ、調査地域における騒音に係る環境影響を予測し、及

び評価するために必要な情報を適切かつ効果的に把握できる地点として、埋立計画地及び周辺

を代表する地点とした。 

既存資料調査及び現地調査の位置は、「第 2章 第 3 節 1.(1) 2)騒音」に示したとおりであ

る。 

e  調査期間 

調査期間は、音の伝搬の特性を踏まえ、調査地域における騒音に係る環境影響を予測し、及

び評価するために必要な情報を適切かつ効果的に把握できる期間、時期及び時間帯として、既

存資料については最新データとした。現地調査については、平成 28年 11 月（秋季）の 1回と

した。 

具体の時期については、「第 2章 第 3節 1.(1) 2)騒音」に示したとおりである。 

f  調査結果 

既存資料調査及び現地調査の結果は、「第 2章 第 3 節 1.(1) 2)騒音」に示したとおりであ

る。 
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2) 工事の実施に係る予測及び評価の結果 

建設機械の稼働及び工事用車両の走行に伴って生じる騒音による影響が考えられることか

ら、工事の実施に係る予測及び評価を実施した。 

a  予測の基本的な手法 

予測は、以下の音の伝搬理論に基づく予測式による数値計算により実施した。 

(a) 建設機械の稼働 

◆予測手順 

建設機械の稼働に伴い発生する騒音の予測手順は図 4-1-2 に示すとおりである。 

図 4-1-2 建設作業騒音の予測手順 

◆予測方法 

施行機械等各々の予測点における騒音レベルについて、点音源の距離減衰式により算

出し、その騒音レベルをエネルギー的に合成した。 

点音源の距離減衰式 

8log20 10 iWii rLL
騒音レベルを合成する式 

)101010(log10 10/10/210/1
10

LnLLL

ここで、 

 L :予測点における騒音レベル（dB） 

Li :i番目の施行機械等による予測点における騒音レベル（dB） 

LWi :i番目の施行機械等の騒音パワーレベル（dB） 

ri :i番目の施行機械等と予測点との距離(m) 

施行計画 パワーレベルの既存資料等 

機械別パワーレベル 
月別の施行機械

等の数及び位置 

施行機械別騒音レベル 

パワー合成 

建設作業騒音 
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◆予測条件 

・予測対象時期の設定 

建設機械の稼働により発生する騒音について、埋立てに関する工事の施行方法の内容

から、使用される主な施行機械や台数を想定し、月次の合成騒音パワーレベルを算出し、

その推移を図 4-1-3 に示した。なお、その各施行機械のパワーレベルは、表 4-1-3 の下

欄に示す資料により設定している。 

予測対象時期は、月次の合成騒音パワーレベルより、建設機械の稼働により発生する

騒音の影響が最大となる 3年次 4ヶ月とした。 

95
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成
騒
音
パ
ワ
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ベ
ル
（
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）

図 4-1-3 合成騒音パワーレベルの推移 

・パワーレベルの設定 

設定した予測対象時期における施行機械及び稼働台数は、表 4-1-3 に示すとおりであ

る。 

表 4-1-3 施行機械の種類及びパワーレベル 

施行機械
パワーレベル

（dB）
台数 出典 備考

グラブ浚渫船 116 *5
ガット船 107 1 *4
クレーン付台船 102 1 *1
揚錨船 114 1 *4
潜水士船 94 1 *4
曳船 111 3 *3
土運船 - 曳船の騒音を対象
矢板運搬用台船 - 1 曳船の騒音を対象
コンクリートポンプ車 107 *2
コンクリートミキサー車 100 *4
ラフテレーンクレーン車 107 *2 ホイールクレーンで代用
ダンプトラック 114 2 *1
ブルドーザー 105 1 *2
バイブレータ 105 *2 アスファルトフィニッシャーで代用
バイブロハンマー 107 1 *2
*1「徳島飛行場拡張事業および徳島空港周辺整備事業に係る環境影響評価準備書」（運輸省・運輸省第三建設局・徳島県、平成11年9月）

*2「低騒音型・低振動型建設機械の指定に関する規定」（平成13年4月9日 国土交通省告示487号）

*3「ポートアイランド（第２期）騒音・振動影響予測調査報告書」（神戸市、昭和61年3月）

*4「能代市公有水面における産業廃棄物最終処分場建設事業に係る環境影響評価準備書」（平成24年秋田県）

*5「建設機械騒音振動データブック」（建設省土木研究所、昭和55年）
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・音源（施行機械）の配置 

今回は、保全対象となる埋立計画地南側に位置する集落への影響が最大となるよう音

源位置を埋立計画地南端の一点に集中させることとした。 

設定した音源の配置は、図 4-1-4 に示すとおりである。 
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図 4-1-4 音源（施行機械）の配置位置 
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(b) 工事用車両の走行 

◆予測手順 

道路交通騒音の予測手順は、図 4-1-5 に示すとおりである。 

図 4-1-5 道路交通騒音の予測手順 

◆予測方法 

予測式は、以下に示す「道路環境影響評価の技術手法（平成 24 年度版）」（国土交通

省 国土技術政策総合研究所 独立行政法人 土木研究所、平成 25 年 3 月）による予

測式に準拠し、等価騒音レベル（LAeq）を算出した。 

予測は時間交通量を用いて 1時間ごとに行い、昼間、夜間の時間の区分ごとに整理す

る方法とした。 

ＬAeq ＝ ＬAeq* ＋ΔＬ
ここで、ΔＬ ＝ 10・log10（（10      ＋10       ）／10       ）

ＬAeq* ：現況の等価騒音レベル[dB] 
ＬAeq,R ：現況交通量から、(社)日本音響学会の ASJ RTN-Model 2013 を

用いて求められる等価騒音レベル[dB] 
ＬAeq,HC  ：工事中の交通量から、(社)日本音響学会の ASJ RTN-Model 2013

を用いて求められる等価騒音レベル[dB] 

(社)日本音響学会の ASJ RTN-Model 2013 の基本式を以下に示す。 

現況の交通条件 

現況の交通による 

騒音レベル LAeq,R 

の計算 

工事用車両の交通条件 

工事用車両の交通による 

騒音レベル LAeq,HC 

の計算 

工事用車両の上乗せによるレベル増加 

ΔL = 10・log10((10LAeq,R/10+10LAeq.HC/10)/ 10LAeq,R/10) 

現況道路交通 

騒音レベル 

工事実施時の道路交通 

騒音レベル 

LAeq = LAeq*+ΔL 

LAeq,R/10 LAeq,R/10LAeq,HC/10
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表 4-1-4 騒音の予測式（工事用車両の走行）

区 分 予 測 式 

予測基本式 

単発暴露騒音レベルの算出 

音源から予測地点に伝搬するＡ特性騒音レベル 

自動車走行騒音の音響パワーレベル（車種別、非定常走行（10km/h≦V≦60km/h）） 

大型車類：            小型車類： 

等価騒音レベルの算出 

予測地点における道路全体からの等価騒音レベル 

記号説明 

 ：単発暴露騒音レベル［dB］ 

 ：音源（i）から予測地点に伝搬する騒音のＡ特性騒音レベル［dB］ 

 ：基準時間［1s］ 

 ： ［s］ 

 ：離散的に設定した点音源の間隔［m］ 

 ：走行速度［m/s］ 

 ：音源（i）における自動車走行騒音のＡ特性音響パワーレベル［dB］ 

：音源（i）から予測地点までの直達距離［m］

：回折に伴う減衰に関する補正量［dB］

 音源から予測地点までの間に、遮音壁などの回折点は存在しないことから、0とした。  

：地表面効果による減衰に関する補正量［dB］

 地表面の種類は概ね舗装面（アスファルト）であることから、0とした。

 ：空気の音響吸収による減衰に関する補正量［dB］

 音源から予測地点までの距離が近いことから、0とした。

：予測地点における車線別・車種別の予測対象時間帯の等価騒音レベル［dB］

：1時間当たりの交通量［台］

：予測地点における予測対象時間帯の等価騒音レベル［dB］
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◆予測条件 

・交通量 

予測に用いる交通量は、現況交通量に、工事工程から想定した工事用車両（ダンプト

ラックを対象）の発生交通量を付加したものとした。 

なお、No.1 の現況交通量には、国施行の高規格道路整備事業による発生土（山土）

の埋立計画地背後の土砂仮置き場への搬入車両である土砂運搬車両が含まれている。予

測交通量は現況の土砂運搬車両を除いた交通量に予測される工事用車両を付加した交

通量とした。 

工事の実施に伴う発生交通量については、予測交通量は、工事工程より騒音に係る環

境影響が最大となると考えられる、3年次以降の 1日当たり片道 58 台（年間運搬土量：

69,086ｍ3、運搬日数：300 日、ダンプ 1台当たりの運搬量：4ｍ3）とし、工事施行時間

の 9時～17 時に均等に配分した。工事用車両はすべて大型車とした。 

予測に用いる車速は現地調査結果とした。 

以上により、予測に用いる交通量は表 4-1-5 に示すとおり設定した。 

表 4-1-5（1） 予測に用いた交通量

＜No.1＞ 

①北東方向 ②南西方向 ①北東方向 ②南西方向

土砂運搬車
両以外（台）

土砂運搬
車両（台）

土砂運搬車
両以外（台）

土砂運搬
車両（台）

9:00～10:00 35 27 8 212 33 26 7 228 8 8 35 212 34 228 48 44
10:00～11:00 33 29 4 181 41 34 7 189 8 8 37 181 42 189 49 45
11:00～12:00 24 19 5 210 24 18 6 208 7 7 26 210 25 208 50 46
12:00～13:00 10 9 1 231 17 17 0 194 7 7 16 231 24 194 49 47
13:00～14:00 30 25 5 174 17 17 0 156 7 7 32 174 24 156 50 47
14:00～15:00 23 17 6 192 19 10 9 174 7 7 24 192 17 174 49 46
15:00～16:00 17 12 5 223 20 14 6 208 7 7 19 223 21 208 44 43
16:00～17:00 9 7 2 223 9 8 1 241 7 7 14 223 15 241 44 42
17:00～18:00 3 3 0 394 8 8 0 304 3 394 8 304 49 47
18:00～19:00 4 4 0 268 8 8 0 209 4 268 8 209 50 45
19:00～20:00 2 2 0 151 1 1 0 128 2 151 1 128 51 45
20:00～21:00 0 0 0 112 0 0 0 58 0 112 0 58 44 42
21:00～22:00 0 0 0 71 0 0 0 46 0 71 0 46 44 49
22:00～23:00 0 0 0 37 0 0 0 18 0 37 0 18 45 48
23:00～0:00 0 0 0 26 2 2 0 12 0 26 2 12 45 49
0:00～1:00 0 0 0 13 0 0 0 8 0 13 0 8 42 43
1:00～2:00 0 0 0 5 1 1 0 5 0 5 1 5 40 38
2:00～3:00 1 1 0 3 2 2 0 3 1 3 2 3 49 42
3:00～4:00 0 0 0 4 0 0 0 4 0 4 0 4 44 50
4:00～5:00 0 0 0 5 0 0 0 7 0 5 0 7 46 44
5:00～6:00 2 2 0 12 3 3 0 11 2 12 3 11 42 45
6:00～7:00 5 5 0 34 3 3 0 63 5 34 3 63 45 45
7:00～8:00 10 10 0 213 10 10 0 359 10 213 10 359 50 47
8:00～9:00 28 24 4 263 26 21 5 302 24 263 21 302 45 45

236 196 40 3,257 244 203 41 3,135 58 58 254 3,257 261 3,135 - -
- -

備考1　現況交通量は、H29年度に実施した現地調査結果を用いた。
備考2　予測交通量は、現況で確認された土砂運搬車両を除して、「大型車（現況の大型車＋工事用車両）＋現況の小型車」とした。
備考3　予測に用いる車速は、H29年度に実施した現地調査結果を用いた。
備考4　土砂運搬車両とは、国施行の高規格道路整備事業による発生土（山土）の埋立計画地背後の土砂仮置き場への搬入車両のこと。

6,872

小型車
（台）

大型車
（台）

合計
116 6,907

①北東方向 ②南西方向 ②南西方向
現況交通量

時間帯

予測に用いる車速

速度
（km/h）

速度
（km/h）

大型車
（台）

小型車
（台）

小型車
（台）

大型車
（台）

小型車
（台）

大型車
（台）

大型車
（台）

大型車
（台）

工事用車両 予測交通量
①北東方向
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表 4-1-5（2） 予測に用いた交通量 

＜No.2＞ 

①北東方向 ②南西方向 ①北東方向 ②南西方向

9:00～10:00 11 197 20 215 8 8 19 197 28 215 52 51
10:00～11:00 20 179 19 203 8 8 28 179 27 203 47 48
11:00～12:00 18 212 17 198 7 7 25 212 24 198 43 45
12:00～13:00 7 193 10 189 7 7 14 193 17 189 47 51
13:00～14:00 12 184 18 204 7 7 19 184 25 204 47 48
14:00～15:00 13 209 16 202 7 7 20 209 23 202 50 49
15:00～16:00 7 218 11 205 7 7 14 218 18 205 44 52
16:00～17:00 10 260 16 253 7 7 17 260 23 253 49 48
17:00～18:00 5 295 7 364 5 295 7 364 48 48
18:00～19:00 6 198 6 233 6 198 6 233 48 53
19:00～20:00 2 157 1 161 2 157 1 161 54 52
20:00～21:00 0 91 1 77 0 91 1 77 56 54
21:00～22:00 0 71 0 48 0 71 0 48 49 55
22:00～23:00 1 33 0 23 1 33 0 23 51 49
23:00～0:00 0 24 1 17 0 24 1 17 45 54
0:00～1:00 0 9 2 9 0 9 2 9 52 47
1:00～2:00 0 7 0 7 0 7 0 7 52 49
2:00～3:00 1 4 2 4 1 4 2 4 (53) (48)
3:00～4:00 0 5 0 5 0 5 0 5 (53) (48)
4:00～5:00 1 9 0 5 1 9 0 5 53 (48)
5:00～6:00 1 11 2 20 1 11 2 20 43 47
6:00～7:00 4 56 4 53 4 56 4 53 52 55
7:00～8:00 10 362 10 224 10 362 10 224 45 48
8:00～9:00 15 265 21 271 15 265 21 271 50 49

144 3,249 184 3,190 58 58 202 3,249 242 3,190 - -
- -

備考1　現況交通量は、H29年度に実施した現地調査結果を用いた。
備考2　予測に用いる車速は、H29年度に実施した現地調査結果を用いた。計測できなかった時間帯については、前後のデータより補完し

予測に用いる車速
①北東方向 ②南西方向 ①北東方向 ②南西方向

大型車
（台）

大型車
（台）

大型車
（台）

時間帯

現況交通量 工事用車両 予測交通量

大型車
（台）

小型車
（台）

大型車
（台）

小型車
（台）

速度
（km/h）

合計
6,767 116 6,883

小型車
（台）

大型車
（台）

小型車
（台）

速度
（km/h）

表 4-1-5（3） 予測に用いた交通量 

＜No.3＞ 

①西方向 ②東方向 ①西方向 ②東方向

9:00～10:00 6 106 11 124 8 8 14 106 19 124 41 25
10:00～11:00 10 93 7 123 8 8 18 93 15 123 28 25
11:00～12:00 3 88 6 92 7 7 10 88 13 92 31 40
12:00～13:00 0 77 5 100 7 7 7 77 12 100 32 30
13:00～14:00 4 80 6 87 7 7 11 80 13 87 34 41
14:00～15:00 4 104 1 97 7 7 11 104 8 97 28 27
15:00～16:00 4 92 5 95 7 7 11 92 12 95 28 35
16:00～17:00 3 114 1 131 7 7 10 114 8 131 24 24
17:00～18:00 2 141 0 184 2 141 0 184 29 41
18:00～19:00 0 101 0 93 0 101 0 93 24 24
19:00～20:00 0 66 0 55 0 66 0 55 32 32
20:00～21:00 0 47 0 30 0 47 0 30 30 27
21:00～22:00 0 25 0 11 0 25 0 11 37 29
22:00～23:00 2 23 0 9 2 23 0 9 29 28
23:00～0:00 0 9 1 10 0 9 1 10 35 41
0:00～1:00 1 11 1 7 1 11 1 7 29 26
1:00～2:00 1 3 0 2 1 3 0 2 30 32
2:00～3:00 1 1 1 3 1 1 1 3 34 36
3:00～4:00 0 2 0 2 0 2 0 2 39 57
4:00～5:00 0 4 0 4 0 4 0 4 24 25
5:00～6:00 2 8 0 6 2 8 0 6 36 35
6:00～7:00 1 37 1 26 1 37 1 26 36 29
7:00～8:00 5 146 1 112 5 146 1 112 40 34
8:00～9:00 1 100 2 130 1 100 2 130 36 28

50 1,478 49 1,533 58 58 108 1,478 107 1,533 - -
- -

備考1　現況交通量は、H29年度に実施した現地調査結果を用いた。
備考2　予測に用いる車速は、H29年度に実施した現地調査結果（平均車速）を用いた。

予測に用いる車速
①西方向 ②東方向 ①西方向 ②東方向

大型車
（台）

大型車
（台）

大型車
（台）

時間帯

現況交通量 工事用車両 予測交通量

大型車
（台）

小型車
（台）

大型車
（台）

小型車
（台）

速度
（km/h）

合計
3,110 116 3,226

小型車
（台）

大型車
（台）

小型車
（台）

速度
（km/h）



4-18

・道路構造 

道路構造は現地調査に基づき図 4-1-6 のとおりとした。 

音源位置は各車線の中央で、予測位置は官民境界上の高さ 1.2ｍの位置とした。 

図 4-1-6 道路構造 

b  予測地域 

予測地域は、調査地域のうち、音の伝搬の特性を踏まえ、騒音に係る環境影響を受けるおそ

れがあると認められる地域として、埋立計画地周辺とした。 

c  予測地点 

予測地点は、音の伝搬の特性を踏まえ、予測地域における騒音に係る環境影響を的確に把握

できる地点として、建設機械の稼働については、埋立計画地周辺、工事用車両の走行について

は、その車両走行が想定される埋立計画地周辺の沿道（現地調査地点と同様の 3地点）とした。

予測地点を図 4-1-7 に示す。 

北東方向 南西方向 

北東方向 南西方向 

東方向 西方向 

No.1 

No.2 

No.3 

予測位置

予測位置

予測位置 予測位置

予測位置

予測位置
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図 4-1-7 工事車両の通行に伴う騒音予測地点 
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d  予測対象時期 

予測対象時期は、工事の実施により、騒音に係る環境影響が最大となる時期とし、表 4-1-6

に示す時期とした。 

表 4-1-6 予測対象時期

区分 項目 時期 

建設機械の稼働 騒音 3 年次 4ヶ月 

資材運搬車両の走行 騒音 工事用車両について、日最大交

通量（58台/日）の発生時期（3

年次～8年次）とした。 

e  予測結果 

(a) 建設機械の稼働 

建設機械の稼働により発生する騒音レベルが最大となる時期における騒音予測結果を表

4-1-7 及び図 4-1-8 に示す。 

建設機械の稼働により発生する騒音は、音源位置から 5m 地点では 99dB、25ｍ地点では 85dB

であるが、施行区域境界の 50m 地点では 79dB となることが予測された。さらに埋立計画地南

側の住宅地の埋立計画地側の敷地境界付近となる150m地点では69dBとなることが予測された。 

表 4-1-7 建設機械稼働による騒音予測結果 

距離（m） 5 25 50 100 150 

騒音レベル（dB） 99 85 79 73 69 

備考   施行区域 

境界

直近の 

住宅地

※特定建設作業騒音規制基準：85dB 
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図 4-1-8 建設機械の稼働に係る騒音予測結果（単位：dB） 

150ｍ 
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(b) 工事用車両の走行 

工事用車両の走行により発生する騒音レベルが最大となる時期における騒音予測結果を表

4-1-8 に示す。 

工事用車両の通行に伴う等価騒音レベルの増加分は 0.1～0.7dB であり、予測値は 61.6～

65.3dB であった。 

表 4-1-8 工事用車両の走行に係る騒音予測結果 

単位：dB

現況値 増加分

ＬAeq* ΔＬ

①北東方向 昼間（6～22時） 65 0.1 65 (65.1) 

②南西方向 昼間（6～22時） 65 0.1 65 (65.1) 

①北東方向 昼間（6～22時） 65 0.2 65 (65.2) 

②南西方向 昼間（6～22時） 65 0.3 65 (65.3) 

①西方向 昼間（6～22時） 61 0.7 62 (61.7) 

②東方向 昼間（6～22時） 61 0.6 62 (61.6) 
No.1①の現況値は、St.1②の現況値を採用

No.2②の現況値は、St.2①の現況値を採用

No.3②の現況値は、St.3①の現況値を採用

No.3
（県道268号）

予測値

ＬAeq 

No.1
（市道昭和・白浜町線）

No.2
（市道昭和・白浜町線）

位置 方向 時間帯区分

f  環境保全措置 

事業者の実行可能な範囲において、環境影響をできる限り回避又は低減するため、以下の騒

音抑制・防止に係る環境保全措置の検討を行い、適切な対応を講じることとする。 

・使用機材の適切な整備点検 

・積極的な低公害型建設機械の導入 

・アイドリングストップ、空ぶかし防止 

・建設機械や資材運搬車両の稼働の平準化 
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g  評価の結果 

(a) 評価の手法 

① 回避・低減に係る評価 

評価は、調査及び予測結果を踏まえ、事業者により実行可能な範囲で回避又は低減されて

いるか否かの検討により行った。 

② 基準又は目標との整合に係る評価 

評価は、環境基準（環境基本法）又は規制基準（騒音規制法）との整合性が図られている

か否かについての検討により行った。 

＜建設機械の稼働＞ 

建設機械の稼働については、施行区域及び予測地点において表 4-1-9 に示す「特定建設

作業に伴って発生する騒音の規制に関する基準」である「85dB 以下」との整合性を図るこ

ととした。 

＜工事用車両の走行＞ 

工事用車両の走行については、No.1、No.2 では表 4-1-10 に示す「騒音に係る環境基準」

の「B 地域のうち 2 車線以上の車線を有する道路に面する地域」、No.3 では「幹線交通を

担う道路に近接する空間」との整合性を図ることとした。 

表 4-1-9 特定建設作業に伴って発生する騒音の規制に関する基準 

                                       （昭和 43 年 11月 27 日 厚生省・建設省告示第 1号） 

      特定建設作業 

規制             区域 

の種別            の区分 

１ くい打機等を使用する作業 

２ びょう打機を使用する作業 

３ さく岩機を使用する作業 

４ 空気圧縮機を使用する作業 

５ コンクリートプラント等を設けて行う作業 

６ バックホウを使用する作業 

７ トラクターショベルを使用する作業 

８ ブルドーザーを使用する作業 

基準値 第１号、第２号 85 デシベル 

作業時間 
第１号 午後７時～午前７時の時間内でないこと 

第２号 午後 10時～午前６時の時間内でないこと 

 １日あたりの

作業時間 

第１号 10時間を超えないこと 

第２号 14時間を超えないこと 

作業時間 第１号、第２号 連続６日を超えないこと 

作業日 第１号、第２号 日曜日その他の休日でないこと 

注)1 基準値は、騒音特定建設作業の場所の敷地の境界線での値 

2 第 1号区域：第 1種区域、第 2種区域、及び第 3種区域の全域並びに第 4種区域で学校、保育所、病院、患

者を収容する施設を有する診療所、図書館、特別養護老人ホームの敷地の周囲 80ｍの区域 

第 2号区域：第 4種区域のうち、第１号区域以外の区域 
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表 4-1-10 騒音に係る環境基準（ＬAeq） 

                       （平成 10年 9 月 30 日 環境庁告示第 64 号） 

地 域 区 分 昼間 夜間 

Ａ地域のうち２車線以上の車線を有する道路に面

する地域 
60 デシベル以下 55 デシベル以下 

Ｂ地域のうち２車線以上の車線を有する道路に面

する地域及びＣ地域のうち車線を有する道路に面

する地域 

65 デシベル以下 60 デシベル以下 

幹線交通を担う道路に近接する空間 70 デシベル以下 65 デシベル以下 

    注）昼間：午前 6時～午後 10時、夜間：午後 10時～翌日午前 6時 



4-25

(b) 評価結果 

① 回避・低減に係る評価 

工事の実施においては、騒音の影響を考慮し、極力工事を集中させず、可能な範囲での工

事の平準化を図り、資材運搬車両の日発生交通量の上限を 58 台に抑えることとした。この

ことにより、騒音による影響の低減を図ることとする。さらには、積極的な低公害型建設機

械の導入の検討や、アイドリングストップ、空ぶかし防止に努めることで、より影響の低減

が図られるものと判断される。 

② 基準又は目標との整合に係る評価 

＜建設機械の稼働＞ 

建設機械の稼働については、発生騒音のピーク時における騒音レベルは、施行区域境界上

で 79dB、埋立計画地に近い住宅地付近では 69dB と予測された。 

従って、建設機械の稼働に伴い発生する騒音は、施行区域境界上においても「特定建設作

業に伴って発生する騒音の規制に関する基準」である 85dB 以下であることから、基準又は

目標との整合が図られるものと判断する。 

＜工事用車両の走行＞ 

工事用車両の走行については、3地点とも、現況においても環境基準を満足している。 

工事中は、工事用車両の走行に伴い騒音値が増加するものの、平準化を図ることにより騒

音値の増加は 0.1～0.2dB 程度にとどまり、現況に対しての負荷は非常に小さくなると予測

され、工事中においても環境基準を満足することが予測された。 

従って、工事用車両の走行に伴い発生する騒音は、「騒音に係る環境基準」である 70dB

及び 65dB 以下であることから、基準又は目標との整合が図られるものと判断する。 

表 4-1-11 工事用車両の走行に係る騒音の評価結果 

単位：dB

現況値 増加分

ＬAeq* ΔＬ 現況 予測値 現況 予測値

①北東方向 昼間（6～22時） 65 0.1 65 (65.1) 65 B類型 ○ ○ 75 ○ ○

②南西方向 昼間（6～22時） 65 0.1 65 (65.1) 65 B類型 ○ ○ 75 ○ ○

①北東方向 昼間（6～22時） 65 0.2 65 (65.2) 65 B類型 ○ ○ 75 ○ ○

②南西方向 昼間（6～22時） 65 0.3 65 (65.3) 65 B類型 ○ ○ 75 ○ ○

①西方向 昼間（6～22時） 61 0.7 62 (61.7) 70 幹線 ○ ○ 75 ○ ○

②東方向 昼間（6～22時） 61 0.6 62 (61.6) 70 幹線 ○ ○ 75 ○ ○
No.1①の現況値は、St.1②の現況値を採用

No.2②の現況値は、St.2①の現況値を採用

No.3②の現況値は、St.3①の現況値を採用

No.3
（県道268号）

予測値

ＬAeq 

No.1
（市道昭和・白浜町線）

No.2
（市道昭和・白浜町線）

要請限度適否
位置 方向 時間帯区分 環境基準

環境基準適否 （参考）
要請限度
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3) 土地又は工作物の存在及び供用に係る予測及び評価の結果 

供用後の埋立地利用車両走行及び製造業用地の供用に伴って発生する騒音による影響が考

えられることから、供用後に係る予測及び評価を実施した。 

a  予測の基本的な手法 

自動車の走行については、音の伝搬理論に基づく予測式による数値計算、製造業用地の供用

については、事例の引用又は解析とした。 

このうち、自動車の走行に係る予測方法を以下に示す。 

＜自動車の走行＞ 

◆予測手順 

自動車の走行に係る騒音の予測手順は、図 4-1-9 示すとおりである。 

図 4-1-9 自動車の走行に係る騒音の予測手順 

◆予測方法 

・予測式 

予測式は、表 4-1-4 に示したとおりである。 

◆予測条件 

・交通量 

予測に用いる交通量は、現況交通量に、埋立地の供用後の発生交通量を付加したもの

とした。 

現況交通量については、現地調査においては、既に工事用車両の運行が確認されたこ

とから、現況交通量はその交通量を除したものとした。 

現況の交通条件 

現況の交通による 

騒音レベル LAeq,R 

の計算 

将来の交通条件 

将来の交通による 

騒音レベル LAeq,HC 

の計算 

将来の上乗せによるレベル増加 

ΔL = 10・log10((10LAeq,R/10+10LAeq.HC/10)/ 10LAeq,R/10) 

現況道路交通 

騒音レベル 

供用後の道路交通 

騒音レベル 

LAeq = LAeq*+ΔL 
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供用後の発生交通量については、「港湾の施設の技術上の基準・同解説（下巻），平成

19 年，(社)日本港湾協会」に示される発生集中原単位を用いて算定した。算定した将

来の発生交通量は表 4-1-12 に示すとおりである。 

No.1 と No.2 は現況の交通量の比率から発生集中交通量を配分し、発生交通量を No.1

は 275 台、No.2 は 275 台とした。No.3 の発生交通量は NO.2 の発生交通量に依存し、国

道 3 号への行き来が半分ずつであると仮定して、No.2 の発生交通量の 5 割を付加し、

138 台とした。 

従って、各予測地点の将来交通量は No.1 が 7,066 台、No.2 が 7,042 台、No.3 が 3,248

台とした。各予測地点の現況交通量、発生交通量、将来交通量は表 4-1-13 に示す。 

算出した発生交通量を現況の大型車混入率により、大型車と小型車に分け、埋立地の

利用時間である、9 時から 17 時に均等に配分した。なお、「2）工事の実施に係る予測

及び評価の結果」と同様 No.1 の現況交通量には、国施行の高規格道路整備事業による

発生土（山土）の埋立計画地背後の土砂仮置き場への搬入車両である土砂運搬車両が含

まれている。将来交通量は現況の土砂運搬車両を除いた交通量に予測される工事用車両

を加えた交通量とした。 

予測に用いる車速は現地調査結果とした。 

以上により、予測に用いる交通量は表 4-1-14 に示すとおり設定とした。 
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表 4-1-12 供用後の発生集中交通量の算定

区分 数量 単位 備考
新たな企業用地 37,405 ㎡ 必要理由書より
原単位 14.7 台/日・1000㎡製造業の規模ランク別発生集中原単位
予測発生集中交通量 550 台/日
原単位出典：

港湾の施設の技術上の基準・同解説（下巻），平成19年，(社)日本港湾協会　p1279

必要理由書より規模ランク10,000～49,999㎡を採用

表 4-1-13 各予測地点の現況交通量、発生交通量、将来交通量 

区分
日交通量
（台/日）

発生交通量
（台/日）

将来交通量
（台/日）

発生交通量 550
No.1（市道72号） 6,791 275 7,066
No.2（市道72号） 6,767 275 7,042
No.3（県道286号） 3,110 138 3,248

表 4-1-14（1） 予測に用いる交通量

＜No.1＞ 

①北東方向 ②南西方向

土砂運搬車
両以外（台）

土砂運搬
車両（台）

土砂運搬車
両以外（台）

土砂運搬
車両（台）

9:00～10:00 35 27 8 212 33 26 7 228 2 16 2 16 29 228 28 244 48 44
10:00～11:00 33 29 4 181 41 34 7 189 2 16 1 16 31 197 35 205 49 45
11:00～12:00 24 19 5 210 24 18 6 208 1 16 1 16 20 226 19 224 50 46
12:00～13:00 10 9 1 231 17 17 0 194 1 16 1 16 10 247 18 210 49 47
13:00～14:00 30 25 5 174 17 17 0 156 1 16 1 16 26 190 18 172 50 47
14:00～15:00 23 17 6 192 19 10 9 174 1 16 1 16 18 208 11 190 49 46
15:00～16:00 17 12 5 223 20 14 6 208 1 16 1 16 13 239 15 224 44 43
16:00～17:00 9 7 2 223 9 8 1 241 1 16 1 16 8 239 9 257 44 42
17:00～18:00 3 3 0 394 8 8 0 304 3 394 8 304 49 47
18:00～19:00 4 4 0 268 8 8 0 209 4 268 8 209 50 45
19:00～20:00 2 2 0 151 1 1 0 128 2 151 1 128 51 45
20:00～21:00 0 0 0 112 0 0 0 58 0 112 0 58 44 42
21:00～22:00 0 0 0 71 0 0 0 46 0 71 0 46 44 49
22:00～23:00 0 0 0 37 0 0 0 18 0 37 0 18 45 48
23:00～0:00 0 0 0 26 2 2 0 12 0 26 2 12 45 49
0:00～1:00 0 0 0 13 0 0 0 8 0 13 0 8 42 43
1:00～2:00 0 0 0 5 1 1 0 5 0 5 1 5 40 38
2:00～3:00 1 1 0 3 2 2 0 3 1 3 2 3 49 42
3:00～4:00 0 0 0 4 0 0 0 4 0 4 0 4 44 50
4:00～5:00 0 0 0 5 0 0 0 7 0 5 0 7 46 44
5:00～6:00 2 2 0 12 3 3 0 11 2 12 3 11 42 45
6:00～7:00 5 5 0 34 3 3 0 63 5 34 3 63 45 45
7:00～8:00 10 10 0 213 10 10 0 359 10 213 10 359 50 47
8:00～9:00 28 24 4 263 26 21 5 302 24 263 21 302 45 45

236 196 40 3,257 244 203 41 3,135 10 128 9 128 206 3,385 212 3,263 - -
- -

備考1　現況交通量は、H29年度に実施した現地調査結果を用いた。
備考2　予測交通量の大型車は、現況で確認された土砂運搬車両を除した台数に大型車の発生交通量を加えた台数とした。
備考3　予測に用いる車速は、H29年度に実施した現地調査結果を用いた。
備考4　土砂運搬車両とは、国施行の高規格道路整備事業による発生土（山土）の埋立計画地背後の土砂仮置き場への搬入車両のこと。

6,872

発生交通量

小型車
（台）

小型車
（台）

275

①北東方向 ②南西方向

小型車
（台）

大型車
（台）

合計

現況交通量

時間帯

7,066

①北東方向 ②南西方向
予測に用いる車速

速度
（km/h）

速度
（km/h）

大型車
（台）

小型車
（台）

小型車
（台）

大型車
（台）

小型車
（台）

大型車
（台）

大型車
（台）

大型車
（台）

予測交通量
①北東方向 ②南西方向
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表 4-1-14（2） 予測に用いる交通量

＜No.2（臨港道路）＞ 

①北東方向 ②南西方向

9:00～10:00 11 197 20 215 2 16 2 16 13 213 22 231 52 51
10:00～11:00 20 179 19 203 2 16 1 16 22 195 20 219 47 48
11:00～12:00 18 212 17 198 1 16 1 16 19 228 18 214 43 45
12:00～13:00 7 193 10 189 1 16 1 16 8 209 11 205 47 51
13:00～14:00 12 184 18 204 1 16 1 16 13 200 19 220 47 48
14:00～15:00 13 209 16 202 1 16 1 16 14 225 17 218 50 49
15:00～16:00 7 218 11 205 1 16 1 16 8 234 12 221 44 52
16:00～17:00 10 260 16 253 1 16 1 16 11 276 17 269 49 48
17:00～18:00 5 295 7 364 5 295 7 364 48 48
18:00～19:00 6 198 6 233 6 198 6 233 48 53
19:00～20:00 2 157 1 161 2 157 1 161 54 52
20:00～21:00 0 91 1 77 0 91 1 77 56 54
21:00～22:00 0 71 0 48 0 71 0 48 49 55
22:00～23:00 1 33 0 23 1 33 0 23 51 49
23:00～0:00 0 24 1 17 0 24 1 17 45 54
0:00～1:00 0 9 2 9 0 9 2 9 52 47
1:00～2:00 0 7 0 7 0 7 0 7 52 49
2:00～3:00 1 4 2 4 1 4 2 4 (53) (48)
3:00～4:00 0 5 0 5 0 5 0 5 (53) (48)
4:00～5:00 1 9 0 5 1 9 0 5 53 (48)
5:00～6:00 1 11 2 20 1 11 2 20 43 47
6:00～7:00 4 56 4 53 4 56 4 53 52 55
7:00～8:00 10 362 10 224 10 362 10 224 45 48
8:00～9:00 15 265 21 271 15 265 21 271 50 49

144 3,249 184 3,190 10 128 9 128 154 3,377 193 3,318 - -
- -

備考1　現況交通量は、H29年度に実施した現地調査結果を用いた。
備考2　予測に用いる車速は、H29年度に実施した現地調査結果を用いた。計測できなかった時間帯については、前後のデータより補完し、（）に示した。

速度
（km/h）

合計
6,767 275 7,042

小型車
（台）

速度
（km/h）

大型車
（台）

小型車
（台）

大型車
（台）

時間帯

現況交通量 発生交通量 予測交通量

大型車
（台）

小型車
（台）

大型車
（台）

小型車
（台）

大型車
（台）

小型車
（台）

大型車
（台）

小型車
（台）

予測に用いる車速
①北東方向 ②南西方向 ①北東方向 ②南西方向 ①北東方向 ②南西方向

表 4-1-14（3） 予測に用いる交通量 

＜No.3＞ 

①北東方向 ②南西方向

9:00～10:00 6 106 11 124 1 8 1 8 7 114 12 132 52 51
10:00～11:00 10 93 7 123 1 8 1 8 11 101 8 131 47 48
11:00～12:00 3 88 6 92 0 8 1 8 3 96 7 100 43 45
12:00～13:00 0 77 5 100 0 8 0 8 0 85 5 108 47 51
13:00～14:00 4 80 6 87 1 8 1 8 5 88 7 95 47 48
14:00～15:00 4 104 1 97 1 8 0 8 5 112 1 105 50 49
15:00～16:00 4 92 5 95 0 8 1 8 4 100 6 103 44 52
16:00～17:00 3 114 1 131 1 8 0 8 4 122 1 139 49 48
17:00～18:00 2 141 0 184 2 141 0 184 48 48
18:00～19:00 0 101 0 93 0 101 0 93 48 53
19:00～20:00 0 66 0 55 0 66 0 55 54 52
20:00～21:00 0 47 0 30 0 47 0 30 56 54
21:00～22:00 0 25 0 11 0 25 0 11 49 55
22:00～23:00 2 23 0 9 2 23 0 9 51 49
23:00～0:00 0 9 1 10 0 9 1 10 45 54
0:00～1:00 1 11 1 7 1 11 1 7 52 47
1:00～2:00 1 3 0 2 1 3 0 2 52 49
2:00～3:00 1 1 1 3 1 1 1 3 53 48
3:00～4:00 0 2 0 2 0 2 0 2 53 48
4:00～5:00 0 4 0 4 0 4 0 4 53 48
5:00～6:00 2 8 0 6 2 8 0 6 43 47
6:00～7:00 1 37 1 26 1 37 1 26 52 55
7:00～8:00 5 146 1 112 5 146 1 112 45 48
8:00～9:00 1 100 2 130 1 100 2 130 50 49

50 1,478 49 1,533 5 64 5 64 55 1,542 54 1,597 - -
- -

備考1　現況交通量は、H29年度に実施した現地調査結果を用いた。
備考2　予測に用いる車速は、H29年度に実施した現地調査結果を用いた。

速度
（km/h）

合計
3,110 138 3,248

小型車
（台）

速度
（km/h）

大型車
（台）

小型車
（台）

大型車
（台）

時間帯

現況交通量 発生交通量 予測交通量

大型車
（台）

小型車
（台）

大型車
（台）

小型車
（台）

大型車
（台）

小型車
（台）

大型車
（台）

小型車
（台）

予測に用いる車速
①北東方向 ②南西方向 ①北東方向 ②南西方向 ①北東方向 ②南西方向
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・道路条件 

道路条件は、図 4-1-6 に示すとおりとした。 

b  予測地域 

調査地域のうち、音の伝搬の特性を踏まえ、騒音に係る環境影響を受けるおそれがあると認

められる地域として、埋立計画地及びその周辺とした。 

c  予測地点 

埋立地利用車両走行については、「第 1節 1.(2) 2) b (b)工事用車両の走行」と同様とした。 

製造業用地の供用については、埋立計画地及びその周辺とした。 

d  予測地対象時期 

予測対象時期は、埋立地が製造業用地として供用した時期とした。 

e  予測結果 

＜埋立地利用車両の走行＞ 

供用後の埋立地利用車両の走行に係る騒音の予測結果を表 4-1-15 に示す。 

埋立地利用車両の通行に伴う等価騒音レベルの増加分は 0.0～0.2dB であり、予測値は 61.2

～65.2dB であった。 

表 4-1-15 埋立地利用車両の走行に係る騒音の予測結果 

単位：dB

現況値 増加分

ＬAeq* ΔＬ

①北東方向 昼間（6～22時） 65 0.0 65 (65.0) 

②南西方向 昼間（6～22時） 65 0.0 65 (65.0) 

①北東方向 昼間（6～22時） 65 0.1 65 (65.1) 

②南西方向 昼間（6～22時） 65 0.2 65 (65.2) 

①西方向 昼間（6～22時） 61 0.2 61 (61.2) 

②東方向 昼間（6～22時） 61 0.2 61 (61.2) 
No.1①の現況値は、St.1②の現況値を採用

No.2②の現況値は、St.2①の現況値を採用

No.3②の現況値は、St.3①の現況値を採用

No.3
（県道268号）

予測値

ＬAeq 

No.1
（市道昭和・白浜町線）

No.2
（市道昭和・白浜町線）

位置 方向 時間帯区分
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＜製造業用地の供用＞ 

埋立計画地は、主に製造業用地（企業用地、道路）として利用される予定である。 

現在、埋立計画地の背後は既に製造業用地として供用されているが、「第 2章 第 3節 1.(1) 

2)騒音」に示すとおり、現状の環境騒音は環境基準を満足している。また、製造業用地を発生

源とする騒音に関する苦情もない。 

本埋立事業では、供用後に既存の製造業施設と同様な施設が立地し、稼働する予定であるが、

新たに騒音の状況に影響を与えるような工場等の立地予定はない。 

従って、製造業用地の供用に伴う騒音による環境への影響は現在と同程度と予測される。 

f  環境保全措置 

事業者の実行可能な範囲において、環境影響をできる限り回避又は低減するため、以下の騒

音抑制・防止に係る環境保全措置の検討を行い、適切な対応を講じることとする。 

・関連車両は、アイドリングストップに努める。 

・関連車両及び機器は、整備、点検を徹底する。 

g  評価の結果 

(a) 評価の手法 

① 回避・低減に係る評価 

評価は、調査及び予測結果を踏まえ、事業者により実行可能な範囲で回避又は低減され

ているか否かの検討により行った。 

② 基準又は目標との整合に係る評価 

埋立地利用車両の走行については、工事用車両の走行については、NO.1、No.2 では表

4-1-16 に示す「騒音に係る環境基準」の「B地域のうち 2車線以上の車線を有する道路に

面する地域」、NO.3 では「幹線交通を担う道路に近接する空間」との整合性を図ることと

した。 

表 4-1-16 騒音に係る環境基準（ＬAeq） 

                       （平成 10年 9 月 30 日 環境庁告示第 64 号） 

地 域 区 分 昼間 夜間 

Ａ地域のうち２車線以上の車線を有する道路に面

する地域 
60 デシベル以下 55 デシベル以下 

Ｂ地域のうち２車線以上の車線を有する道路に面

する地域及びＣ地域のうち車線を有する道路に面

する地域 

65 デシベル以下 60 デシベル以下 

幹線交通を担う道路に近接する空間 70 デシベル以下 65 デシベル以下 

    注）昼間：午前 6時～午後 10時、夜間：午後 10時～翌日午前 6時 
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(b) 評価結果

① 回避・低減に係る評価 

＜自動車の走行＞ 

供用後における埋立地利用車両の走行による騒音の影響は小さいと予測されたが、アイドリ

ングストップ等の環境保全措置を講じる講じることにより、環境影響の低減を図ることができ

るものと評価する。 

＜製造業用地の供用＞ 

土地又は工作物の供用に係る予測を行った結果、供用による騒音の影響は現況と同程度  

で、新たな影響の寄与は小さいものと予測されたが、機器の整備や点検を行うなどの環境保全

措置を講じることにより、環境影響の低減を図ることができるものと判断する。

② 基準又は目標との整合に係る評価 

＜自動車の走行＞ 

予測の結果、供用後の埋立地利用車両の走行に伴う騒音は、3地点とも、現況で環境基準を

達成している。将来における交通量の増加に伴う騒音の増加は 0.0～0.21dB にとどまり、環境

基準も満足している。 

このことから、供用後の埋立地利用車両の走行による騒音への影響については、整合を図る

べき基準等との整合が図られているものと判断する。 

表 4-1-17 自動車の走行に係る騒音の評価結果 

単位：dB

現況値 増加分

ＬAeq* ΔＬ 現況 予測値 現況 予測値

①北東方向 昼間（6～22時） 65 0.0 65 (65.0) 65 B類型 ○ ○ 75 ○ ○

②南西方向 昼間（6～22時） 65 0.0 65 (65.0) 65 B類型 ○ ○ 75 ○ ○

①北東方向 昼間（6～22時） 65 0.1 65 (65.1) 65 B類型 ○ ○ 75 ○ ○

②南西方向 昼間（6～22時） 65 0.2 65 (65.2) 65 B類型 ○ ○ 75 ○ ○

①西方向 昼間（6～22時） 61 0.2 61 (61.2) 70 幹線 ○ ○ 75 ○ ○

②東方向 昼間（6～22時） 61 0.2 61 (61.2) 70 幹線 ○ ○ 75 ○ ○
No.1①の現況値は、St.1②の現況値を採用

No.2②の現況値は、St.2①の現況値を採用

No.3②の現況値は、St.3①の現況値を採用

No.3
（県道268号）

予測値

ＬAeq 

No.1
（市道昭和・白浜町線）

No.2
（市道昭和・白浜町線）

要請限度適否
位置 方向 時間帯区分 環境基準

環境基準適否 （参考）
要請限度
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(3) 振動 

1) 調査の結果 

a  調査項目 

調査項目は、以下のとおりとした。 

・振動の状況 

・地盤の状況 

b  調査の基本的な手法 

調査は、文献その他の資料及び現地調査による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析に

より実施した。 

c  調査地域 

調査地域は、振動の伝搬の特性を踏まえ、振動に係る環境影響を受けるおそれがあると認め

られる地域として、埋立計画地周辺とした。 

d  調査地点 

調査地点は、振動の伝搬の特性を踏まえ、調査地域における振動に係る環境影響を予測し、

及び評価するために必要な情報を適切かつ効果的に把握できる地点として、埋立計画地及び周

辺を代表する地点とした。 

既存資料調査及び現地調査の位置は、「第 2章 第 3 節 1.(1) 3)振動」に示したとおりであ

る。 

e  調査期間 

振動の伝搬の特性を踏まえ、調査地域における振動に係る環境影響を予測し、及び評価する

ために必要な情報を適切かつ効果的に把握できる期間、時期及び時間帯として、既存資料につ

いては最新データとした。現地調査については、平成 28 年 11 月（秋季）の 1回とした。 

具体の時期については、「第 2章 第 3節 1.(1) 3)振動」に示したとおりである。 

f  調査結果 

既存資料調査及び現地調査の結果は、「第 2章 第 3 節 1.(1) 3)振動」に示したとおりであ

る。 
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2) 工事の実施に係る予測及び評価の結果 

建設機械の稼働及び工事用車両の走行に伴って生じる振動による影響が考えられることか

ら、工事の実施に係る予測及び評価を実施した。 

a  予測の基本的な手法 

(a)建設機械の稼働 

予測は、以下の振動の伝搬理論に基づく予測式による数値計算により実施した。 

◆予測手順 

建設機械の稼働に伴い発生する振動の予測手順は、図 4-1-10 に示すとおりである。 

図 4-1-10 建設作業振動の予測手順 

◆予測方法 

施行機械等各々の予測点における振動レベルについて距離減衰式により算出し、その

振動レベルをエネルギー的に合成した。 

)rr(68.8)r/r(log20VV i0i
n

0i10iWip

ここで、 

Vpi :予測地点における振動レベル(dB) 

VWi :発生源から基準点での振動レベル(dB) 

ri :振動源から予測地点までの距離(m) 

r0i :基準点までの距離(m) 

n :表面波の減衰係数(n=0.5) 

α :地盤による減衰定数(0.01) 

施行計画 基準点振動レベルの既存資料等 

施行機械別基準点振動レベル 
月別の施行機械

等の数及び位置 

施行機械別振動レベル 

パワー合成 

建設作業振動 
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また、予測地点における振動レベルの合成には、次の式を用いた。 

)101010(log10 10/10/210/1
10

VpnVpVpV

ここで、 

V :予測地点における全振動源による振動レベル（dB） 

Vpi :i番目の振動源による予測点における振動レベル（dB） 

◆予測条件 

・予測対象時期の設定 

建設機械の稼働により発生する振動について、埋立てに関する工事の施行方法の内容

から、使用される主な施行機械や台数を想定し、月次の合成振動レベルを算出し、その

推移を図 4-1-11 に示した。なお、その各施行機械の振動レベルは、表 4-1-18 の下欄に

示す資料により設定している。 

予測対象時期は、月次の合成振動レベルより、建設機械による影響が最大となると考

えられる 3年次 2ヶ月～4ヶ月とした。 
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図 4-1-11 合成振動レベルの推移 

・基準点振動レベルの設定 

設定した予測対象時期における施行機械の種類とその基準点振動レベル及び稼働台

数は、表 4-1-18 に示すとおりである。 
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表 4-1-18 施行機械の種類及び基準点振動レベル 

施行機械
パワーレベル
PWL（dB）

基準点距離
（m）

5m位置での換
算PWL（dB）

台数 出典 備考

コンクリートポンプ車 47 5 47 *3
コンクリートミキサー車 47 5 47 *3 コンクリートポンプ車で代用
ラフテレーンクレーン車 40 7 42 *2 ホイールクレーンで代用
ダンプトラック 56 5 56 2 *1
ブルドーザー 63 7 65 1 *1
バイブレータ 64 7 66 *4 アスファルトフィニッシャーで代用
バイブロハンマー 65 15 73 1 *4
*1「徳島飛行場拡張事業および徳島空港周辺整備事業に係る環境影響評価準備書」（運輸省・運輸省第三建設局・徳島県、平成11年9月）

*2「低騒音型・低振動型建設機械の指定に関する規定」（平成13年4月9日 国土交通省告示487号）

*3「環境影響評価における原単位の整備に関する調査研究」（環境庁、昭和60年3月）ラフテレーンクレーン代用

*4「建設騒音及び振動の防止並びに排除に関する調査試験報告書」（昭和54年 建設省土木研究所）

・振動源位置 

建設機械の配置は埋立計画地直近の南側集落への影響が最大となるように、埋立計画

地南端に単点配置とした。なお、各施行機械は同時に稼働するものとした。 

設定した音源の配置は、図 4-1-12 に示すとおりである。 
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図 4-1-12 振動源（施行機械）の配置及び予測位置 
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(b)工事用車両の走行 

◆予測手順 

工事用車両の走行に伴う道路交通振動の予測手順は図 4-1-13 に示すとおりである。 

図 4-1-13 道路交通振動の予測手順 

◆予測方法 

予測計算に用いた予測式は、以下に示すとおりであり、振動レベルの 80％レンジの

上端値を予測するための式とした。 

L10 ＝ L10＊ + ΔL 

ΔL＝ a・log10 (log10 Q’) - a・log10 (log10 Q) 

ここで、 

L10 

L10＊ 

ΔL 

Q’

: 振動レベルの80％レンジの上端値の予測値（dB） 

: 現況の振動レベルの80％レンジの上端値（dB） 

: 工事関連車両による振動レベルの増分（dB） 

: 工事関連車両の上乗せ時の500秒間の1車線当りの等価交通量 

 （台/500s/車線） 

               500       1 
Q’ ＝        ×      ×｛NL + K（NH + NHC）｝ 

              3,600      M 

NL

NH

NHC 2

Q 

K 

M  

a

: 現況の小型車時間交通量（台/h） 

: 現況の大型車時間交通量（台/h） 

: 工事関連車両台数（台/h） 

: 現況の500秒間の1車線当り等価交通量（台/500s/車線） 

: 大型車の小型車への換算係数（表4-1-19参照） 

: 上下車線合計の車線数 

: 定数（表4-3-2参照） 

出典：面整備事業環境影響評価技術マニュアル（平成 11 年、建設省都市局都市計画課監修） 

現況振動レベル 

L10* 

工事実施時の振動レベル 

L10= L10*+ΔL 

現況の交通条件 

工事用車両の上乗せによるレベル増加 

ΔL＝ a・log10 (log10 Q’) - a・log10 (log10 Q) 

Q’：工事用車両の上乗せ時の等価交通量 

Q：現況の等価交通量 
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表 4-1-19 定数及び補正値等 

係数・定数 100<V≦140km/hのとき V≦100km/hのとき

K 14 13 

a 47 

◆予測条件 

・交通量 

大型車及び小型車の 2車種分類とした。 

       工事用車両はすべて大型車とした。予測交通量は、工事工程より振動に係る環境影響

が最大となると考えられる、3年次以降の 1日当たり 116 台（片道 58台、（年間運搬土

量：69,086ｍ3、運搬日数：300 日、ダンプ 1 台当たりの運搬量：4ｍ3））とし、工事施

行時間の 9時～17時に均等に配分した。 

       No.1 の現況交通量には、国施行の高規格道路整備事業による発生土（山土）の埋立

計画地背後の土砂仮置き場への搬入車両である土砂運搬車両が含まれている。予測交通

量は現況の土砂運搬車両を除いた交通量に予測される工事用車両を加えた交通量とし

た。No.2 及び No.3 の将来交通量は現況の交通量に予測される工事用車両を加えた交通

量とした。 

       予測に用いる車速は現地調査結果とした。 

       各地点の交通条件を表 4-1-20 に示す。 

なお、予測計算は、このうち、現況振動が最大で工事用車両の走行の見込まれる時間

とし、No.1 は 10～11 時及び 11 時～12時、No.2、No.3 は 10～11 時とした。 
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表 4-1-20（1） 交通条件（No.1） 

大型車 小型車 合計 大型車 大型車 小型車 合計 大型車 小型車 合計 大型車

(台) (台) (台) 混入率 (台) (台) (台) (台) (台) (台) 混入率

8:00 54 565 619 8.7% -9 0 (9) 45 565 610 7.4%
9:00 68 440 508 13.4% 1 0 1 69 440 509 13.6%

10:00 74 370 444 16.7% 5 0 5 79 370 449 17.6%
11:00 48 418 466 10.3% 3 0 3 51 418 469 10.9%
12:00 27 425 452 6.0% 13 0 13 40 425 465 8.6%
13:00 47 330 377 12.5% 9 0 9 56 330 386 14.5%
14:00 42 366 408 10.3% -1 0 (1) 41 366 407 10.1%
15:00 37 431 468 7.9% 3 0 3 40 431 471 8.5%
16:00 18 464 482 3.7% 11 0 11 29 464 493 5.9%
17:00 11 698 709 1.6% 0 0 0 11 698 709 1.6%
18:00 12 477 489 2.5% 0 0 0 12 477 489 2.5%
19:00 3 279 282 1.1% 0 0 0 3 279 282 1.1%
20:00 0 170 170 0.0% 0 0 0 0 170 170 0.0%
21:00 0 117 117 0.0% 0 0 0 0 117 117 0.0%
22:00 0 55 55 0.0% 0 0 0 0 55 55 0.0%
23:00 2 38 40 5.0% 0 0 0 2 38 40 5.0%
0:00 0 21 21 0.0% 0 0 0 0 21 21 0.0%
1:00 1 10 11 9.1% 0 0 0 1 10 11 9.1%
2:00 3 6 9 33.3% 0 0 0 3 6 9 33.3%
3:00 0 8 8 0.0% 0 0 0 0 8 8 0.0%
4:00 0 12 12 0.0% 0 0 0 0 12 12 0.0%
5:00 5 23 28 17.9% 0 0 0 5 23 28 17.9%
6:00 8 97 105 7.6% 0 0 0 8 97 105 7.6%
7:00 20 572 592 3.4% 0 0 0 20 572 592 3.4%
総合計 480 6,392 6,872 7.0% 35 0 35 515 6,392 6,907 7.5%

将来交通量関連車両

合　計 合　計

時刻

現況交通量

合　計

※赤字は現況の土砂運搬車両が予測される工事用車両よりも多いことを示す。 
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表 4-1-20（2） 交通条件（No.2） 

大型車 小型車 合計 大型車 大型車 小型車 合計 大型車 小型車 合計 大型車

(台) (台) (台) 混入率 (台) (台) (台) (台) (台) (台) 混入率

8:00 36 536 572 6.3% 0 0 0 36 536 572 6.3%
9:00 31 412 443 7.0% 16 0 16 47 412 459 10.2%

10:00 39 382 421 9.3% 16 0 16 55 382 437 12.6%
11:00 35 410 445 7.9% 14 0 14 49 410 459 10.7%
12:00 17 382 399 4.3% 14 0 14 31 382 413 7.5%
13:00 30 388 418 7.2% 14 0 14 44 388 432 10.2%
14:00 29 411 440 6.6% 14 0 14 43 411 454 9.5%
15:00 18 423 441 4.1% 14 0 14 32 423 455 7.0%
16:00 26 513 539 4.8% 14 0 14 40 513 553 7.2%
17:00 12 659 671 1.8% 0 0 0 12 659 671 1.8%
18:00 12 431 443 2.7% 0 0 0 12 431 443 2.7%
19:00 3 318 321 0.9% 0 0 0 3 318 321 0.9%
20:00 1 168 169 0.6% 0 0 0 1 168 169 0.6%
21:00 0 119 119 0.0% 0 0 0 0 119 119 0.0%
22:00 1 56 57 1.8% 0 0 0 1 56 57 1.8%
23:00 1 41 42 2.4% 0 0 0 1 41 42 2.4%
0:00 2 18 20 10.0% 0 0 0 2 18 20 10.0%
1:00 0 14 14 0.0% 0 0 0 0 14 14 0.0%
2:00 3 8 11 27.3% 0 0 0 3 8 11 27.3%
3:00 0 10 10 0.0% 0 0 0 0 10 10 0.0%
4:00 1 14 15 6.7% 0 0 0 1 14 15 6.7%
5:00 3 31 34 8.8% 0 0 0 3 31 34 8.8%
6:00 8 109 117 6.8% 0 0 0 8 109 117 6.8%
7:00 20 586 606 3.3% 0 0 0 20 586 606 3.3%
総合計 328 6,439 6,767 4.8% 116 0 116 444 6,439 6,883 6.5%

合　計 合　計

時刻

現況交通量 関連車両 将来交通量

合　計
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表 4-1-20（3） 交通条件（No.3） 

大型車 小型車 合計 大型車 大型車 小型車 合計 大型車 小型車 合計 大型車

(台) (台) (台) 混入率 (台) (台) (台) (台) (台) (台) 混入率

8:00 3 230 233 1.3% 0 0 0 3 230 233 1.3%
9:00 17 230 247 6.9% 16 0 16 33 230 263 12.5%

10:00 17 216 233 7.3% 16 0 16 33 216 249 13.3%
11:00 9 180 189 4.8% 14 0 14 23 180 203 11.3%
12:00 5 177 182 2.7% 14 0 14 19 177 196 9.7%
13:00 10 167 177 5.6% 14 0 14 24 167 191 12.6%
14:00 5 201 206 2.4% 14 0 14 19 201 220 8.6%
15:00 9 187 196 4.6% 14 0 14 23 187 210 11.0%
16:00 4 245 249 1.6% 14 0 14 18 245 263 6.8%
17:00 2 325 327 0.6% 0 0 0 2 325 327 0.6%
18:00 0 194 194 0.0% 0 0 0 0 194 194 0.0%
19:00 0 121 121 0.0% 0 0 0 0 121 121 0.0%
20:00 0 77 77 0.0% 0 0 0 0 77 77 0.0%
21:00 0 36 36 0.0% 0 0 0 0 36 36 0.0%
22:00 2 32 34 5.9% 0 0 0 2 32 34 5.9%
23:00 1 19 20 5.0% 0 0 0 1 19 20 5.0%
0:00 2 18 20 10.0% 0 0 0 2 18 20 10.0%
1:00 1 5 6 16.7% 0 0 0 1 5 6 16.7%
2:00 2 4 6 33.3% 0 0 0 2 4 6 33.3%
3:00 0 4 4 0.0% 0 0 0 0 4 4 0.0%
4:00 0 8 8 0.0% 0 0 0 0 8 8 0.0%
5:00 2 14 16 12.5% 0 0 0 2 14 16 12.5%
6:00 2 63 65 3.1% 0 0 0 2 63 65 3.1%
7:00 6 258 264 2.3% 0 0 0 6 258 264 2.3%
総合計 99 3,011 3,110 3.2% 116 0 116 215 3,011 3,226 6.7%

合　計 合　計

時刻

現況交通量 関連車両 将来交通量

合　計

・道路構造 

予測位置における道路断面は、「（２）騒音 ２）工事の実施に係る予測及び評価の結

果」の図 4-1-6 と同様とした。 

b  予測地域 

予測地域は、調査地域のうち、振動の伝搬の特性を踏まえ、振動に係る環境影響を受けるお

それがあると認められる地域として、埋立計画地周辺とした。 
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c  予測地点 

振動の伝搬の特性を踏まえ、予測地域における振動に係る環境影響を的確に把握できる地点

として、建設機械の稼働については、埋立計画地周辺、工事用車両の走行については、その車

両走行が想定される埋立計画地周辺の沿道とした。工事用車両の走行に係る予測位置は、「（２）

騒音 ２）工事の実施に係る予測及び評価の結果」の図 4-1-6～7と同様とした。 

d  予測対象時期 

予測対象時期は、工事の実施により、振動に係る環境影響が最大となる時期とし、表 4-1-21

のとおりとした。 

表 4-1-21 予測対象時期

区分 項目 時期 

建設機械の稼働 振動 3 年次 2ヶ月～4ヶ月 

資材運搬車両の走行 振動 工事用車両について、日最大交

通量（58台/日）の発生時期（3

年次～8年次）とした。 

e  予測結果 

(a) 建設機械の稼働 

建設機械の稼働により発生する振動レベルが最大となる時期における振動予測結果を表

4-1-22 及び図 4-1-14 に示す。 

振動レベルは、予測基準点から 5ｍ地点で 74dB、施行区域境界の 50m 地点では 55dB と予測

された。また、埋立計画地に近い住宅地付近（150ｍ地点）では、39dB と予測された。 

表 4-1-22 建設機械稼働による振動予測結果 

距離（m） 5 25 50 100 150 

振動レベル（dB） 74 62 55 46 39 

備考   施行区域 

境界

直近の 

住宅地

※特定建設作業振動規制基準：75dB 
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図 4-1-14 建設機械稼働による振動予測結果 

150ｍ 
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(b) 工事用車両の走行 

工事用車両の走行により発生する振動レベルが最大となる時期における振動予測結果を表

4-1-23 に示す。工事用車両が通行する 9時～17時で振動が最大となる時間帯を抽出した。 

No.1 においては現況の土砂運搬車両の交通量が、予測される埋立地利用車両の交通量を上

回っているため、現況より振動が小さくなる予測結果となっている。 

No.2、No.3 における工事用車両通行に伴う振動レベルの増加は 0.3～0.5dB であり、予測値

は 32.5～50.8dB であった。 

表 4-1-23 資材運搬車両の走行に係る振動予測結果 

単位：dB

現況値 増加分

ＬAeq* ΔＬ

①北東方向 10～11時,11～12時 51 -0.2 51 (50.8) 

②南西方向 10～11時,11～12時 51 -0.2 51 (50.8) 

①北東方向 10～11時 35 0.3 35 (35.3) 

②南西方向 10～11時 35 0.3 35 (35.3) 

①西方向 10～11時 32 0.5 33 (32.5) 

②東方向 10～11時 32 0.5 33 (32.5) 

No.1①の現況値及び予測値は、St.1②の現況値及び予測値を採用

No.2②の現況値及び予測値は、St.2①の現況値及び予測値を採用

No.3②の現況値及び予測値は、St.3①の現況値及び予測値を採用

位置 方向 時間帯区分

No.1
（市道昭和・白浜町線）

No.2
（市道昭和・白浜町線）

No.3
（県道268号）

予測値

ＬAeq 

f  環境保全措置 

事業者の実行可能な範囲において、環境影響をできる限り回避又は低減するため、以下の振

動抑制・防止に係る環境保全措置の検討を行い、適切な対応を講じることとする。 

・使用機材の適切な整備点検 

・積極的な低公害型建設機械の導入 

・アイドリングストップ 

・建設機械や資材運搬車両の稼働の平準化 

g  評価の結果 

(a) 評価の手法 

① 回避・低減に係る評価 

評価は、調査及び予測結果を踏まえ、事業者により実行可能な範囲で回避又は低減され

ているか否かの検討により行った。 

② 基準又は目標との整合に係る評価 

評価は、規制基準（振動規制法）との整合性が図られているか否かについての検討によ

り行った。 
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＜建設機械の稼働＞ 

建設機械の稼働については、施行区域及び予測地点において表 4-1-24 に示す「特定建

設作業に伴って発生する振動の規制に関する基準」である「75dB 以下」との整合性を図る

こととした。 

＜工事用車両の走行＞ 

工事用車両の走行については、No.1、No.2 では、表 4-1-25 に示す「道路交通振動の限

度」（要請限度）の第 1 種区域の「65dB 以下」、No.3 では第 2 種区域の「70dB 以下」との

整合性を図ることとした。 

表 4-1-24 特定建設作業に伴って発生する振動の規制に関する基準 

（昭和 51年 11 月 10 日 総理府令第 58 号） 

           特定建設作業 

規制種別     区域の区分 

１ くい打ち機等を使用する作業 

２ 鋼球を使用して建設物等を破壊する作業 

３ 舗装版破砕機を使用する作業 

４ ブレーカーを使用する作業 

基準値 第１号、第２号 75デシベル 

作業時間 
第１号 午後７時～午前７時の時間内でないこと 

第２号 午後 10時～午前６時の時間内でないこと 

１日あたりの作

業時間 

第１号 10時間を超えないこと 

第２号 14時間を超えないこと 

作業期間 第１号、第２号 連続６日を超えないこと 

作業日 第１号、第２号 日曜日その他の休日でないこと 

注１ 基準値は、振動特定建設作業の敷地の境界線での値 

 ２ 第１号区域：第１種区域の全域及び第２種区域のうち工業地域で学校、保育所、病院、患者

を収容する施設を有する診療所、図書館、特別養護老人ホームの敷地の周囲 80

ｍの区域 

第２号区域：第２種区域のうち、第１号区域以外の区域

表 4-1-25 道路交通振動の限度 

(昭和 51 年 11 月 10 日 総理府令第 58 号) 

地域区分 
昼間 

午前 8時～午後 7時 

夜間 

午後 7時～午前 8時 

第 1種区域 65 デシベル 60 デシベル 

第 2種区域 70 デシベル 65 デシベル 
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(b) 評価の結果 

① 回避・低減に係る評価 

工事の実施においては、振動の影響を考慮し、極力工事を集中させず、可能な範囲での工

事の平準化を図り、資材運搬車両の日発生交通量の上限を 58 台に抑えることとした。この

ことにより、振動による影響の低減を図ることとする。さらには、積極的な低公害型建設機

械の導入の検討や、アイドリングストップ、空ぶかし防止に努めることで、より影響の低減

が図られるものと判断される。 

② 基準又は目標との整合に係る評価 

＜建設機械の稼働＞

建設機械の稼働については、発生振動のピーク時における振動レベルは、埋立計画地から

5ｍ地点で 74dB、施行区域境界上で 55dB、埋立計画地に近い住宅地付近では 39dB と予測さ

れた。 

従って、建設機械の稼働に伴い発生する振動は、施行区域境界上においても「特定建設作

業に伴って発生する振動の規制に関する基準」である 75dB 以下であることから、基準又は

目標との整合が図られるものと判断する。 

＜工事用車両の走行＞ 

工事用車両の走行については、最大でも現況とほぼ同様の振動レベルにとどまり、要請限

度である 70dB（No.3）及び 65dB（No.1 及び No.2）を十分に下回ることが予測された。 

従って、基準又は目標との整合が図られるものと判断する。 

表 4-1-26 資材運搬車両の走行に係る振動の評価結果 

単位：dB

現況値 増加分

ＬAeq* ΔＬ 現況 予測値

①北東方向 10～11時,11～12時 51 -0.2 51 (50.8) 65 第1種区域 ○ ○

②南西方向 10～11時,11～12時 51 -0.2 51 (50.8) 65 第1種区域 ○ ○

①北東方向 10～11時 35 0.3 35 (35.3) 65 第1種区域 ○ ○

②南西方向 10～11時 35 0.3 35 (35.3) 65 第1種区域 ○ ○

①西方向 10～11時 32 0.5 33 (32.5) 70 第2種区域 ○ ○

②東方向 10～11時 32 0.5 33 (32.5) 70 第2種区域 ○ ○

No.1①の現況値及び予測値は、St.1②の現況値及び予測値を採用

No.2②の現況値及び予測値は、St.2①の現況値及び予測値を採用

No.3②の現況値及び予測値は、St.3①の現況値及び予測値を採用

位置 方向 時間帯区分

No.1
（市道昭和・白浜町線）

No.2
（市道昭和・白浜町線）

No.3
（県道268号）

予測値
要請限度

適否

ＬAeq 
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3) 土地又は工作物の存在及び供用に係る予測及び評価の結果 

供用後の埋立地利用車両の走行及び製造業用地の供用に伴って発生する振動による影響が

考えられることから、供用後に係る予測及び評価を実施した。 

a  予測の基本的な手法 

埋立地利用車両の走行については、振動の伝搬理論に基づく予測式による数値計算、製造業

用地の供用については、事例の引用又は解析とした。 

このうち、埋立地利用車両の走行に係る予測方法を以下に示す。 

＜埋立地利用車両の走行＞ 

◆予測手順 

自動車の走行に係る振動の予測手順は、図 4-1-15 に示すとおりである。 

図 4-1-15 自動車の走行に係る振動の予測手順 

◆予測方法 

・予測式 

予測式は、「道路環境影響評価の技術手法（平成 24年度版)」（国土交通省 国土技術

政策総合研究所 独立行政法人 土木研究所、平成 25 年 3 月）に示される基本式を用

いる。予測式を表 4-1-27 に示す。 

現況振動レベル 

L10* 

供用後の振動レベル 

L10= L10*+ΔL 

現況の交通条件 

発生車両の上乗せによるレベル増加 

ΔL＝ a・log10 (log10 Q’) - a・log10 (log10 Q) 

Q’：発生車両の上乗せ時の等価交通量 

Q：現況の等価交通量 



4-49

表 4-1-27 振動の予測式 

L10 ＝ L10＊ + ΔL 

ΔL＝ a・log10 (log10 Q’) - a・log10 (log10 Q) 

ここで、 

L10 

L10＊ 

ΔL 

Q’

: 振動レベルの80％レンジの上端値の予測値（dB） 

: 現況の振動レベルの80％レンジの上端値（dB） 

: 発生車両による振動レベルの増分（dB） 

: 発生車両の上乗せ時の500秒間の1車線当りの等価交通量 

 （台/500s/車線） 

               500       1 
Q’ ＝        ×      ×｛NL + K（NH + NHC）｝ 

              3,600      M 

NL

NH

NHC 2

Q 

K 

M  

a

: 現況の小型車時間交通量（台/h） 

: 現況の大型車時間交通量（台/h） 

: 発生車両台数（台/h） 

: 現況の500秒間の1車線当り等価交通量（台/500s/車線） 

: 大型車の小型車への換算係数（表4-1-28参照） 

: 上下車線合計の車線数 

: 定数（表4-3-2参照） 

出典：面整備事業環境影響評価技術マニュアル（平成 11 年、建設省都市局都市計画課監修） 

表 4-1-28 定数及び補正値等 

係数・定数 100<V≦140km/hのとき V≦100km/hのとき

K 14 13 

a 47 

◆予測条件 

・交通量 

予測に用いる交通量は、「（２）騒音 ３）土地又は工作物の存在及び供用に係る予測

及び評価の結果」と同様とした。 

・道路条件 

道路条件は、「（２）騒音 ３）土地又は工作物の存在及び供用に係る予測及び評価の

結果」と同様とした。 
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b 予測地域 

調査地域のうち、振動の伝搬の特性を踏まえ、振動に係る環境影響を受けるおそれがあると

認められる地域として、埋立計画地周辺とした。 

c  予測地点 

振動の伝搬の特性を踏まえ、予測地域における振動に係る環境影響を的確に把握できる地点

として、自動車の走行については「（２）騒音 ３）土地又は工作物の存在及び供用に係る予測

及び評価の結果」と同様とした。製造業用地の供用については埋立計画地及びその周辺とした。 

d  予測対象時期 

予測対象時期は、埋立地が製造業用地として供用した時期とした。 

e  予測結果 

＜埋立地利用車両の走行＞ 

供用後の埋立地利用車両の走行に係る振動の予測結果を表 4-1-29 に示す。 

埋立計画地利用車両が通行する 9時～17 時で振動が最大となる時間帯を抽出した。 

No.1 においては現況の土砂運搬車両の交通量が、予測される埋立地利用車両の交通量を上

回っているため、現況より振動が小さくなる予測結果となっている。 

No.2、No.3 における工事用車両通行に伴う振動レベルの増加は 0.3～0.5dB であり、予測値

は 32.5～50.8dB であった。 

表 4-1-29 自動車の走行に係る振動の予測結果 

単位：dB

現況値 増加分

ＬAeq* ΔＬ

①北東方向 10～11時 51 -0.2 51 (50.8) 

②南西方向 10～11時 51 -0.2 51 (50.8) 

①北東方向 10～11時 35 0.3 35 (35.3) 

②南西方向 10～11時 35 0.3 35 (35.3) 

①西方向 10～11時 32 0.5 33 (32.5) 

②東方向 10～11時 32 0.5 33 (32.5) 

No.1①の現況値及び予測値は、St.1②の現況値及び予測値を採用

No.2②の現況値及び予測値は、St.2①の現況値及び予測値を採用

No.3②の現況値及び予測値は、St.3①の現況値及び予測値を採用

位置 方向 時間帯区分

No.1
（市道昭和・白浜町線）

No.2
（市道昭和・白浜町線）

No.3
（県道268号）

予測値

ＬAeq 
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＜製造業用地の供用＞ 

埋立計画地は、主に製造業用地（企業用地、道路）として利用される予定である。 

本埋立事業では、製造業用地の整備が目的となることから、新たに振動に大きく影響を与え

るような工場等の立地予定はない。 

本埋立事業では、供用後に既存の製造業施設と同様な施設が立地し、稼働する予定であるが、

新たに振動の状況に影響を与えるような工場等の立地予定はない。 

従って、製造業用地の供用に伴う振動による環境への影響は現在と同程度と予測される。 

f  環境保全措置 

事業者の実行可能な範囲において、環境影響をできる限り回避又は低減するため、以下の振

動抑制・防止に係る環境保全措置の検討を行い、適切な対応を講じることとする。 

・関連車両は、アイドリングストップに努める。 

・関連車両及び機器は、整備、点検を徹底する。 

g  評価の結果 

(a) 評価の手法 

① 回避・低減に係る評価 

評価は、調査及び予測結果を踏まえ、事業者により実行可能な範囲で回避又は低減されて

いるか否かの検討により行った。 

② 基準又は目標との整合に係る評価 

埋立地利用車両の走行については、No.1、No.2 では、表 4-1-30 に示す「道路交通振動の

限度」（要請限度）の第 1種区域の「65dB 以下」、No.3 では第 2種区域の「70dB 以下」との

整合性を図ることとした。 

表 4-1-30 道路交通振動の限度 

(昭和 51 年 11 月 10 日 総理府令第 58 号) 

地域区分 
昼間 

午前 7時～午後 7時 

夜間 

午後 7時～午前 7時 

第 1種区域 65 デシベル 60 デシベル 

第 2種区域 70 デシベル 65 デシベル 
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(b) 評価結果 

① 回避・低減に係る評価 

＜自動車の走行＞ 

供用後における埋立地利用車両の走行による振動の影響は小さいと予測されたが、アイドリ

ングストップ等の環境保全措置を講じる講じることにより、環境影響の低減を図ることができ

るものと評価する。 

＜製造業用地の供用＞ 

土地又は工作物の供用に係る予測を行った結果、供用による振動の影響は現況と同程度  

で、新たな影響の寄与は小さいものと予測されたが、機器の整備や点検を行うなどの環境保全

措置を講じることにより、環境影響の低減を図ることができるものと判断する。

② 基準又は目標との整合に係る評価 

＜自動車の走行＞ 

予測の結果、供用後の埋立地利用車両の走行に伴う振動は、3地点とも、要請限度（道路交

通振動の限度）を十分に下回ると予測された。 

このことから、供用後の埋立地利用車両の走行による振動への影響については、整合を図る

べき基準等との整合が図られているものと判断する。 

表 4-1-31 自動車の走行に係る振動の評価結果 

単位：dB

現況値 増加分

ＬAeq* ΔＬ 現況 予測値

①北東方向 10～11時 51 -0.2 51 (50.8) 65 第1種区域 ○ ○

②南西方向 10～11時 51 -0.2 51 (50.8) 65 第1種区域 ○ ○

①北東方向 10～11時 35 0.3 35 (35.3) 65 第1種区域 ○ ○

②南西方向 10～11時 35 0.3 35 (35.3) 65 第1種区域 ○ ○

①西方向 10～11時 32 0.5 33 (32.5) 70 第2種区域 ○ ○

②東方向 10～11時 32 0.5 33 (32.5) 70 第2種区域 ○ ○
No.1①の現況値及び予測値は、St.1②の現況値及び予測値を採用

No.2②の現況値及び予測値は、St.2①の現況値及び予測値を採用

No.3②の現況値及び予測値は、St.3①の現況値及び予測値を採用

位置 方向 時間帯区分

No.1
（市道昭和・白浜町線）

No.2
（市道昭和・白浜町線）

No.3
（県道268号）

予測値
要請限度

適否

ＬAeq 
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２． 水環境 

(1) 水象 

1) 調査の結果 

a  調査項目 

調査項目は、以下のとおりとした。

・流れの状況 

b  調査の基本的な手法 

調査は、現地調査による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析とした。 

c  調査地域 

調査地域は、流域又は水域の特性を踏まえ、水象に係る環境影響を受けるおそれがあると認

められる地域とし、埋立計画地周辺とした。 

d  調査地点 

調査地点は、流域又は水域の特性を踏まえ、調査地域における水象に係る環境影響を予測し、

及び評価するために必要な情報を適切かつ効果的に把握できる地点として、埋立計画地及びそ

の周辺を代表する地点とした。 

現地調査の位置は、「第 2章 第 3節 1.(2) 1)水象」に示したとおりである。 

e  調査期間 

調査期間は、流域又は水域の特性及び水質の変化の特性を踏まえ、調査地域における水質に

係る環境影響を予測し、評価するために必要な情報を適切かつ効果的に把握できる期間及び時

期とした。現地調査の時期は表 4-1-32 に示す時期とした。 

表 4-1-32 現地調査時期

項目 調査時期 備考 

水象 平成 28年 8 月 23 日～ 

9 月 23 日 

平成 29年 6 月 9日～ 

6 月 26 日 

調査位置において、係留設備（ライトブイ、

アンカー等）によりメモリー式電磁流速計

Infinity-EM（JFE アドバンテック社製）を

設置し（図 2-1 2 参照）、上記期間におけ

る連続観測を実施した。測定観測層は 2層

（表層：海面下 1.0m、下層：海底面上 1.0m）、

測定間隔は 10分間とした。

※平成 28年度調査では、台風 18号の接近のため、期間のうち 9月 3日に流速計を撤去し、9月 6日に再設置し

た。 

f  調査結果 

現地調査の結果は、「第 2章 第 3節 1.(2) 1)水象」に示したとおりである。 
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2) 土地又は工作物の存在及び供用に係る予測及び評価の結果 

埋立地の存在による地形変化により、潮流の変化が想定されることから土地又は工作物の存

在に係る予測及び評価を実施した。 

a  予測の基本的な手法 

予測は、非定常 2次元 2層モデルによって予測を行った。予測の基礎方程式は以下に示すと

おりである。 

単位質量の海水に対する運動方程式は、海水の非圧縮性を仮定して、次式のように表すこと

ができる。 

2

2
2

0

1
z
uAvuAh

x
pfv

Dt
Du

　＋　　＋　　＝　

2

2

2

0

1
z

v

AvvAh
y
pfu

Dt
Dv

　＋　　＋　　＝　　＋　

g
z
p
　＋　　＝　

0

10

また、連続の式は、 

0　＝　　　＋　　＋　
z
w

y
v

x
u

上式で与えられる各変数、係数等は次のように定める。 

z
w

y
v

x
u

tDt
D

＋＋＋　＝　　

２

２

　＋　　　＝　　
yx2

22

但し、 

   ｔ 

   (u,v,w) 

0

   Ｐ 

   Ah 

   Av 

   g 

   f 

：時間 

：（x，y，z）方向の各流速成分 

：平均海水密度 

：海水密度 

：圧力 

：水平渦動粘性係数 

：鉛直渦動粘性係数 

：重力加速度（9.8m/
2sec ） 

：コリオリ係数 
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ここで与えられた方程式系は、図 4-1-16 に示した、x－y平面を水平面、ｚ軸を鉛直下向き

にとり、z＝0を平均水面にとる左手系直交座標系を使用する。 

図 4-1-16 座標系 

◆計算領域 

計算領域は図 4-1-17 に示す、埋立計画地を含む、8㎞×5㎞の地域とした。 

図 4-1-17 計算領域 

x 
平均海面（z=0） 

u 
v 

w 

z 

y 

埋立計画地 
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◆予測条件 

潮流の計算に使用した条件は、表 4-1-33 に示すとおりである。 

表 4-1-33 潮流計算条件 

no 項目 内容 備考
1 潮流計算モデル 非定常2次元2層レベルモデル

2 計算範囲 計算範囲図に示す（8km×5km）

3 格子間隔 20m間隔 埋立法線の再現性から設定

上層：海面～-1m 現地潮流調査より（上層1m）

下層：-1m～海底面

振幅：143.89 cm 平均大潮期（M2+S2)

M2=100.11cm   S2=43.78cm 潮汐調和定数（気象庁:2018）

遅角：境界条件図に示す 現況再現性から設定

6 河川流入量 7.0ｍ3/s
7 海底摩擦係数 0.0026 一般値

8 層間摩擦係数 0.0013 一般値

9 水平渦動粘性係数 2.5×104　cm２/sec 現況再現性から設定

10 計算時間 48時間（４潮汐）
計算結果の安定を確認の上、最終潮
汐の結果を採用

11 計算時間間隔 0.5秒

5 潮汐境界条件

鉛直分割4

※河川流入量について 

「平成28年度 土木第1-12号 生態系に配慮した渚造成整備事業に伴う環境影響評価検討業

務報告書 いであ株式会社」と同様に深川地点における水位連続観測資料を直近 5 年間分収集

し、同地点における H-Q 関係式により求めた深川地点の流量（2.86m3/s）に深川地点における

流域面積比 1.74 を乗じた 5m3/s を水俣川本流の流量とした。 

水俣川は深川地点より下流側で湯出川と合流し、八代海へ流入している。図 4-1-18 より、

水俣川と湯出川の流量比は 15：7 である。（出典：「水俣川水系工事実施基本計画（昭和 60 年

2 月 熊本県）」）従って湯出川の流量を 2m3/s とし、合流後の水俣川の流量を 7m3/s とした。 

図 4-1-18 計画高水流量分配図 
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b  予測地域 

予測地域は、調査地域のうち、流域又は水域の特性を踏まえ、水象に係る環境影響を受ける

おそれがあると認められる地域として、埋立計画地周辺とした。 

c  予測地点 

予測地点は、流域又は水域の特性を踏まえ、予測地域における水象に係る環境影響を的確に

把握できる地点として、埋立計画地周辺海域とした。 

d  予測対象時期 

予測対象時期は、埋立工事の完了時期とした。 

e  予測結果 

現況の流況再現結果を図 4-1-19 に、将来の流況再現結果を図 4-1-20 に、現況と将来の流速

差分図を図 4-1-21 に示す。 

現況、将来ともに満潮時は南西流、干潮時は北東流であった。流速差分図より、埋立地の存

在により、満潮時は-1～-4cm/s 程度、干潮時は-1～-9cm/s 程度の流速の変化を生じるが、影

響は埋立計画地周辺に限られている。 
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（計算領域全体） 

（埋立計画地周辺） 

図 4-1-19（1） 現況再現結果（満潮時・上層） 

埋立計画地 

埋立計画地 
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（計算領域全体） 

（埋立計画地周辺） 

図 4-1-19（2） 現況再現結果（満潮時・下層） 

埋立計画地 

埋立計画地 
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（計算領域全体） 

（埋立計画地周辺） 

図 4-1-19（3） 現況再現結果（干潮時・上層） 

埋立計画地 

埋立計画地 
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（計算領域全体） 

（埋立計画地周辺） 

図 4-1-19（4） 現況再現結果（干潮時・下層） 

埋立計画地 

埋立計画地 
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（計算領域全体） 

（埋立計画地周辺） 

図 4-1-20（1） 将来予測結果（満潮時・上層） 

埋立計画地 

埋立計画地 
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（計算領域全体） 

（埋立計画地周辺） 

図 4-1-20（2） 将来予測結果（満潮時・下層） 

埋立計画地 

埋立計画地 



4-64

（計算領域全体） 

（埋立計画地周辺） 

図 4-1-20（3） 将来予測結果（干潮時・上層） 

埋立計画地 

埋立計画地 
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（計算領域全体） 

（埋立計画地周辺） 

図 4-1-20（4） 将来予測結果（干潮時・下層） 

埋立計画地 

埋立計画地 
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（上層） 

（下層） 

※負の値は将来流速が現況流速より小さいことを示す 

図 4-1-21（1） 流速差分図（将来-現況）（満潮時） 

埋立計画地 

埋立計画地 

単位：cm/s 

単位：cm/s 
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（上層） 

（下層） 

※負の値は将来流速が現況流速より小さいことを示す 

図 4-1-21（2） 流速差分図（将来-現況）（干潮時） 

埋立計画地 

埋立計画地 

単位：cm/s 

単位：cm/s 
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f  環境保全措置 

事業者の実施可能な範囲において、水象に係る環境影響をできる限り回避又は低減するため、

埋立計画にあたっては以下の点を考慮した。 

・流況変化が極力生じない（流れを妨げない）ような埋立形状 

g  評価の結果 

予測の結果、埋立計画地の存在による流況の変化が生じるが、その影響範囲は埋立計画地近

くに限定されるため、影響程度は小さいと予測された。 

従って、将来における流況の変化は小さく、環境への影響はほとんどないものと評価する。 
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(2) 水質 

1) 調査の結果 

a  調査項目 

調査項目は、以下のとおりとした。 

・濁度又は浮遊物質量の状況 

・流れの状況 

・土質の状況 

・水質（水の汚れ）の状況 

b  調査の基本的な手法 

調査は、文献その他の資料及び現地調査による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析と

した。 

c  調査地域 

調査地域は、流域又は水域の特性及び水質の変化の特性を踏まえ、水質に係る環境影響を受

けるおそれがあると認められる地域とし、埋立計画地周辺とした。 

d  調査地点 

調査地点は、流域又は水域の特性及び水質の変化の特性を踏まえ、調査地域における水質に

係る環境影響を予測し、及び評価するために必要な情報を適切かつ効果的に把握できる地点と

して、埋立計画地及びその周辺を代表する地点とした。 

既存資料調査及び現地調査の位置は、「第 2章 第 3 節 1.(2) 1)水象、2)水質、3)底質」に

示したとおりである。 

e  調査期間 

調査期間は、流域又は水域の特性及び水質の変化の特性を踏まえ、調査地域における水質に

係る環境影響を予測し、及び評価するために必要な情報を適切かつ効果的に把握できる期間及

び時期として、既存資料については最新データ、現地調査については表 4-1-34 に示す時期と

した。 

表 4-1-34 現地調査時期

項目 調査時期 備考 

水質 平成 28年 9 月 2日 

平成 28年 12 月 12 日 

生活環境項目等、健康項目 

底質 平成 28年 9 月 2日 

平成 29年 6 月 9日 

一般項目等、有害項目(海洋汚染防止法

の判定基準等) 
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f  調査結果 

既存資料調査及び現地調査の結果は、「第 2章 第 3 節 1.(2) 1)水象、2)水質、3)底質」に

示したとおりである。 
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2) 工事の実施に係る予測及び評価の結果 

a  予測の基本的な手法 

予測は、多層沈降拡散モデルによる予測数値計算によるものとし、「港湾工事における濁り

影響予測の手引き」（平成 16年 4月 国土交通省港湾局）に基づき実施した。 

(a) 予測手順 

土砂による水の濁りの予測手順は、図 4-1-22 に示すとおりである。予測にあたっては、多

層沈降拡散モデルにより濁り物質の日最大寄与濃度を算出した。 

図 4-1-22 土砂の濁り（SS）の予測手順 

(b) 予測方法 

◆予測モデル 

・土砂による水の濁りの拡散計算モデル 

土砂による水の濁りの拡散計算には、次の移流拡散方程式を基礎とした非定常拡散モデルを

用いた。 

Q
z
SK)
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2
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2

2
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但し、 

z
w

y
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u
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D

＋＋＋　＝　　

t ：時間 

S ：汚濁物質濃度 

VH KK , ：水平・鉛直拡散係数 

Q ：SS負荷量 

SS の沈降は、粒径に応じて異なるが、一般にストークスの式で以下のように表される。 

2

2
0

04.7684

)(
18
1

d

dgw s

施行計画 

濁り物質発生量 

濁り物質濃度 

土質性状調査 

潮流予測結果 

沈降拡散計算 
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但し、 

0 ：沈降速度 (cm/s) 

：海水密度 (1.024 g/cm3) 

s ：粒子の密度 (2.64 g/cm3) 

ｇ ：重力加速度 (980.0 cm/s2) 

：粘性係数 (15℃ = 0.01145 poises) 

d  ：粒子を球形とみなしたときの直径 (cm) 

・潮流予測モデル 

潮流予測モデルは、「第 4章 第 1節 ２.水環境（１）水象」に示すとおりとした。 

◆計算領域 

計算領域は、「第 4章 第 1節 ２.水環境（１）水象」と同様とした。 

◆予測条件 

水の濁りの計算に使用した条件は、表 4-1-35 に示すとおりである。 

また、潮流の計算に使用した条件は、「第 4章 第 1節 ２.水環境（１）水象」と同様とした。 

表 4-1-35 SS 計算条件 

no 項目 内容 備考

1 濁り計算モデル
非定常2次元2層レベルモデル
（FICKの拡散方程式）

2 計算範囲 計算範囲図に示す（8km×5km） 潮流計算範囲と同様
3 格子間隔 20m間隔 潮流計算範囲と同様

上層：海面～-3m 潮流計算範囲と同様
下層：-3m～海底面

5 流動条件 平均大潮期（M2+S2) 潮流計算モデルによる
6 濃度境界 0.0mg/L

7 水平拡散係数 104cm2/s
最大流速　0.3m/s以下の場合の一般値
「環境アセスメント技術マニュアル」

8 鉛直拡散係数 0.1cm
2
/s 一般値

9 計算時間 48時間（４潮汐） 現況再現性から設定
10 計算時間 １２０時間（10潮汐）
11 計算時間間隔 10秒

負荷量：35.0416ton/日 床堀工
投入潮時：高潮時 拡散範囲が最も広がる潮時を設定
投入時間：8時間 日稼動8時間として設定

対象粒径：0.143mm
汚濁限界流速12.4cm/sより計算された
粒子径0.286mmの1/2とした。

12 負荷条件

鉛直分割4
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・負荷量の概要 

濁りの発生量の算定は、工事計画を踏まえ、濁り発生原単位を設定して算定を行った。濁

りの発生量の算定フローは図 4-1-23 に示すとおりである。 

資料：「港湾工事における濁り影響予測の手引き」（平成 16年 4月、国土交通省港湾局） 

図 4-1-23 濁りの発生量の算定フロー 

・工事施行条件 

工事工程より濁りの影響が最も大きくなると想定される床掘工を予測対象とした。 

また、濁りの発生源位置は対象工種が施行され外海に近い位置を設定した。 

予測対象工種の施行内容を表4-1-36、工事工程を表4-1-37、施行位置を図4-1-24に示す。 

表 4-1-36 施行の内容 

施行箇所 工種 施行量 施行時期 

護岸工 基礎工 床掘 5,616   4 年次 4ヶ月 



4-74

表 4-1-37 予測対象工種及び施行時期等 

図 4-1-24 予測対象工種の施行位置 

床掘工



4-75

・SS の発生量 

SS 発生量の算定式は以下のとおりである。 

0
75

w
R
Rw

QwSS 発生量

ここで、 

w ：当該区域における濁り発生原単位 (kg/m3、kg/本) 

0w ：既往の濁り発生原単位 (kg/m3、kg/本)) 

R ：現地流速を汚濁限界流速とする汚濁限界粒子径の粒径加積百分率 (％) 

75R  ：既往の濁り発生原単位 0w を推定したときの土粒子(75μm 以下)の粒径

加積百分率 (％) 

Q ：日施行量 (m3 /日、本/日) 

α ：汚濁防止膜による除去率（1.0）＝汚濁防止膜を考慮しない。 

工事による SSの発生原単位は、表 4-1-38 に示す「港湾工事における濁り影響予測の手引

き」（平成 16年 4 月、国土交通省港湾局）における土砂投入工（グラブ船）を適用した。 
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表 4-1-38 濁り発生原単位 

出典：「港湾工事における濁り影響予測の手引き」（平成 16年 4 月、国土交通省港湾局） 
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濁りの発生量の算定に用いた値は、表 4-1-39 に示すとおりである。 

表 4-1-39 濁りの発生量の算定に用いた値の一覧 

記号 用いた値 値の設定根拠 

ｑ０ 936(m3/日) 一日当たりの施行能力。 

Ｒ 51(％) 現地調査結果より抽出した流速（0.3cm/sec)から求めた汚濁限界粒

子径(0.02mm)に対応する現地粒径加積百分率。なお、汚濁限界粒子

径は図 4-1-25 より算出した。 

また、現地底質の粒径加積曲線は図 4-1-26 に示すとおりである。 

Ｒ75 22.6(％) 表 4-1-38 の土砂投入工（グラブ船 5ｍ3）の取扱い土砂を採用 

Ｗ0 16.59×10-3(t/m3) 表 4-1-38 の土砂投入工（グラブ船）の発生原単位を採用 

図 4-1-25 汚濁限界流速と粒子径の関係 
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図 4-1-26 粒径加積曲線（現地調査結果） 
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以上から算定される濁りの発生量（SS発生量）は、表 4-1-40 に示すとおりである。 

表 4-1-40 濁りの発生量の算定結果 

日施行量 

Ｑ( /日) 

SS 発生量 

(t/日) 
備考 

936 35.0 汚濁防止膜考慮なし（α=1.0） 

b  予測地域 

予測地域は、調査地域のうち、流域又は水域の特性及び水質の変化の特性を踏まえ、水質に

係る環境影響を受けるおそれがあると認められる地域として、埋立計画地周辺とした。 

c  予測地点 

予測地点は、流域又は水域の特性及び水質の変化の特性を踏まえ、予測地域における水質に

係る環境影響を的確に把握できる地点として、埋立計画地周辺海域とした。 

d  予測対象時期 

予測対象時期は、工事の実施により、水質に係る環境影響が最大となる時期とし、工事工程

を考慮して、護岸工（基礎工 床掘）の実施時期とした。 

e  予測結果 

汚濁防止膜を設置しない条件下での工事の実施に伴う SS の最大発生時における水の濁りの

予測結果を図 4-1-27 に示す。 

予測の結果、2mg/L 注)を超える土砂による水の濁りの広がりは、対象工種の施行箇所から

100m 程度となることが予測された。 

注) ) 土砂による水の濁り「2mg/L」については、「水産用水基準(2012 年版)」(平成 25年 3月、(社)日本水産資源保

護協会)において、「人為的に加えられる懸濁物質は 2mg/L 以下であること。」に基づいた。
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図 4-1-27 SS 寄与濃度分布の予測結果（単位：mg/L） 

f  環境保全措置 

事業者の実施可能な範囲において、環境影響をできる限り回避又は低減するため、以下の水

の濁りに係る環境保全措置の検討を行い、適切な対策を講じることとする。 

・汚濁防止膜の展張 

g  評価の結果 

(a) 評価の手法 

① 回避・低減に係る評価 

評価は、調査及び予測結果を踏まえ、事業者により実行可能な範囲で回避又は低減されて

いるか否かの検討により行った。 

② 基準又は目標との整合に係る評価 

評価は、埋立計画地周辺海域において、水産用水基準（日本水産資源保護協会）との整合

性が図られているか否かについての検討に行った。 

基準値としては、「水産用水基準(2012 年版)」(平成 25 年 3 月 (社)日本水産資源保護協

会)に示される「人為的に加えられる懸濁物質は 2mg/L 以下であること。」を用いた。 
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(b) 評価結果 

① 回避・低減に係る評価 

予測の結果、汚濁防止膜を設置しない場合においても、2mg/L 以上の範囲は、施行箇所か

ら 100m 程度であり施行区域内に留まると予測されたが、工事中においては水質への影響の

を考慮し汚濁防止膜を設置することとする。 

よって、事業者の実行可能な範囲において低減が図られているものと判断する。 

② 基準又は目標との整合に係る評価 

予測の結果、汚濁防止膜を設置しない場合においても、2mg/L 以上の範囲は、施行箇所か

ら 100m 程度であり施行区域内に留まると予測された。 

従って、基準又は目標との整合が図られるものと判断する。 
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3) 土地又は工作物の存在及び供用に係る予測及び評価の結果 

現存の企業用地においては、合併浄化槽による処理となっている。 

ここでは、合併浄化槽等による処理の場合の公共用水域への影響について、供用後における

水の汚れに係る予測及び評価を実施した。 

a  予測の基本的な手法 

供用後の水の汚れに係る予測は、簡易予測式に基づく数値計算によるものとした。 

◆予測手順 

埋立地の供用に係る水の汚れの予測手順は、図 4-1-28 に示すとおりである。 

本予測では、合併浄化槽等からの排水の公共用水域への影響程度について、現況と将来の変

化を把握するため、水俣市資料に基づき現在の汚水排水量、排水濃度（BOD）を算定し、便宜

的に 1点（点源）からの排水による拡散状況を求めた。供用後の排水量については、現在の製

造業用地面積と将来の製造業用地面積増加率から、按分により将来排水量を求めて、公共用水

域における排水濃度の状況を予測することとした。 

なお、将来における排水濃度は、現況濃度と同様とした。 

図 4-1-28 水の汚れの予測手順 

◆予測方法 

・予測式 

将来における浄化槽からの排水状況が予測式は、点源、連続拡散を考慮して、以下とした。 

現況排水濃度の算定 

製造業用地の増加率の算定 

将来における排水濃度の算定 
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出典：「港湾工事における濁り影響予測の手引き」（平成 16年 4 月、国土交通省港湾局） 

◆予測条件 

・現況排水量及び BOD 濃度の算定 

水俣市提供資料より、現況の製造業用地の排水量を整理した。BOD 濃度は現況の測定デー

タがないため、水質汚濁防止法の規定に基づく一律排水基準より 160mg/l とした。 

表 4-1-41 現況の排水量及び BOD 濃度の算定 

区分 排水量計 

ｍ3/日 

排水 BOD 濃度 

（一律排水基準）

mg/l 

BOD 量 

kg/日 

現況 45.6 160 7.29

・将来排水量及び BOD 濃度の算定 

表4-1-42に示すように、将来においては埋立事業により製造業用地が21.7%の増となる。 

この増加率を用いると、将来の排水量は 55.5m3/日と算定される。 

BOD の排水濃度を現況と同じく一律排水基準値とすると、公共用水域に排水される BOD量

は現況 7.29 ㎏/日に対して、将来は 8.87 ㎏/日となる。 

表 4-1-42 供用後の排水量の算定 

区分 排水量計 

ｍ3/日 

排水 BOD 濃度 

（一律排水基準） 

mg/l 

BOD 量 

kg/日 

増加率 

％ 

製造業用地面積 

ｍ2

備考 

現況 45.6 160 7.29 - 122,847

新たな製造

業用地 

9.9 160 1.58 - 33,998 寄与 

供用後 55.5 160 8.87 21.7 156,845
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b  予測地域 

調査地域のうち、流域又は水域の特性及び水質の変化の特性を踏まえ、水質に係る環境影響

を受けるおそれがあると認められる地域として、埋立計画地周辺とした。 

c  予測地点 

流域又は水域の特性及び水質の変化の特性を踏まえ、予測地域における水質に係る環境影響

を的確に把握できる地点として、埋立計画地周辺海域を想定した。 

d  予測対象時期 

予測対象時期は、埋立地が製造業用地として供用した時期とした。 

e  予測結果 

現況及び供用後の合併浄化槽等からの排水の拡散状況について、予測結果を表 4-1-43 に示

す。 

便宜的に設定した排水口（点源）からの排水拡散状況は、現況及び将来においても差異はな

く、新たな汚れの付加による影響程度は小さいと予測される。同様に、T-N、T-P といった栄

養塩類の流入付加も小さいと推察される。 

表 4-1-43 合併浄化槽等からの排水の拡散状況（BOD 濃度） 

排水口からの距離（m） 5 m 10 m 15 m 20 m 25 m 

BOD 濃度（mg/L） 

現況 1.95 1.65 1.56 1.51 1.48 

供用後 2.05 1.69 1.57 1.51 1.48 

寄与 0.10 0.04 0.01 0.00 0.00 

f  環境保全措置 

事業者の実施可能な範囲において、環境影響をできる限り回避又は低減するため、以下の水

の濁りに係る環境保全措置の検討を行い、適切な対策を講じることとする。 

・生活排水は合併浄化槽により適切に処理する 

g  評価の結果 

予測の結果、便宜的に設定した排水口（点源）からの排水拡散状況は、現況及び将来におい

ても差異はなく、新たな付加による影響程度は小さいと予測された。 

従って、将来における栄養塩類を含む新たな汚れの付加は非常に少なく、水質汚濁に係る環

境への影響はほとんどないものと判断する。 
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(3) 底質 

1) 調査の結果 

a  調査項目 

調査項目は、以下のとおりとした。 

・水底の泥土  

・濁度又は浮遊物質量の状況 

b  調査の基本的な手法 

調査は、現地調査及び文献その他の資料による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析に

より実施した。 

c  調査地域 

調査地域は、流域又は水域の特性及び水底の底質の変化の特性を踏まえ、水底の底質に係る

環境影響を受けるおそれがあると認められる地域として、埋立計画地及びその周辺とした。 

d  調査項地点 

調査地点は、流域又は水域の特性及び水底の底質の変化の特性を踏まえ、調査地域における

水底の底質に係る環境影響を予測し、及び評価するために必要な情報を適切かつ効果的に把握

できる地点として、埋立計画地及びその周辺を代表する地点とした。 

既存資料調査及び現地調査の位置は、「第 2章第 3節 1.(2) 2)水質、3)底質」に示したとお

りである。 

e  調査期間 

調査期間は、流域又は水域の特性及び水底の底質の変化の特性を踏まえ、調査地域における

水底の底質に係る環境影響を予測し、及び評価するために必要な情報を年間を通じ、適切かつ

効果的に把握できる期間及び時期として、既存資料については最新データ、現地調査について

表 4-6-1 に示す時期とした。 

表 4-1-44 現地調査時期 

項目 調査時期 備考 

水質 平成 28年 9 月 2日 

平成 28年 12 月 12 日 

生活環境項目等、健康項目 

底質 平成 28年 9 月 2日 

平成 29年 6 月 9日 

一般項目等、有害項目(海洋汚染防止法

の判定基準等) 

f  調査期間 

既存資料調査及び現地調査の結果は、「第 2章第 3節 1.(2) 2)水質、3)底質」に示したとお

りである。 
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2) 工事の実施に係る予測及び評価の結果 

a  予測の基本的な手法 

予測は、事例の引用又は解析により実施した。 

b  予測地域 

予測地域は、調査地域のうち、流域又は水域の特性及び水底の底質の変化の特性を踏まえ、

水底の底質に係る環境影響を受けるおそれがあると認められる地域として、埋立計画地周辺と

した。 

c  予測地点 

予測地点は、流域又は水域の特性及び水底の底質の変化の特性を踏まえ、予測地域における

水底の底質に係る環境影響を的確に把握できる地点として、埋立計画地周辺とした。 

d  予測対象時期 

予測対象時期は、工事の実施により、水底の底質に係る環境影響が最大となる時期とし、水

質に係る予測時期と同等とした。 

e  予測結果 

工事中の底質への影響について、護岸工や築堤工による底質の撹乱及び有害物質の溶出、並

びに埋立工による埋土からの有害物質の溶出による水環境への影響が想定される。 

しかし、埋立計画地内の底質の現況調査結果によると、有害項目に係る溶出試験や含有量試

験において、「水底土砂の判定基準」※1を満足しており、床掘に伴う有害物質の溶出はないも

のと予測される。また、埋立土砂については、「水底土砂の判定基準」及び「土壌汚染対策法

の指定基準」※2 に基づく分析を行い、両基準とも満足することを確認している。従って、埋

立土砂においても有害項目を含まない良質のものであり、埋立に伴う有害物質の溶出はないも

のと予測される。 

一方、底質中に含まれる有機物の拡散による周辺海域の水環境への影響が想定される。これ

については、水質に係る予測（「第 4章第 1節 2.水環境(2)水質 2)工事の実施に係る予測及び

評価の結果」参照）において、濁りの影響が最大となる工種実施時の SS 拡散範囲が 100m 程度

と狭いことが予測されており、工事による有機物を含む水底土砂の拡散、沈積による周辺海域

の底質環境への影響はほとんどないものと予測される。 

※1水底土砂の判定基準：「海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律施行令第 5条第 1項に規定する

埋立場所等に排出しようとする金属等を含む廃棄物に係る判定基準を定める

省令」に定める基準 

※2土壌汚染対策法の指定基準：「土壌汚染対策法施行規則」により指定される基準
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f 環境保全措置 

事業者の実行可能な範囲において、環境影響をできる限り回避又は低減するため、以下の水

質・底質汚濁抑制・防止に係る環境保全措置を講じることとする。 

・汚濁防止膜を展張 

g  評価の結果 

(a) 評価の手法 

評価は、調査及び予測結果を踏まえ、事業者により実行可能な範囲で回避又は低減されてい

るか否かの検討により行った。 

(b) 評価結果 

予測の結果、工事の実施による水環境への影響はないか、ほとんどないことが予測された。 

また、水質及び底質に係る汚濁抑止策として、施行箇所の周囲に汚濁防止膜を展張し、濁り

拡散の低減を図ることから、事業者の実行可能な範囲で環境影響が低減されるものと判断する。 
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第２節 生物の多様性の確保及び自然環境の体系的保全を旨として調査、予測及び評価されるべき環

境要素

１． 動物

(1) 陸上動物（鳥類）

1) 調査の結果 

a  調査項目 

調査すべき情報は、以下のとおりとした。 

・動物（鳥類）の状況 

・重要な種及び注目すべき生息地の把握 

b  調査の基本的な手法 

調査は、文献その他の資料による情報の収集、現地調査の整理及び解析により実施した。 

c  調査地域 

鳥類の特性を踏まえて環境影響を受けるおそれがあると認められる地域とした。 

d  調査地点 

鳥類の特性を踏まえて、埋立計画地周辺を代表する地点とした。 

調査地点は、「第 2章 第 3節 2.(1) 1)陸上動物」に示したとおりである。 

e  調査期間 

鳥類の生息の特性を踏まえて環境影響を適切に予測できる時期とし、最新の現地調査結果を

使用した。調査時期は、「第 2章 第 3節 2.(1) 1)陸上動物」に示したとおりである。 

f  調査結果 

現地調査の結果は、「第 2章 第 3節 2.(1) 1)陸上動物」に示したとおりである。 

現地調査で確認された重要な種は、表 4-2-1 に示すとおりである。また重要な種の選定基準

は表 4-2-2 に示すとおりである。 
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表 4-2-1 動物(鳥類)の現地調査において確認された重要種 

区分 種名等 

鳥類 タカ科 ミサゴ 

チドリ科 シロチドリ 

表 4-2-2 動物(鳥類)の重要種の選定基準 

番号 根拠 カテゴリー 

① 文化財保護法（法律第 214号、1950 年） 国特：特別天然記念物、国天：天然記念物 

② 熊本県文化財保護条例 

（熊本県条例第 20号、1955 年） 

県天：県天然記念物 

③ 絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存

に関する法律（法律第 75号、1992 年） 

国際：国際希少野生動植物種 

国内：国内希少野生動植物種 

緊急：緊急指定種 

④ 熊本県野生動植物の多様性の保全に関する

条例（熊本県条例第 19号、2004 年） 

県希少：指定希少野生動植物 

⑤ 環境省「レッドリスト 2017」 

（環境省、2017 年） 

EX：絶滅、EW：野生絶滅、CR+EN：絶滅危惧Ⅰ類、CR：

絶滅危惧ⅠA類、EN：絶滅危惧ⅠB類、VU：絶滅危惧Ⅱ

類、NT：準絶滅危惧、DD：情報不足、LP：絶滅のおそ

れのある地域個体群 

⑥ 熊本県の保護上重要な野生動植物リスト 

レッドリスト 2014（熊本県、2014 年） 

EX：絶滅、EW：野生絶滅、CR+EN：絶滅危惧Ⅰ類、CR：

絶滅危惧ⅠA類、EN：絶滅危惧ⅠB類、VU：絶滅危惧Ⅱ

類、NT：準絶滅危惧、LP：絶滅の恐れのある地域個体

群、AN：要注目種 
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2) 工事の実施に係る予測及び評価の結果 

a  予測の概要 

鳥類に対する工事の実施による影響要因として、埋立工事に伴う騒音や工事用船舶の航行に

よる影響が考えられる。このため、表 4-2-3 に示す内容で予測を行った。 

表 4-2-3 動物（鳥類）に対する工事の実施時における予測内容 

項 目 内 容 

予測の方法 鳥類の重要な種及び注目すべき生息地について、分布又は生息環境の改

変の程度を踏まえた事例の引用又は解析とし、重要な種の生育状況と埋

立計画を重ね合わせ、工事の実施による生息阻害の程度を定性的に予測

した。 

予測の範囲 調査地域のうち、鳥類の生息の特性を踏まえて重要な種及び注目すべき

生息地に係る環境影響を受けるおそれがあると認められる地域とした。

予測の対象時期 鳥類の生息の特性を踏まえて重要な種及び注目すべき生息地に係る環

境影響を適切に予測できる時期とし、工事の実施時期とした。 

b  予測結果 

現地調査では、埋立計画地周辺において 2目 2科 2種（ミサゴ、シロチドリ）の重要な種が

確認された。これらの種は、埋立計画地及びその周辺地域を主に採餌、休息場として利用して

おり、繁殖地としての利用は確認されていない。 

工事の実施に係る鳥類への影響としては、工事中における作業機械から発生する騒音等が考

えられる。しかしながら、埋立計画地は工業地域に位置していることから、現状においても作

業車が頻繁に稼働していることや、工事の影響範囲も極めて狭い範囲に限定されることから、

騒音による影響は、一時的かつ局所的であると予測される。 

c  環境保全措置 

事業者の実行可能な範囲において、陸上動物に係る環境影響をできる限り回避又は低減する

ため、以下の環境保全措置の検討を行い、適切な対応を講じることとする。 

・使用機材の適切な整備点検 

・積極的な低公害型建設機械の導入 

・アイドリングストップ、空ぶかし防止 

d  評価結果 

(a) 評価の手法 

評価は、調査及び予測結果を踏まえ、事業者により実行可能な範囲で回避又は低減されて

いるか否かの検討により行った。 
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(b) 評価の結果 

予測結果より、工事の実施時における重要な鳥類に与える影響は小さく、また、埋立計画

地周辺においては、水俣川河口など、鳥類の採餌、休息場として適した地域が存在すること

から、鳥類の生息に対する支障も小さいと判断される。 

また、工事中においては、陸上動物への影響の低減を図る環境保全措置を講じることから、

事業者の実行可能な範囲において低減が図られているものと判断する。  
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3) 土地又は工作物の存在及び供用に係る予測及び評価の結果 

a  予測の概要 

鳥類に対する土地又は工作物の存在及び供用時における影響要因として、鳥類の生息場の減

少が考えられる。このため、表 4-2-4 に示す内容で予測を行った。 

表 4-2-4 動物（鳥類）に対する土地又は工作物の存在及び供用時における予測内容 

項 目 内 容 

予測の方法 鳥類の重要な種及び注目すべき生息地について、分布又は生息環

境の改変の程度を踏まえた事例の引用又は解析とし、重要な種の

生育状況と埋立計画を重ね合わせ、存在・供用による分布域の改

変の可能性の程度を定性的に予測した。 

予測の範囲 調査地域のうち、鳥類の生息の特性を踏まえて重要な種及び注目

すべき生息地に係る環境影響を受けるおそれがあると認められる

地域とした。 

予測の対象時期 鳥類の生息の特性を踏まえて重要な種及び注目すべき生息地に係

る環境影響を適切に予測できる時期とし、供用後の定常状態とし

た。 

b  予測結果 

現地調査では、埋立計画地周辺において 2目 2科 2種（ミサゴ、シロチドリ）の重要な種が

確認された。これらの種は、埋立計画地及びその周辺地域を主に採餌、休息場として利用して

おり、繁殖地としての利用は確認されていない。 

埋立計画地の存在及び供用により、餌場、休息場として利用している海面が減少することが

想定されるが、埋立計画地の西側には海面が広がり、水俣川河口などには、浅場や水際が広が

っていることから、これらの種が餌場、休息場として利用している環境と同様の生息環境が広

く存在しているものと考えられる。また、埋立後は干潟ゾーンの整備により、餌場や休息場と

して利用できる範囲が新たに創出されることから、土地又は工作物の存在及び供用に伴う鳥類

の生息環境への影響は小さいものと予測される。 
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c  環境保全措置 

事業者の実行可能な範囲において、陸上動物に係る環境影響をできる限り回避又は低減する

ため、以下の環境保全措置の検討を行い、適切な対応を講じることとする。 

・関連車両はアイドリングストップに努める 

・関連車両及び機器は、整備、点検を徹底する 

d  評価結果 

(a) 評価の手法 

評価は、調査及び予測結果を踏まえ、事業者により実行可能な範囲で回避又は低減されて

いるか否かの検討により行った。 

(b) 評価の結果 

予測結果より、土地又は工作物の存在及び供用時における重要な鳥類に与える影響は小さ

く、また、埋立計画地周辺においては、水俣川河口など、鳥類の採餌、休息場として適した

地域が存在することから、鳥類の生息に対する支障も小さいと判断される。 

また、関連車両や機器に関する環境保全措置を講じることにより、環境影響の更なる低減

が図られるものと判断する。 
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(2) 海生動物

1) 調査の結果 

a  調査項目 

調査項目は、以下のとおりとした。 

・動物（海生動物）の状況 

b  調査の基本的な手法 

調査は、文献その他の資料による情報の収集、現地調査並びに当該情報の整理及び解析によ

り実施した。 

c  調査地域 

海生動物の特性を踏まえて環境影響を受けるおそれがあると認められる地域とした。 

d  調査地点 

調査地域のうち、海生動物の特性を踏まえて、埋立計画地周辺を代表する地点とした。 

位置は、「第 2章 第 3節 2.(1) 2)海生生物」に示したとおりである。 

e  調査期間 

海生動物の生息の特性を踏まえて環境影響を適切に予測できる時期とし、最新の現地調査結

果を使用した。調査時期は、「第 2章 第 3節 2.(1) 2)海生生物」に示したとおりである。 

f  調査結果 

既存資料調査及び現地調査の結果は、「第 2章 第 3 節 2.(1) 2)海生生物」に示したとおり

である。 

現地調査で確認された重要な種は、表 4-2-5 に示すとおりである。また重要な種の選定基準

は表 4-2-6 に示すとおりである。 
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表 4-2-5 予測対象種一覧 

区分 種名等 

底生生物 モクズガニ科 ヨコナガモドキ 

付着生物 オニノツガイ科 コベルトカニモリ 

アッキガイ科 アカニシ 

イタボガキ科 イワガキ 

カクレガニ科 アカホシマメガニ 

表 4-2-6 動物(海生生物)の重要種の選定基準 

番号 根拠 カテゴリー 

① 文化財保護法（法律第 214号、1950 年） 国特：特別天然記念物、国天：天然記念物 

 熊本県文化財保護条例 

（熊本県条例第 20号、1955 年） 

県天：県天然記念物 

② 絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存

に関する法律（法律第 75号、1992 年） 

国際：国際希少野生動植物種 

国内：国内希少野生動植物種 

緊急：緊急指定種 

③ 環境省「レッドリスト 2017」 

（環境省、2017 年） 

EX：絶滅、EW：野生絶滅、CR+EN：絶滅危惧Ⅰ類、CR：

絶滅危惧ⅠA類、EN：絶滅危惧ⅠB類、VU：絶滅危惧Ⅱ

類、NT：準絶滅危惧、DD：情報不足、LP：絶滅のおそ

れのある地域個体群 

④ 熊本県の保護上重要な野生動植物リスト 

レッドリスト 2014（熊本県、2014 年） 

EX：絶滅、EW：野生絶滅、CR+EN：絶滅危惧Ⅰ類、CR：

絶滅危惧ⅠA類、EN：絶滅危惧ⅠB類、VU：絶滅危惧Ⅱ

類、NT：準絶滅危惧、LP：絶滅の恐れのある地域個体

群、AN：要注目種 

⑤ 日本の希少な野生水生生物に関するデータ

ブック（水産庁、1998 年） 

減少種：明らかに減少しているもの 

減少傾向：長期的にみて減少しつつあるもの 

DD（情報不）：評価するだけの情報が不足している種 
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2) 工事の実施に係る予測及び評価の結果 

a  予測の概要 

海生動物に対する工事の実施による影響要因として、埋立に伴う水質、特に濁りの影響が考

えられる。このため、表 4-2-7 に示す内容で予測を行った。 

表 4-2-7 海生動物に対する工事の実施時における予測内容 

項 目 内 容 

予測の方法 海生動物の出現状況や重要な種について、分布又は生息環境の改

変の程度を踏まえた事例の引用又は解析とし、埋立計画を検討し、

工事の実施による海生動物への影響の程度を定性的に予測した。 

予測の範囲 調査地域のうち、海生動物の特性を踏まえて環境影響を受けるお

それがあると認められる地域とした。 

予測の対象時期 海生動物の生息の特性を踏まえて環境影響を適切に予測できる時

期とし、工事の実施時期とした。 

b  予測結果 

濁りについては、「第 4章 第 1節 2.水環境（2）水質 2）工事の実施に係る予測及び評価の

結果」に示すとおり、工事の実施に伴う SSの最大発生時における水の濁りを予測した結果、

寄与濃度 2mg/l を超える範囲は、対象工種の施行箇所付近にとどまり、周辺海域までは拡散し

ないことが予測された。従って濁りの発生による周辺海域における海生動物の生息状況への影

響は小さいと予測される。 

また、現地調査において確認された海生動物は、多くは浅海内湾域において一般的に出現す

る種で占められており、重要な種では、コベルトカニモリが埋立計画地内で確認されたものの、

水俣川を挟んで対岸側の複数地点でも確認されており、周辺に広く分布しているものと考えら

れる。その他ヨコナガモドキ、アカニシ、イワガキ、アカホシマメガニについては、水俣川を

挟んで対岸側のみの確認であり、埋立計画地での生息は確認されていない。 

従って、事業実施に伴うこれら重要な種への影響は小さいものと予測される。 

c  環境保全措置 

事業者の実行可能な範囲において、海生動物に係る環境影響をできる限り回避又は低減する

ため、以下の環境保全措置を講じることとする。 

・汚濁防止膜を展張 

d  評価結果 

(a) 評価の手法 

評価は、調査及び予測結果を踏まえ、事業者により実行可能な範囲で回避又は低減されて

いるか否かの検討により行った。 
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(b) 評価の結果 

工事の実施時における海生動物に与える影響は小さいものと予測されたが、工事中におい

ては、海生動物への影響の低減を図る環境保全措置を講じることから、事業者の実行可能な

範囲で環境影響が低減されるものと判断する。 
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3) 土地又は工作物の存在及び供用に係る予測及び評価の結果 

a  予測の概要 

海生動物に対する土地又は工作物の存在及び供用時における影響要因として、埋立地の存在

に伴う潮流変化と水質変化、供用に伴う水質汚濁の影響が考えられる。このため、表 4-2-8

に示す内容で予測を行った。 

表 4-2-8 海生動物に対する土地又は工作物の存在及び供用時における予測内容 

項 目 内 容 

予測の方法 海生動物の出現状況や重要な種について、分布又は生息環境の改

変の程度を踏まえた事例の引用又は解析とし、埋立計画を検討し、

存在・供用による海生動物への影響の程度を定性的に予測した。 

予測の範囲 調査地域のうち、海生動物の特性を踏まえて環境影響を受けるお

それがあると認められる地域とした。 

予測の対象時期 海生動物の生息の特性を踏まえて環境影響を適切に予測できる時

期とし、供用後の定常状態とした。 

b  予測結果 

埋立地の存在による潮流変化については「第 4章 第 1節 2.水環境（1）水象」に示すとお

り、潮流の変化は埋立計画地近くに限られることから、大きな潮流変化は生じないと予測され

た。 

また、供用に伴う水質予測においては、「第 4章 第 1節 2.水環境（2）水質 3) 土地又は工

作物の存在及び供用に係る予測及び評価の結果」に示すとおり、BOD 値において現況から供用

後の変化は小さく、水質への影響は小さいものと予測されている。 

これらのことから、土地又は工作物の存在及び供用時における海生動物への影響は小さいも

のと予測される。 

c  環境保全措置 

事業者の実行可能な範囲において、海生動物に係る環境影響をできる限り回避又は低減する

ため、埋立計画にあたっては以下の点を考慮した。 

・生活排水は合併浄化槽により適切処理する 
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d  評価結果 

(a) 評価の手法 

評価は、調査及び予測結果を踏まえ、事業者により実行可能な範囲で回避又は低減されて

いるか否かの検討により行った。 

(b) 評価の結果 

環境保全措置を講じることにより、埋立地の存在及び供用における海生動物に与える影響

は小さいと予測されたことから、事業者の実行可能な範囲で環境影響が低減されるものと判

断する。 
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２． 植物

(1) 海生植物

1) 調査の結果 

a  調査項目 

調査項目は、以下のとおりとした。 

・植物（海生植物）の状況 

b  調査の基本的な手法 

調査は、文献その他の資料による情報の収集、現地調査並びに当該情報の整理及び解析によ

り実施した。 

c  調査地域 

海生植物の特性を踏まえて環境影響を受けるおそれがあると認められる地域とした。 

d  調査地点 

調査地域のうち、海生植物の特性を踏まえて、埋立計画地周辺を代表する地点とした。 

位置は、「第 2章 第 3節 2.(2) 2)海生生物」に示したとおりである。 

e  調査期間 

海生植物の生息の特性を踏まえて環境影響を適切に予測できる時期とし、最新の現地調査結

果を使用した。調査時期は、「第 2章 第 3節 2.(2) 2)海生生物」に示したとおりである。 

f  調査結果 

既存資料調査及び現地調査の結果は、「第 2章 第 3 節 2.(2) 2)海生生物」に示したとおり

である。 

現地調査では重要な種は確認されなかった。 



4-101 

2) 工事の実施に係る予測及び評価の結果 

a  予測の概要 

海生植物に対する工事の実施による影響要因として、埋立に伴う水質、特に濁りの影響が考

えられる。このため、表 4-2-9 に示す内容で予測を行った。 

表 4-2-9 海生植物に対する工事の実施時における予測内容 

項 目 内 容 

予測の方法 海生植物の出現状況や重要な種について、分布又は生育環境の改

変の程度を踏まえた事例の引用又は解析とし、埋立計画を検討し、

工事の実施による海生植物への影響の程度を定性的に予測した。 

予測の範囲 調査地域のうち、海生植物の特性を踏まえて環境影響を受けるお

それがあると認められる地域とした。 

予測の対象時期 海生植物の生育の特性を踏まえて環境影響を適切に予測できる時

期とし、工事の実施時期とした。 

b  予測結果 

濁りについては、「第 4章 第 1節 2.水環境（2）水質 2)工事の実施に係る予測及び評価の

結果」に示すとおり、工事の実施に伴う SSの最大発生時における水の濁りを予測した結果、

寄与濃度 2mg/l を超える範囲は、対象工種の施行箇所付近にとどまり、周辺海域までは拡散し

ないことが予測された。従って濁りの発生による周辺海域における海生植物の生息状況への影

響は小さいと予測される。 

なお、現地調査において確認された海生植物は、多くは浅海内湾域において一般的に出現す

る種で占められており、重要な種は埋立計画地及び周辺域では確認されていない。 

c  環境保全措置 

事業者の実行可能な範囲において、海生植物に係る環境影響をできる限り回避又は低減する

ため、以下の環境保全措置を講じることとする。 

・汚濁防止膜を展張 

d  評価結果 

(a) 評価の手法 

評価は、調査及び予測結果を踏まえ、事業者により実行可能な範囲で回避又は低減されて

いるか否かの検討により行った。 

(b) 評価の結果 

工事の実施における海生植物に与える影響は小さいものと予測されたが、工事中においては、

海生動物への影響の低減を図る環境保全措置を講じることから、事業者の実行可能な範囲で環

境影響が低減されるものと判断する。 
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3) 土地又は工作物の存在及び供用に係る予測及び評価の結果 

a  予測の概要 

海生植物に対する土地又は工作物の存在及び供用時における影響要因として、埋立地の存在

に伴う潮流変化と水質変化、供用に伴う水質汚濁の影響が考えられる。このため、表 4-2-10

に示す内容で予測を行った。 

表 4-2-10 海生植物に対する土地又は工作物の存在及び供用時における予測内容 

項 目 内 容 

予測の方法 海生植物の出現状況や重要な種について、分布又は生育環境の改

変の程度を踏まえた事例の引用又は解析とし、埋立計画を検討し、

存在・供用による海生植物への影響の程度を定性的に予測した。 

予測の範囲 調査地域のうち、海生植物の特性を踏まえて環境影響を受けるお

それがあると認められる地域とした。 

予測の対象時期 海生植物の生育の特性を踏まえて環境影響を適切に予測できる時

期とし、供用後の定常状態とした。 

b  予測結果 

埋立地の存在による潮流変化については「第 4章 第 1節 2.水環境 (1)水象 2) 土地又は工

作物の存在及び供用に係る予測及び評価の結果」に示すとおり、潮流の変化は埋立計画地近く

に限られることから、大きな潮流変化は生じないと考えられる。 

また、供用に伴う水質予測においては、「第 4 章 第 1節 2.水環境 (2)水質 3) 土地又は工

作物の存在及び供用に係る予測及び評価の結果」に示すとおり、BOD 値において現況から供用

後の変化は極めて軽微であり、水質への影響は小さいものと予測されている。 

これらのことから、土地又は工作物の存在及び供用時における海生植物への影響は小さいも

のと予測される。 

c  環境保全措置 

事業者の実行可能な範囲において、海生植物に係る環境影響をできる限り回避又は低減する

ため、埋立計画にあたっては以下の点を考慮した。 

・流況変化が極力生じない（流れを妨げない）ような埋立形状 
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d  評価結果 

(a) 評価の手法 

評価は、調査及び予測結果を踏まえ、事業者により実行可能な範囲で回避又は低減されて

いるか否かの検討により行った。 

(b) 評価の結果 

環境保全措置を講じることにより、埋立地の存在及び供用における海生植物に与える影響

は小さいと予測されたことから、事業者の実行可能な範囲で環境影響が低減されるものと判

断する。 
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３． 生態系

(1) 生態系

1) 調査の結果 

a  調査項目 

調査項目は、以下のとおりとした。 

・動植物その他の自然環境に係る概況 

・複数の注目種等の生態、他の動植物との関係又は生息環境若しくは生育環境の状況 

b  調査の基本的な手法 

調査は、文献その他の資料及び現地調査による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析と

し、「1.動物」「2.植物」に基づいた。 

c  調査地域 

生態系の特性を踏まえて環境影響を受けるおそれがあると認められる地域とした。 

d  調査地点 

調査地域のうち、動植物、その他の自然環境の特性を踏まえて、埋立計画地周辺を代表する

地点とした。 

e  調査期間 

調査期間は「第 2章 第 3節 2.(1)動物、(2)植物」に示したとおりである。

f  調査結果 

調査結果は「第 2章 第 3節 2.(1)動物、(2)植物」に示したとおりである。 
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2) 工事の実施に係る予測及び評価の結果 

a  予測の概要 

生態系に対する工事の実施による影響要因として、埋立に伴う水質、特に濁りの影響が考え

られる。このため、表 4-2-11 に示す内容で予測を行った。 

表 4-2-11 生態系に対する工事の実施時における予測内容 

項 目 内 容 

予測の方法 海生動物、海生植物の出現状況や重要な種及び海域生態系の一般

的知見について、分布又は生息環境の改変の程度を踏まえた事例

の引用又は解析とし、埋立計画を検討し、工事の実施による、海

域生態系への影響の程度を、「上位性」、「典型性」、「特殊性」の観

点から定性的に予測した。 

予測の範囲 海域生態系の特性及び生息環境の改変の程度を踏まえ環境影響を

受けるおそれがあると認められる地域とした。 

予測の対象時期 海域生態系の特性を踏まえて環境影響を適切に予測できる時期と

し、工事の実施時期とした。 

b  予測結果 

埋立計画地周辺においては、基礎生産者である植物プランクトンが動物プランクトンの餌料

として利用され、動物プランクトンはコウイカ、カタクチイワシ等の上位の消費者の餌料とし

て利用される。海底面付近ではデトリタス餌料とするゴカイ類や貝類が、ハゼ科やナベカ属と

いった魚類等上位の消費者の餌料となっている。さらにマゴチ、マダイ等の魚食性の魚類がカ

タクチイワシ等の小型の魚類餌料として利用していると考えられる。また、アカシュモクザメ

やダイサギ等は魚類を捕食していることから、埋立計画地周辺における高次の消費者と位置付

けられると考えられる。 

生態系は、ある地域に生息生育する生物と水質、底質等の環境要素から成り立っており、そ

れらの環境は互いに作用しあっている。埋立計画地及び周辺域の生態系構造は、対象地域だけ

で閉じられている系ではなく、また全ての生態系構造の現状を整理することは困難である。従

って、現地調査結果、既存資料から得られた情報に基づき、地域の生態系を特徴づける生態系

の特性として、生態系の食物連鎖上の上位に位置するという「上位性」、生態系の特徴を典型

的に表す「典型性」の各観点から、注目種を抽出し、それらの生態的特徴を整理し、事業計画

を踏まえた上で、定性的予測を行うこととした。なお、本調査地域においては、特殊な環境で

あることを示す指標となる「特殊性」については、抽出されなかった。 
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(a) 上位性 

埋立計画地周辺の生態系において想定される食物連鎖の上位に位置する種として魚食性魚

類が考えられる。想定される種としてマゴチ、マダイが挙げられる。さらにアカシュモクザメ

や魚食性鳥類のダイサギが食物連鎖上で上位に位置する種となる。 

    これら上位種への影響として工事中の水の濁りの拡散による餌生物の減少が考えられるが、

「第 4章 第 2節 1.動物（2）海生動物」及び「第 4章 第 2節 2.植物（1）海生植物」に示し

たとおり、海生動物及び海生植物への影響は小さいことから、海域の基礎生産への影響は小さ

く、食物連鎖の上位に位置する種への影響についても小さいと予測される。 

(b) 典型性 

    埋立計画地周辺海域の生態系の中で重要な機能を持つ種、群集や生物の多様性を特徴づける

種・群集として、食物連鎖における生産者や低次消費者で、広く分布する種、または個体数が

多い種・群集として、海底の底泥中に生息する底生生物群集が典型的な生物群集であると考え

られる。底生生物群集の中でも、高次の魚類や鳥類の餌として利用され生態系を支えているゴ

カイ類や貝類の群集が特に典型性の高いものとして考えられる。現地調査の結果ではゴカイ類

ではニセタマグシフサゴカイ、貝類ではニッコウガイ科が比較的多く確認されている。 

    これら典型性種への影響として、工事中の水に濁りの拡散及び濁り成分の沈降による海底底

質の変化による生息環境の変化が考えられるが、「第 4章 第 1節 ２.水環境（２）水質 2)工

事の実施に係る予測及び評価の結果」に示すとおり、寄与濃度 2mg/l を超える範囲は対象工種

の施行箇所付近にとどまり、周辺海域までは拡散しないことが予測された。 

    従って、埋立計画地周辺海域に広く分布する底生生物群集への影響は小さいものと予測され

る。 

c  環境保全措置 

事業者の実行可能な範囲において、生態系に係る環境影響をできる限り回避又は低減するた

め、以下の環境保全措置を講じることとする。 

・汚濁防止膜を展張 

d  評価結果 

(a) 評価の手法 

評価は、調査及び予測結果を踏まえ、事業者により実行可能な範囲で回避又は低減されて

いるか否かの検討により行った。 

(b) 評価の結果 

予測結果より、工事の実施に係る生態系への影響は小さく、工事中においては、海生動物

への影響の低減を図る環境保全措置を講じることから、事業者の実行可能な範囲で環境影響

が低減されるものと判断する。 
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3) 土地又は工作物の存在及び供用に係る予測及び評価の結果 

a  予測の概要 

生態系に対する土地又は工作物の存在及び供用時における影響要因として、埋立地の存在に

伴う潮流変化と水質変化、供用に伴う水質汚濁の影響が考えられる。このため、表 4-2-12 に

示す内容で予測を行った。 

表 4-2-12 生態系に対する土地又は工作物の存在及び供用時における予測内容 

項 目 内 容 

予測の方法 海生動物、海生植物の出現状況や重要な種及び海域生態系の一般

的知見について、分布又は生息環境の改変の程度を踏まえた事例

の引用又は解析とし、埋立計画を検討し、存在・供用による、海

域生態系への影響の程度を、「上位性」、「典型性」、「特殊性」の観

点から定性的に予測した。 

予測の範囲 海域生態系の特性及び生息環境の改変の程度を踏まえ環境影響を

受けるおそれがあると認められる地域とした。 

予測の対象時期 海域生態系の特性を踏まえて環境影響を適切に予測できる時期と

し、供用後の定常状態とした。 

b  予測結果 

埋立計画地周辺においては、基礎生産者である植物プランクトンが動物プランクトンの餌料

として利用され、動物プランクトンはコウイカ、カタクチイワシ等の上位の消費者の餌料とし

て利用される。海底面付近ではデトリタス餌料とするゴカイ類や貝類が、ハゼ科やナベカ属と

いった魚類等上位の消費者の餌料となっている。さらにマゴチ、マダイ等の魚食性の魚類がカ

タクチイワシ等の小型の魚類餌料として利用していると考えられる。また、アカシュモクザメ

やダイサギ等は魚類を捕食していることから、埋立計画地周辺における高次の消費者と位置付

けられると考えられる。 

生態系は、ある地域に生息生育する生物と水質、底質等の環境要素から成り立っており、そ

れらの環境は互いに作用しあっている。埋立計画地及び周辺域の生態系構造は、対象地域だけ

で閉じられている系ではなく、また全ての生態系構造の現状を整理することは困難である。従

って、現地調査結果、既存資料から得られた情報に基づき、地域の生態系を特徴づける生態系

の特性として、生態系の食物連鎖上の上位に位置するという「上位性」、生態系の特徴を典型

的に表す「典型性」の各観点から、注目種を抽出し、それらの生態的特徴を整理し、事業計画

を踏まえた上で、定性的予測を行うこととした。なお、本調査地域においては、特殊な環境で

あることを示す指標となる「特殊性」については、抽出されなかった。 
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(a) 上位性 

上位性種への影響として、埋立地の存在による餌料生物の減少が考えられるが、海域におけ

る基礎生産の主体である植物プランクトンは海域に広く分布しており、生息地の一部が埋立に

より消失するものの、その影響は極めて軽微であると予測される。また、埋立地の存在による

潮流変化と水質変化については、「第 4章 第 1節 2.水環境 (1)水象 2)土地又は工作物の存在

及び供用に係る予測及び評価の結果」及び「第 4章 第 1節 2.水環境 (2)水質 3) 土地又は工

作物の存在及び供用に係る予測及び評価の結果」に示すとおり、埋立計画地の供用及び供用に

よる大きな潮流変化と、水質変化は生じないと考えられる。従って、海域の基礎生産への影響

は軽微であり、食物連鎖の上位に位置する魚食性魚類、魚食性鳥類への影響についても小さい

ものと予測される。 

(b) 典型性 

典型性種への影響として、埋立地の存在による生息地の減少が考えられるが、これら典型種

については、周辺海域に広く分布していることから、極めて軽微なものと予測される。また、

埋立地の存在による潮流変化と水質変化については、「第 4 章 第 1 節 2.水環境 (1)水象 2)

土地又は工作物の存在及び供用に係る予測及び評価の結果」及び「第4章 第1節 2.水環境 (2)

水質 3)土地又は工作物の存在及び供用に係る予測及び評価の結果」に示すとおり、埋立計画

地の供用及び供用による大きな潮流変化と、水質変化は生じないと考えられる。従って、典型

種の生息環境への影響は軽微なものと予測される。 

c  環境保全措置 

事業者の実行可能な範囲において、生態系に係る環境影響をできる限り回避又は低減するた

め、埋立計画にあたっては以下の点を考慮した。 

・流況変化が極力生じない（流れを妨げない）ような埋立形状 

d  評価結果 

(a) 評価の手法 

評価は、調査及び予測結果を踏まえ、事業者により実行可能な範囲で回避又は低減されて

いるか否かの検討により行った。 

(b) 評価の結果 

環境保全措置を講じることにより、土地又は工作物の存在及び供用時における生態系に与え

る影響は小さいと予測されたことから、事業者の実行可能な範囲で環境影響が低減されるもの

と判断する。 
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第３節 人と自然との豊かな触れ合いの確保を旨として調査、予測及び評価されるべき環境要素

１． 景観

(1) 主要な眺望点及び景観資源並びに主要な眺望

1) 調査の結果 

a  調査項目 

調査項目は、以下のとおりとした。 

・主要な眺望点の状況 

・景観資源の状況 

・主要な眺望景観の状況 

b  調査の基本的な手法 

文献その他の資料及び現地調査による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析とした。 

c  調査地域 

主要な眺望点の状況、景観資源の状況及び主要な眺望景観の状況を適切に把握できる地域と

して、埋立計画地周辺とした。 

d  調査地点 

調査地点は「第 2章 第 3節 3.(1)景観」に示したとおりである。 

e  調査期間 

調査期間は「第 2章 第 3節 3.(1)景観」に示したとおりである。 

f  調査結果 

調査結果は「第 2章 第 3節 3.(1)景観」に示したとおりである。 
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2) 土地又は工作物の存在及び供用に係る予測及び評価の結果 

a  予測の概要 

対象事業実施区域周辺において、景観資源は存在しないが、対象事業実施区域を眺望できる

主要な眺望点としては、大崎鼻公園があげられるため、表 4-3-1 に示す内容で予測を行った。 

表 4-3-1 景観に対する土地又は工作物の存在及び供用時における予測内容 

項 目 内 容 

予測の方法 主要な眺望点からの景観の状況について、埋立計画を基に、景観

の変化の程度をフォトモンタージュを作成することにより予測し

た。 

予測の範囲 主要な眺望点からの景観として、環境影響を受けるおそれがある

と認められる地域とした。主要な眺望点からの景観の状況につい

ては、主要な眺望点のうち、計画地域を広い範囲で眺望すること

ができ、計画施設の構造から周辺の景観に及ぼす影響が大きいと

判断された区間を可視できる地点として、大崎鼻公園を選定した。

予測の対象時期 景観資源の特性を踏まえて、主要な眺望点及び景観資源並びに主

要な眺望点からの景観の状況に係る環境影響を適切に予測できる

時期とし、埋立地の出現時、及び埋立地の施設の供用時とした。 

b  予測結果 

現況及び将来時の景観図を図 4-3-1 に示す。 

現状において、調査地点からは埋立計画地の狭い範囲しか視認できていない。対象事業の実

施により、新たな埋立地及び事業所が出現することとなるが、埋立計画地及びその周辺は現況

においても人工護岸であり、背後も工業地帯であることから、現況を著しく悪化させるもので

はないものと考えられる。また、景観全体の視野に対する対象事業実施区域の規模は小さく、

眺望を悪化させるものではないことが予測される。 

c  環境保全措置 

事業者の実行可能な範囲において、景観に係る環境影響をできる限り回避又は低減するため、

以下の環境保全措置の検討を行い、適切な対応を講じることとする。 

    ・新規の工作物は現況の工作物と同様の素材、色相とする。 
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d  評価結果 

(a) 評価の手法 

評価は、調査及び予測結果を踏まえ、事業者により実行可能な範囲で回避又は低減されて

いるか否かの検討により行った。 

(b) 評価の結果 

予測結果より、土地又は工作物の存在及び供用時における景観に与える影響は小さいこと

から、現況景観に違和感を与えないものと予測された。 

また、新規工作物に関する環境保全措置を講じることにより、環境影響のさらなる低減が

図られるものと判断する。 
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（平成 29年 5月 18 日撮影） 

図 4-3-1 景観の現況と将来予測（大崎鼻公園からの景観）

現 況 

将来(埋立地の出現時) 

埋立計画地 
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２． 人と自然との触れ合いの活動の場

(1) 主要な人と自然との触れ合いの活動の場

1) 調査の結果 

a 調査項目 

調査項目は、以下のとおりとした。 

・人と自然との触れ合いの活動の場の概況 

・主要な人と自然との触れ合いの活動の場の分布、利用の状況及び利用環境の状況 

b 調査の基本的な手法 

文献その他の資料及び現地調査による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析とした。 

c 調査地域 

埋立計画地及びその周辺の区域とした。 

d 調査地点 

調査地点は、「第 2章 第 3節 3.(2)人と自然との触れ合いの活動の場」に示したとおりであ

る。 

e 調査期間 

調査期間は、「第 2章 第 3節 3.(2)人と自然との触れ合いの活動の場」に示したとおりであ

る。 

f 調査結果 

調査結果は、「第 2章 第 3節 3.(2)人と自然との触れ合いの活動の場」に示したとおりであ

る。 
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2) 工事の実施に係る予測及び評価の結果 

a  予測の概要 

工事の実施時における、人と自然との触れ合いの活動の場への影響要因として、施行区域の

設定による活動の場の縮小、埋立による水質汚濁や施行機械の稼働による騒音に伴う活動の場

の質の低下が考えられるため、表 4-3-2 に示す内容で予測を行った。 

表 4-3-2 人と自然との触れ合いの活動の場に対する工事の実施時における予測内容 

項 目 内 容 

予測の方法 人と自然との触れ合いの活動の場についての分布又は利用環境の

改変の程度を踏まえ、工事の実施時における周辺環境への影響を

検討し、工事の実施時における人と自然との触れ合いの活動の場

への影響の程度を定性的に予測した。 

予測の範囲 現地調査範囲とした。 

予測の対象時期 人と自然との触れ合いの活動の場の特性を踏まえて環境影響を適

切に予測できる時期とし、工事の実施時期とした。 

b  予測結果 

埋立計画地近傍の護岸は、釣りや散歩等のレクリエーションに利用されている。埋立工事の

実施により、これらの一部利用が制限されることが想定されるが、周辺には同様な環境が存在

することから、利用への影響は小さいもの考えられる。 

また、大崎鼻公園を除く埋立計画地周辺の人と自然との触れ合いの活動の場については、位

置関係によりそこから埋立計画地（新たな造成地）を視認することができないこと、及び工事

の実施に伴う活動の場へのアクセスの影響は想定されないことから、活動の場の利用への影響

は生じないものと考えられる。一方、大崎鼻公園については、「第 4章 第 3節 1.景観」に示

されたとおり、埋立計画地（新たな造成地）を視認できるのは狭い範囲に限られることから、

利用への影響は小さいものと予測される。 

従って工事の実施により、活動の場の縮小及び活動の場の質の低下は生じないものと予測さ

れる。 

c  環境保全措置 

事業者の実行可能な範囲において、人と自然との触れ合いの活動の場に係る環境影響をでき

る限り回避又は低減するため、以下の環境保全措置の検討を行い、適切な対応を講じることと

する。 

・使用機材の適切な整備点検 

・積極的な低公害型建設機械の導入 

・アイドリングストップ、空ぶかし防止 

・路面の清掃・散水 
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d  評価結果 

(a) 評価の手法 

評価は、調査及び予測結果を踏まえ、事業者により実行可能な範囲で回避又は低減されて

いるか否かの検討により行った。 

(b) 評価の結果 

予測結果より、工事の実施における人と自然との触れ合いの活動の場の利用への影響は小

さく、また、工事中においては、人と自然との触れ合いの活動の場の利用への影響の低減を

図る環境保全措置を講じることから、事業者の実行可能な範囲で環境影響が低減されるもの

と判断する。 
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3) 土地又は工作物の存在及び供用に係る予測及び評価の結果 

a  予測の概要 

土地又は工作物の存在及び供用時における、人と自然との触れ合いの活動の場への影響要因

として、埋立地の存在による活動の場の縮小、埋立地の利用による水質汚濁や利用による騒音

に伴う活動の場の質の低下が考えられるため、表 4-3-3 に示す内容で予測を行った。 

表 4-3-3 人と自然との触れ合いの活動の場に対する 

土地又は工作物の存在及び供用時における予測内容

項 目 内 容 

予測の方法 人と自然との触れ合いの活動の場について分布又は利用環境の改

変の程度を踏まえ、事業計画を検討し、存在・供用による人と自

然との触れ合いの活動の場への影響の程度を定性的に予測した。 

予測の範囲 現地調査範囲とした。 

予測の対象時期 人と自然との触れ合いの活動の場の特性を踏まえて環境影響を適

切に予測できる時期とし、埋立地の出現時、供用後の定常状態と

した。 

b  予測結果 

埋立計画地周辺の護岸は釣りや散歩等のレクリエーションに利用されているが、供用後も現

在と同様の利用は可能と考えられる。 

また、周辺の人と自然との触れ合いの活動の場は、埋立計画地からは離れており、活動の場

へのアクセスルートは関係車両通行ルートとは異なることから、土地又は工作物の存在及び供

用により、活動の場の縮小及び活動の場の質の低下は生じないものと予測される。 

    また、埋立計画地は水産業用地として干潟ゾーンの整備が計画されている。干潟ゾーンでは、

環境学習の一環として、干潟・藻場の見学等と合わせた教育の場及び広報活動を行うことを計

画しており、新たな人と自然との触れ合いの活動の場になると予測される。 

c  環境保全措置 

事業者の実行可能な範囲において、人と自然との触れ合いの活動の場に係る環境影響をでき

る限り回避又は低減するため、以下の環境保全措置の検討を行い、適切な対応を講じることと

する。 

・埋立計画地の干潟ゾーンへの徒歩、自転車での通行路を確保することで、自然との触れ合

いの場へのアクセスルートを確保する。 
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d  評価結果 

(a) 評価の手法 

評価は、調査及び予測結果を踏まえ、事業者により実行可能な範囲で回避又は低減されて

いるか否かの検討により行った。 

(b) 評価の結果 

予測結果より、土地又は工作物の存在及び供用時における人と自然との触れ合いの活動の

場への影響は小さいと予測された。 

また、環境保全措置を講じることにより、環境影響のさらなる低減が図られるものと判断

する。 
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第４節 環境への負荷の量の程度により調査、予測及び評価されるべき環境要素 

１．廃棄物等 

(1) 建設工事に伴う副産物

1) 工事の実施に係る予測及び評価の結果 

a  予測の概要 

工事の実施時における、廃棄物等の影響要因として、消波ブロック及び被覆ブロックの撤去

により発生する廃棄物による環境影響が考えられるため、表 4-4-1 に示す内容で予測を行った。 

表 4-4-1 廃棄物等に対する工事の実施時における予測内容 

項 目 内 容 

予測の方法 予測の前提条件となる配慮事項を考慮し、建設工事に伴う廃棄物

等の種類ごとの発生の状況の把握により、定性的な予測を行った。

予測の範囲 埋立計画地（施行する区域）とした。 

予測の対象時期 工事の実施時期とした。 

b  予測結果 

埋立計画地内に存在する既設工作物のうち工事により撤去されるのは、表 4-4-2 に示す既設

工作物である。 

これらの既設工作物は埋立工事により撤去後仮置され、新規防波堤整備後に再利用する計画

である。 

また、既設護岸及び既設道路においては撤去せず、一部取り壊しが生じた場合は、埋め戻し

材として再利用を行う計画である。 

従って、工事の実施により発生する廃棄物による環境への影響は少ないと予測される。 

表 4-4-2 埋立計画地内の既設工作物 

種類 数量 

消波ブロック（3t型） 477 個 

消波ブロック（4t型） 47 個 

被覆ブロック（2t型） 390 個 
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c  環境保全措置 

事業者の実行可能な範囲において、廃棄物に係る環境影響をできる限り回避又は低減するた

め、以下の環境保全措置の検討を行い、適切な対応を講じることとする。 

・廃棄物が発生した場合は、分別を徹底し、再資源化及び再使用等の促進を図るとともに、廃

棄物となるものに関しては、専門業者に委託し、適切に処分する。 

d  評価結果 

(a) 評価の手法 

評価は、調査及び予測結果を踏まえ、事業者により実行可能な範囲で回避又は低減されて

いるか否かの検討により行った。 

(b) 評価の結果 

予測結果より、工事の実施により発生する廃棄物等は、適切に処理されることから、環境

への影響は小さいものと予測された。 

また、環境保全措置を講じることでより環境への影響の低減が図られるものと判断される。 
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第５章 環境保全のための措置
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 第４章に示した予測及び評価に基づき、本事業の実施にあたっては、環境への影響を最小限

にとどめるため、以下に示す環境保全措置を講じることとする。

第１節 環境の自然的構成要素の良好な状態の保持に係わるもの

１． 大気質 

工事の実施に係る影響は、使用機材の適切な整備点検、積極的な低公害型建設機械の導入に

よって環境へ与える影響を低減することとする。

粉じんの発生については、必要に応じて飛散防止シートの装着、搬入車両や工事区域、周辺

地域の路面の清掃・撒水を行い、環境への影響を低減することとする。

土地又は工作物の存在及び供用に係る影響については、関連車両のアイドリングストップの

実施、関連車両及び機器の整備、点検の徹底により環境への影響を低減することとする。

２． 騒音 

工事の実施に係る影響は、使用機材の適切な整備点検、積極的な低公害型建設機械の導入及

び、関係車両のアイドリングストップの実施、空ぶかし防止により、環境へ与える影響を低減

することとする。また、特定の期間や時間帯に建設機械や工事車両の稼働が集中しないように

工事計画を調整する。

土地又は工作物の存在及び供用に係る影響については、関連車両のアイドリングストップの

実施、関連車両及び機器の整備、点検の徹底により環境への影響を低減することとする。

３． 振動 

工事の実施に係る影響は、使用機材の適切な整備点検、積極的な低公害型建設機械の導入及

び、関係車両のアイドリングストップの実施により、環境へ与える影響を低減することとする。

また、特定の期間や時間帯に建設機械や工事車両の稼働が集中しないように工事計画を調整す

る。

土地又は工作物の存在及び供用に係る影響については、関連車両のアイドリングストップの

実施、関連車両及び機器の整備、点検の徹底により環境への影響を低減することとする。

４． 水象 

土地又は工作物の存在及び供用に係る影響については、流況変化が極力生じない（流れを妨

げない）ような埋立形状とすることで環境への影響を低減することとする。

５． 水質 

工事の実施に係る影響は、施行箇所周辺に汚濁防止膜を展張し、濁りの拡散を抑え、環境へ

の影響を低減することとする。

土地又は工作物の存在及び供用に係る影響については、生活排水は合併浄化槽により適切に

処理することで環境への影響を低減することとする。
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６． 底質 

工事の実施に係る影響は、必要に応じて施行箇所周辺に汚濁防止膜を展張し、濁りの拡散を

抑え、環境への影響を低減することとする。

また、埋め立てに用いる土砂は、有害な物質の含まれない良質なものを使用する。

第２節 生物の多様性の確保及び自然環境の体系的保全に係わるもの

１． 動物、植物、生態系 

工事の実施に係る影響は、使用機材の適切な整備点検、積極的な低公害型建設機械の導入及

び、関係車両のアイドリングストップの実施により、環境へ与える影響を低減することとする。

海生動植物については、施行箇所周辺に汚濁防止膜を展張し、濁りの拡散を抑え、環境への

影響を低減することとする。

土地又は工作物の存在及び供用に係る影響については、関連車両のアイドリングストップの

実施、関連車両及び機器の整備、点検の徹底により環境への影響を低減することとする。

海生動植物については、生活排水は合併浄化槽により適切に処理することで環境への影響を

低減することとする。

第３節 人と自然との豊かな触れ合いの確保に係るもの

１． 景観 

土地又は工作物の存在及び供用に係る影響については、新規工作物を既存の工作物と同様の

素材、色相とすることで、環境への影響を低減することとする。

２． 人と自然との触れ合いの活動の場 

工事の実施に係る影響は、使用機材の適切な整備点検、積極的な低公害型建設機械の導入及

び、関係車両のアイドリングストップの実施により、環境へ与える影響を低減することとする。

土地又は工作物の存在及び供用に係る影響については、埋立計画地の干潟ゾーンへの徒歩、

自転車での通行路を確保し、自然との触れ合いの場へのアクセスルートを確保することで、環

境への影響を低減することとする。

第４節 環境への負荷の量の程度に係るもの

１． 廃棄物等 

工事の実施に係る影響は、廃棄物が発生した場合は、分別を徹底し、再資源化及び再使用等

の促進を図るとともに、廃棄物となるものに関しては、専門業者に委託し、適切に処分するこ

とで、環境への影響を低減することとする。
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第５節 その他

その他項目としては、以下の２点について監視等を徹底するものとする。

１． 海上工事 

海上工事の安全を図るため、港則法（昭和 23 年法律第 174 号）及び海上衝突予防法（昭和

52 年法律第 62号）に基づき、標識、ブイ浮標を設置して工事区域を明確にする。工事用船舶

による海上交通の安全を図るため、運行船舶のスケジュール等の連絡を密にする。 

２． 法の順守 

工事施行にあたっては、「海洋汚染及び海上災害の防止に関する法律」（昭和 45 年法律第 136

号）等関係法令を遵守し、環境の保全に努める。  
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第６章 総合評価
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 第４章に示した予測及び評価により、本対象事業の実施に伴う工事の実施時における環境影

響、及び土地又は工作物の存在、及び供用による環境影響については、軽微なものであり、第

５章に示した環境保全のための措置を講じることにより、さらに環境への影響を回避できるも

のと判断される。 

表 6-1（1） 総合評価（1）  

環境

要素

影響

要因
総合的な評価

大
気
質

工
事
の
実
施

予測結果 環境保全措置

窒素酸化物については、現状で環境基準を満足しており、工

事の実施による多量の窒素酸化物が排出されることもないた

め、環境への影響は小さいと予測される。

粉じん等については、アメダス水俣の気象観測結果より、粉

じんの飛散に影響が現れると予測される風速 5ｍ/ｓ以上の出現

頻度は少なく、環境への影響は小さいと予測される。

・使用機材の適切な整備点検 

・積極的な低公害型建設機械の導入 

・アイドリングストップ、空ぶかし防

止 

・粉じん等飛散防止シートの装着 

・路面の清掃・散水 

評価

 環境への影響は小さく、環境保全措置を講じることから、事

業者の実行可能な範囲について低減が図られているものと評価

する。

土
地
の
存
在
・
供
用

予測結果 環境保全措置

本埋立事業は、供用後に既存の製造業施設と同様な施設が立

地、稼働予定であり、新たに窒素酸化物に大きく影響を与える

ような工場等の立地予定はなく、窒素酸化物による環境への影

響は現在と同程度と予測される。

・関連車両は、アイドリングストップ

に努める。 

・関連車両及び機器は、整備、点検を

徹底する。 

評価

 環境への影響は小さく、環境保全措置を講じることから、事

業者の実行可能な範囲について低減が図られているものと評価

する。
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表 6-1（2） 総合評価（2）

騒
音

工
事
の
実
施

予測結果 環境保全措置

建設機械の稼働により発生する騒音は、音源位置から 5m地点

では 99dB、25ｍ地点では 85dB であるが、施行区域境界の 50m

地点では 79dB となることが予測された。 

工事用車両の通行に伴う等価騒音レベルの増加分は 0.1～

0.7dB であり、予測値は 61.6～65.3dB であった。 

・使用機材の適切な整備点検 

・積極的な低公害型建設機械の導入 

・アイドリングストップ、空ぶかし防

止 

・建設機械や資材運搬車両の稼働の平

準化 評価

 環境への影響は小さく、さらに環境保全措置を講じることか

ら、事業者の実行可能な範囲について低減が図られているもの

と評価する。

 また、建設機械の稼働に伴い発生する騒音及び、工事用車両

の通行に伴い発生する騒音は、それぞれ「特定建設作業に伴っ

て発生する騒音の規制に関する基準」及び「騒音に係る環境基

準」と整合が図られるものと判断する。

土
地
の
存
在
・
供
用

予測結果 環境保全措置

埋立地利用車両の通行に伴う等価騒音レベルの増加分は 0.0

～0.2dB であり、予測値は 61.2～65.2dB であった。

土地の供用については、本埋立事業は、供用後に既存の製造

業施設と同様な施設が立地、稼働予定であり、新たに騒音に大

きく影響を与えるような工場等の立地予定はなく、騒音による

環境への影響は現在と同程度と予測される。

・関連車両は、アイドリングストップ

に努める。 

・関連車両及び機器は、整備、点検を

徹底する。 

評価

 環境への影響は小さく、さらに環境保全措置を講じることか

ら、事業者の実行可能な範囲について低減が図られているもの

と評価する。

 また、埋立地利用車両の通行に伴い発生する騒音は「騒音に

係る環境基準」と整合が図られるものと判断する。

振
動

工
事
の
実
施

予測結果 環境保全措置

建設機械の稼働により発生する振動レベルは、予測基準点か

ら 5ｍ地点で 74dB、施行区域境界の 50m 地点では 55dB と予測さ

れた。 

工事用車両通行に伴う振動レベルの増加は 0.3～0.5dB であ

り、予測値は 32.5～50.8dB であった。 

・使用機材の適切な整備点検 

・積極的な低公害型建設機械の導入 

・アイドリングストップ 

・建設機械や資材運搬車両の稼働の平

準化 

評価

 環境への影響は小さく、さらに環境保全措置を講じることか

ら、事業者の実行可能な範囲について低減が図られているもの

と評価する。

 また、建設機械の稼働に伴い発生する振動及び、工事用車両

の通行に伴い発生する振動は、それぞれ「特定建設作業に伴っ

て発生する振動の規制に関する基準」及び「道路交通振動の限

度」と整合が図られるものと判断する。

土
地
の
存
在
・
供
用

予測結果 環境保全措置

工事用車両通行に伴う振動レベルの増加は 0.3～0.5dB であ

り、予測値は 32.5～50.8dB であった。 

土地の供用については、本埋立事業は、製造業用地の整備が

目的となることから、新たに振動に大きく影響を与えるような

工場等の立地予定はなく、供用による振動への影響は現況と同

程度であり、新たな振動への影響の寄与は小さいと予測される。

・関連車両は、アイドリングストップ

に努める。 

・関連車両及び機器は、整備、点検を

徹底する。 

評価

 環境への影響は小さく、さらに環境保全措置を講じることか

ら、事業者の実行可能な範囲について低減が図られているもの

と評価する。

 また、埋立地利用車両の通行に伴い発生する振動は「道路交

通振動の限度」と整合が図られるものと判断する。
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表 6-1（3） 総合評価（3）

環境

要素

影響

要因
総合的な評価

環境

要素

水
象

土
地
の
存
在
・
供
用

予測結果 環境保全措置

埋立地の存在により、満潮時は-1～-4cm/s 程度、干潮時は-1

～-9cm/s 程度の流速の変化を生じるが、影響は埋立計画地周辺

に限られている。 

・流況変化が極力生じない（流れを妨

げない）ような埋立形状とする。 

評価

 環境保全措置を講じ、事業者の実行可能な範囲について低減

が図られることから、環境への影響は小さいものと評価する。

水
質

工
事
の
実
施

予測結果 環境保全措置

工事の実施に伴う土砂による水の濁りの広がりが 2mg/L を超

えるのは対象工種の施行箇所から 100m 程度となることが予測

された。 

・汚濁防止膜を展張 

評価

環境への影響は小さく、さらに環境保全措置を講じることか

ら、事業者の実行可能な範囲について低減が図られているもの

と評価する。 

土
地
の
存
在
・
供
用

予測結果 環境保全措置

便宜的に設定した排水口（点源）からの排水拡散状況は、現

況及び将来においても差異はなく、新たな汚れの付加による影

響程度は小さいと予測される。同様に、T-N、T-Pといった栄養

塩類の流入付加も小さいと推察される。 

・生活排水は合併浄化槽により適切に

処理する 

評価

 環境への影響は小さく、さらに環境保全措置を講じることか

ら、事業者の実行可能な範囲について低減が図られているもの

と評価する。

底
質

工
事
の
実
施

予測結果 環境保全措置

埋立計画地内の底質は、有害項目に係る溶出試験や含有量試

験において、「水底土砂の判定基準」を満足し、埋立土砂につい

ては、「水底土砂の判定基準」及び「土壌汚染対策法の指定基準」

を満足している。従って、埋立に伴う有害物質の溶出はないも

のと予測される。 

・汚濁防止膜を展張 

評価

 環境への影響は小さく、さらに環境保全措置を講じることか

ら、事業者の実行可能な範囲について低減が図られているもの

と評価する。
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表 6-1（4） 総合評価（4）

環境

要素

影響

要因
総合的な評価

環境

要素

陸
上
動
物

工
事
の
実
施

予測結果 環境保全措置

工事の実施に係る鳥類への影響としては、工事中における作

業機械から発生する騒音等が考えられる。しかしながら、埋立

計画地は工業地域に位置していることから、現状においても作

業車が頻繁に稼働していることや、工事の影響範囲も極めて狭

い範囲に限定されることから、騒音による影響は、一時的かつ

局所的と予測される。 

・使用機材の適切な整備点検 

・積極的な低公害型建設機械の導入 

・アイドリングストップ、空ぶかし防

止 

評価

 陸上動物への影響は小さく、さらに環境保全措置を講じるこ

とから、事業者の実行可能な範囲について低減が図られている

ものと評価する。

土
地
の
存
在
・
供
用

予測結果 環境保全措置

土地の供用により餌場、休息場として利用している海面が減

少するものの、主要な餌場・休息場とはなっていない。また水

域は減少するものの、埋立後は干潟ゾーンの整備により休息場

として利用できる範囲が新たに創出される。

従って周辺地域を鳥類の生息場としてみた場合、影響の範囲

は極めて狭い範囲である。

・関連車両は、アイドリングストップ

に努める。 

・関連車両及び機器は、整備、点検を

徹底する。 

評価

 陸上動物への影響は小さく、さらに環境保全措置を講じるこ

とから、事業者の実行可能な範囲について低減が図られている

ものと評価する。

海
生
動
植
物
・
生
態
系

工
事
の
実
施

予測結果 環境保全措置

水質の予測結果のとおり、工事による水の濁りは対象工種の

施行箇所付近にとどまり、周辺海域までは拡散しないことが予

測された。従って濁りの発生による周辺海域における海生動植

物及び生態系の生息・生育状況への影響は小さいと予測される。

・汚濁防止膜を展張 

評価

 海生動植物及び生態系への影響は小さく、さらに環境保全措

置を講じることから、事業者の実行可能な範囲について低減が

図られているものと評価する。

土
地
の
存
在
・
供
用

予測結果 環境保全措置

水象の予測結果のとおり、大きな流況の変化は生じないと考

えらる。また、水質の予測結果のとおり、排水の拡散は現況か

ら供用後の変化は小さく、海生動植物及び生態系への影響は小

さいと予測される。

・流況変化が極力生じない（流れを妨

げない）ような埋立形状とする。 

・生活排水は合併浄化槽により適切に

処理する 

評価

 環境保全措置を講じ、事業者の実行可能な範囲について低減

が図られることから、海生動植物及び生態系への影響は小さい

ものと評価する。
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表 6-1（5） 総合評価（5） 

環境

要素

影響

要因
総合的な評価

景
観

土
地
の
存
在
・
供
用

予測結果 環境保全措置

埋立計画地及びその周辺は現況においても人工護岸であり、

背後も工業地帯であることから、現況を著しく悪化させるもの

ではないものと考えられる。また、景観全体の視野に対する対

象事業実施区域の規模は小さく、眺望を悪化させるものではな

いことが予測される。 

・新規の工作物は現況の工作物と同様

の素材、色相とする。 

評価

 景観への影響は小さく、さらに環境保全措置を講じることか

ら、事業者の実行可能な範囲について低減が図られているもの

と評価する。

人
と
自
然
と
の
触
れ
合
い
活
動
の
場

工
事
の
実
施

予測結果 環境保全措置

埋立計画地周辺の護岸は釣りや散歩等のレクリエーションに

利用されている。埋立工事の実施により、一部利用が制限され

るが、周辺には同様な環境が存在するため、影響は小さいもの

考えられる。また、大崎鼻公園を除く埋立計画地周辺の人と自

然との触れ合いの活動の場については、位置関係により埋立計

画地を視認することができないこと、工事の実施に伴うアクセ

スの影響は想定されないことから活動の場の利用への影響は生

じないものと考えられる。大崎鼻公園においても、景観の予測

結果のとおり、埋立計画地を視認できるのは狭い範囲に限られ

ることから、利用への影響は小さいと考えられる。 

従って工事の実施により、活動の場の縮小及び活動の場の質

の低下は生じないものと予測される。 

・使用機材の適切な整備点検 

・積極的な低公害型建設機械の導入 

・アイドリングストップ、空ぶかし防

止 

・路面の清掃・散水

評価

 人と自然との触れ合い活動の場への影響は小さく、環境保全

措置を講じることから、事業者の実行可能な範囲について低減

が図られているものと評価する。

土
地
の
存
在
・
供
用

予測結果 環境保全措置

埋立計画地周辺は、供用後も現在と同様の利用は可能と考え

られる。また、周辺の人と自然との触れ合いの活動の場も埋立

計画地からは離れており、アクセスルートは関係車両通行ルー

トとは異なることから、土地又は工作物の存在及び供用により、

活動の場の縮小及び活動の場の質の低下は生じないものと予測

される。

また、埋立計画地は水産業用地として干潟ゾーンの整備が計

画されている。干潟ゾーンでは、環境学習の一環として、干潟・

藻場の見学等と合わせた教育の場及び広報活動を行うことを計

画しており、新たな人と自然との触れ合いの活動の場になると

予測される。

・埋立計画地の干潟ゾーンへの、徒歩、

自転車での通行路を確保することで、

自然との触れ合いの場へのアクセス

ルートを確保する。 

評価

 人と自然との触れ合い活動の場への影響は小さく、環境保全

措置を講じることから、事業者の実行可能な範囲について低減

が図られているものと評価する。

廃
棄
物
等

工
事
の
実
施

予測結果 環境保全措置

既設工作物は埋立工事により撤去後仮置され、新規防波堤整

備後に再利用する計画であり、既設護岸及び既設道路において

は撤去は行わず、一部取り壊しが生じた場合も埋め戻しを行う

計画である。

従って工事の実施により発生する廃棄物による環境への影響

は少ないと予測される 

・廃棄物が発生した場合は、分別を徹

底し、再資源化及び再使用等の促進を

図るとともに、廃棄物となるものに関

しては、専門業者に委託し、適切に処

分する。

評価

 環境への影響は小さく、さらに環境保全措置を講じることか

ら、事業者の実行可能な範囲について低減が図られているもの

と評価する。
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第７章 環境監視計画
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工事中において、表7-1-1に示す内容で、環境監視を適切に実施する。また海上作業である

ことを考慮し、水質（濁り）についても環境監視を実施する。 

予測し得ない環境上の著しい影響が生じた場合には、関係機関と協議し、必要に応じて追加

調査等を行い、適切な措置を講じるものとする。 

表7-1-1 環境監視計画 

項 目 環境騒音・振動 水質(濁り) 

調査項目 騒音レベル 

振動レベル 

濁り拡散の目視確認 

濁度、SS、VSS 

調査時期

及び頻度 

工事期間中 想定工種：鋼矢板打設 

           場所打ちコンクリート 

           埋立工 

1回/年 

各年のうち、工事施行に伴う騒音・振動が最も大

きいと想定される時期を基本とする。 

濁りの発生する工事期間中 想定工種：床掘工 

基礎工 

埋立工 

濁り目視確認：1回/日 

目視確認で施行区域外において濁りが確認され

た場合 

濁度・SS・VSSの測定 

調査位置 図7-1-1に示す 

1地点（施行区域から最も近い住宅地の敷地境界） 

目視確認：埋立計画地周辺海域 

目視確認で施行区域外において濁りが確認され

た場合 

濁度・SS・VSS：図7-1-1に示す2地点 

（施行区域内1地点、施行区域外1地点） 

調査方法 ・普通騒音計による騒音ﾚﾍﾞﾙ測定 

・振動ﾚﾍﾞﾙ計による振動レベル測定 

・目視による濁りの拡散状況の確認 

・計測機器による測定(濁度) 

・採水による分析(SS、VSS) 

※測定、採水層は、2層(表層・中層) 
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図7-1-1 環境監視調査地点 




